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学位論文概要 
 
学位論文題目 
 
中国の職務著作権制度の課題と展望 
 
概要 
 
職務に関する著作権制度は，法人又はその他の組織（以下「法人等」という．）に属する
従業者がその職務上において作成した著作物の保護を図る制度である．中国では，法人等
の従業者により作成された著作物の著作権が，雇用者である法人等に帰属する場合の職務
に関する著作物（これを「法人著作物」という．）と作成者である従業者に帰属する場合の
職務に関する著作物（これを「職務著作物」という．）が存在する（中国著作権法 11 条，
16 条）．さらに，この「職務著作物」は，「一般職務著作物」と「特殊職務著作物」とに分
けられる．すなわち，中国著作権法では，職務に関する著作物が合計三種類存在すること
になる．これにより，従業者が作成した職務に関する著作物が上記三種類のうちのどの著
作物に該当するのかを明確に認定する必要が生じるが，現実にはその認定の根拠となる法
的規準が曖昧である．そのため著作物の権利帰属を巡る紛争等が生じ，訴訟事件にまで発
展するケースが増えている．このような状況を一刻も早く打破することが求められる． 
本研究では，研究の背景と先行研究を通して，中国の職務著作権制度の課題を把握し，
研究目的を定めるとともに，文献調査を中心とする研究方法により，中国の職務著作権制
度の課題と展望について論究するものである．現行の中国著作権法は 1991 年 6 月に施行さ
れ，第一回の改正が 2001 年 10 月に，第二回の改正が 2010 年 4 月になされた．上記二回
の法改正は，ベルヌ条約，WTO等の国際条約に加盟するための国際調和を図るためのもの
であるが，職務著作権制度については何ら改正されていない．そのため更なる法改正を求
める声が多数あがるとともに，学説も多数掲げられている．今後，経済のグローバル化，
貿易自由化の現実に直面していることを踏まえ，中国著作権法においては，自然人著作者
の権利と法人等の利益との均衡を図りつつ社会的利益を尊重し，中国の科学技術・文化の
全面的発展に寄与すべく改正する必要がある． 
職務に関する著作物に係る権利保護は，非常に重要な問題である．現在，中国では，三
回目の著作権法改正を行う動きがあるが，中国の国情に合わせるとともに，世界の著作権
に関する保護動向を踏まえた上で，中国の現状に合う著作権法の改正を行うことが望まれ
る．そこで本研究では，中国における職務著作権制度の現状の課題を把握し，その抜本的
な解決を図るための展望として新たな改正案を提案するものである． 
第２章では，基礎的研究として中国著作権法における著作者人格権と著作財産権につい
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て調査し，中国著作権法の法理念と職務著作権制度の全体像の把握を行った．中国の職務
著作権制度の大きな特徴点は，大陸法と英米法という世界の著作権法の二大体系の両者の
影響がみられることである．すなわち，中国の職務著作物の立法モデルは，大陸法の自然
権思想と英米法の財産権思想とを包含している．大陸法における自然人著作者の権利保護
を重視するとともに，英米法における著作財産権を重視する思想を取り入れている． 
中国の著作権法は全体として大陸法の流れを酌むものであり，自然人著作者の精神的権
利に対する保護を重視する．さらに，著作権を構成する著作者人格権と著作財産権とをそ
れぞれ独立した権利であるとする大陸法の二元論を参照し，著作者人格権と著作財産権の
両者の保護を重要視している．それとともに，英米法をも参照し，法人等に対する財産権
の保護をも重視する法制度を採用している．それにより，自然人の著作者と法人等の利益
の均衡を図っているといえる．著作者の精神的権利に対する保護を重視することで，一般
職務著作物を規定している．一般職務著作物の著作権者は，自然人の著作者である．また，
著作者人格権と著作財産権の両者の保護を図ることにより，特殊職務著作物を規定してい
る．特殊職務著作物においては，自然人の著作者が氏名表示権を享有し，それ以外の権利
を法人が享有する．このように，中国の職務著作権制度は大陸法と英米法の大きく対立す
る二つの法体系の統合であるゆえに複雑化し，混迷を深めているといえる． 
次に第３章では，法人著作物と職務著作物について，法内容，著作物相互の識別性と現
状等について検討を行い，その問題点を浮き彫りにした．裁判例による事例の精査を含む
検討により明らかとなった問題点として次の三点を指摘することができる．(a) 著作物を作
成した著作者が誰かということを特定することが煩雑でありかつ困難であるということで
ある．従業者によって作成された著作物が法人著作物か一般職務著作物か特殊職務著作物
かそれとも職務著作物ではない著作物かに認定されることにより，著作者が従業者となる
場合と法人等となる場合がある．すなわち，職務著作物が法人著作物，一般職務著作物ま
たは特殊職務著作物のいずれかを判断しなければならない．(b) 著作物に対する法的責任と
は何かを含め，法的責任の所在の判断基準やその責任の範囲が曖昧であり，法的責任とい
う要素で職務に関する著作物を分類することが困難である．(c) 著作物を創作するときに，
従業者は所属の法人等の物質的・技術的資源を利用しており，法人等は従業者に対し，物
質的・技術的資源等を提供している．その場合における法人等の貢献度の算定をする必要
があるが，現実には貢献度は漠然としており具体的に算定することは難しい．裁判事件の
判決は，その貢献度を算定しそれに基づいてその事件に係る著作物をどの職務に関する著
作物と認定するかという判断を行っている．しかし，判断の基礎となる貢献度そのものが
不明瞭である以上，その裁判所の判断基準はきわめて曖昧なものであるといえる．そもそ
も職務に関する著作物の定義が，法人著作物，一般職務著作物と特殊職務著作物の三種類
存在し，それらの境界線が明確でないために生じている問題である．特に，この境界の不
明瞭さにより，実務上，法人著作物と特殊職務著作物との切り分け，一般職務著作物と特
殊職務著作物との切り分け等が困難となり，さまざまな係争事件を引き起こしているとい
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える． 
そして第４章では，世界主要国の職務著作権制度を国際条約とともに調査し，世界各国
の職務著作権制度の法理念，法運用状況，学説，事例等について国際比較を行うとともに，
中国著作権法への示唆について論究した．職務著作権制度は世界各国の法律により様々な
規定がありそれぞれに特色があるが，著作権法的には世界の法体系は主として大陸法と英
米法の二大潮流に区分される．職務に関する著作物に係る著作権には，著作者人格権と著
作財産権があり，大陸法と英米法ではそれらの扱いを異にする．世界各国の著作権法にお
ける職務著作物の保護状況を明らかにするため，大陸法の代表的な国であるドイツとフラ
ンスについて調査し，英米法の代表的な国であるアメリカとイギリスについて調査した．
さらに比較として，日本と中国の職務著作権制度を取り上げ，法内容，事例等を中心とし
て比較法的に検討した．職務に関する著作物の法的保護は，非常に複雑かつ重要な問題で
あるが，調査を行った各国の職務著作権制度は，必ずしも十分なものではなく，実際に種々
の紛争が生じている状況があることが明らかとなった． 
続く第５章では，中国の職務著作権制度の権利帰属について，著作者人格権と著作財産
権の法内容について詳細に検討した．中国の職務著作物については，大陸法系と英米法系
双方の相反する特徴を内在することにより，結果として，自然人著作者の権利保護が弱体
化していることがいえる．本来，中国著作権法の法理念は自然人著作者の精神的権利の保
護の重視を図ることにあるが，現実には，同法 11 条のように，法理念と離れた規定が存在
する．検討の結果，著作者人格権については自然人著作者のみが共有すべきであると考え
る．著作者は直接著作物を創作するものであり，その著作物のなかに自己分の独創的な思
想・感情が表現されている．文学，科学技術等の分野において，独創性を発揮することに
より，知的財産として複製可能な知的成果を生み出すものである．法人等が自然人である
従業者の創作活動のために行った職務の主管，情報・物資の提供等の活動は創作活動とは
いえない．自然人の著作者による直接的な創作活動のみが，著作者として認められる基本
的な要件である．すなわち，自然人のみが創作の能力を有し著作物を作成することが可能
であるから，著作者人格権を享有するのは，自然人著作者のみであるべきである．また，
この著作者人格権は分割することができないという特徴を有するものといえるが，特殊職
務著作物の規定によると，著作者人格権のうち，氏名表示権以外の公表権，同一性保持権
等については，法人等が享有するとしており，上記した原則と矛盾が生じている．このた
め，特殊職務著作物の規定では自然人著作者の権利が弱体化しているといえる．職務著作
物に対する著作者人格権は，「人間の権利」として自然人著作者から剥奪することはできな
いものであるが，業務遂行上，法人等が氏名表示権以外の著作者人格権の利用が必要にな
った時のために，契約等により，自然人著作者の権利を制限することも必要である．また，
職務著作物を一般職務著作物と認定した場合を考えると，「法人等の優先的に使用する権利」
の規定（16 条 1 項）では，自然人著作者が享有する著作権は不完全なものである．さらに，
報奨金の金額方法等の規定が明確ではないところで，著作者は著作財産権の享有を制限さ
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れることになる．したがって，職務著作権制度は法趣旨，著作者人格権と著作財産権に関
する権利帰属の観点からみても，法改正を行うことが必要であるといえる． 
第６章では，前章の検討を踏まえ，中国における職務著作権制度に関する学説を検討し
た上で，独自の中国著作権法の改正案を提案した．まず，学説は，(1)英米法の法理念に基
づき著作権は法人等が享有すべきであるとする説，(2)大陸法の法理念に基づき著作権は自
然人の創作者が享有すべきであるとする説，(3)氏名表示権は著作者が享有し，それ以外の
権利は法人が享有すべきであるとする説，の三つに集約できる． 
それを踏まえた上で，独自の視点から法改正について論究した．前記したとおりである
が，中国は大陸法系の国として，自然人の著作者の権利保護を最大限に重視すべきである．
一方，職務に関する著作物の創作過程における物質的な条件は，ほとんどの場合，法人等
から提供されるものであるから，自然人の著作権は一部制限される必要もあると考えられ
る．中国著作権法では，「精神的文明」を促進するための著作者人格権と，「物質的文明」
を発展させるための著作財産権の双方の保護が重視されている．つまり，法改正において
も自然人著作者の権利と法人の利益のバランスを図ることが求められるといえる． 
そこで，それらの方針にしたがって，中国の職務に関する著作権制度の改正案の提案を
行った．改正案の要旨は以下のとおりである．三種類ある職務著作物を整理して，一つに
する．そのため，①「法人等を著作者とみなす」という規定（現行法 11 条 3 項・4 項）を
削除する．②「国民が法人又はその他の機関の業務遂行において，著作者の発意に基づき，
勤務先の業務内容に関連する著作物は職務著作である」とする（現行法 16 条 1 項・2 項の
差し替えと 3項の追加）．③著作者人格権と著作財産権は自然人著作者が享有する．しかし，
同時に法人等の利益も考え，自然人著作者と法人等は，契約や勤務規則等を通じて著作物
を使用することができるようにし，経済の発展とともに，人材の流動化が拡大するため，
転職した後の著作物の権利帰属については，自然人著作者と法人の間に契約や，勤務規則
による（16 条 4 項の追加）こととする． 
第７章では結論として，まとめを行った．本研究では，中国の職務著作権制度について，
著作者人格権と著作財産権の保護を検討することによって，中国の職務著作物保護の現状，
及び学説について考察した．また，世界各国の職務著作制度の発展の経緯やその理念は，
それぞれの国の事情等により異なっている．それらを探ることにより，その職務著作権制
度のルーツを見極め，国際的に分化し進化して現在に至った法理念やその過程を論究した．
さらに，国際条約や，日本をはじめとする世界各国の著作権法の理念，法解釈や事例・判
例等を通じて，中国の職務著作権制度に対して，参照できることを考察し，職務著作権制
度の改正案を提案した． 
本研究の中国の職務著作権制度に対する提案が，今後の法改正の一助となれば幸いであ
る． 
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English Abstract 
 
Title 
 
Problems and Prospects for the Copyright System of a Work for Hire In China 
 
Abstract 
 
Generally, a copyright system of a work made by an employee in the course of 
his duties (hereinafter referred to as “a work made for hire”) is that decides legally the 
ownership of the work by an employee in the course of the performance of his duties in 
connection with the juridical person, etc. The rule how to decide the ownership of the 
copyright is different all over the world. The copyright of “the work made for hire” 
belongs to the employee in the continental law system (France and so on), and to the 
employer in the common law system (British and American etc.). But in China, the 
copyright work made for hire has three types of work according to the ownership of 
copyright: a work attributed to the employer, to the employee, or to the employer 
excepting the moral right of authorship. And that causes various problems and creates 
some confusion in practice. In this kind of situation, we need to breakdown as soon as 
possible. The Copyright Law of China was amended for the first time in June1990, 
revised for the first time in October 2001, and for the second time is in 2010(effective 
from April1, 2010). However, the government has also twice amended the law, the 
provisions has not been amended. Therefore, with calls for amendment of Copyright 
Law are raised in society. Since China joined the WTO, the economic globalization, 
must face the reality of trade liberalization. Therefore, we must always proceed from 
China's actual conditions, while consideration the interests and social interests of the 
copyright holder, it is necessary to amend so as to contribute to the overall development 
of China's science, technology and culture. The copyright of work made for hire 
protection is very complex. Currently, in China, there is a movement to make the 
copyright law revision of the third time, conform to China's national conditions, based 
on the copyright protection trends in the world; it is desirable to perform the revision of 
the copyright law to meet the Chinese status quo. In order to solve these problems, we 
will grasp the present condition of work made for hire, and then give some suggestion 
for the Copyright Law in China. 
First, Chapter 1 described the abstract concerning the copyright system of a 
work made for hire in China as the background of this study. And I said the previous 
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studies and did the positioning of my study with respect to the whole of the previous 
studies. 
In chapter 2, as the preliminary research, I investigated moral rights of authors 
and copyright property rights in China's copyright law, and grasped the perspective of 
the protection system of a purpose of the China copyright law. In this way, the point of 
China's work made for hire, is influence from both civil law and common law, the 
legislative model of work made for hire, including property rights concept of natural 
rights philosophy and common law of civil law, it can be said that the China's work 
made for hire integration the two the legal system to conflict largely of civil law and 
common law. 
In Chapter 3, in China, the three types of work made for hire was investigated 
from law philosophy, provisions of the law, the legal requirements of China's work 
made for hire, the mutual discrimination and present conditions, was investigated. In 
particular, by the ambiguity of this boundary, in practice, work made for hire is difficult 
to isolate and decision. It has caused a variety of legal disputes. 
Thereafter, in Chapter 4, the provisions and the world of law philosophy of 
duties copyright system of work related to duties in international treaties, were 
scrutinized implementation status, and for the theory, etc. The international conventions 
were investigated. Order to clarify the status of the protection of the work made for hire 
in the legal system of the world, to investigate Germany, for France as a country of 
continental law system, the United States as a nation of Anglo-American law system, 
was investigated for the United Kingdom. Further address the Japanese and Chinese 
duties copyright system as a comparison with them, laws and regulations, were 
compared legally considered. 
In Chapter 5, a work made for hire was investigated from the viewpoint of the 
copyright property rights and moral rights. About the China's work made for hire by 
inherent contradictory features of both continental law system and the common law 
system, as a result, it can be said that the protection of the rights of an author as a 
natural person has been weakened. Originally, the Chinese law purpose of copyright law 
is to be made emphasis on protection of mental rights of natural persons author, in 
reality, as in the law Article 11, there is a provision apart from the law purpose. In 
conclusion, it is considered as the only author as natural person for moral rights should 
be shared. 
 In Chapter 6, on a review of the theories about the copyright system for work 
made for hire in China, I have proposed a draft revision of its own copyright law. First, 
the doctrines, (1) American law system copyright based on the legislative model of 
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Britain theory that the corporation should enjoy, (2) Copyright based on the civil law 
system legislation model is a natural person of the author enjoyment theory that it is 
assumed that should be, it can be said aggregated (3) Name display right author is 
enjoyment, other rights theory that the corporation should enjoy, in three. On top of that, 
I discussed for legal reform from a unique perspective. Moral rights and copyright 
property rights of natural persons author to enjoy. However, it is also considered profit 
of income at the same time, natural persons author and corporate, etc., and to be able to 
use the copyrighted material through contracts and work rules, etc., along with the 
economic development, for mobilization of human resources to expand, change jobs for 
vesting of work after the contract or between natural persons author and corporate, it is 
assumed that by working rules (additional 16 Article 3.4). 
Chapter 7 described the conclusion. I said the summary of this study and 
problems from now on. And this has appendixes concerning related laws and so on.  
In this study, for the copyright system of a work made for hire in China, by 
considering the protection of moral rights and copyright property rights, China's work 
made for hire material protection of status quo, and it was discussed theory. In addition, 
the development of history and the philosophy of work made for hire around the world 
are different depending on the circumstances, etc. of each country. By explore them, 
their duties and assess the roots of the copyright system, I discuss the law principles and 
the process that led to the current and evolving internationally differentiation. 
In addition, international treaties and philosophy of copyright laws around the 
world, including Japan, through the legal interpretation and case law, etc., against 
China's work made for hire, it was considered that it can be referenced. I suggested the 
amendment of the work made for hire. Proposal for China work made for hire of the 
present study is the hope and help in the future revision of the law. 
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第１章 序論 
 
1.1 研究背景 
 
一般に，職務に関する著作権制度（以下「職務著作権制度」という．）は，法人またはそ
の他の組織（以下「法人等」という．）に属する従業者が職務において作成した著作物（以
下「職務に関する著作物」1という．）に関する権利の帰属を定める制度である． 
 
中華人民共和国（以下「中国」という．）では，「職務に関する著作物」2の著作権が，使
用者である法人等に帰属する場合と著作物の直接の作成者である従業者に帰属する場合と
が存在する．前者を「法人著作物」，後者を「職務著作物」という（中国著作権法 11 条，
16 条）3．さらに，この「職務著作物」は，「一般職務著作物」と「特殊職務著作物」とに
分けられるため，中国著作権法においては，職務に関する著作物が，「法人著作物」，「一般
職務著作物」と「特殊職務著作物」の合計三種類が存在することになる． 
中国では，建国（1949 年）後初の著作権法が 1990 年 9 月に全国人民代表大会の常務委
員会で採択され，1991 年 6 月に施行された．「中華人民共和国著作権法」（本論文では「中
国著作権法」または「中国法」という．）である．この中国著作権法は，制定後，2001 年
10 月と 2010 年 2 月の二回にわたる法改正がなされ現在に至っている4． 
ところで，世界の著作権法には，フランス，ドイツなどを中心とする法体系（大陸法）
とイギリス，アメリカなどを中心とする法体系（英米法）の二大潮流がある．大陸法は，
法理念として，自然権思想を重視し，著作者の著作者人格権と著作財産権の双方の保護を
対等に重視するという二元論の立場をとるのに対し，英米法は，法人等の著作財産権を重
                                                   
1 本論文では，「職務に関する著作物」を，「法人著作物」，「職務著作物」，「一般職務著作物」，
「特殊職務著作物」他，職務に関連する著作物の総称として使用する． 
2 本論文では，「職務著作権」を「職務に関する著作権」の略記として使用する．なお，「職
務に関する著作物」については略記せず，そのままの用語を用いる．これは，中国著作権
法において「職務著作物」という定義規定が存在するため，「職務に関する著作物」につい
て略記し「職務著作物」とすると中国著作権法上の「職務著作物」と混同を生じるためで
ある． 
3 中国著作権法 11 条 3 項に，「法人著作物」という用語は明示されていないが，学者間では，
本項で定義される著作物を「法人著作物」と呼称していることから，本論文においても同
法 11 条 3 項で定義される著作物を「法人著作物」と呼ぶ．また，「職務著作物」という用
語は同法 16 条 2 項に明示されているが，「一般職務著作物」「特殊職務著作物」という用語
は中国著作権法において定義されていない．この点について，上記の「法人著作物」と同
様，学者間では，同法 16 条 1 項で規定される職務著作物を「一般職務著作物」，同条 2 項
で定義される職務著作物を「特殊職務著作物」という用語を用いていることから，本論文
において，これらの用語を使用する． 
4 魏啓学「中国知財法制度」パテント 65 巻 9 号 7 頁(2012) 
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視するという一元論の立場をとっている． 
中国著作権法は，フランス著作権法の法理念を理論的基礎としているため，大陸法に属
するものとされるが5，その一方で，同法のなかの職務著作権の規定については，英米法の
法理念である「財産権論」を参照し，著作権における法人優位性をその基礎理念として導
入している． 
すなわち，中国著作権法は，全体として，大陸法系の著作権法の流れをくむものである
が，職務著作権の規定においては英米法系の著作権法の法理念を取り入れて構成している
ため，一つの法体系のなかに二つの法体系の法理念が混在する状況となっている． 
このように，中国著作権法における職務著作権の規定は，大陸法系と英米法系の著作権
法双方の影響がみられることが特徴である6． 
この職務著作権の規定は，両体系の著作権法を取り入れることにより，自然人著作者と
法人等の利益のバランスを図ろうとしたものである7．職務に関する著作物のうち，法人著
作物においては，法人等が著作者となり，法人等の利益を優先し，一般職務著作物におい
ては，自然人の著作者の精神的権利である著作者人格権8と，著作者の財産的権利である著
作財産権9の双方の保護を重視し，特殊職務著作物においては，自然人の著作者には著作者
人格権のなかの氏名表示権のみを享有させ，それ以外の権利については法人等が享有する
規定を定めている． 
 上記のように，中国著作権法において，法人等の従業者が作成した職務に関する著作物
は，法人著作物，一般職務著作物と特殊職務著作物の三種類に大別される．法的及び実務
的に，著作権の帰属を決める必要があるが，そのためには，法人等に属する従業者が作成
した著作物が，具体的に上記の三種類の著作物の中のどの著作物に該当するのかを認定す
る必要がある． 
現実には，その認定の根拠となる中国著作権法の規定が曖昧であり，法解釈をはじめ訴
訟事件における裁判所の判断も一定ではないため，職務に関する著作物を巡る社会的混乱
や紛争事件等が数多く起こっている現実がある．このような事態を一刻も早く打開するこ
とが求められる． 
中国は 1991 年の戦後初の著作権法施行以来，WTO10の TRIPs 協定11を含む著作権に関
                                                   
5 Stephen M. Stewart. International Copyright and Neighboring Rights. 2nd ed., London, 
Butterworths, 1989,p.26 
6 呉漢東『知識産権基本問題研究』(和訳：知的財産権基本問題研究) 226 頁（中国人民大学
出版社, 2005) 
7 同上，172 頁（中国人民大学出版社，2005） 
8 著作者人格権は，中国著作権法では，単に「人格権」というが，同義である．本論文では，
人格権，著作者人格権という二つの用語を同義語として使用する． 
9 著作財産権は，中国著作権法では，単に「財産権」というが，同義である．本論文では，
財産権，著作財産権という二つの用語を同義語として使用する． 
10 WTO：World Trade Organization（世界貿易機関） 
11 Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights（知的所有権の貿
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する国際条約に参加する方針を次々と打ち出し，国際条約に対応するため，上記の 2001 年
と 2010 年の二度にわたる法改正を行った．しかし，中国著作権法の職務著作権制度につい
ては上記二回の改正では何も改正されなかった．そのため，職務著作権制度に係る法改正
を求める声があがり，専門家，法学者等による多数の意見，論文等が発表された．ようや
く 2011年 3月になり，中国政府において第三回法改正に向けた作業が開始された． 
このように，中国著作権法における職務著作権制度は，大きな問題を抱えているのが現
状であり，早急に解決を図る必要がある． 
ここで，中国著作権法の職務に関する著作権の定義規定である 11 条（法人著作物）と 16
条（職務著作物）を以下に示す． 
 
第 11 条  
著作権は著作者に帰属する．但し本法で別段の規定があればこの限りでない． 
著作物を創作した公民を著作者とする． 
法人またはその他の組織が主管し，法人またはその他の組織の意思を代表して創作
し，且つ法人またはその他の組織が責任を負担する著作物については，法人またはそ
の他の組織を著作者とみなす． 
反証がない限り，著作物上に氏名を表示した公民，法人，その他の組織は著作者と
する． 
 
第 16 条 
公民が法人或いはその他の組織にかかる業務上の任務を遂行するために創作した著
作物は職務著作であり，本法第 2 項の規定を除き，その著作権は著作者が享有する．
但し，法人或いはその他の組織はその業務の範囲内で優先的に使用できる権利を有す
る．著作物が完成してから 2 年以内は，事業単位の同意を得ずに，著作者は第三者に
事業単位が使用させることと同様の方法で当該著作物を使用することを許諾してはな
らない． 
次に掲げる形態のいずれかの職務著作物については，著作者は氏名表示権を享有す
る．著作権にかかるその他の権利は，法人或いはその他の組織がこれを享有する．法
人或いはその他の組織は著作者に奨励を与えることができる． 
一 主として法人或いはその他の組織が物質上の技術的条件を利用して創作し，か
つ法人或いはその他の組織が責任を負う建築・工事設計図，製品設計図，地図，コン
ピュータソフトウェア等の職務著作物． 
二 法人またはその他の組織が著作権を享有することを，法律・行政法規が規定し，
または契約で定められた職務著作物． 
 
                                                                                                                                                     
易関連の側面に関する協定，略称「TRIPs 協定」） 
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1.2 先行研究 
 
1991 年の中国著作権法施行以来，中国では職務著作権制度について数多くの研究がなさ
れている．上記したとおり，中国著作権法は，2001 年，2010 年と二度にわたる法改正があ
ったが，職務著作権制度については細部の修正のみで大きな改正がなかったため，専門家，
法学者等による意見表明や論文発表等が数多くなされている（表１参照）． 
これらの先行研究は数が多くかつ多岐に渡るため，筆者はこれらの文献を整理し，学説
毎に代表的な先行研究を抽出した． 
ここで，これらの代表的な先行研究について論述する． 
まず，職務に関する著作物の分類，識別や定義についての先行研究として，江平・沈仁
干による「中華人民共和国著作権法解析」12が知られている．このなかで，江らは，職務に
関する著作物について，新たなカテゴリーに分類することを提案し，「個人職務著作物」，「共
同職務著作物」と「法人著作物」の三つの新区分にすることが望ましいとしている． 
次に，李承武による「浅析法人作品职务作品的関係以及在法律上适用的意義」13がある．
ここで，李承武は，現行中国著作権法における「法人著作物」は「職務著作物」に包含さ
れるべきものであるとし，「職務著作物」を三種類，すなわち，①作成者である従業者に帰
属するもの，②作成者である従業者は氏名表示権のみを享有しその以外の権利を法人等に
帰属するもの，③著作権はすべて法人等に帰属し法人等を著作者と見なすもの，とに区分
すべきとしている． 
また，鄭小川は，「也论法人作品与职务作品」14のなかで，現行の中国著作権法における
職務に関する著作物の規定を変更することなく，運用により法人著作物の構成要件をより
具体化することで対応可能であるとしている． 
著作物の権利帰属に係る法理論についての代表的な先行文献として，劉春田の「知識産
権法」がある．そのなかで，劉春田は「現行の著作権法は計画経済の産物であるから，今
後は，我が国の市場経済の構築を図るとともに，民事主体による自主選択を奨励するべき
である．そこで，従業者，法人等は相互契約を通じて著作権の権利帰属に関する規定を定
めることにより解決すべきである．」15と主張している． 
職務に関する著作物の利用についての先行研究として，楊延超・曹満貴の「我国職務作
                                                   
12 江平・沈仁干『中華人民共和国著作権法解析』(和訳：中華人民共和国著作権法の分析) 165
頁（中国国際出版社,1991） 
13 李承武『浅析法人作品職務作品的関係以及在法律上適用的意義』（和訳：法人著作物と職
務著作物の関係及び法律上の適用について）（知識産権,1997） 
14 鄭小川『也論法人作品與職務作品』（和訳：法人作品及び職務作品に関する議論）（知識
産権,1997） 
15 劉春田『知識産権法』（和訳：知的財産権法）91頁（中国人民大学出版社，2000） 
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品制度的不足與完善」16が知られている．楊延超らは，現行の著作権法 16 条１項，2 項の
規定には，現実的な意義がないとしている．すなわち， 
① 一般職務著作物について，「著作物が完成してから 2 年以内は，事業単位の同意を得
ずに，著作者は第三者に事業単位が使用させることと同様の方法で当該著作物を使用する
ことを許諾してはならない．」と規定されている（16 条 1 項但書）．そのため，第三者が著
作物を利用したい場合であっても事業単位の許可が得られないときがあることを考えると，
実際のところ，著作者にとって氏名表示権以外の権利はないに等しい， 
② 特殊職務著作物の規定により，著作者は氏名表示権を享有するのみであり，その以外
の権利はすべて法人が享有する．したがって，法人等は著作者に対して経済的な報償をす
べきである， 
としている． 
中国著作権法における職務著作権規定の改正についての先行研究として，彭涛17の研究が
知られている．彭は職務著作権規定の問題点として，「法人著作物と特殊職務著作物の混同」
と「一般職務著作物と特殊職務著作物の混同」について指摘し，この問題点を解消するた
めの法改正を提案した．彭涛は，主として，英米法，特に合衆国著作権法（The Copyright 
Law of the United States）18（以下「米国著作権法」または「米国法」という．）の職務著
作権規制度における実用主義的な立場をとり，中国著作権法の改正について，11 条 2 項の
削除と職務著作権を明示した新規条文を追加することにより，法人著作物に係る権利帰属
問題の解決を図ることを提唱している． 
また，王遷19は「論“法人作品” 規定的重構」のなかで，「一般職務著作物」（16 条１項）
以外は法人等が著作財産権を享有すること，また，実際の創作者が著作者人格権を行使で
きる著作物が限られていること，を指摘する．さらに，「法人等を著作者と見なす」（11 条
2 項）という規定は大陸法の立法原則に背いていると述べ，法人著作物の定義規定の削除を
提唱している． 
最後に，張暁玲・張莎莎20は，職務に関する著作物の著作者人格権については著作物の作
成者が享有し，著作財産権については法人等と著作者が契約を通じて定めるべきであるこ
と，さらに法改正を行うべきであることを主張している． 
                                                   
16 楊延超・曹満貴『我国職務作品制度的不足與完善（和訳：我が国職務著作物における不
足と改善）』（中国民商法网刊，2007） 
17 彭涛(著)，鈴木賢・金勲(訳)「中国の著作権法における職務著作について」知的財産権法
政策学研究 4 号(2004) 
18 現行の米国著作権法は 1976 年に改正されたものである．正式名称は以下のとおりである．
An Act for the general revision of the Copyright Law, title 17 of the United States Code, and for 
other purposes. 
19 王遷『論“法人作品”規定的重構』（和訳：“法人著作物”に関する規定の再構築）（法学
論壇，2007） 
20 張暁玲・張莎莎『職務作品著作権帰属探析』 (和訳：職務著作における著作権帰属に関
する検討)（科学及び法律，2005） 
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これらの先行研究より，中国著作権法における職務著作権制度のあり方として，以下の
三つの学説に集約することができる． 
 
(1) 英米法の法理念に基づき，すべての著作権は法人等が享有すべきである． 
(2) 大陸法の法理念に基づき，すべての著作権は自然人の作成者が享有すべきである． 
(3) 著作者人格権のなかの氏名表示権は自然人の作成者が享有し，それ以外のすべての権
利は法人等が享有すべきである． 
 
表 1 代表的な先行研究一覧 
 著者 題目 掲載先 掲載年 
1 沈仁干 談談職務作品 出版工作 1983年 12月 
2 朱佩軍 職務作品的認定與帰属 河北法学 1989年 2月 
3 王崇敏 職務作品著作権的帰属問題研究 海南大学学報（社会科学版） 1989年 4月 
4 劉国林 関于合作作品與職務作品(雇傭作品)的
争鳴與評述 
中南政法学院学報 1990年 1月 
5 劉 春 田  
劉波林 
論職務作品的界定及其権利帰属 中国人民大学学報 1990年 6月 
6 劉 春 田  
劉波林 
簡論職務作品的著作権内容 中国人民大学学報 1992年 1月 
7 胡修周 職務作品與職務発明創造的関係及其権
益帰属 
知識産権 1992年 6月 
8 劉 春 茂  
何紅鋒 
論我国職務作品的著作権客体 江西社会科学 1993年 3月 
9 張今 単位作品和職務作品的聯系與区別 知識産権 1993年 6月 
10 劉東威 从職務作品版権帰属看職務作者的法律
地位 
科技與出版 1994年 4月 
11 孫麗 関于我国職務作品的几个問題 北京政法職業学院学報 1996年 1月 
12 陸飛 職務作品及其著作権帰属探析 知識産権 1996年 1月 
13 譚偉才 職務作品與単位作品的区別 人民司法 1996年 4月 
14 方習国 図書館工作中的職務作品是非之辨 図書館雑志 1996年 4月 
15 李承武 浅析法人作品與職務作品的関係及其在
法律適用上的意義 
知識産権 1997年 3月 
16 孫潔 地図職務作品作者署名権問題探討 科技與出版 1998年 5月 
17 胡建萍 法人作品有関問題研究 人民司法 1999年 12月 
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18 姜淮超 談新聞職務作品著作権的享有 報刊之友 2003年 3月 
19 邱 国 侠 
張紅生 
試析法人作品與職務作品的区分標凖 河北法学 2004年 2月 
20 王芳 論職務作品的界定及其著作権的帰属 科技與出版 2005年 1月 
21 張 暁 玲  
張莎莎 
職務作品著作権帰属探析 科技與法律 2005年 3月 
22 楊述興 職務作品和法人作品 電子知識産権 2005年 5月 
23 楊 延 超  
曹満貴 
我国職務作品制度的不足與完善 昆明理工大学学報(社会科学版) 2007年 5月 
24 王遷 論“法人作品”規定的重構 法学論壇 2007年 6月 
25 李 靖 海  
楊欣 
認定職務作品的法律適用 法学與実践 2009年 3月 
26 毛幸海 浅析我国法人作品制度的不足與立法完
善 
法制與経済(中旬刊) 2009年 4月 
27 鄭其斌 論我国職務作品利益分享機制研究 曁南学報（哲学社会科学版） 2010年 5月 
28 熊▲ち▼ 著作権法中投資者視為作者的制度安排 法学 2010年 9月 
29 ▲じ▼蕾 単位可免費対職務作品優先使用 人民司法 2010年 10月 
30 周斌 論档案工作中法人作品和職務作品的区
分 
蘭台世界 2010年 8月 
31 秦珂 図書館工作中職務作品和法人作品的法
律適用界定——兼評崔世勲訴遼寧省図書
館等案 
図書情報工作 2010年 9月 
32 李 双 利  
何震 
職務作品著作権帰属合同効力之判定 人民司法 2010年 12月 
33 柯燕 探討中国職務作品的不足與完善 経済研究導刊 2011年 12月 
34 王清 廃除法人作品規定的▲りん▼外三个理
由 
政法論叢 2011年 4月 
35 趙洋 労務派遣中職務作品著作権帰属新 浙江万里学院学報 2012年 3月 
37 戴琳 労務派遣中職務作品著作権帰属的認定 重慶社会科学 2012年 12月 
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1.3 研究目的 
 
中国著作権法において定義されている著作物には，文学，美術，自然科学，社会科学，
産業技術等の著作物がある（中国法 3 条柱書）．また，その著作物の形式により，文字によ
る著作物，口述による著作物，音楽・演劇・演芸・舞踏・曲芸芸術による著作物，美術・
建築による著作物，撮影による著作物，映画著作物・映画の撮影製作に類する方法により
創作された著作物，コンピュータソフトウェア，法律・行政法規に規定されるその他の著
作物が定義されている（同条 1 号－9 号）．また，中国における職務に関する著作物には，
法人著作物，一般職務著作物と特殊職務著作物の三種類のものがある．上記した中国著作
権法における著作物はそのいずれもが職務に関する著作物となる可能性がある．ここで，
この職務著作権制度の円滑な運用を図るためには，法人等の従業者により創作された著作
物が，職務に関する著作物であるか否か，さらに職務に関する著作物であるとすれば，上
記三種類のどの職務に関する著作物であるかを適切に判断する必要がある．その判断にあ
たっては，著作物の創作者と法人等の間の雇用関係の有無，著作物の創作時における法人
等の物質的・技術的資源の寄与割合等の条件が考慮される．  
しかしながら，上記三種類の職務に関する著作物の定義が曖昧であり，相互の切り分け
が困難なまま法運用がされている現状においては，従業者が創作した著作物がどの職務著
作物に属するか否かを正確に判断することは困難である．そのため裁判等の係争事件が多
発し，法解釈や実務等を巡り大きな混乱が生じており法秩序において大きな障害となって
いる．本来的には，職務著作権制度の適切な運用を図ることにより，法人等の従業者がそ
れぞれの職場において積極的な創作活動を行うとともに，法人等がその成果の円滑な利用
を図ることができるような環境を整えることが望まれる．そのためには，現在の中国の職
務著作権制度の問題点を明らかにするとともに，その解決策を検討することが重要である．  
そこで，本研究は，中国における職務著作権制度の現状とその課題を把握するとともに，
その解決策について検討することを目的とする． 
 
1.4 研究方法 
 
本研究は，文献調査を中心とし，判決等の具体的事例について調査しその分析を行うと
ともに考察を行う．そして，職務著作権制度の改正案を提案することを目指すため，まず，
基礎的研究として現行の中国著作権法における職務著作権制度の現状について，著作権法
の沿革，法理念，法解釈等の法制面を検討し，中国の職務著作権制度の全体像について把
握をする．次に，中国著作権法における職務に関する著作物である法人著作物と職務著作
物について，法理念，法解釈及び中国において現実に発生している係争事件等の事例等を
調査し考察を加えることにより，職務に関する著作物の現状と問題点について検討を行う． 
そして，国際条約を交えた世界の代表的な職務著作権制度の現状と課題について比較法
9 
 
的な観点より精査し，世界各国の著作権法の法理念，法解釈等を通じて，職務著作権制度
の問題点を整理し，中国の職務著作権制度の課題と解決策の参考に資すものとする． 
最後に，それらを総合的に考察し，中国の職務著作権制度についての独自の改正案を提
案する． 
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第２章 中国著作権法の特徴 
 
 本章では，中国著作権法制度の特徴について検討し，同法制度における職務に関する著
作物の保護規定の特徴及び位置づけについて把握を行う． 
  
2.1 概要 
 
2.1.1 沿革 
 
 中国における著作権法制度は，1910 年に清朝政府から公布された大清著作権律に始まる．
同著作権律は，「通例」，「権利期限」，「上申義務」，「権利制限」，「附則」の五章から構成さ
れており，全体としてフランス，ドイツを中心とする大陸法とアメリカ，イギリスを中心
とする英米法の双方の制度を参考として制定されたものである．さらに，立法趣旨におい
ては日本とドイツの著作権法を参考にして制定されている． 
1915 年，政権が北洋政府21（1912 年～1928 年）に移ると，同政府は大清著作権律を廃
止し，新たな著作権法を制定した．さらに，1928 年，蒋介石が北洋政府を倒し国民党政府
を樹立すると，新政府は前の政府と同様，以前の著作権法を廃止し，新著作権法を制定し
た．しかし，実際のところ，北洋政府と国民党政府が制定した著作権法は，それぞれ別々
の政府により制定されたものであるが，内容的にはいずれも先の大清著作権律とほぼ同じ
である．22 
1949 年になり，中国が建国され，新政府が樹立されたが，旧政府の法令についてはすべ
て廃止されたため，国民党政府が制定した著作権法についても失効となった．その結果，
著作権については法令等一切存在しない状態がしばらく続くこととなった． 
1950 年，中国は第一回出版業務会議において「出版業務の改進と発展に関する決議」を
採決した．この決議は著作権に対する保護について，下記のような原則的な規定を設けた
ものである．すなわち，① 出版業は著作権と出版権に尊重するべきである，② 複製，剽
窃，改竄等の行為をしてはならない，③ 版権ページに出版，再版の時間，印刷部数，著作
者，翻訳者の姓名及び訳本の原本名称等はすべて真実に記載してはならない，④ 再版する
際に，できるかぎり著作者まで連絡して，必要的な修訂を行う，等の規定である．その後，
著作権の紛争を解決するための原稿料，出版契約等に関する規約文書を公布した．23 
                                                   
21 北洋政府は，北京政府ともいわれ，1912 年～1928 年，北京に存在した中華民国政府で
ある．北洋軍閥政府ともいう． 
22 呉漢東『知識産権基本問題研究』(和訳：「知的財産権基本問題研究」) 170 頁(中国人民大
学出版社，2005)  
23 同上，同頁（中国人民大学出版社,2005） 
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1985 年，中国政府の文化部は24「図書，ジャーナル版権保護施行条例」と「図書，ジャ
ーナル版権保護施行する条例実質細則」を公布した．これは，1980 年代に著作権保護の内
部規則として行っていたものである25．1986 年には，「中華人民共和国民法通則」が制定さ
れた．同法は「公民，法人は著作権（版権）を享有し，法により署名，公表，出版，報酬
獲得等の権利がある」（94 条）ことや，「公民，法人はその著作権（版権），⋯ 剽窃，改竄，
偽りなどの侵害を受けた場合，侵害停止，影響除去，損害賠償を請求する権利がある」（118
条）26ことなどを定めている． 
1979 年の開放政策をきっかけとして，著作権による著作物等の保護に対する強い要望が
あり，「著作権法」の制定が望まれるようになった．政府は著作権法の法整備に向けて作業
を開始したものの準備に手間取り，10 年後の 1990 年 9 月 7 日になり第 7 期全国人民代表
大会の常務委員会第 15 会期においてようやく著作権法が採択された． 
翌 1991 年 6 月 1 日に中華人民共和国が成立してから初めてとなる著作権法27が施行され
た．この中国著作権法は，第 1 章総則，第 2 章著作権，第 3 章著作権の使用許諾及び譲渡
契約，第 4 章出版，実演，録音録画，放送，第 5 章法律責任及び執行措置，第 6 章附則の 6
章からなる． 
しかし，当時中国は著作権関係の国際条約に未加盟であるとともに，国内における著作
物の保護レベルは，諸外国の保護レベルと比較しても極めて低いものであった． 
 中国は，国際化を目指し，1992 年にベルヌ条約28と万国著作権条約29に加盟したものの，
著作権法制度は 1991 年に制定されたままの状態であり，その保護レベルはベルヌ条約や万
国著作権条約の保護水準より低いものであった．さらに，中国は WTO に加盟すると同時に
TRIPs 協定に加盟する計画を立てていたが，これらの条約に加盟するためには，条約の基
準に合致するよう中国の法体制を整備する必要があり，また，国内的にも，近年の中国の
経済発展，技術革新に伴うラジオ放送，レコード業界，コンピュータ技術の多様化による
法制度の不適合を解消するためにも，著作権法の改正を行うことが急務であった． 
1997 年，WTO 加盟基準に合致させるため，中国著作権法の改正作業が開始された．1998
年 11 月 28 日，国務院は，全国人民代表大会常務委員会に中国著作権法改正案を提出した
                                                   
24 日本の文部科学省に相当する 
25 呉漢東『知識産権基本問題研究』(和訳：「知的財産権基本問題研究」) 171 頁（中国人民
大学出版社,2005） 
26北京センター知的財産権部編「中華人民共和国民法通則（抄録）」（独立行政法人日本貿易
振興機構(ジェトロ)ホームページ）（2014.6.1 確認） 
27  本論文では，1991 年施行著作権法を，「中国著作権法」または「中国法」という． 
28 ベルヌ条約：正式名称「文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」（通称：ベ
ルヌ条約，英語名：the Berne Convention for the Protection of Literary and Artistic 
Works），4.1.1 で詳述する． 
29  万国著作権条約：（Universal Copyright Convention，略称：UCC）は，1952 年 9 月 6
日に著作権の保護に関する国際条約としてスイスのジュネーブで作成され，1955 年 9 月 16
日に発効した．4.1.2 で詳述する． 
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が，審議に手間取り，ようやく 2001 年 10 月 27 日になって著作権法改正案が第 9 期全国
人民代表大会常務委員会第 24 回会議における「中華人民共和国著作権法」改正に関する決
定に基づき，第一回改正著作権法が即日公布・施行された30． 
さらに WTO 裁決の履行のため，第二回法改正が 2010 年 2 月 26 日の第 11 期全国人民代
表大会常務委員会第 13 回会議における「中華人民共和国著作権法改正に関する決定」に基
づいて採択され，同 2010 年 4 月 1 日に施行された． 
この法改正では，中国著作権法 4 条を「著作権者が著作権を行使するときは，憲法及び
法律に違反してはならず，公共の利益を損なってはならない．国家は作品の出版，伝播に
つき，管理監督を行う．」31と改正するとともに，同法 26 条を「著作権をもって抵当する場
合，質入れ人と抵当権者は共同で，国務院著作権行政管理部門に抵当登記手続きを行わな
ければならない．」と改正した． 
現在，中国著作権法は上記の二回の法改正により，さしあたり国際条約の加盟基準は満
たしているものの，依然として，社会の発展，技術の進歩に遅れをとり，新しい社会情勢
に対応できなくなってきている状況がある．そのため，著作権法の権利内容を一層整備し，
高度の技術の発達により発生した著作権保護に関する新たな問題を解決する必要がある．
さらに，著作権侵害の行為に対する行政罰の強化も課題である．これらの課題を解決する
ため，2011 年 7 月 13 日から中国著作権法の第三回法改正に向けた検討作業が始動してい
る32． 
ところで，一般に，中国の法制度は，法律，行政法規，地方法規，行政規章（日本の省
令に相当）という四大法令のほかに，最高人民法院または最高人民検察院が制定する「司
法解釈」があり，それらが総合的に組み上げられた独自の法制度となっている． 
中国の法律は成文法からなるものであるが，最高人民法院と最高人民検察院は，各人民
法院（日本の裁判所に相当）の審理業務の指導を図るため，法律で定められていない事項
や規定が不明確である事項について，多くの司法解釈を制定し公布している（表 1 参照）．
人民法院は，過去の判例に基づいた判決を下すことを重視しない傾向があるが，事件の審
理を行うときは，司法解釈に従う必要がある．司法解釈は，中国の法体系において法律に
相当する地位が認められている． 
また，中国では，著作権法の円滑な運用を行うため，下位法令の整備を進めるとともに，
                                                   
30  改正項目は以下のとおりである．①著作権の権利（10 条），②編集著作物（14 条），③
著作権の合理的使用（22 条），④著作権の使用許諾及び譲渡契約（24 条）⑤著作権管理団
体条例⑥放送局・テレビ局の著作物に対する使用（42 条），⑦著作権侵害賠償(46 条)・社会
公共利益の損害賠償（47 条）.（出典：国家新聞出版署署長，国家版権局局長石宗源「関与
『中華人民共和国著作権法修正案（草案）』的説明」（2000 年 12 月 22 日第 9 期全国人民
代表大会第 19 回会議）『中国普法綱』 
http://www.legalinfo.gov.cn/zt/2005-01/19/content_180243.htm( 2013 年 10 月 1 日確認) 
31 2001 年著作権法 4 条は「著作権者が著作権を行使するときは，憲法及び法律に違反して
はならず，公共の利益を損なってはならない．」と規定された． 
32 魏啓学「中国知財法制度―特集《中国》」パテント 65巻 9号 7 頁（2012） 
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同法の執行機関が実務上の需要に基づいて，表 2 のような行政規章等を制定している． 
 
表 2 中国著作権法関連法令の制定年表33 
レベル 法律・管理弁法等 
法律 1990 年 著作権法成立・1991 年著作権法施行 
2001 年 著作権法第一回改正 
2010 年 著作権法第二回改正 
2011 年〜著作権法第三回改正作業中 
行政法規 1992 年 国際著作権条約の実施に関する規定 
2001 年 コンピュータソフトウェア保護条例，出版管理条例，映画管理条
例，音楽映像製品管理条例 
2002 年 中華人民共和国著作権実施条例34 
2002 年 インターネット情報サービス管理弁法 
2004 年 著作権団体管理条例 
2006 年 情報ネットワーク伝達権保護条例 
司法解釈 2000 年 コンピューターネットワーク著作権紛争案件の審理の法律適用
の若干問題に関する解釈 
2002 年 著作権民事紛争事件審理の法律適用の若干問題に関する最高裁
判所の解釈 
部門規定 1994 年 作品自発登記試行弁法 
1999 年 文字作品出版報酬規定 
2002 年 コンピュータソフトウェア著作権登録弁法 
2003 年 著作権行政処罰実施弁法 
2005 年 インターネット著作権行政保護弁法 
2010 年 著作権質権登記弁法 
 
 
2.1.2 目的・構成 
 
2.1.2.1 目的 
 
 中国著作権法は，1条において法目的を規定し，著作権法制度の本質的意義を明確にする
と同時に著作権法の基本方針を打ち出している．日本国著作権法（昭和 45年 5月 6日法律
                                                   
33 表 1：魏啓学「中国知財法制度―特集《中国》」パテント 65 卷 9 号 5-6 頁(2012)参照 
34 中国著作権法の下位法 
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第 48号）（以下「日本著作権法」または「日本法」という．）においても，1条35にその目的
を表しており，両者は表現において異なるもののその内容についてほぼ同じである． 
中国著作権法では，著作者の著作権と著作権に関連する権利(著作隣接権等)がともに保
護される． 
中国著作権法 1 条の規定は以下のとおりである． 
「この法律は，憲法に基づき，文学的，美術的および学術的著作物の著作者の著作権並
びに著作権に関連する権利を保護し，社会主義の精神的文明および物質的文明の建設に
寄与する著作物の創作と普及を奨励し，社会主義の文化および学術の発展と繁栄を促進
することを目的として，制定される．」 
 
2.1.2.2 構成 
 
 現行の中国著作権法は，上記したとおり，2010 年 2 月 26 日の第 11 期全国人民代表大会
常務委員会第 13 回会議における決定に基づいて，改正されたものである． 
以下のとおり，第一章から第六章から構成されている． 
 
中国著作権法 
 目次 
第一章 総則  
第二章 著作権  
第１節 著作権者及びその権利  
第 2 節 著作権の帰属  
第 3 節 権利の保護期間  
第 4 節 権利の制限  
第三章  著作権の使用許諾及び譲渡契約  
第四章  出版，実演，録音録画，放送  
第 1 節 書籍および新聞雑誌の出版  
第 2 節 実演  
第 3 節 録音と録画  
第 4 節  放送局・テレビ局の放送  
第五章 法的責任及び執行措置  
第六章 附則36 
                                                   
35 日本著作権法 1 条「この法律は，著作物並びに実演，レコード，放送及び有線放送に関
し著作者の権利及びこれに隣接する権利を定め，これらの文化的所産の公正な利用に留意
しつつ，著作者等の権利の保護を図り，もつて文化の発展に寄与することを目的とする．」 
36 中華人民共和国著作権法, 北京センター知的財産権部編,独立行政法人日本貿易振興機構
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比較として日本著作権法の構成をあげる．同法は，下記のとおり第一章から第六章と附
則から構成されている．目次について両者を対比すると，第一章から第四章に規定されて
いる題目は両者とも同様である．日本著作権法では，CD，DVD 等の販売において私的録音
録画補償金を付加しているため，第五章において独自の部分が存在する．また，日本著作
権法の第六章から第八章が中国著作権法の第五章に対応する．なお，日本著作権法では，
附則の章立てはないが，中国著作権法では附則に独自の章（第六章）を起こしている． 
 
日本著作権法 
目次 
第一章 総則 
 第１節 通則 
 第２節 適用範囲 
第２章 著作者の権利 
 第１節 著作物 
 第２節 著作者 
 第３節 権利の内容 
 第４節 保護期間 
 第５節 著作者人格権の一身専属性等 
 第６節 著作権の譲渡及び消滅 
 第７節 権利の行使 
 第８節 裁定による著作物の利用 
 第９節 補償金等 
 第 10節 登録 
第３章 出版権 
第４章 著作隣接権 
 第１節 総則 
 第２節 実演家の権利 
 第３節 レコード製作者の権利 
 第４節 放送事業者の権利 
 第５節 有線放送事業者の権利 
 第６節 保護期間 
 第７節 実演家人格権の一身専属性等 
 第８節 権利の制限，譲渡及び行使等並びに登録 
                                                                                                                                                     
(ジェトロ)ホームページ（2014.6.1 確認） 
http://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/law/pdf/regulation/20100226.pdf 
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第５章 私的録音録画補償金 
第６章 紛争処理 
第７章 権利侵害 
第８章 罰則 
附則 
 
2.1.3 著作権の主体・客体 
 
 ここで，中国著作権法における著作権の主体・客体と保護内容について論究する． 
中国著作権法は，自然人著作者の精神的権利に対する保護に重点を置いており，大陸法
の流れをくむという特徴を有するものである．さらに，著作者人格権と著作財産権とを互
いに性質の異なる権利と考え，双方の対等な保護を重視するという大陸法の二元論を参照
している．しかし，同時に同法における職務著作権制度については，法人等と自然人著作
者との利益の均衡を図るため英米法系の著作権法理念を取り入れることにより，法人等に
対する著作財産権の保護をも重視している． 
中国著作権法1条（目的）において「著作者の著作権並びに著作権に関連する権利を保護
し」と規定した後，「精神的文明および物質的文明の建設に寄与する著作物の創作と普及
を奨励し」と定めていることからしても，「精神的文明」を促進するための著作者人格権
と「物質的文明」を発展させるための著作財産権の双方の保護を重視していることが読み
取れる． 
 
2.1.3.1 著作権の主体 
 
(1) 著作者・著作権者 
著作権の主体は著作権者である．著作物について，中国はベルヌ条約に加盟しているた
め，無方式主義が適用され，著作物を完成した時点で，著作権が自動的に発生する．著作
権を取得するための手続は特段必要としない37． 
そこで，公民または法人等が所有する著作物は，発表の有無に関わりなく著作権を有し
ていることになる（2条1項）38．また，中国著作権法に別の規定がある場合を除いて，著作
権は著作者に帰属するという原則がある（11条1項）39．ここで，著作者とは創作した公民40
                                                   
37  日本においても中国同様，ベルヌ条約に加盟しているため，無方式主義であり，特許権
のように所定官庁への登録は必要ではない．著作物を完成させた時点で，著作者人格権と
著作財産権からなる著作権が自動的に発生し，第三者対抗要件を得る． 
38  2 条「中国公民，法人又その他の組織の著作物は，発表の要否を問わず，本法により著
作権を享有する．」 
39  11 条 1 項「著作権は著作者に帰属する．但し本法で別段の規定があればこの限りでな
い．」 
17 
 
（同条2項）である．また，著作者，著作権を享有する公民・法人等は著作権者となり得る
（9条）． 
一方，著作権には，人格権41と財産権42とがある(10条1項柱書)．人格権として，公表権，
氏名表示権，改変権，同一性保持権が（同項1号～4号）43，財産権として，複製権，発行権，
貸与権，展示権，実演権，放映権，放送権，情報ネットワーク伝達権，撮影製作権，翻案
権，編集権，その他の権利，がある（同項5号～17号）44．これらの権利の内容については
後述する．  
ここで，著作権の帰属関係について論述する．著作権は著作者に帰属することを明言し
ている（11条1項）が，「但し本法で別段の規定があればこの限りでない」（11条1項但書）
とし，必ずしも著作権が著作者に帰属しないこともあり得ることを規定している． 
その上で「著作物を創作した公民を著作者とする」（11条2項）とし，著作者は著作物を
創作した自然人である公民であるとしている． 
法人等の著作者については，同法11条3項にみなし規定を設け，「法人等が主管し，法人
等の意思を代表して創作し，且つ法人等が責任を負担する著作物については，法人等を著
作者とみなす．」とし，自然人と異なり直接創作物の作成作業に従事しない法人等であって
も，本規定により一定の条件を満たせば，著作者とみなすとしている45． 
本規定に該当する著作物を「法人著作物」という46． 
 
(2) 外国人，無国籍者等 
外国人，無国籍者（以下，「外国人等」という．）の著作物が，二国間協議または国際
条約により享有される著作権は，中国著作権法による保護を受けることができる（2条2項）． 
そして，上記規定の例外として，外国人等の著作物であり中国国内で最初に出版された
ものや，非協議国または国際条約の非加盟国の著作者・無国籍者の著作物であっても，中
国加盟の国際条約の構成国（及び非構成国）で最初に出版されたときは，本法の保護を受
                                                                                                                                                     
40  公民とは，日本語では「国民」の意． 
41 「人格権」は日本著作権法では「著作者人格権」に対応する． 
42 「財産権」は日本著作権法では「著作財産権」に対応する． 
43  日本著作権法では著作者人格権について，公表権（18 条），氏名表示権（19 条），同一
性保持権（20 条）の三権を規定している．中国著作権法では，日本法の同一性保持権を，
同一性保持権と改変権とに分離して規定しているので，著作者人格権については 4 権とな
る． 
44  日本著作権法では，著作財産権は，複製権，上演及び演奏権，上映権，公衆送信権等，
口述権，展示権，頒布権，譲渡権，貸与権，翻訳権・翻案権等，二次的著作物の利用に関
する原著作物の権利がある（日本法 21 条－28 条）．中国法とほぼ同じ内容となっている． 
45  なお，反証がない限り，著作物に氏名を表示した公民，法人等が著作者とみなされる（同
条 4 項）． 
46  中国著作権法 11 条 3 項に，「法人著作物」という用語は明示されていないが，学者間で
は，本項で定義される著作物を「法人著作物」と呼称していることから，本論文において
も同 11 条 3 項で定義される著作物を「法人著作物」と呼ぶ． 
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ける（同条 3 項・4 項）としている． 
 
(3) 権利の移転 
中国著作権法は，所有権・展示権等の移転等について次のように規定している．47 
 
1) 所有権・展示権 
美術等の著作物の原著作物に係る所有権の移転は，著作権の移転とはみなさないが，美
術著作物の原著作物に係る展示権については，原著作物の所有者が権利を有する(中国法 18
条)． 
2) 著作権が公民に帰属する場合 
その公民が死亡した後は，公表権等（10 条 1 項 5～17 号）の権利については，本法に定
める保護期間内に相続法の規定により移転する(19 条 1 項)． 
3) 著作権が法人等に帰属する場合 
法人等が変更または終了した後，公表権等（同項 5～17 号）の権利については，本法に
定める保護期間内にその権利義務を承継する法人等が享有する．その権利義務を承継する
法人等が存在しない場合には，国が享有する (19 条 2 項)． 
 
2.1.3.2 著作権の客体 
 
 中国著作権法において保護される著作物は，以下①～⑨のとおりである．これは例示で
あり，例えば，文芸の著作物，口述の著作物，音楽の著作物，映画の著作物，コンピュー
タソフトウェア等，美術，自然科学，社会科学，産業技術等の著作物を保護対象としてい
る（3 条 1 号～9 号）． 
 
① 文字による著作物 
② 口述による著作物 
③ 音楽，演劇，演芸，舞踊，曲芸芸術による著作物 
④ 美術，建築による著作物 
⑤ 撮影による著作物 
⑥ 映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著作物 
⑦ 工事・建築設計図，製品設計図，地図，見取り図等の図形による著作物及び模型著作
物 
⑧ コンピュータソフトウェア 
⑨ 法律，行政法規に規定されるその他の著作物48 
                                                   
47   所有権の移転，展示権等の規定については日本著作権法とほぼ同じ規定内容であると
考えてよい（日本法 25 条・61 条等参照）． 
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 上記の著作物の例示は，国務院が 2002 年 8 月 2 日に公布した「中華人民共和国著作権法
実施条例」49（2002 年 9 月 15 日より施行 国務院令（実施条例 359 号））（以下，「中国著
作権法実施条例」または単に「著作権法実施条例」という．）4 条の規定により，さらに詳
細に著作物の定義がなされている（巻末資料１参照）．また，民間文学，芸術の著作物（例
えば伝説，編年史，神話，造形美術等）に係る著作権の具体的な保護方法については，国
務院が別途定めるとしている（中国著作権法 6 条）． 
 
2.1.4 著作権 
 
2.1.4.1 著作権の種類 
 
著作権は著作者に帰属する（中国著作権法11条1項柱書）．但し，著作権法に別段の規定
がある場合はこの限りでない（11条1項但書）．著作権者になることができるのは， 著作者
のほか，中国著作権法により著作権を享有する公民，法人等である(9条)． 
また，著作権は，著作者人格権と著作財産権とから構成される（10 条 1 項）50．ここで，
10 条 1 項は著作者人格権と著作財産権を規定している条文であるとされているが，現実に
は同条は，諸権利を単に羅列しているのみであって，日本著作権法のように著作者人格権
と著作財産権とを別条に区分して規定しているわけではない．しかし，学説上，10 条 1 号
～4 号については著作者人格権を，同条 5 号～17 号については著作財産権を指すものとさ
れている．51  
著作者人格権と著作財産権の具体的な内容については，下記（2.1.4.2）で詳説する． 
 
著作者人格権は，公表権，氏名表示権，改変権及び同一性保持権とからなる（10条1項1
号～4号）． 
著作人格権における「同一性保持権」及び「改変権」は，二つの権利に分けているが，
いずれも日本著作権法の「同一性保持権」（20条）に包含されるものであるから，中国著作
                                                                                                                                                     
48 法律，行政法規に規定されるその他の著作物とは，技術革新により将来において創作さ
れる可能性のある新規の著作物を指す． 
49 中国著作権法は，その下位の「著作権法実施条例」と併せて日本の著作権法の記載内容
と同じレベルの範囲を規定する構成を採用している． 
50 日本著作権法では，17 条において，公表権（18 条 1 項），氏名表示権（19 条 1 項）及び
同一性保持権（20 条 1 項）を「著作者人格権」と定義し，複製権（21 条），上演及び演奏
権（22 条），上映権（22 条の 2），公衆送信権（23 条），口述権（24 条），展示権（25 条），
頒布権（26 条），譲渡権（26 条の 2），貸与権（26 条の 3），翻訳権・翻案権等（27 条），
二次的著作物の利用に関する原著作者の権利（28 条）を「著作権（厳密に言えば「著作財
産権）」と明確に定義している． 
51 劉岸華『著作権使用手冊』(和訳：著作権実用ハンドブック) 67 頁（人民出版社，2004） 
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権法における著作者人格権は日本著作権法の著作者人格権と実質的に同じであるといえる． 
また，著作財産権については，下記の権利が規定されている（10 条 1 項 5 号～17 号）52．
各権利の内容については，日本著作権等と大差がない． 
公表権，氏名表示権，改変権，同一性保持権，複製権，発行権53，貸与権，展示権，実演
権，放映権，放送権，情報ネットワーク伝達権，撮影製作権，翻案権，翻訳権，編集権，
その他の権利． 
 
 2.1.4.2 著作権の内容 
 
 ここで，著作者人格権，著作財産権の各権利の内容について詳述する． 
(1) 著作者人格権（10条 1号～4号） 
1) 公表権（同 1号） 
   著作権を公表するか否かを決定する権利． 
2) 氏名表示権（同 2号） 
   著作者の身分を表明し，著作物上に氏名を表示する権利． 
3) 改変権（同 3号） 
   著作物を改変する，または他人に授権して著作物を改変させる権利． 
4) 同一性保持権（同 3号） 
   著作物が歪曲，改纂されないよう保護する権利． 
 
(2) 著作財産権（10条 5号～17号） 
1) 複製権（同 5号） 
  印刷・コピー・拓本・録音・録画・ダビング・デュープ等の方法によって作品を
一部または複数部製作する権利． 
2) 発行権（同 6号） 
  販売または贈与の方法で公衆に著作物の原本または複製品を提供する権利． 
3) 貸与権（同 7号） 
  有償で他人が映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著作
物及びコンピュータソフトウェアを一時的に使用することを許諾する権利，貸出を
主目的としないコンピュータソフトウェアを除く． 
4) 展示権（同 8号） 
 美術著作物，撮影著作物の原本または複製品を公開陳列する権利． 
5) 実演権（同 9号） 
                                                   
52  これらの著作財産権は，それぞれ日本著作権法 21 条～28 条に規定される著作権とほぼ
同じ内容と考えてよい． 
53 発行権は，日本著作権法の「譲渡権」に相当する（日本著作権法 26 条の 2 参照）． 
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  著作物を公開実演し，併せて各種手段を用いて著作物の実演を公開放送する権利． 
6) 放映権（同 10号） 
  放映機材，スライド映写機等の技術設備を利用して，美術，撮影，映画及び映画
の撮影製作に類する方法により創作された著作物等を公開し再現する権利． 
7) 放送権（同 11号） 
  無線方式によって著作物を公開放送または伝達し，または有線方式による伝達ま
たは中継方法で公衆に対して著作物を伝達・放送し，及び拡声器またはその他の信
号・音声・画像を伝送する類似工具を通して公衆に作品を伝達・放送する権利． 
8) 情報ネットワーク伝達権（同 12号） 
  有線または無線方式により公衆に著作物を提供し，公衆が自ら選定した時間，場
所で著作物を入手させるようにする権利． 
9) 撮影製作権（同 13号） 
  映画の撮影製作または映画の撮影製作に類する方法により，著作物を媒体上に固
定させる権利． 
10) 翻案権（同 14号） 
  著作物を改変し，独創性を有する新たな著作物を作り出す権利． 
11) 翻訳権（同 15号） 
  著作権をある言語文字から別の言語文字に変換する権利． 
12) 編集権（同 16号） 
  著作物または著作物の一部分を選択または編成し，新たな著作物として編集する
権利． 
13) その他の権利（同 17号） 
  著作権者が享有すべきその他の権利． 
 
2.2 職務に関する著作物の保護 
 
2.2.1 沿革 
 
1910 年に清政府より公布された大清著作権律８条において，「官署，学堂，会社，公の事
務所，寺院，会所名義人で発表された著作物は，著作権を 30 年専有する．」と規定されて
いる．これが，中国の著作権法の歴史上初の職務に関する著作物の規定であるといえる． 
上記 8 条における「官署，学堂…で発表された著作物」は，官著すなわち法人等の名義
で発表された著作物ということで，現行の中国著作権法にいう「職務に関する著作物」に
相当するものと考えられる．しかし，職務に関する著作物である旨の具体的な規定や権利
帰属については明示されていない． 
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法学者の秦瑞玠による著書「大清著作権律解釈」54によると，「本条の規定は著作物の権
利帰属が法人に属するものであることを示す」とし，大清著作権律 8 条を職務に関する著
作物の規定であると認定している． 
 その後，1991 年の中華人民共和国建国後初の著作権法が制定されるまで，中国では法律
上，職務に関する著作物の保護規定は存在しない． 
中国は，1949 年の建国から 1978 年 12 月の第 11 期三中全会で改革開放路線が採用され
るまで，計画経済の体制にあって，文学・技術に関する著作物は全て国の管理下におかれ
ていた．著作物の著作財産権等はすべて国有化され，著作物の創作者は氏名表示権のみを
享有するという社会主義経済において標準的な制度が採用されていた． 
 しかし，1978 年 12 月以降，中国の経済体制の変化に伴い，著作物の創作者が自己の創
作物に対する著作権を主張するようになった．政府は，そのような情勢の変化に対応する
ため，法人等と公民の利益の均衡を図ることに主眼を置きつつ世界各国の法律を参考とし
て法案を作成し，1991 年に中国著作権法を発布した．同法には 11 条，16 条等に職務に関
する著作物の規定が盛り込まれた． 
 さらに 2001 年改正法では，国際職務著作物の著作権の保護を目的として，中国著作権法
法 11 条 3 項の「法人及び非法人組織」という表現を「法人及びその他の組織」と改め，非
法人組織の拡大を図った． 
  
2.2.2 著作者人格権・著作財産権 
 
2.2.2.1 著作者人格権 
 
 中国著作権法において，著作物を創作した公民は著作者であり（11 条 2 項），著作権は，
中国著作権法で別規定がある場合を除き，著作者に帰属する（同条 1 項）．すなわち，基本
的に公民が創作した著作物に係る著作権は，公民である著作者が享有する． 
著作権には上記したとおり，著作者人格権と著作財産権があり（10 条），公民はその双方
の権利を享有することができるが，一定の条件を満たした場合，法人等も著作者とみなさ
れ双方の権利を享有することが可能である（11 条 3 項）． 
また，著作者人格権は，「公表権」「氏名表示権」「改変権」及び「同一性保持権」（10 条
1 号～4 号）からなるものである．中国著作権法において，「職務に関する著作物」につい
ての著作者人格権に関する明文規定はないが，張莎莎による次の学説が支持されている55 
「職務に関する著作物の創作者は，著作物に係る公表権，氏名表示権，改変権及び同一性
保持権を著作者人格権として享有する．職務に関する著作物の趣旨によって，法人が著作
                                                   
54 秦瑞玠『大清著作権律解釈』（商務印書館，1914） 
55 張莎莎「職務作品創作人権利及其保護」(和訳：職務著作の作者の権利と保護)中国優秀博
士修士学位論文全文データベース 32-33 頁（2006） 
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物を自ら利用するとき，著作者人格権の『適当な使用』をすることができる．この『適当
な使用』とは著作者人格権の剥奪でなく，著作物の流通の促進を図るため，創作者の著作
者人格権に係る権利の範囲を制限するものである．」 
 次に，著作者人格権を構成する 4 つの権利について論述する． 
 
(1) 公表権 
 著作物を公表するか否かを決定する権利である．職務著作物の創作者の公表権について，
上記の張莎莎は，「公表権は当該著作物の創作者にとって，最も重要な権利であり，創作者
は作成した著作物を公表することでその著作物を他人に認知させることになり，結果とし
て著作者人格権と著作財産権の実現につながる」56としている． 
 
(2) 氏名表示権 
 氏名表示権は著作者の氏名を表明し，著作物上にその氏名を表示する権利である．職務
に関する著作物の創作者の氏名表示権には，次のような特徴がある．57 
 
① 職務に関する著作物の創作者であることを主張し，職務に関する著作物に著作者の氏
名表示を付するか否か，どのような表示を付するかを決定することができる著作者の
権利である．排他的な性質を有する． 
 
② 職務に関する著作物の創作者はその著作物についていつ，どこで，どのような形式で，
どの程度の範囲に氏名表示をするかを決定することができる． 
 
③ 職務に関する著作物の創作者は氏名表示権の主張により，自己の人格的価値を体現す
ることができる．氏名表示権は職務に関する著作物の創作者の固有的な権利であるか
ら，法人等は「適当な利用」を口実として職務に関する著作物の創作者の氏名表示権
を略奪することは許されない． 
 
(3)  改変権 
 改変権は著作物を改変する，または他人に著作物を改変させる権利である．職務に関す
る著作物の創作者の改変権は以下の特徴を有する． 
 職務に関する著作物の創作者は改変権を享有する．法人等がその著作物の改変(通常の業
務範囲内の変更)を行う必要がある場合には，著作者はこれを禁止することができない58．
                                                   
56 張莎莎「職務作品創作人権利及其保護」(和訳：職務著作の作者の権利と保護)中国優秀博
士修士学位論文全文データベース 33 頁（2006） 
57 同上，中国優秀博士修士学位論文全文データベース 32 頁（2006） 
58 ただし，「一般職務著作物」に該当する著作物は自然人著作者がすべての著作人格権を享
有するため，法人等による改変は，一定の制限を受ける． 
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ただし，法人等は著作者に損害をあたえるような変更をすることは許されない． 
 
(4)  同一性保持権 
 同一性保持権は著作物が歪曲，改竄されないように保護する権利である．職務に関する
著作物の創作者についての同一性保持権は，職務に関する著作物の同一性を保持し，他人
の歪曲，改竄を禁止してしている．職務に関する著作物は創作者の人格を反映しているこ
とから，その著作物の改変等は著作者のみがすることができる． 
 
(5)  その他の権利 
 職務に関する著作物の創作者は法律に規定された著作者人格権の享有のほか，「奨励権」
と「情勢権」を享有する．中国独自の権利である．この二つの権利は，精神的な権利と呼
ばれるが，特に法定された権利ではないため，法律的な制限を受けるものではない．これ
らの権利は，雇用者と従業者と間の利益のバランスを図る一手段として活用されている． 
 
(a) 奨励権 
 特殊職務著作物は，著作者が著作者人格権のうちの氏名表示権のみを有し，他の著作者
人格権と著作財産権についてはすべて法人等が享有する特性を有する著作物である．著作
物がこの特殊職務著作物に該当する場合であっても，著作者による創作活動については一
定の成果を認め，法人等は著作者に報償を与えることができる旨の規定がなされている（中
国法 16 条）． 
そこで，奨励権が存在する．次の二つの権利は法定されたものではないが，通例として
認められている． 
① 精神的な奨励の権利 
 法人等は，従業者の創作に対する表彰として，表彰状，名誉ある肩書等を授与する．
これは，創作活動を行った従業者の貢献に対する積極的な評価を行うものであり，従業
者は創作者として精神的な奨励を受けることになる． 
② 物質的な奨励の権利 
 奨励は年末報酬，業績報酬などの形で行われる．この奨励には二種類のものがある．
一つは創作者の所属先から受ける著作物の社会的価値，経済的価値に応じた物質的な奨
励である．もう一つは行政組織，民間団体から受ける著作者が社会的意義のある貢献を
行ったときの物質的な奨励である． 
 この物質的な奨励には，学説上二つの意見がある．一つは，物質的な奨励を職務に関
する著作物の創作者の財産権とみなすという説である．もう一つは，物質的な奨励を職
務に関する著作物の創作者の業績に対する肯定と積極的な評価とみなすことにより，創
作者の精神的な激励につながるという説である． 
 このような物質的な奨励は，職務に関する著作物の類型により，与えられる奨励の幅
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が変わってくる．これについては第 6 章において詳しく検討する． 
 
(b) 情勢権 
上記の奨励権のほか，従業者を激励する手段の一つとして情勢権がある．これは，例え
ば，「昇格，昇進，住宅手当，出向による研修，配偶者の就職先のあっせん等」59のような
実効性のある奨励方式であり，中国ではこの方式が普遍的に存在している．日本の知財産
権部ジェトロ北京センターの「中国企業の職務発明奨励対価制度比較調査」60によると，調
査を行った企業の約 90%の企業が奨励を行っており，約 80％の企業が優秀従業者に栄誉称
号・栄誉証書を授与し，約 94％の企業が従業者の業績と昇進とを関連付けていることが明
らかになった． 
中国における企業規模等の発展とともに転職等による従業者の流動性が増加し，単純に
奨励や報酬を付与するだけでは，人材を引き留めることができなくなってきているため，
「人との繋がり」により人材を引き留める手段を取っているのが現状である． 
なお，奨励と収益・分配に関する権利については第 5 章で詳述する． 
 
2.2.2.2  著作財産権 
 
 職務に関する著作物には，法人著作物，一般職務著作物と特殊職務得著作物の三種類の
ものが存在するが，権利帰属の態様はそれぞれの著作物により異なる． 
 
(1) 法人等による享有 
 法人著作物と特殊職務著作物の著作財産権は，法人等に帰属する（11条 3項･16条 2項）． 
 
(2) 公民による享有 
 一般職務著作物の著作財産権は，自然人である公民に帰属する．この場合，法人等は著
作物の優先的使用権を取得する（16条 1項）． 
 
(3) 自然人と法人等による共有 
 特殊職務著作物の場合，労働契約を通じて，法人等と自然人著作者は著作財産権を共有
することができる．その著作財産権に関する分配，使用等は契約によって行う（16条 2項）． 
                                                   
59 何敏『企業知識産権保護與管理実務』(和訳：企業の知的財産権保護と管理実務)32-33 頁
（法律出版社,1 版，2002）  
60 巻末の参考資料 2 の表 5～表 9 参照 
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第３章 法人著作物と職務著作物 
 
 中国著作権法において従業者が職務の範囲内で創作する著作物は，法人著作物と職務著
作物とに大別される．さらに，職務著作物は，一般職務著作物と特殊職務著作物の二つに
区分され，職務に関する著作物は合計三種類に分けられる．本章では，これらの著作物に
ついて定義，成立要件等について検討する． 
 
3.1 法人著作物 
 
3.1.1 法人著作物の定義 
 
中国著作権法において，著作物の著作権はその著作物を作成した著作者に帰属する（11
条 1 項）．その場合の著作者はその著作物を創作した公民である（同条 2 項）． 
ただし，著作権の帰属については例外規定があり，著作権法に別段の規定があるときは
著作権が著作者に帰属しないと規定されている（同条１項但書）．つまり，あくまで著作権
は著作物を創作した公民に帰属するという原則規定を置きつつ，著作権法の別規定により
著作権を著作者以外の者に帰属させるという例外規定を置いていることになる． 
また，公民である従業者が創作した著作物について，法人等が主管し，法人等の意思を
代表して創作し，且つ法人等が責任を負担する著作物（これを「法人著作物」という．）に
ついては法人等を著作者とみなす規定（11 条 3 項）を置くことにより，実質的に著作者は
公民ではなく法人等が著作者とみなされることになる（同条 1 項）． 
その結果，法人等は「みなし著作者」として著作権を取得する（同条 1 項）．一般に，中
国著作権法の趣旨から，著作者は自然人である必要があるが，11 条 3 項に該当する場合に
は，法人等が著作者とみなされることになり61，法人等の従業者である公民は著作者，著作
権者のいずれでもなく著作権に関する権利は皆無とみなされる． 
なお，後述するが，特殊職務著作物は，一般職務著作物とは別の著作物として規定され
ており（16条 2項），建築・工事設計図などの職務著作物や契約関係のある職務著作物につ
いては，従業者である著作者は氏名表示権のみを享有する． 
 
3.1.2 法人著作物の成立要件 
 
 法人著作物は，(1) 法人等が主管し，(2) 法人等の意思を代表して創作し，(3) 法人等が
                                                   
61 また，反証がない限り，著作物上に氏名を表示した公民，法人等が著作者とみなされる
規定が置かれている（中国法 11 条 4 項）． 
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責任を負担する著作物である（11 条 3 項）62．そこで，法人著作物の成立要件について，
上記(1)～(3)に基づいて検討する． 
 
(1)  法人等の主管 
法人著作物は，法人等の従業者による自発的な創作ではなく，法人等が主管して創作し
た著作物であることが必要である． 
 ここで，「主管」とは法人等の「発意」と言い換えることができる．すなわち，法人等の
「発意」があれば主管ということができる．ただし，「主管」とするための物理的な条件と
して，法人等が主管者として，著作物の創作のために必要な資材，物質的な環境等を提供
することが求められる． 
なお，主管について，「従業者の立場は脆弱であるから必然的に雇用者に従わざるをえな
い」とした唐广良の意見がある63． 
 
(2)  法人等の意思の代表による創作 
 著作物は，法人等の意思を代表して（創作者が）創作したものである．この場合の創作
者は当然のことながら，自然人である公民の従業者である．創作された著作物は，法人著
作物の創作の思想や表現様式において，法人等の意思を代表して体現されたものである必
要がある． 
 曹新明はこの「意思」には次の三つの意味が含まれるとしている64． 
①  法人等から著作物を創作する構想，アイディア等の提示， 
②  法人等から著作物を完成させるための明確な指示や具体的な要求の提示， 
③  完成した著作物が，法人が提示した方法，提供した素材，法人等の要求に合致した
具体的な様式で作成されたものであること． 
 
すなわち，従業者によって作成された著作物は，法人等の構想，アイディア，指示や要
求に基づいて忠実に創作されたものであることが必要である． 
 
(3)  法人等の責任 
 法人著作物の創作に係るすべての過程は，すべて法人等の意思によって行われるもので
あるから，法人著作物は法人等が責任を負うものとされる．この責任は一般に，社会的な
                                                   
62 11 条 3 項「法人等が主管し，法人等の意思を代表して創作し，且つ法人等が責任を負担
する著作物については，法人等を著作者とみなす．」 
63 唐広良「浅論“単位作品”」(和訳：「法人著作物についての小論」)知的財産報 11-13 頁，
32-33 頁（1992） 
64 曹新明「試論“均衡原理”対著作権法律制度的作用」（和訳：“均衡が取れている原理”
の著作権法制度に対する作用を論じる）著作権法 32 頁(1996.5) 
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責任を指すものとされている． 
鄭小川は，法人等の責任には次のものが含まれるとしている．65 
① 法人著作物に関する他人の権利侵害に対する責任， 
② 法人著作物の創作時の契約に関する責任，実際の創作者の他人の著作物の権利侵害
に対する責任． 
  
すなわち，法人著作物は，裁判等を含む法人著作物に関するすべての法的責任につい
て法人等が負うものとされる． 
 
3.2 職務著作物 
 
3.2.1 職務著作物の定義 
 
中国著作権法における職務に関する著作物は，法人著作物（11 条 3 項）と職務著作物の
二種類があり（16 条 1 項･2 項），さらに職務著作物は一般職務著作物（同条１項）と特殊
職務著作物（同条 2 項）の二種類に分けられる．職務に関する著作物は，合計三種類に分
類される． 
そこで職務著作物は，16 条 1 項に「公民が法人等にかかる業務上の任務を遂行するため
に創作した著作物」と定義されており，さらに著作権法の細則である著作権法実施条例 11
条に補足規定があり上記 16 条 1 項にいう「業務上の任務」を「公民が法人等において履行
しなければならない職責」と定義している．すなわち，職務著作物とは「公民が法人等に
おいて履行しなければならない職責を遂行するために創作した著作物」ということができ
る． 
 
3.2.2 職務著作物の成立要件 
 
 次に職務著作物の成立要件について述べる．職務著作物の定義は上記のとおりであり，
実質的に下記(1)～(4)のすべての要件を満たすことにより成立する． 
 
(1) 雇用関係 
 まず，創作活動は，法人等の業務上の任務の遂行のために行われるものであるから，前
提として，法人等と公民との間には雇用関係があることが必要である．雇用関係は，公民
である従業者が企業の正社員だけではなく，契約社員，派遣社員等の場合でも成立する．
その場合，法人等と従業者との間に，労働契約による雇用関係があることが必要とされる．
                                                   
65 鄭小川「也論法人作品與職務作品」（和訳：法人作品及び職務作品に関する議論）知的財
産権(1997.3) 
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ただし，労働契約がない場合であっても，創作者である従業者が一定の勤務時間の中で法
人等から与えられた任務を遂行し，一定の期日に給与の受領，福祉厚生の享受があるとき
は，創作者と法人等の間に雇用関係があるものとされる66． 
 
(2) 業務上の任務の範囲内 
次に，著作物の創作活動が法人等の業務上の任務の範囲内であることが必要である．業
務上の任務は，「公民が法人等において履行しなければならない職責」と言い換えることが
できる．従業者による創作活動が，法人等の業務上の任務，すなわち履行しなければなら
ない職責を外れたものである場合はこの成立要件を満たすものではない． 
一般に，下記の 1)2)に該当する場合には「業務上の任務の範囲内」と認められる． 
1) 著作物の創作活動が従業者の業務上の任務であることを労働契約（職務規則，長期的
な労働計画や従業者が必ず遵守すべき規定等を含む）に明示している場合， 
2) 労働契約がなく，または労働契約があってもそのなかに業務上の任務を明示していな
い場合においても，著作物の創作活動が従業者の業務上の任務であることを当事者同
士が同意している場合．67 
 
(3) 法人等の使用 
職務著作物は，法人等の日常的な業務上の任務の遂行により創作されるものであるが，
その著作物が法人等の業務に直接使用されるものであることが必要である． 
この条件を満たさない場合は，たとえ創作者と法人等の間に雇用関係が存在したとして
も，その著作物は職務著作物とは認められない． 
創作者である従業者は，法人等に業務上において従属する立場にあるが，法人等の通常
の業務と直接関係のない創作活動が創作者である従業者に業務上の任務として課せられた
場合やその旨の労働契約がある場合など，それらの行為は不当であり，創作者の権利侵害
にあたる． 
 
(4) 創作者の意思の体現 
職務著作物の創作者は公民であり自然人である従業者である．法人著作物は，「法人等の
意思を代表して創作」（11 条 3 項）されたものであることが必要であるが，職務著作物には
この条件は存在しない（16 条参照）． 
すなわち，職務著作物においては，著作物の創作行為は法人等の業務上の任務の範囲内
に属するものであるが，実際の創作物に必ずしも法人等の意思，使用者側の個人的意思等
                                                   
66 張平「軟件職務作品法律界定的几点思考」(和訳：ソフトウェア職務著作に関する法律認
定についての思考)電子知的財産権 11 頁(1996.12) 
67 劉春田・劉波林「論職務作品的界定及其権利帰属」(和訳：検討・職務著作の認定及びそ
の権利帰属),中国人民大学学報 61-69 頁(1990.6) 
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が反映されている必要はない． 
一般に，著作物は創作者の思想，感情等が体現されたものであるから，職務著作物であ
っても著作者である従業者の発案，手順の決定，思想の表現等の創作活動等について創作
者自身の意思を反映したものであり，法人等の意思の体現については特に必要ではない68． 
 
3.2.3 学説 
 
職務著作物の定義を巡り多くの学説が存在する．その多くは，職務著作物の創作活動に
ついて，「履行しなければならない職責」の範囲が不明瞭であり，従業者の職責がどの程度
のものなのか，自主的な創作は許容されるのかなど不明な点に起因するものである． 
以下，職務著作物の定義を巡る主な学説について述べる． 
① 職務著作物とは，国家公務員・企業，国家組織で働く社員・契約社員が職務上の
責任において創作した著作物である69．  
② 職務著作物とは，公民が法人等の業務遂行のために創作した著作物である70 ． 
③ 職務著作物とは，自己の業務または所属先における臨時業務を完遂するために，
組織，団体，企業，国家組織の法人または従業者が勤務時間内または残業時間内
において創作した著作物である71． 
④ 職務著作物とは，労働契約によって，創作された著作物または労働契約を履行す
るために，奉仕的に創作された著作物である72． 
⑤ 職務著作物とは，雇用著作物といってもよく，従業者の雇用期間内の業務の範囲
内で創作された著作物である73． 
 
 学説は，「職責」を「責任」と言い換えるもの（上記学説①），「臨時業務を勤務時間内外
で完遂する」として特別の業務扱いしたもの（上記学説③），労働契約による奉仕活動であ
る（上記学説④）としたもの，職責を緩く捉え，従業者の雇用期間内の業務の範囲内で創
作された著作物（上記学説⑤）などがあるが，いずれも本質的な解決策を図ったものでは
なく，また職務著作物の定義について明確化したものともいえない． 
なお，職務著作物については，さらに本論文の第 6 章において詳細に検討する． 
 
                                                   
68 張莎莎「職務作品創作人権利及其保護」(和訳：職務著作の作者の権利と保護),中国優秀
博士修士学位論文全文データベース 3 頁（2006） 
69 李永明『知識産権』(和訳：知的財産権) 125-127 頁（杭州大学出版社, 1 版，1996） 
70 張平『知識産権詳論』(和訳：知的財産権詳論) 113-115 頁（北京大学出版社,2 版 1994） 
71 龍斯栄『知識産権法論』(和訳：知的財産権法論) 77 頁（吉林大学出版社,1 版,1992） 
72 劉春田・劉波林「論職務作品的界定及其権利帰属」(和訳：検討・職務著作の認定及びそ
の権利帰属)中国人民大学学報 61-69 頁（1990） 
73 呉漢東・曹新明等『中国区域著作権比較研究』(和訳：中国区域著作権制度の比較研究) 59
頁（中国政法大学出版社,1998） 
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3.3 法人著作物と職務著作物の比較 
 
 これまで述べたように，中国著作権法において，職務に関する著作物には，大別して法
人著作物と職務著作物の二種類があり，職務著作物はさらに一般職務著作物と特殊職務著
作物に分けられる． 
江平・沈仁干は，法人著作物と職務著作物の関係は従属関係にあるとし，法人著作物は
職務著作物の一部であるとしている74．確かに，職務著作物は上記したとおり，法人等の主
管，意思，責任等の条件がなく，単に「公民が法人等にかかる業務上の任務を遂行するた
めに創作した著作物」（16 条 1 項）であれば成立要件を充足するわけであるから，納得のい
く説であるといえる． 
以下，法人著作物と職務著作物との類似点と相違点について検討する． 
 
3.3.1 法人著作物と職務著作物の類似点 
 
 まず，法人著作物と職務著作物との類似点について検討する． 
(1) 創作者 
 いずれの著作物においても，著作物の創作活動は公民である法人等の従業者が行ってお
り，事実上の創作者は従業者である点で互いに共通している． 
 
(2) 雇用関係 
創作者は，法人等の従業者であり，法人等と雇用関係のある点で互いに共通している． 
 
(3) 創作行為 
従業者は，労働契約において定められた業務の範囲内において著作物を創作する点で互
いに共通している． 
 
3.3.2 法人著作物と職務著作物の相違点 
 
(1) 著作物への「意思」の体現 
法人著作物は法人等の意思を体現したものであるのに対し，職務著作物は従業者本人の
意思を体現したものである点で互いに相違する． 
 
(2) 著作者 
法人著作物の著作者は法人等であるが，職務著作物の著作者は従業者本人である点で互
                                                   
74 江平・沈仁干『中華人民共和国著作権法解析』(和訳：中華人民共和国著作権法の分析) 165
頁（中国国際出版社,1991） 
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いに相違する． 
 
(3) 著作権の権利主体 
 法人著作物の著作権はすべて法人等が享有するが，職務著作物の著作権は，一般職務著
作物の場合は従業者が享有し，特殊職務著作物の場合は著作者人格権の一つである氏名表
示権は従業者が享有しそれ以外の権利はすべて法人等が享有する点で互いに相違する． 
 
(4) 著作物の責任者 
法人著作物の責任者は法人等であるが，職務著作物の場合，一般職務著作物の責任者は
従業者，特殊職務著作物の責任者は法人等である点で互いに相違する． 
 
(5) 著作物の保護期間 
 法人著作物に係る著作権の保護期間は，著作物をはじめて公表してから 50 年目の 12 月
31 日に満了する． 
 職務著作物の場合，一般職務著作物の場合の保護期間は著作物を完成してから，著作者
の生存期間及び死後 50 年目の 12 月 31 日に満了する．特殊職務著作物の保護期間は法人著
作物と同じである． 
 表 3 は，法人著作物と職務著作物の類似点，相違点をまとめたものである． 
 
3.3.3 法人著作物及び職務著作物に関する事例 
 
中国著作権法が職務に関する著作物を法人著作物と職務著作物（一般職務著作物，特殊
職務著作物）とに分けて規定しているのは，原則として職務著作物により自然人著作者の
権利を保護するとともに，法人著作物により法人等の利益を守るという目的があることに
よるものである． 
しかし，法人著作物と職務著作物の規定の並立は，上述したとおり，法解釈，法運用等
を巡り大きな混乱が生じており，法社会の大きな障害となっている． 
ここで，法人著作物，一般職務著作物と特殊職務著作物の抱える問題点について，それ
らが争点となった具体的な事例を取り上げて検討することにより，職務に関する著作物の
抱える課題を浮き彫りにする75． 
 
 
 
 
                                                   
75 彭涛(著)鈴木賢・金勲(訳)「中国著作権法における職務著作について」知的財産権法政策
学研究 4 号 70-72 頁（2004） 
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3.3.3.1  法人著作物と特殊職務著作物との比較 
 
主として法人著作物（11条3項）と特殊職務著作物（16条2項）とを対比する．それらの
著作物について，次のような問題点を指摘することができる． 
 
(1) 法人等の主管 
法人著作物は，常に従業者の雇用者である法人等の主管により創作されたものであるこ
とが必要である（11 条 3 項）．一方，職務著作物は，公民が法人等の業務上の任務を遂行
表 3 中国の職務に関する著作物の保護制度の現状 
著作物の種類 著作者人格権 著作財産権 成立要件 
法人著作物(11
条) 
法人等 法人等 ① 法人等の主管 
② 法人等の意思を代表して創作
されたもの 
③ 法人等が当該著作物の責任を
負うもの 
④ 法人等の氏名表示のある著作
物 
職務
著作
物 
一般職
務著作
物(16条
1項) 
自然人（従業者） 自然人（従業者） 
法人等（優先的使
用権） 
① 公民が法人等の業務遂行にお
いて創作した著作物 
 
特殊職
務著作
物(16条
2項) 
法人等（氏名表
示権以外） 
従業者（氏名表
示権） 
法人等 ① 公民が法人等の業務遂行にお
いて創作した著作物 
② 主として法人等の物質上の技
術的資源を利用したもの 
③ 法人等の責任の下に創作され
たもの 
④ 工学設計図，製品設計図，地図，
コンピュータソフトウェア等
の著作物 
⑤ 法律，行政規則または契約に基
づき，法人等が著作権を享有す
る著作物 
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するために創作した著作物であり（16条 1項），法人等の主管を成立要件としていない．す
なわち，職務著作物はその要件として「公民が法人等に係る業務上の任務を遂行するため
に創作した著作物」（16条 1項）であればよく，法人等の主管については明示されていない． 
この点において，両者の規定上の差異は明確であるが，職務著作物においても，実質的
に法人等の主管により創作活動が行われることがありうる．実際の創作過程において，公
民が「法人等の業務上の任務を遂行」する目的をもって行うことは，法人等の業務の一環
として従業者は創作活動を行うことであり，作成された著作物は業務上使用されることに
なる訳であるから，実質的に法人等は創作について指示等をし，創作過程の管理を行って
いるのが普通の状態といえる． 
上記 3.1.2(1)で述べたとおり，「主管と称するためには，法人等が主管者として，著作物
の創作のために必要な資材，物質的な環境等を提供することが条件」であるから，職務著
作物においても，当然のこととしてこの条件については満たしているものと考えられる． 
そうすると，職務著作物においても「法人等の主管」があることは否定できないことに
なり，「法人の主管」の点について，両者は同じであるといえる． 
 
(2)  意思の属性 
法人著作物は法人等の意思によるものであり（11条 3項），特殊職務著作物は従業者の意
思に基づくものである（16条 2項）． 
しかし，法人著作物が，法人等の意思を内在するものであっても，実際に創作活動を行
うのは従業者本人であるから，創作物として体現するためには従業者の意思を反映させる
ことが必要である． 
同様に，特殊職務著作物は従業者本人の創作意思を体現しているものであるが，従業者
による創作過程においては，法人等の意思の影響を完全に否定することはできない． 
すなわち，意思の属性という面からみた場合，法人著作物と特殊職務著作物とを明確に
区別する基準が曖昧となる． 
次に法人著作物の第二の成立要件である「法人等の意思の代表による創作」の点につい
て検討する． 
法人著作物は，「従業者によって作成された著作物は，法人等の構想，アイディア，指示
や要求に基づいて忠実に創作されたものであることが必要」（上記 3.1.2(2)）であるが，職
務著作物についてはこの要件は課せられていない． 
この点についていえば，職務著作物は従業者の自由な発想に基づいて創作活動を行える
ことになり，法人の主管はあるものの従業者の意思が著作物に反映されているから，従業
者は著作者として保護されることになるのは当然のことといえる．これは，職務著作物の
一つである一般職務著作物についていえることであるが，特殊職務著作物においては事情
が異なってくる． 
例えば，コンピュータソフトウェアは特殊職務著作物として規定されている（16 条 2 項
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1号）が，その開発は法人等の主管のもとに業務として創作が行われる場合が多い．コンピ
ュータソフトウェアは規定のとおり，一義的に特殊職務著作物とされるものであるが，法
人等の主管があった場合には，法人著作物とされる可能性がある． 
そこで，創作に際し，法人等の主管があったものであるか否か，主管があった場合に，
法人著作物とするか特殊職務著作物とするか，その判断基準を明確化する必要がある． 
 また，法人等の主管とは，何を意味するのか，法人等の発意があれば主管とするのか，
特殊職務著作物であっても法人等の物質的及び技術的資源を利用するもの（16条 2項 1号）
は，法人等による単なる設備の提供がある場合でも，法人等の主管とするのか，その基準
が不明確である． 
 
(3) 社会的責任 
法人著作物は「法人等が責任を負う著作物」であり（11条 3項），特殊職務著作物は「法
人等の責任の下に創作された」著作物である（16条 2項）． 
つまり，法人著作物，特殊職務著作物はともに，法人等が著作物の責任を負うものであ
るという点で共通する．この場合の「責任」とは，著作物の公表，同一性保持や侵害等に
対するすべての事項に係る社会的な責任を意味し，草案から作成過程，完成された創作物
を含む，すべての責任を法人等が負うことを意味すると解釈することができる． 
職務著作物は，基本的に著作者である法人等の従業者がその著作権を享有するものであ
るが，そのなかで，特殊職務著作物においては，著作者人格権のうちの氏名表示権のみ従
業者に残り，他の著作者人格権をはじめとする著作財産権等のすべての権利は，法人等が
享有することになる．さらに特殊著作物においては，著作物に対する責任を，法人等がす
べての責任を負うとしている点で，職務著作物内においても整合性に問題がある． 
著作物が法人著作物と認められた場合，著作権はすべて法人等に帰属するが，特殊職務
著作物と認められた場合には，氏名表示権は従業者に帰属し，それ以外のすべての権利は
法人等に帰属する．しかし，法人等の従業者の作成した著作物が，法人著作物か特殊職務
著作物かを認定する判断は難しい．そこで，まず法人著作物と特殊職務著作物の混同の事
例として，「昌平県地方誌」事件を取り上げる． 
この事件の争点は，著作物に対する氏名表示権についての認定であるが，著作物が法人
著作物か特殊職務著作物かの認定について争われたものである． 
 
 
【事例 1】 「昌平県地方誌」事件 
一審：北京第一人民法院 一中民初字第 7966 号 2005 年 10 月 8 日判決 
 
原告：X（李徳余） 
被告：Ｙ1（北京市昌平区人民政府地名誌編纂委員会） 
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Ｙ2（北京市昌平区人民政府） 
 
【事件の概要】 
 Ｙ2 の地方紙編纂委員会であるＹ1 に勤務していたＸは，1996 年 2 月から 2004 年 8 月ま
で，編集長としてＹ誌（「昌平県地方誌」）を作成した．しかし，出版されたＹ誌にＸの氏
名が掲載されず，著作者はＹ1 とされた．そこで，2006 年 6 月，ＸはＹ2 がＹ誌における
Ｘの著作者人格権の一つである氏名表示権を侵害したとして，Ｙらに対し，Ｙ誌の出版差
止めと損害賠償を求めた． 
 
【争点】Ｘは氏名表示権を有するか． 
【結論】請求棄却 
 
【当事者の主張】 
【Ｘの主張】 
 Ｘは 1996年 2 月から 2004年 8 月までの間に本件の
Ｙ誌を作成した．Ｙ誌の作者は X であるから，2004
年 11 月に出版されたＹ誌は特殊職務著作物である． 
そこで，Ｙ誌の氏名表示権は X にあるから Y らのし  図 1 「昌平県地方誌」事件の作品 
た行為は違法であり，Ｙ誌は出版されるべきものでは 
ないから中止すべきであり，X の氏名が表示されなか 
ったことによる損害を賠償すべきである． 
【Ｙの主張】 
1) Ｙ誌を編纂する際，Y1 は X に対し編纂の指導をし，資金，設備，資料等を提供した．
したがって，Ｙ誌は法人著作物であるから，Y 誌の著作権は Y1 に帰属する． 
2) Ｙ誌の編纂は 1987 年からであり，2004 年 11 月の出版まで，歴代四人の編集長がいる．
(1987 年 11 月~1989 年 6 月于長海，1989 年 6 月~1996 年 2 月石家声，1996 年 2 月~2004
年 8 月李德余，2004 年 8 月~劉建初) 
したがって，X は Y1 の構成員の一人にすぎないものであるから，特段，著作者とはいえ
ない． 
 
【判旨の概要】 
1987年にＹ2がＹ誌作成のための専門的な編纂機構であるＹ1を設立したことは，Ｙ2の
意思によるものである．また，Ｙ1の構成委員もＹ2から任命されたものであり，Ｙ誌の編
纂はＹ2が主管している．さらに，Ｙ誌の原稿，校正稿，最終稿，及び出版用校正稿の署名
はすべてＹ2である． 
以上より，Ｙ誌はＹらの意思を代表しており，Ｙ誌に関する責任はＹらが負うものであ
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るから，Ｙ誌は著作権法 11条 3項の規定により法人著作物に該当する．したがって，Ｙ誌
の著作権はＹらに帰属するものであるから，ＹらはＹ誌におけるＸの氏名表示権を侵害す
るものではない． 
 
【検討】 
まず，法人著作物の成立要件について検討する．  
1) 法人等の主管 
 裁判所は，「Ｙ誌を編纂する際，Y1 は X に対し，編纂の指導をし，資金，設備，資料等
の提供を行い，Y 誌を編纂した」という Y1 の主張を根拠として，「Ｙ誌の編纂は Y らが主
管した」という判決を下した．しかし，この判決は妥当なものではない．Ｙ誌の編纂は大
規模な作業であり，Ｙ1 の「資金，設備，資料等を提供した」という主張は，「法人等の主
管」にあたり，法人著作物と設定されると同時に特殊職務著作物における「主として法人
等が物質上の技術的条件を利用」(16 条 2 項)という要件を満たすものともいえる．そうす
ると，必ずしもＹ誌はこの点において法人著作物と断定することはできない． 
ＸはＹらの提供した資金，設備，資料等を利用していることからして，法人著作物及び
特殊職務著作物(同法 16条 2項)の双方の要件に合致するといえる． 
 
2) 意思の属性 
 「1987 年に Y2 が Y 誌制作のための専門的な編纂機構である Y１を設立したことは，Y2
の意思によるものである」という認定により，Ｙ誌の創作は Y らの意思といえるが，創作
の過程においては X の意思も体現しているものと考えられる．なぜなら，X は Y 誌の編集
長として，Ｙ誌の編集過程において，添削，構成，審議を行っており，単に Y らの意思と
はいえない．そうすると，法人等に「意思の属性」があるという判断に照らすことは，必
ずしも十分ではないといえる． 
すなわち，ＸはＹ誌の編集長として，編集過程において，添削，構成，審議等を行って
いるから，Ｙらの意思はあるものの，Ｙ誌が単にＹらの意思のみを具現化したものとはい
えない． 
 
3) 社会的責任 
 上記したように，中国著作権法には法人著作物，特殊職務著作物の双方について，社会
的責任はすべて法人が負うという規定がある（11 条 3 項，16 条 2 項 1 号）． 
そこで，「裁判所によるＹ誌に関する責任は Y が負う」という認定のみでは，Ｙ誌が法人
著作物であるか特殊職務著作物であるかを判断する論拠として十分ではない．そしてＹ誌
の構想，作成過程等の管理においては，ＹのみならずＸも寄与しており，すべての管理責
任をＹらが負うものとはいえない．ここに，社会的責任というキーワードで法人著作物を
認定する曖昧さが見受けられる． 
38 
 
 
4) まとめ 
法人等の主管について，Ｙ誌の編纂は膨大な作業を要するものであるが，資源的観点か
らみれば，Ｙらの主張である「資金，設備，資料等を提供」したという点は，特殊職務著
作物の規定である「主に法人等の物質的および技術的資源を利用」(16 条 2 項)と，一方が
使用者側，他方が利用者側である点においては相違するが，実質的に使用者である法人等
から提供された資源等を利用している点において同じである． 
また，「意思の属性」について，ＸはＹ誌の編集長として，編集過程において，添削，構
成，審議等を行っており，その過程においては当然のこととしてＸの意思が反映されてい
るのが通常であるから，Ｙ誌が単にＹ2 の意思のみを具現化したものとはいえない． 
さらに，「社会的責任」について，Ｙ誌の構想，制作過程等の管理については，Ｘも寄与
しており，すべての管理責任をＹらが負ったものとはいえない．また，判決の，「Ｙ誌に関
する責任はＹらが負う」という判断はその論拠が十分とはいえないから，Ｙ誌が特殊職務
著作物ではなく法人著作物であると判断することはできない． 
判決はＹ誌が特殊職務著作物ではなく法人著作物であると設定しているが，上記のとお
りその著作物を特殊職務著作物と判断することも可能である．したがって，裁判所がその
著作物を法人著作物と判断した論拠は曖昧である． 
 
3.3.3.2  一般職務著作物と特殊職務著作物との比較 
 
職務著作物には，一般職務著作物（16条 1項）と特殊職務著作物（同条 2項）があるが，
以下の点において，両者の混同が見られる． 
 
(1) 著作物の例示 
 16 条 2 項は，特殊職務著作物を「建築・工事設計図，製品設計図，地図，コンピュータ
ソフトウェア等の職務著作物」と規定し，工業用の著作物を例示している．ここでは，「等」
という表現が用いられ，列記されたもの以外にも，本規定に該当するものがあることを示
唆する．そこで，この「等」の解釈が問題となる．通常，「等」は例示を補足するための下
位概念とみることができるが，産業用の著作物のほか，地図が包含されており，必ずしも
産業用の著作物には限定されないことになる．そうすると，著作物の種類で特定したとし
ても「等」で例外を認める限り，実務上，一般職務著作物，法人著作物，特殊職務著作物
を互いに区別することが困難となり得る． 
 
(2) 物質上の技術的資源 
特殊職務著作物の規定（中国法 16 条 2 項）には，「主として法人等の物質上の技術的条
件を利用する」と規定されている．また中国著作権法実施条例には，「著作権法第 16条第 2
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項の職務著作物に関する規定においていう『物質上の技術的条件』とは，当該法人または
当該組織が公民の創作完成のために提供する資金，設備または資料をいう．」（同法 11 条 2
項）と規定されている． 
この場合，例えば，工学設計図を作成するための「物質上の技術的条件」として筆記用
具等の文具が考えられるが，従業者が法人等から提供された文具76を利用するのみであって
も，法人等の物質的条件の利用に該当することになり，作成された著作物は特殊職務著作
物と認定されることになる可能性もある． 
一般職務著作物の規定（16条 1項）には，「物質上の技術的条件」に関する文言はないが，
一般職務著作物と認定される可能性が大きい場合でも，上記のような場合においては特殊
職務著作物と認定される可能性があり，職務著作物の規定に，「物質上の技術的条件を利用」
という条件を付加しても，特殊職務著作物と一般職務著作物との境界は曖昧であり，実質
的に両者を区別するための条件として意味をなさないといえる． 
 特殊職務著作物と一般職務著作物の問題点に関する事例として，「五羊彫刻」事件につい
て検討する．著作物が一般職務著作物と認められる場合には著作権はすべて従業者に帰属
するが，特殊職務著作物と認められる場合には氏名表示権は従業者に帰属するが，それ以
外の権利はすべて法人等に帰属する．本事件の争点は，著作物が一般職務著作物か特殊著
作物か否かである．以下，本事件について検討する． 
 
 
【事例 2】 「五羊彫刻」事件 
一審：広東省広州市中級人民法院 穗中法民三知初字第 629号 2007年 12月 14日判決 
 
原告：Ｘ1（尹小艾），Ｘ2（尹衛崗），Ｘ3（陳本宗）， 
Ｘ4（孔繁伊） 
Ｘ院（広州彫刻院） 
被告：Ｙ社（広州家広スーパーマーケット株式会社） 
第三者：Ｚ（広州市人民政府） 
訴外：Ａ（尹積昌），Ｂ（朱光） 
 
【事件の概要】 
                                                   
76 後掲【事例 3】の「講義資料」事件（高麗婭「講義資料」事件,重慶市第一中級人民法院
判決（2005）渝一中民初字第 603号）において，「⋯筆記用具，用紙などに限られ，その使
用はわずかであるから主として物質的及び技術的資源を利用しているわけではない．⋯」と
いう判決があり，判決によって，「筆記用具，用紙等」は「物質的及技術的資源」に当たら
ないと判断した．本件の判決と比較し，Y 誌を編纂するための「資金，設備，資料」が「物
質的及技術的資源」という要件を満たすとするならば，筆記用具，用紙等」も「物質的及
技術的資源」の要件を満たすことになるといえる． 
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本件の「五羊彫刻」（以下「Ｙ彫刻」という．）は，中国の広州市の代表的な建造物であ
る．1960年，ＺはＸ院にＹ彫刻の作成を委託した．Ｘ院に務めていたＸ3，Ｘ4ほか訴外Ａ
は，五羊伝説に基づいて，Ｙ彫刻を作成したところ，2005 年にＹ社に所属するカルフール
広州 3支店は，開業の宣伝のためＹ彫刻のポスターを掲げた． 
 
同年 6月，彫刻家である訴外Ａの著作権の承継人Ｘ1，
Ｘ2 及び彫刻家Ｘ3，Ｘ4 は，Ｙ彫刻はＸらが職務上作
成したものであるから，一般職務著作物である．した
がって，Ｙ彫刻の著作数は，Ｘらが有するものであり，
Ｙ社はＸらの享有する著作権を侵害したとして，ポス
ター使用の差止めと損害賠償を求めた．一方Ｙ社の主
張は，Ｙ彫刻は特殊職務著作物であるからＸらはＹ彫
刻の氏名表示権のみを享有し，それ以外の著作権はす
べてＺに帰属するというものである． 
                                                  図 2 「五羊彫刻」事件の作品 
【争点】 
Ｙ彫刻は一般職務著作物か特殊職務著作物か（Ｙ彫刻の著作権の帰属）． 
【結論】 
請求棄却 
 
【当事者の主張】 
【Ｘの主張】 
 Ｘ院に務めていたＸらが 1960 年に創作したＹ彫刻は，一般職務著作物であるから，Ｘら
はＹ彫刻について氏名表示権をはじめとする著作物人格権と複製権を享有する．ＹがＹ彫
刻のポスターを掲げることはＸらの氏名表示権と複製権を侵害する． 
【Ｙの主張】 
 Ｙに所属する従業者は広州市越秀公園のＹ彫刻を撮影して開業宣伝のポスターを作成し
て使用した．Ｙ彫刻は一つの被写体であり，写真の著作権は撮影者であるその従業者にあ
る．また，Ｙ彫刻は広州市の代表的な作品として，著作権はＺに帰属する．Y 彫刻は，特殊
職務著作物であるから，ＸらはＹ彫刻の氏名表示権を享有するが，それ以外の著作権はＺ
に帰属する． 
【第三者の主張】 
Ｙ彫刻はＺの市長であった訴外Ｂ(1960 年勤務)の意思により，かつ，訴外Ｂの主管のも
とでＸらにより作成されたものであるからＹ彫刻の責任はＺが負うものである．すなわち，
Ｙ彫刻は，訴外Ｂの要求により作成され，かつ，訴外ＢがＹ彫刻の草案の審査・修正を行
っている．また，ＺはＹ彫刻の作成時において，物質的な資源を提供するとともに，作成
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後，Ｙ彫刻の維持管理を行っている．以上により，Ｙ彫刻は特殊職務著作物といえるから，
Ｘらは氏名表示権を享有するが，その他の権利はＺに帰属する． 
 
【判旨の概要】 
 Ｙ彫刻は，Ｚが主管し，Ｚが物質的資源を提供して創作され，かつＺが責任を負う著作
物である． 
Ｘ院は，独立した法人ではなく，Ｚの一部門であるから，実質的な法人はＺである． 
以上により，Ｙ彫刻は特殊職務著作物であるから，Ｙ彫刻の氏名表示権は，Ａ，Ｘ3とＸ
4が享有し，それ以外の著作権はすべてＺが享有する． 
 
【検討】  
1) 著作物の例示として「…等」という表現を用いている点 
 本件のＹ彫刻は特殊職務著作物と判断された．著作権法上，Ｙ彫刻は職務上創作された
「美術の著作物」77 (中国法 3 条 4 項・中国著作権法実施条例 4 条 8 項)であるといえるが，
著作権法上，職務著作物には「美術の著作物」に関する規定はない78． 
特殊職務著作物を規定する 16 条 2 項には，「工学設計図，製品設計図，地図またはコン
ピュータソフトウェア等」と例示され，列挙されている特殊職務著作はすべて工業向けの
著作物であり，この例示の傾向からして美術の著作物は該当しないように見受けられる．
それ以外の特殊職務著作物は「等」を用いて包含するものとしているが，著作権法実施条
例にも「等」に関する解説はない．したがって，このＹ彫刻が特殊職務著作物にあたるか
どうか疑問が残る． 
 
2)「物質上の技術的資源」という表現が漠然としている点 
 本件の判決において，「Ｚが物質的資源を提供して創作され」とあるが，これは特殊職務
著作物として判断する根拠としては不十分である．「物質的資源」は著作物を作成する際の
基本条件である．職務上に著作物を創作する時，著作物の特徴によって提供される「物質
的資源」の種類は異なるが，ほとんどの場合，「物質的資源」を必要とする．確かに，本件
のＹ彫刻は広州市の代表的な彫刻であり，多くの「物質的資源」が使用されているが，「物
質的資源」の投入量により特殊職務著作物と認定することは妥当ではない．そうすると，「物
                                                   
77 中国著作権法第 3 条 本法にいう著作物には，次に掲げる形式で創作される文学，美術
及び自然科学，社会科学，産業技術等の著作物が含まれる． 
第 4 号 美術，建築による著作物 
中国著作権法実施条例 第四条 著作権法及び本条例において，次に掲げる著作物の定義は
以下の通り． 
(八) 美術著作物とは，絵画，書道，彫塑などの線，色彩またはその他の方法で構成され
る審美的意義を有する平面的または立体的な造形芸術著作物をいう． 
78 職務上創作された美術の著作物の著作権は著作者が享有するという説がある． 
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質的資源」がＺから提供されたことを捉え，Ｙ彫刻を特殊職務著作物と言い切ることは難
しい． 
 
3) まとめ 
Ｘ院はＺの一部門として，Ｘ院の設立から運営などをすべて行っていたが，Ｙ彫刻のよ
うな大規模な工事の資金，創作場所等，必要な物質的な資源の提供は，政府の支援がない
とできない状況下にあった．このように，本件のＹ彫刻は，広州市の代表的な彫刻であり，
多くの物質的資源が使用されているが，物質的資源の使用状況を特殊職務著作物の該当性
の判断基準として採用することは妥当でない． 
すなわち，物質的資源の提供者がＺである場合には，Ｙ彫刻は法人著作物にあたる可能
性もある．物質的資源の使用状況のみでＹ彫刻を特殊職務著作物と認定することはできな
い． 
また本件Ｙ彫刻は，中国法 16条 2項 1号にいう産業用の著作物の「等」にあたる部分の
拡大解釈であり，上記で指摘した「等」に対する解釈の典型例となっており，「等」は無限
に拡大解釈される危険性を示唆している． 
 
 
【事例 3】 「講義資料」事件79 
上告審：重慶市第一中級人民法院 渝一中民初字第 603号 2005年 12月 9日判決 
上告人：Ｘ（高麗婭(原告・上訴人)） 
被上告人：Ｙ（重慶市南岸区四公里小学校（被告・被上訴人））            
 
【事件の概要】  
Ｘは，1990 年 1 月からＹで国語教師として働いていたときに授業のための資料として講
義資料を 48冊作成し，Ｙに提出した，2002年 4月，Ｘは授業の総括と論文作成のため，Ｙ
に対し全講義資料の返却を求めたところ，Ｙから 4 冊の講義資料は返却されたものの，そ
れ以外の 44冊については，すでにＹにより処分されており返却されなかった．そこで，Ｘ
は，ＹがＸの享有する著作権を侵害したとして，Ｙに全 48冊の講義資料の返却と損害賠償
を求めた． 
                                                   
79 高麗婭「講義資料」事件,重慶市第一中級人民法院判決（2005）渝一中民初字第 603 号
2005.12.9 馮暁青知識産権网（2013.8.27 確認） 
http://www.fengxiaoqingip.com/ipanli/zzanli/20070909/1552.html 
判決の経緯，一審（重慶市南岸区人民法院判決(2003)南民初字第 903 号 2003.10.24）と二
審（重慶市第一中級人民法院判決（2004）渝一中民終字第 232 号 2004.3.29）では，Ｘが
講義資料の著作権を侵害するとして訴えたが，敗訴となった．上告審において，著作権侵
害が認められ，勝訴となった． 
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Ｘは現存する 4 冊の講義資料は著作物性を備えるものであるから著作物に該当し，職務
著作物にあたると主張した．Ｙは，講義資料の著作物性は認められない，仮に著作物性を
有するとしても，その講義資料は法人著作物であるから，Ｙは法人等として講義資料に係
る著作権を享有すると主張した． 
 
【争点】 
講義資料の著作物性と著作権の帰属 
 
【結論】 
請求認容 
講義資料は著作物であり，ＹがＸの作成した講義資料を処分した行為はＸの著作権を侵
害する． 
ＹはＸに 5000元（約 6万円）の損害賠償金を支払え． 
 
【判旨の概要】 
(1) 講義資料の著作物性 
中国著作権法実施条例 2条には，「著作権法においていう著作物とは，文学，芸術及び科
学の分野における独創性を有し，且つ，ある種の有形的な形式で複製できる知的活動の成
果をいう．」と規定されている．本件の場合，Ｘは独立して講義資料の創作を行っているか
ら，本件講義資料は著作権法の著作物に該当する． 
(2) 職務著作物の該当性 
Ｘは，講義資料の作成時に，Ｙの物質的及び技術的資源を使用しているが，筆記用具，
用紙などに限られ，その使用はわずかであるから主として物質的及び技術的資源を利用し
ているわけではない．また講義資料はＹの責任の下に作成されたのでもない． 
したがって，講義資料は著作権法 16 条 1 項に規定する一般職務著作物に該当するから，
著作権はＸが享有し，Ｙはその業務の範囲内において講義資料を優先的に使用する権利を
有する． 
 
【検討】 
本件講義資料は，授業内容，要点学習予定表などを中心として構成されたものであり，
Ｘの教育経験を総括したものであるとともに努力と知恵を注いだものである．Ｘは授業の
ための講義資料を作成しており，授業計画，板書デザインなど，Ｘの講義資料に独創的な
意思が体現されている．すなわち，現存する 4冊の講義資料と処分された 44冊の講義資料
は，いずれも著作物性を有するものと考えられる． 
次に，著作権の帰属が問題となる． 
教師と学校との間には，一定の雇用関係が存在しており，教師は教育という業務遂行の
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ために講義資料を作成しているから，本件講義資料が，法人著作物，一般職務著作物また
は特殊職務著作物のいずれかであることは疑いがない． 
学校の管理規定により授業担当教師は授業を行う前の事前準備が必要とされているが，
それは一般的な説示であって，具体的な講義資料の作成までは問われていない．本件講義
資料は，学校の主管や発意によるものではなく，教師自身による自主的な創作物であるか
ら，法人著作物とはいえない．  
また，本件講義資料には上記のとおり雇用者の責任が付加されておらず，また特段の著
作権契約もないから，特殊職務著作物でもない． 
したがって，本件講義資料は一般職務著作物であり，講義資料の作成者であるＸが著作
権を享有することになる． 
 そうすると，本事件に係る判決は妥当なものである． 
 
 
 
図 3 「演劇の隅取図」事件の図絵の一部 
 
 
【事例 4】 「演劇の隅取図」（戯劇臉譜）事件 
 
一審：北京市海淀区人民法院（2010）海民初字第 25222号 
原告：Ｘ1（季成），Ｘ2（汪鑫福） 
被告：Ｙ1（中国芸術研究院） 
   Ｙ2（九州出版社） 
  Ｙ3（北京世紀高教書店） 
 
【事件の概要】 
Ｘ2は 1920年代から 1990年代までＹ1の従業者として勤務し，数多くの演劇の隅取図を
作成した．2000年 1月，Ｙ2はＹ1から提供されたＸ2の作成した演劇顔の隅取図 177点を
もとに，Ｙ本（中国戯劇臉譜，和訳「中国演劇の隅取図」）を出版した．Ｙ本にはＹ1 の氏
名のみが記載されＸ2 の氏名の記載はなかった．その後，Ｘ2 が作成した作品はＸ1 に承継
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された．2010年 8月，Ｘ1はＹ3からＹ本を購入したところ，Ｘ2の作品が掲載されている
ことを知った．そこで，ＸらはＹらがＸらの著作権を侵害するとして提訴した． 
 
【争点】 
一般職務著作物か特殊職務著作物か． 
 
【結論】 
請求一部認容 
Ｙ本に掲載された隅取面は一般職務著作物であり，その著作権はＸ1 に帰属する．Ｙ1，
Ｙ2，Ｙ3 に対し，Ｘ2 の演劇の隅取図を含めＹ本への掲載，Ｙ本の出版，販売を禁止する． 
 
【当事者の主張】 
【Ｘらの主張】 
Ｙ本はＸ2に帰属する著作物である． 
【Ｙらの主張】 
Ｘ2は 1950年代Ｙ1で働いていた時に，多数の演劇の隅取図を作成した．1980年代，Ｙ1
はＸ2から一枚 8元で演劇の隅取図を複数枚購入した．Ｙ1はこれを掲載し出版したもので
あるから，Ｙ本は職務著作物に該当する．したがって，Ｙ本の演劇の隅取図の著作権はＹ1
に帰属し，Ｙ1はＸ2の演劇の隈取図をＹ本に掲載し使用する権利がある． 
 
【判旨の概要】 
1) Ｙ本の演劇の隅取図の著作物性 
Ｘ2は従前より多くの演劇の隅取図を描いていたが，演劇の隅取図を作成した日時につい
ては詳細な記録がなく，またこれらの作品を作成していた頃，中国著作権法は未制定であ
った．しかし，Ｙ本の出版時においては，すでに著作権法が施行されているから，Ｙ本の
演劇の隅取図は著作権法にいう著作物に該当する． 
 
2) 一般職務著作物の該当性 
1950 年代，中国芸術研究院に勤務中のＸ2 が作成した演劇の隅取図を，1980 年代にＹ1
が複数枚購入したというのは事実である．確かに，Ｘ2の作成した演劇の隅取図を掲載した
Ｙ本の出版に関する責任はＹ1 が負うものであるが，その出版時にＸ2 はＹ1 から提供され
た物質上の技術的資源を利用していない． 
また，Ｘ2による演劇の隅取図の作成時には，Ｙ1から提供された絵の具等の資源を使用
したが，それらの資源はＸ2が作成した演劇の隈取図に関する構想，表現に影響を及ぼすも
のではない． 
また，Ｘ2 による演劇の隅取図は，作品的な知名度が高く，「百年以来宮廷及び民間の演
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劇の歴史を生き生きと再現する」といわれるほど評判となったものであり，芸術的価値に
ついてＸ2との関連性が強いものであるから，Ｙ1の責任については勘案することができな
い． 
 
【検討 】 
本件は中国著作権法 16条の「主に法人等の物質的及び技術的資源を利用」について法解
釈をしたものである． 
 本件には上記「五羊彫刻」事件と類似した点がみられる．従業者が雇用期間中に著作物
を作成し，それがその後の著作権の帰属を巡る訴訟事件に発展したものである．判決は「五
羊彫刻」については特殊職務著作物と認定し，「演劇の隅取図」については一般職務著作物
と認定した．このように，職務上創作した著作物であっても，「物質上の技術的条件」等を
認定する判断基準は曖昧であり，明確なものは示されていない．実務上，詳細かつ統一的
な判断基準の制定が求められる． 
 中国著作法は，著作人格権のなかの特に氏名表示権については，一般職務著作物，特殊
職務著作物について権利保護をしている． 
 
曹麗萍は本事例から，近代中国最初の著作権法（91 年法）は「職務著作物」の権利帰属
についての立法趣旨を以下 2 つの事項を考慮して規定していたものとみることができると
している．80 
① 著作物の創作は創作者個人のみで完成できるものではなく，主として雇用者の技術，
資金，設備などの提供が必要である．雇用者が従業者に提供した「物質上の技術的条件」
は常に直接に著作物の創作に影響を与える一因子であるから，雇用者から提供された技術
設備等が著作物に対する実質的な影響を与えない場合は，職務著作物とは認められない． 
 
② 雇用者が従業者との法律規定，契約等がある場合は，雇用者が著作物を享有できる． 
 
本作品は，1950年代の「集体主義」81思想の影響で作成されたものである．当時の考え方
からすると，個人の利益は集団の利益に対し従属的な地位にあるから，Ｘ2が実際の創作者
であっても権利帰属はＹ1となる．また，この「演劇の隅取図」を作成した時点では，中国
著作権法（91年法）は未施行であるから，「演劇の隅取図」の原画自体には著作物性は認め
                                                   
80 曹麗萍（北京市海淀区人民法院民五庭法官（本件裁判長・裁判官））「季成訴中国芸術研
究院等“京劇臉譜”侵権案）」（和訳：季成による中国芸術研究院等の「演劇の隅取図」に
ついての権利侵害訴訟事例」中国知識産権審判研究（第三輯）,銭鋒（主編）, 人民法院出
版社（2011） 
81 集団主義を指す．中国は 1978年までに，集団また国家の利益よりも優先させる考え方を
提唱していた．個人利益，財産等などはすべて国家に属する． 
47 
 
られない．また，当時，Ｘ2 とＹ1 との労働契約等はなかったとされる．いずれにしても，
「演劇の隅取図」自体は著作物とはいえない． 
 
3.4 問題の所在 
  
 これら四つの事例より問題点として次の三点を指摘することができる． 
1) 著作物の著作者を特定することの困難さ，煩雑さである．著作者を特定するためには，
まず職務に関する著作物が法人著作物，一般職務著作物または特殊職務著作物のいずれか
であるかを判断しなければならない． 
2) 著作物に対する責任の所在について，その判断基準や責任の範囲が曖昧であり，責任を
因子として職務に関する著作物を分類することが困難である．「責任」ということばの定義
や解釈が曖昧である．例えば，責任には，法的責任の他に法的責任も包含されるため，そ
の判断には困難がつきまとうことになる． 
3) 著作物を創作するとき，従業者は法人等の物質的，技術的資源を利用する．一方，法人
等は物質的，技術的資源等を提供するが，その場合における法人の貢献度は漠然としてお
り具体的に算定できるものとはいえない．判決は，その貢献度に基づいてどの職務に関す
る著作物に属するかという判断を行っているが，貢献度が明確でない以上，その判断基準
はきわめて曖昧なものといえる． 
 以上の四つの事例以外に下記に示すような事件もある（表 4 参照）．「撮影著作物『パン
ダ』」（摂影作品《大熊猫》）事件では，撮影された著作物が法人著作物ではなく，著作者個
人に著作権が帰属する通常の「撮影著作物」（3 条 5 号）として判断されたものであり，「二
十四史」（点校本二十四史）事件では，文学作品が個人に著作権が帰属するものではなく，
法人等に著作権が帰属する法人著作物（11 条 3 項）と判断されたものである．また，「天天
同淨」事件では，法人著作物ではなく委託された著作物と判断している． 
著作物の多様化，作成過程の複雑化などの諸条件が重なると著作物の権利帰属の判断は
さらに難しくなることがいえる．つまり，職務著作物の保護に関する規定は，定義，適用
要件，権利帰属等，詳細な規定を設ける必要があろう． 
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表 4 その他の事件 
事件名 争点 判決 
「撮影著作物パンダ」（摂影作品
《大熊猫》） 
（2006）成民初字第 344 号 
(2007)  川民終字第 84 号 
 
撮影著作物・法人著作物 ○ 撮影著作物 
× 法人著作物 
「二十四史」（点校本二十四史） 
(2010）海民初字第 9790 号 
(2011) 一中民終字第 6393 号
(2012) 一中民終字第 14243 号 
文字著作物・法人著作物 ○ 法人著作物 
× 文学の著作物 
「天天同淨」(“天天同浄”訴“英
特科技”) 
（2000）武知初字第 31 号 
委託著作物・法人著作物 ○ 委託著作物82 
× 法人著作物 
 
                                                   
82 17 条： 委託を受けて創作された著作物の著作権の帰属は，委託者及び受託者が契約に
より定めることとする．契約に明確な定めがない，または契約を締結していない場合は，
著作権は受託者に帰属する． 
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第４章 世界主要国の職務著作権制度 
 
4.1 国際条約と職務著作権制度 
 
 著作権が国際的に問題視され始めたのは，19 世紀後半の国際交流の活発化にその端を発
している．世界各国間の文化交流が盛んになるにつれ，著作物の国際的な利用も増加し，
国際的な保護法の整備が必要となった．まず，二国間における条約締結の段階を経て，多
国間での著作物の保護条約が制定された．代表的な著作権に関する国際条約として「文学
的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」（通称：ベルヌ条約，英語名：the Berne 
Convention for the Protection of Literary and Artistic Works），「万国著作権条約」(英語
名：Universal Copyright Convention，略称 UCC)，及び「知的所有権の貿易関連の側面に
関する協定」（通称：TRIPs 協定または TRIPS 協定，英語名：Agreement on Trade-Related 
Aspects of Intellectual Property Rights）があげられる．各条約にはそれぞれの時代背景や
設立経緯が異なるため，それぞれ著作権保護に対する理念に特色を有している． 
以下，それらの国際条約における職務著作権制度の法内容について検討する． 
 
4.1.1 ベルヌ条約 
 
 1886 年 9 月 9 日，「文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」(以下，「ベルヌ
条約」という．)が，著作権に関する基本条約としてスイスの Berne で作成され，1886 年
に締結された．本条約は，諸国間の文化交流が発展したことに伴い，国内だけでなく国際
的にも著作権の保護を図ることを目的とする． 
この条約は，国際著作権法学会83のヴィクトル・ユーゴー（Victor-Marie Hugo）の発案
によるものであり，大陸法思想である「著作者の権利 」(right of the author)に重点を置い
ている．このユーゴーの思想は，著作者人格権を認めず経済的利害関係のみを扱う英米法
における「著作権（copyright:複製権）」の思想と対比される． 
 ベルヌ条約 5 条 1 項には，「著作者は，この条約によつて保護される著作物に関し，その
著作物の本国以外の同盟国において，その国の法令が自国民に現在与えておりまたは将来
与えることがある権利及びこの条約が特に与える権利を享有する．」84と規定されている．
これは，条約加盟国は，他の加盟国の著作物に国内の著作物と同等以上の権利保護を与え
るという内国民待遇の原則を示すものである． 
                                                   
83 国際著作権法学会(英語名:International Literary and Artistic Association，フランス語
名:Association Littéraire et Artistique Internationale，略称：ALAI)は，1878 年にフラン
スの Paris で創設された著作権の法学会． 
84 公益社団法人著作権情報センター(CRIC)ホームページ: 
http://www.cric.or.jp/db/treaty/t1_index.html より転載（2014.6.1確認） 
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 また，ベルヌ条約 6 条の 2 第 1 項では，加盟国に対し，著作権が著作者から他者に移転
された後も，人格的権利として著作者が保有する著作者人格権を保護することを求めるこ
と，同条約 6 条の 2 第 2 項では，著作者が死亡した場合においても，少なくとも著作財産
権が消滅する時までは，著作者人格権を保護しなければならないと規定している． 
ベルヌ条約では，著作者は自然人著作者であるとし，その保護を図ること，著作財産権
を譲渡しても，著作者人格権は移転しないことを主眼としている． 
すなわち，著作権を著作者人格権と著作財産権とにわけ，著作者人格権は著作者に帰属
させるとともに，著作財産権のみを譲渡可能としている． 
 大陸法の代表的な国であるフランスは，18 世紀後半のフランス革命の影響を受け，著作
者の人格権を重視する傾向が強まり，その成果がベルヌ条約に反映されている． 
 一方，大陸法と異なる法理念を有する英米法においても変化がみられる．1988 年，イギ
リスにおいて改正著作権法が制定され，同著作権法のなかに著作者人格権に係る条項（第 4
章 著作者人格権 77 条～89 条）が規定された．一方，アメリカは，ベルヌ条約履行法
（Berne Convention Implementation Act of 1988；ベルヌ条約をアメリカ国内で履行する
ための著作権法改正法）を成立させ，1989 年 3 月 1 日にベルヌ条約に加盟した．アメリカ
は 80 番目のベルヌ条約加盟国となった．なお，ベルヌ条約はアメリカ国内では直接効力を
持たず，条約の義務は連邦法（Berne Convention Implementation Act of 1988）の範囲内
で間接的な履行がなされる．すなわち，アメリカは1989年にベルヌ条約に加盟したものの，
著作者人格権に関する一般的保護については実現されていない現状がある．しかし，1990
年に視覚芸術家権利法(Visual Artists Rights Act of 1990)を制定したことにより，限定的で
はあるが，著作者人格権制度の構築はなされている．85 
また，日本は 1899 年にベルヌ条約に加盟した．背景として，アメリカとの間で安政 5 年
6 月 19 日（1858 年 7 月 29 日）に締結された日米修好通商条約がある．この条約は幕末に
江戸幕府との間に締結された不平等通商条約であるが，この不平等条約を改正するための
条件として，ベルヌ条約への加盟が重要だったとされる．日本は 1899 年のベルヌ条約の加
盟にあわせ，著作権法（明治 32 年 3 月 4 日法律 39 号）（通称：旧著作権法）を制定した86． 
中国は，1992 年にベルヌ条約に加盟している．また，新興国，社会主義国，ポスト社会
主義国において，著作者人格権は，基本的に著作者人格権は受け入れられてきたが，経済・
科学技術の発展に伴い，法理論の再構築を迫られている．87 
ベルヌ条約には，2010 年 3 月 1 日現在，164 カ国が加盟している． 
 
                                                   
85高林龍・三村量一・竹中俊子（編集代表）『現代知的財産法講座３－知的財産法の国際的
交錯』391 頁（日本評論社,2012） 
86 現行の著作権法（昭和 45 年 5 月 6 日法律 48 号）は，1970 年（昭和 45 年）に上記「旧
著作権法」を全面改正して制定されたものである． 
87 高林龍・三村量一・竹中俊子（編集代表）『現代知的財産法講座３－知的財産法の国際的
交錯』397 頁（日本評論社,2012）  
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4.1.2 万国著作権条約(UCC) 
 
万国著作権条約（Universal Copyright Convention，略称：UCC）は，1952 年 9 月 6 日
に著作権の保護に関する国際条約としてスイスのジュネーブで作成され，1955 年 9 月 16
日に発効した88．管理は，国際連合教育科学文化機関（United Nations Educational, 
Scientific and Cultural Organization ，略称：UNESCO）が行っている． 
この条約は，アメリカが中心となって作成したもので，著作権の発生について登録，著
作権表示(Ⓒ表示)等が必要であって著作権の保護に一定の方式を要求する方式主義の国と，
創作時に著作権が自動発生し著作権を無方式で保護する国（ベルヌ条約加盟国）とを結ぶ
架橋的な位置づけの条約である． 
当時のアメリカ，米州諸国等は，著作権保護に対し一定の方式要件を必要とする方式主
義国であるため，無方式を要件とする国のための標準的な著作権条約であるベルヌ条約に
加盟することができないことがこの条約制定の要因であった．すなわち，この条約は，ベ
ルヌ条約の同盟国，米州諸国等，いずれもそれぞれ既存の体制を維持しながら加盟できる
ように配慮され，無方式諸国と方式諸国との間の架橋的な条約として制定された． 
この条約は，架橋的な条約であるため，著作権の保護主体に関する明確な規定はなされ
ておらず，著作者人格権，著作財産権の保護について明確的な規定がない．条約加盟国は
著作者人格権と著作財産権の取扱いについて，優先順位等何も設定されておらず，職務著
作権に係る規定もない． 
この条約は，1971 年 7 月 24 日にパリで改正が行われた．この改正は，上記ベルヌ条約
の改正と同時に行われたもので，開発途上国に対する援助に関する規定を設けたものであ
る．1974 年 7 月 10 日に発効したこの改正条約が，現状において最新のものである89． 
その後，上記のとおり，1988 年，アメリカはベルヌ条約締結のための国内法の整備を行
い，1989 年にベルヌ条約に加盟し，著作物にⒸ表示等を必要としない無方式主義国の一員
となった．ベルヌ条約と万国著作権条約の両方に加盟している場合には，ベルヌ条約が優
先的に適用される．2010 年 3 月 1 日現在，万国著作権条約には 100 カ国が加盟しているが，
そのうち，98 カ国はベルヌ条約に加盟している．未加盟国はカンボジアとラオスの 2 カ国
のみなので，万国著作権条約の実質的な存在意義はないといえる． 
 
 
 
 
                                                   
88  日本は 1956 年に万国著作権条約を批准した．日本における公布時の正式名称は「千九
百五十二年九月六日にジュネーブで署名された万国著作権条約」である．なお，万国著作
権条約は，「ジュネーブ条約」ともいわれる． 
89  日本は 1977 年にこの改正条約を受諾している．日本におけるこの改正条約の公布時の
正式名称は「千九百七十一年七月二十四日にパリで改正された万国著作権条約」である． 
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4.1.3 TRIPs協定 
 
 1961 年に制定された TRIPs 協定(Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual 
Property Rights)では，実演家，レコード制作者，放送事業者の著作隣接権のうち，基本的
な権利についての保護義務が規定されている．この協定は，GATT90のウルグアイ・ラウン
ド91が発展的に解消して，1995 年に WTO（世界貿易機関：World Trade Organization ）92
が設立された際の主要な付属議定書の 1 つである．物品及びサービスの貿易に関する協定
と並ぶ知的財産権の貿易関連の協定で，国際貿易，投資の促進，円滑化のためには知的財
産権の保護が不可欠との認識から定められた，知的財産権保護の国際的ミニマムスタンダ
ードである． 
ベルヌ条約などの国際条約に関係なく，WTO 加盟国は，内国民待遇，最恵国待遇を原則
とし，知的財産権保護のための国内法整備が必要とされる．中国は 2001 年の WTO 加盟に
伴い，知的財産権法制の大幅な改正を行った．貿易取引が絡むため，WIPO（世界知的所有
権機関，World Intellectual Property Organization）と比べ，模倣品・海賊版の防止，取
り締まりに対して実効性が高い点が特徴である．  
この協定は，万国著作権条約同様，著作者だけでなく法人等の権利をも保護する．また，
TRIPs 協定に加盟する国や地域は，自然人著作者が著作物を作成した後，著作者人格権及
び著作財産権を譲渡することができる．つまり，法人等は著作者人格権と著作財産権を享
有することができることになる． 
2013 年 3 月現在，159 カ国が加盟している．さらに加盟申請中の国が 24 カ国ある． 
 
4.2 世界の著作権法における職務著作権制度 
 
 世界各国における職務著作権制度は，各国法令により異なるとともに，それぞれ特色を
有している．世界の著作権法体系は主として大陸法と英米法の二種類に分けられる．著作
権には，著作者人格権と著作財産権があり，大陸法と英米法ではそれらの扱いが互いに異
なっている． 
 
 
 
                                                   
90 GATT：関税及び貿易に関する一般協定（General Agreement on Tariffs and Trade）の
略称である．GATT は，1947 年 10 月 30 日にジュネーブにおいて署名開放された条約，ま
たはこれに基づいて事実上国際組織として活動した締約国団を指す． 
91 ウルグアイ・ラウンド（Uruguay Round）は，1986 年 - 1995 年の間，世界貿易上の障
壁をなくし，貿易の自由化や多角的貿易を促進するために行なわれた通商交渉である． 
92 WTO：世界貿易機関は，自由貿易促進を主たる目的として創設された国際機関である．
常設事務局がスイスのジュネーブに置かれている． 
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4.2.1 大陸法の職務著作権制度に関する規定 
 
 大陸法は，ドイツ，フランス等がその代表であり，ローマ法の流れをくむものであって，
近代自然法思想を背景としている．その中でも，形式上は成文法主義が特色である．著作
権法に関しては一元論と二元論という考え方がある．ドイツを代表とする一元論は，著作
者の権利という単一権において，人格的権利と財産的権利は互いに不可分の関係にあると
し，フランスを代表とする二元論は，著作者の人格的権利と財産的権利とは互いに性質の
異なる独立した権利と捉えている． 
 
4.2.2 フランスの職務著作権制度 
 
フランスの著作権制度は，自然権思想や啓蒙主義の影響を受け，「著作者の権利」の保護
に重点が置かれているため，一般的な著作物に対する職務著作権は存在しない．著作物
(oeuvre)を作成する者は，自然人著作者のみとされ，職務遂行における契約があったとして
も，著作権(droit d’auteur)は著作物の創作者（自然人著作者）に帰属しなければならない． 
すなわち，一般的な著作物については，自然人著作者が雇用者または第三者からの委託
を受け著作物を作成したとしても，著作権を移転することができない．雇用者または委託
者は単独で著作権を享有することが禁止されている93． 
一方，フランスの職務著作権制度には，日本のような「職務著作物」の規定（日本著作
権法 15 条）はないが，創作者主義の例外規定として「集合著作物」（L’œuvre collective）
の規定が置かれている．集合著作物とは，ある自然人または法人の発意によって創作され，
その者の管理の下で，かつその者の名において公表される，複数の者の寄与を融合した著
作物のことである（1957 年フランス著作権法（以下「旧フランス法という．」）9 条 3 項）94． 
上記，旧フランス法において初めて規定された「集合著作物」は，その後，1992 年に知
的財産関係の法律が統合され，「フランス知的所有権法典」（以下，「1992 年フランス知的所
有権法」，「フランス著作権法」または「フランス法」という．）95に同趣旨の規定として取
り込まれた96．集合著作物とは例えば，辞書，百科事典，新聞，ソフトウェア等を指す． 
                                                   
93 Analysis of International Work-for-Hire Laws , Sutherland Asbill & Brennan 
LLP,2004 p.8-9 
94 旧フランス法 9 条 3 項は，｢自然人または法人の発意に基づいて創作される著作物でその
指示とその名の下に出版し，発行し，及び公表するものであり，かつ，その作成に参加す
る異なる著作者の個々の寄与が，その実現される全体について各著作者に個別の権利を付
与することができることなく，その寄与の作成の目的である全体の中に融合しているもの
は，集合著作物という．｣と定めている．また，同法 13 条は，｢集合著作物は，反対の証拠
がない限り，集合著作物がその名の下に公表される自然人または法人の所有に属する．こ
の自然人または法人は，著作者の権利を付与される．｣と定めている． 
95 フランス知的財産法典（France Code de la Propriété Intellectuelle） 
96 長塚真琴「フランスにおける従業者・公務員と著作者の権利」商学討究 54 卷 1 号 284
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以下，「集合著作物」について述べる． 
 
(1) 定義 
集合著作物とは，「その作成に参加する各著作者の個々の寄与が，寄与の構成目的である
全体の中に融合しているもの」をいう（フランス法 113 の 2 条 3 項97 ）． 
 
(2) 要件98 
集合著作物の成立要件は以下のとおりである． 
① 自然人または法人の発意に基づいて創作されたこと， 
② その指示及び名前の下に出版，発行，公表されたものであること， 
③ 作成に参加する各著作者の個々の寄与が融和してできたこと， 
④ 表現全体において，別個の権利を各著作者に付与することが不可能なこと． 
 
(3) 権利帰属 
フランス法では，「精神的著作物（œuvre d’esprit)の著作者は，その著作物に関して，自
己が創作したという事実のみにより，排他的ですべての者に対抗しうる無形財産の所有権
を享有する．」（111 の 1 条 1 項）と規定され，著作者については自然人に限定されること，
そして原則として，職務著作物の著作者人格権と著作財産権は自然人の著作者が享有する
こと，が規定されている（111 の 1 条 3 項）99． 
しかし，例外規定として反対の証拠，かつ，別段の定款規定または約定がない限り，職
務上に作成する集合著作物，ソフトウェアまたはその参考資料は法人が著作権を享有する
ことができる旨規定されている（113 の 5 条 1 項・113 の 9 条 1 項）100． 
                                                                                                                                                     
頁(2003) 
97  フランス法 113 の 2 条 3 項：「自然人または法人の発意に基づいて創作される著作物で
あって，その指示及び名前で出版され，発行され，及び公表され，かつ，その作成に参加
する各著作者の個人の寄与が，実現される全体について別個の権利を各著作者に付与する
ことができないように，寄与の構想の目的である全体の中に融合するものは，集合著作物
という．」 
98 井奈波朋子『フランス著作権法』（デジタルコンテンツ協会,2005） 
99  フランス法 111 の 1 条 3 項「精神の著作物の著作者による請負契約または労働契約の存
在または締結は，この法典に規定する例外に従うことを条件として，第１項によって認め
られる権利の享有には抵触しない．精神の著作物の著作者が国，地方自治体，行政上の公
共施設，法人格を有する独立行政組織またはフランス銀行の職員である場合においても，
その契約の存在または締結は，同一の条件において，その同一の権利の享有に抵触しない．」 
100 フランス法 113 の 5 条 1 項：「集合著作物は，反対の証拠がない限り，その著作物がそ
の名前で公表される自然人または法人の所有とする． 
同法 113 の 9 条 1 項「人または二人以上の被雇用者によってその職務の執行中に，または
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すなわち，集合著作物については，公表名義者（創作発意者）がすべての権利を原始的
に取得する（113 の 5 条 1 項101）102 103ことになり，自然人または法人が集合著作物の所有
者と認められるとともに，集合著作物の著作権は，公表の名義人に帰属することになる104． 
 フランス法では，著作物に係る自然人著作者は著作者人格権（droit moral）105と著作財
産権(droits patrimoniaux)を享有する．法人は著作物に係る著作権を移転するときは，自然
人著作者と契約に従って実施しなければならない106．すなわち，フランスにおける著作権
の規定は，「人」に対する保護の重視，個人の権利の強調，「私権」の維持・保護を図り，
無形財産権という特徴を強調するものである． 
 そうすると，職務著作権は自然人著作者に帰属する傾向にあるが，法人は自然人著作者
との契約を通じて一定の著作財産権を享有することができる．フランスの集合著作物は創
作過程に特殊性があるため，人格権及び財産権に関する独立的な権利を主張することが困
難である． 
大渕哲也は，「集合著作物の場合において，集合著作物全体については，権利が法人等に
帰属するものであって，大きな例外を成しているとされる．すなわち，集合著作物を構成
する個々の部分の権利はその著作者に帰属するが，集合著作物全体については，権利が法
人等に帰属する．」と指摘している107． 
 
(4) 学説 
長塚真琴は，学説を大きく二つの流れに整理している108． 
まず，「デポワ説」（異常(anomalie））である．自然人著作者と主導者（雇用者）は相互
に無関係であり，各自然人の著作者は著作物全体についての共同著作者とはいえないよう
                                                                                                                                                     
その雇用主の指示に従って創作されるソフトウェアまたはその参考資料に関する財産権は，
別段の定款規定または約定がない限り，雇用主に帰属し，雇用主のみが，それらの権利を
行使することができる．」 
101  フランス法 113 の 5 条 1 項「集合著作物は，反対の証拠がない限り，その著作物がそ
の名前で公表される自然人または法人の所有とする．」 
102 駒田泰士「職務著作の準拠法」知的財産法政策学研究 5 号 29-49 頁(2005)  
103 長塚真琴「フランスにおける従業者・公務員と著作者の権利」商学討究 54 卷 1 号 283
頁（2003）, 
104 グレゴワール・トリェ（著）大橋麻也（訳）『フランスの著作権法』慶応法学 15・16 合
併号 261 頁（2010） 
105 フランス法の著作者人格権は公表権，氏名表示権，同一性保持権，修正・撤回権を含め
る．著作者，原則上に著作権の名義人は著作者であり，自然人は著作物の権利者である． 
106 フランス法 131 条 1 項によって，著作者の権利の移転は，譲渡される各権利が譲渡証書
において個別の記載対象となり，かつ譲渡される権利の利用分野がその範囲，用途，場所
及び期間に関して限定されるという条件に従う． 
107 大渕哲也「著作者人格権の主体」著作権研究 33 号 17 頁（2006） 
108 長塚真琴「フランスにおける従業者・公務員と著作者の権利」商学討究 54卷 1 号 286-287
頁（2003） 
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な場合にのみ，集合著作物の存在を認める説である．ここでは，集合著作物に係る規定を
フランス著作権法における例外規定と捉えている． 
 
集合著作物の存在を認める事例 
①「筆記用具入れのモデル」109 
②「鞄のモデル」110 
③「ソファーのモデル」111  
 
２つ目は「広義説」である． 
「寄与の融合」それ自体が「別個の権利を付与すること」の不可能を意味し，「別個の権
利を～ 付与しえない」という文言には固有の意味はないとする． 
 
集合著作物の存在を否定する事例 
①「帆船航海事典」112 
②「ドレスのモデル」113 
③「団体のマーク」114 
 
しかし，1991 年 2 月 19 日の「ゴム製継手のモデル」115についての判例は「デポワ説」
を支持しており，裁判所の判断の一貫性に若干の問題が生じている． 
 
(5) 問題点 
著作者人格権について，長塚真琴は，「実務上，集合著作物制度は，著作者人格権とは無
関係であった」旨指摘している．116 
集合著作物は，反対の証拠がない限り，集合著作物がその名の下に公表される自然人ま
たは法人の所有に属する．この自然人または法人は，著作者の権利を付与される(113 の 5
条 1 項参照)．  
裁判例は，イマージュ・イマージュ判決の他に，ミクロフォール事件の第一審(パリ大審
裁判所 1980 年 2 月 20 日判決)・控訴審(パリ控訴院 1981 年 6 月 2 日判決)など，数件しか
                                                   
109 Cass.le「civ.,17mai1978,D.S.197&661,noteDesbois;RIDAjanv,1979,p.159 
110 Cass.1e「civ.,6nov.1979,Bull.civ.LnO272;D.S.1981,IR82,0bs.Colombet 
111 Cass.Com. ,7avril1987, RIDA.juill. 1987, p.192. 
112 Cass.Civ.1e「jui1L1970,Gl6nans,D.1970,769. 
113 Cass.Crim.,1e「marsl977,D.S.1978,223,notePlaisant. 
114 Cass.1e「civ.,210ct.1980,Bull.civ.1,no265;D.S.1981,IR82,0bs.Colombet. 
115 Lucas,op.cit.(notel3),No.125. 
116 長塚真琴「フランスにおける従業員・公務員と著作者の権利」商学討究 54卷 1号 293-294
頁(2003) 
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存在しない．ただ，フランス法 131 の 5 条は，集合著作物の財産的権利のみに関する規定
であると判示する下級審裁判所の事例もある． 
長塚真琴は，以下のようにフランスの集合著作物の権利帰属に関する現状を指摘してい
る． 
① 主導者が自らの著作者人格権を主張することは，極度に少ない． 
② これを活用して主導者が著作財産権侵害を主張し，認められた裁判例は無数にある． 
③ 集合著作物外の推定の判例でも，著作者人格権に基づく主張はみられない． 
 
また，Robert A. Jacobs は，この規定について言及し，「本規定は，フランス法の著作権
における精神権を保護するという基本的理念に反している．自然人著作者に対する氏名表
示権及び創作の成果を重視することが必要であり，自然人著作者の著作者人格権の保護は
無期限とすべきであるから，著作者人格権の譲渡の規定は廃止すべき」117と提言している． 
フランス法においても，「集合著作物」の規定についていまだ議論がある．自然人著作者
と法人等の権利帰属について問題点が残されており，職務上創作される著作物の権利帰属
について，再検討の余地があることを指摘できる． 
 
(6) 中国法への示唆 
 フランス法の集合著作物における著作者人格権に関する規定は例外規定である．集合著
作物として，個人の権利の主張をすることはほとんど不可能である． 
中国著作権法における法人著作物，一般職務著作物，特殊職務著作物では，自然人著作
者は，著作者人格権を得ることができる．フランス法の集合著作物と中国法の職務に関す
る著作物の規定は定義，保護趣旨，権利帰属のすべてにわたり異なっている． 
フランス法は大陸法として，著作者人格権の保護は基本なものであり，職務上創作した
著作物の円滑的な利用のためであっても，著作者人格権の重視は必要なものとされている． 
そこで，中国法では，大陸法であるという前提の下で，最低限，法人等の利用のためで
あっても，自然人著作者に氏名表示権を留保することは必要であるという立場を存続すべ
きである． 
 
4.2.3 ドイツの職務著作権制度(Pflichterke) 
 
ドイツ著作権法（以下「ドイツ法」という．）において，著作者は著作物に対する精神的・
個人的な関係及び著作物の使用において保護されるとともに，著作権は，同時に，著作物
の使用に関する相当な報酬を保証する（ドイツ法 11 条）118．著作権には著作者人格権（公
                                                   
117 Robert A. Jacobs,Work-For-Hire and the Moral Right Dilemma in the European 
Community: A U.S Perspective, 16 B.C. Int'l & Comp. L. Rev. 29 ,1993,p.52-53 
118  ドイツ著作権法 11 条「著作権は，著作者を，その著作物に対するその精神的かつ個人
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表権，著作者であることを承認，著作物の歪曲）と利用権（財産権）が含まれる（12 条-24
条）．ドイツ法には，職務著作権についての概念は存在しない． 
 
(1) 定義 
保護を受ける著作物は，文学，学術，及び美術の著作物のうち，次のようなものである
（ドイツ法 2 条(1)）． 
1．文書，演説及びコンピュータ・プログラムのような言語の著作物 
2．音楽の著作物 
3．無言劇の著作物 舞踊の著作物を含む． 
4．造形美術の著作物 建築及び応用美術の著作物並びにそれらの著作物の下図を含む． 
5．写真の著作物 写真の著作物と類似の方法により作成される著作物を含む． 
6．映画の著作物 映画の著作物と類似の方法により作成される著作物を含む． 
7．図面，設計図，地図，略図，図表及び立体描写のような学術的又は技術的方法による 
描写 
 
これらは基本的に各国の著作権法に共通する保護対象であり，ドイツ法の独自性はない．
ただ，「この法律の意味における著作物とは，個人的かつ精神的な創作のみをいう．」（同条
(2)）と規定され，あくまで法目的として，自然人著作者のみの権利保護を図ることを明言
している． 
 
(2) 権利帰属 
1) 原始帰属 
著作者とは，著作物の創作者をいい（同法７条），著作者人格権を含む著作権は創作者に
原始帰属する（同法２条(2)）．そして，一元論の立場から著作物の人格的要素を考慮し著作
権の譲渡を認めていない． 
 
2) 著作物の使用 
同法 43 条には，雇用関係または職務関係における著作者と題し，「この款（第 2 款 使用
権）の規定は，著作者が雇用関係または職務関係から生ずる義務の履行において著作物を
作成した場合においても，その雇用関係または職務関係の内容または本質から格別の事情
が生じないかぎり，適用するものとする．」と規定され，著作物の使用においても，著作者
の権利を守る姿勢を鮮明化している119． 
                                                                                                                                                     
的な関係において，及びその著作物の使用において，保護する．著作権は，同時に，著作
物の使用に関する相当なる報酬の保障にも寄与する．」 
119  「43 条に『雇用関係または職務関係における著作者』という規定があるが，これは単
に利用権の許与に関する規定が原則として適用されると定めているだけであって，大した
意味のない『空疎な規定』だとさえいわれている」；上野達弘「国際社会における日本の著
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そこで，ドイツ法では，雇用主の利用に供するため，著作物に関する使用について，様々
な規定を設けている． 
① 著作権の譲渡 
著作権は，譲渡することができない（ドイツ法 29 条 1 項）．ただ，死因処分を理由とす
る執行における譲渡や遺産分割の方法により共同相続人に譲渡される場合は，この限りで
ない（同項但書）． 
また，使用権の許与（31 条），使用権に関する債権的な同意や合意，著作物の変更に関す
る法律行為120は許され（39 条 2 項），雇用主は使用権の許与（31 条）と使用権の譲渡（34
条）を通じて著作物を利用することができる．使用権の許与については契約を通じて行う
ことができる(31a 条)． 
 
② 報酬請求権 
ドイツ法には，「報酬請求権」という規定があり（同法 32 条），著作権について著作物の
使用に関する相当な報酬について保証している（同法 11 条）． 
著作者は，使用権の許与と著作物の使用の許諾に対し，契約で合意された報酬を求める
請求権を有する．報酬の額について定めがないときは，相当な報酬が合意されたものとみ
なされる．また，合意された報酬が相当なものでないときは，著作者は契約の相手方に相
当な報酬への契約変更への同意を請求できる（同法 32 条 1 項）としている． 
 
(3) 学説 
ここで，ドイツ法の職務著作権制度に関し，Manfred Rehbinder，駒田泰士，上野達弘，
潮海久雄，秦小紅が主張する学説について述べる． 
 
① Manfred Rehbinder121は，被用者は職務著作物について原始的な帰属権を享有するこ
と，ドイツの現行著作権法は一元論を主張する(ドイツ法 29 条 1 項)が雇用者は経済的な目
標を追求するため，著作物を創作する際の著作物に対する責任と資本投下の見返りとして
著作物に対する相応の使用権を獲得しなければならないと述べ，同法 31 条の規定は法制度
上欠陥のある規定である旨，指摘している122． 
 
② 駒田泰士は，ドイツ著作権法においては，職務著作物，法人著作物等の概念が存しな
いこと，さらに創作者主義に対する明確な例外は一切認められておらず常に著作者の権利
を原始取得するのは創作者であることを確認している．さらに，映画の著作物とプログラ
                                                                                                                                                     
作権法ークリエイタ指向アプローチの可能性」コピライト 6 頁（2012.5） 
120 著作物，その題号又は著作者表示（同法 10 条１項）を変更する法律行為のことである
（同法 39 条 2 項）． 
121  Manfred Rehbinder（著）張恩民（訳）『著作権法』409 頁（法律出版社,2004） 
122  同上，415 頁（法律出版社,2004） 
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ムの著作物については，製作者・使用者に対する排他的利用権の設定を推定する旨の規定
があり（89 条，67b 条），その著作物に係る権利の取得を容易にしている旨述べている123． 
 
 ③ 上野達弘は，職務上作成された著作物でも従業者に財産権，人格権が帰属することで，
事業活動に支障が生じる可能性があること，従業者の転職について著作権の譲渡ができな
いことは，使用者の業務遂行上不便となる旨と述べ，ドイツ法制度に対し疑問を呈してい
る124． 
  
 ④ 潮海久雄は，ドイツ法学者の Dietz の職務著作権制度の拡大に対する是認説が，創作
性の水準低下と連動し著作権法を創作者の個性や人格的要素を保護する法体系ではなく，
法人等の投下資本を保護する制度へと変質することに至る旨，批判している125． 
 
(4) 中国法への示唆 
 ドイツ著作権法制度では，自然人著作者が作成した著作物については，その自然人著作
者が著作者人格権を含むすべての著作権を従業者（被用者）は著作権の原始帰属を通じて，
職務に関する著作物について，著作者人格権ほかすべての著作権を取得する．労務契約に
より使用権を法人等に譲渡する場合に，被用者が使用できる著作財産権については制限を
受ける． 
すなわち，創作者を著作者とし著作物の原始帰属を認めているが，従業者（被用者）は，
労務契約を通じて，著作財産権については実質的に使用することができなくなり，著作権
の実施の制限を受けることになる．実際のところ，従業者（被用者）の立場は弱いので，
なかなか自己の権利を主張することができない．そのため，不利な契約を結ぶことが多く
なる． 
したがって，ドイツ著作権法の趣旨のように，自然人著作者に全著作権を帰属させた上
で，著作物の利用については契約を通じて円滑な利用をすることは望ましいことである．
その場合，被用者と雇用者とが対等な関係で契約できるような法制度を図るべきであると
思料する． 
 
(5) 大陸法における著作権法の立法趣旨及び職務著作権に関する検討 
 著作者の権利を保護することは大陸法系著作権法制度の基本的な理念である．自然権思
想や啓蒙主義からの影響があり，人格的な要素を主体としており，著作物の創作過程は精
神的な作業によることを根拠として，著作者は自然人に限られるとしている．また，大陸
                                                   
123 駒田泰士「職務著作の準拠法」知的財産権法政策学研究 5 号 22-33 頁（2005） 
124 上野達弘「国際社会における日本の著作権法ークリエイタ指向アプローチの可能性」コ
ピライト 6 頁（2012.5） 
125 潮海久雄『職務著作制度の基礎理論』202 頁（東京大学出版会,2005） 
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法では，著作権法は著作者の財産権の保護だけではなく，著作者の精神的な権利の保護が
主体である． 
 
1) 職務に関する著作物の著作権を自然人著作者が享有することは，新たな著作物を創
造するインセンティブとなり，著作権の発展を促進する．逆に，職務に関する著作
物の著作権が法人に帰属する場合は，創作者の意欲を削ぐことになる． 
 
2) 大陸法の国では，法人は自然人ではないから創作することができないという理由に
より，著作者となることができない．法人は，職務著作物に関する著作財産権を取
得する場合には著作者と契約しなければならない． 
 
 大陸法の国における職務著作権に関する規定は自然人著作者の権利を有効に保護するも
のであるが，明らかに不足している部分もある．それは，法人の利益を保護することがで
きないことである．法人の資本投資等の尽力については考慮されておらず，法人の投資意
欲等が減少することも懸念される． 
 なお，2010 年に，EC の学者らによる「欧州著作権コード」(European Copyright Code)126
が提案された．職務著作物について，以下のとおり規定されている． 
 
2-5 条 職務上作成された著作物 
著作者の雇用主によって，課された義務の履行において，また指示に従って創作された
著作物の財産権は，別段の定めがない限り，当該雇用主に譲渡されたものとみなされる． 
 
 この「別段の定めがない限り，当該雇用主に譲渡されたものとみなされる．」という規定
は従来の創作者の原始帰属に関する例外規定であり，職務上に作成された著作物の特殊性
を認めたものである．職務に関する著作物の要件として，著作者の雇用主に「課された義
務の履行」と「指示に従って創作された」点を明記している． 
 
氏名表示権について， 
3-3 条(b) 著作者がその著作物に付した氏名または肩書きが表示されることを求める権利．  
 
                                                   
126 欧州著作権コード： EU 著作権法は，EU とその加盟国の国際公約の範囲内で機能する
しかないため，2010 年 4 月 26 日に公布された欧州著作権コードはベルヌ条約，TRIPs 協
定及び WIPO 著作権条約の実質的規範を考慮して，EU 及びその加盟国によって署名及び
批准された著作権分野における主要な国際条約における規範や，著作権並びに関連権の領
域において EC 指令によってハーモナイズされた標準に留意しつつ，提案されたものである． 
日本語の翻訳については，上野達弘「ヨーロッパにおける著作権リフォーム―欧州著作権
コードを中心に」著作権研究 39 号(2013)参照． 
62 
 
5-2 条（表現および情報の自由のための利用）から 5-5 条（その他の権利制限）までの規定
に従って利用が許容される限り，氏名表示権（3-3 条）は害されない．ただし，そのような
氏名表示権が合理的にみて可能でない場合はこの限りでない（5-6 条 2 項）．  
 
これらの規定は，著作者人格権の氏名表示権保護に係る基本な事項といえる． 
 
4.2.4 英米法の職務著作権制度 
 
 英米法は，イギリスで発展しアメリカ等に広まった法体系であり，判例法，慣習法から
なるコモン・ロー（Common Law）と，それを補充するエクイティ（Equity）を中心とす
る点が特色である．英米法は，「財産権理論」が体現されている．イギリス著作権法は，コ
ピライト（copyright）の理論を強調しコピライトを強く保護しようと努めている．また，
米国著作権法は，自然人著作者の人格権の保護よりも，「学術及び技芸の進歩を助ける」た
めの保護を重視し，法人の財産権の保護に重点がおかれている．よって，英米法において
は，通常，職務著作物の著作権は法人に帰属する． 
 
4.2.4.1  イギリスの職務著作権制度 (CDPA) 
 
イギリスにおいて，1790 年に制定された最初の著作権法から 1988 年の法改正まで数回
の改正を経ているが，現行の著作権法は「 1988 年著作権，意匠及び特許法」
(Copyright,Designs and Patents Act 1988：略称 CDPA)（以下「イギリス著作権法」また
は「イギリス法」という．）に包含され，1988 年 8 月 1 日に施行された． 
 
(1) 定義 
イギリス著作権法は，個人の創作者を著作者とした上で，著作権は雇用者に原始的に帰
属させ，創作者の著作者人格権の行使について，著作権者との調整を図っている．イギリ
ス法 9 条(1)で，著作者とは「著作物を創作する者」と規定し，職務に関するの著作物に関
しては 11 条において，以下のように規定している． 
 
イギリス著作権法 11 条 
1) 著作物の著作者は，以下の規定に従うことを条件として，その著作物の著作権の 
いずれも最初の所有者である．  
2) 文芸，演劇，音楽または美術の著作物が，被雇用者によりその雇用の過程におい 
て作成される場合には，反対のいずれの協定にも従うことを条件として，その雇用 
主が，著作物の著作権のいずれも最初の所有者である．  
3) この条の規定は，国王の著作権もしくは議会の著作権（163条及び 165条参照）ま 
63 
 
たは 168 条に基づいて存続する著作権（ある種の国際組織の著作権）には適用され
ない． 
 
(2) 要件 
① 雇用関係が存在すること． 
② 雇用の過程において，作成する場合． 
③ 反対のいずれの協定にも従うこと． 
④ 国王の著作権もしくは議会の著作権または 168 条に基づいて存続する著作権以外． 
 
(3) 権利帰属について 
文芸，美術，演劇及び音楽の著作物または，映画が雇用の過程において従業者により創
作された場合，雇用主がその著作物の最初の著作者となる．1996 年に，イギリス著作権及
び関連する諸権利に関する規則が実施されるまで映画には適用されなかった．127 
従業者が職務上作成した著作物については，従業者が著作者人格権を有しているが，イ
ギリス法 79 条(3)及び 82 条の規定により，著作権者の権利との調整が図られ，著作者人格
権の働く範囲が制約されている．以下，条文を列挙する．128 
 
イギリス著作権法 79 条 
(3) この権利は，著作物の著作権が当初次の者に帰属していた場合には，著作権者に
よりまたはその許諾を得て行われるいずれのことにも適用されない． 
(a) 11 条 2 項（雇用の過程において作成される著作物）に基づく著作者の雇用主 
(b) 9 条 2 項(a)(b)号（映画の著作者として取り扱われる者）に基づく監督の雇用主 
 
イギリス著作権法 82 条 
(1) この条の規定は，次の著作物に適用される． 
(a) 著作権が当初 11 条 2 項（雇用の過程において作成される著作物）に基づいて
著作者の雇用主に帰属し，または 9 条 2 項(a)(b)号（映画の著作者として取り
扱われる者）に基づいて監督の雇用主に帰属していた著作物 
(b) 国王の著作権または議会の著作権が存続する著作物 
(c) 著作権が当初 168 条に基づいて国際組織に帰属していた著作物 
 
(2) 80 条（著作物を傷つける取扱いに反対する権利）により付与される権利は，著作
者または監督が次の場合に該当しない限り，著作権者によりまたはその許諾を得て
                                                   
127 Hart Tina, Fazzani Linda, Clark Simon（著）牧野和夫（訳）・早川良子（訳）『イギリ
ス知的財産法』287 頁（LexiuNexis Japan,2007） 
128 作花文雄『著作権法―制度と政策』77 頁（発明協会,第 3 版，2008） 
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そのような著作物に関して行われるいずれのことにも適用されない． 
(a) 関係する行為の時に確認される場合 
(b) 著作物の発行された複製物において以前確認されていた場合 
また，このような場合において権利が適用されるときは，十分な否認があるなら
ば，その権利は，侵害されない． 
 
人格権（moral rights）に関する規定には（77 条から 79 条まで）以下の４種類がある129． 
1) 著作者または監督として氏名表示される権利（著作者表示の権利または氏名表示され 
る権利） 
2) 著作物の名声毀損行為に異議を申し立てる権利（同一性保持権） 
3) 虚偽の著作者の表示（虚偽の著作者名の表示に対する権利） 
4) 一定の写真及び映画のプライバシーの権利（プライバシーの権利） 
 
 イギリスの職務著作権制度では，職務著作物の著作権は法人が享有することが認められ
ている．11 条の雇用条約の規定によって，著作権は雇用主に属す．被雇用者(従業者)が職務
著作の著作権を獲得するためには，著作物を作成する前に雇用主と契約をしなければなら
ない．つまり，被雇用者が創作した著作物の著作権は，契約により雇用主から譲渡されう
るといえる． 
 
(4) 学説 
 大渕哲也は，「職務に関する著作物の場合においても，財産権である著作権は雇用者に原
始的帰属するが，著作者人格権は著作者である被用者（従業者）に帰属することを前提と
したうえで，被用者の著作者人格権については雇用者のために権利を弱める法制度をとっ
ているといえる．」と述べている．130 
 
イギリス著作権法における著作者人格権の特徴は以下のとおりである． 
① 著作物の印刷を「許諾する」権利は，著作者に一身帰属するものである．著作者の同意
なしに著作物の商業化は許容されない．131 
② 基本的な権利として，氏名表示権，同一性保持権及び虚偽の著作者名表示する権利が存
在する．これらの権利はその権利を持つ者が書面により，全体的または特に指定した部分
について，条件付きまたは無条件で放棄することができるが，権利放棄証書はいつでも取
                                                   
129 Hart Tina, Fazzani Linda, Clark Simon（著），牧野和夫（訳）・早川良子（訳）『イギ
リス知的財産法』173-174 頁（LexiuNexis Japan,2007） 
130 大渕哲也「著作者人格権の主体」著作権研究 33 号 18 頁(2006)  
131 高林龍・三村量一・竹中俊子（編集代表）『現代知的財産法講座３―知的財産法の国際
的交錯』390 頁（日本評論社,2012） 
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り消すことができるように表明することができる．132 
 
イギリス著作権法において，教師が作成した著作物の著作権の帰属については，別規定
がなされている．教師がその業務において試験問題を作成し，教師が労務契約に基づいて
就労する被用者（従業者）である場合には，その試験問題の著作権は正式な譲渡がなくと
も教師の雇用主に帰属する．ただし，教師が通常の労働時間外で全く新しい学習課程のた
めに，講義や説明書の作成の仕事をする場合など133，「雇用の過程」134などの事実関係等を
考慮する必要があるとしている． 
 
(5) 問題点 
1956 年に制定されたイギリス著作権法において，著作者名の表示に関する著作者人格権
に関する規定はなかった．その後数回の法改正を経たものの，著作者人格権に関する規定
の改正はなかった．1988 年になり，イギリスの著作権法はベルヌ条約のパリ規定を批准す
るために，初めて著作者人格権の概念を導入した．著作者人格権の違反は，著作権違反で
はなく法定の義務違反を生じさせるものと認められている． Whitford Report は「実の著
作者ではなく，氏名が表示された者を保護する傾向」135があると指摘している． 
 
(6) 中国法への示唆 
 イギリス著作権法において，職務に関する著作物の著作権は法人が享有する．英米法の
国として著作者人格権に関する規定はあるが，雇用者（使用者）の業務に支障を来さない
ように，権利の制限を加えることは中国の法人著作物の権利関係を考慮する上で参考とな
るものである． 
 
4.2.4.2  アメリカの職務著作権制度 
 
米国はいうまでもなく代表的な英米法（コモン・ロー）の国である．現行米国著作権法
(1976 年著作権法)（以下「米国著作権法」または「米国法」という．）は，職務著作物(work 
made for hire)136について，「職務著作物の場合，使用者その他著作物を作成させる者は，
著作者とみなされ，また，当事者が署名した書面による別段の明示的な合意がなければ，
                                                   
132 Hart Tina, Fazzani Linda, Clark Simon（著）牧野和夫（訳）・早川良子（訳）『イギリ
ス知的財産法』283-284 頁（LexisNexis Japan,2007） 
133 同上,284 頁 
134 263 条によって，「被用者」，「雇用」及び「雇用者（使用者）」は，勤務契約または見習
契約に基づく雇用を指す． 
135 マイケル・F・フリント,クライブ・D・ソーン（著）内藤篤（監修）・高橋典博（訳）『イ
ギリス著作権法』173 頁（木鐸社,1999） 
136 「職務著作物」(work made for hire)は，雇用著作物とも訳される．米国法において，
本論文でいう「職務に関する著作物」と同義語として使用する． 
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著作権を構成するすべての権利を有する．」（201 条(b)）とし，職務著作物の場合，投資者
としての雇用者の利益の保護を優先させるのが原則である． 
これは，雇用者には雇用関係にある従業者の労力の成果を受け取る権利があるという認
識に基づいている．雇用者は，従業者に対し給料のみならず，職場，健康保険等の手当を
支給し，従業者が創作する著作物は雇用者の指示に基づいて作成されている．また，雇用
者は著作物の投資者として資本投資を行い，創作に費やす費用は雇用者が負担するととも
に，従業者は被用者として報酬を得るのであるから，著作物の創作におけるリスクを負う
雇用者に著作物に係る利益を還元させるのは当然であるという考え方が基礎にある． 
アメリカの職務著作権制度に関する立法基礎は，雇用者の権利保護の重視にあるといえ
る． 
 
(1)  著作権の帰属 
「著作物に対する著作権は，当該著作物の著作者に原始的に帰属する．共同著作物の著
作者は，当該著作物に対する著作権の共有者となる．」と規定されている（201 条(a)）． 
また，「職務著作物の場合，使用者その他著作物を作成させる者は，著作者とみなされ，
また，当事者が署名した書面による別段の明示的な合意がなければ，著作権を構成するす
べての権利を有する．」（同条(b)）と規定され，みなし規定により著作者が自然人から雇用
者（使用者）側に移転することを示している．すなわち，著作者の地位は自然人限定だけ
ではなく，法人等の著作者の資格も認められており，著作者は著作物に対し独占的な権利
を享有する（アメリカ合衆国憲法 1 条 8 節(8)137）． 
なお，1990 年の改正により，美術の著作物について著作者人格権が認められようになっ
た． 
 
(2) 職務著作物の定義 
職務著作物に該当するものとして，101 条（定義）に下記の二種類のものが規定されてい
る．101 条(1)は，被用者（従業者）に関する職務著作物であり，101 条(2)は委任，請負型
の職務著作物を限定的に定めている138．米国著作権法は，従業者がその職務の範囲内で作
成する著作物のみならず，独立の請負人(independent contractor)が創作した著作物も 101
条の著作物に該当すれば，職務著作物となる．139 
 
 
                                                   
137  合衆国憲法 1 条 8 節(8)：著作者及び発明者に対し，それぞれの著作及び発見に対する
排他的な権利を一定期間保障することにより，科学及び有能な芸術の進歩を促進すること． 
138 作花文雄「著作権法―制度と政策（第 3 版）」77 頁（発明協会,2008）参照． 
139  ただし，委託著作物の場合，職務著作物と認められるためには，当事者が署名した文
書により職務著作物として扱う旨を明示的に同意するという要件があることが必要である
（101 条(2)参照）． 
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101 条中段： 
「職務著作物」とは，以下のいずれかをいう． 
(1) 被用者がその職務の範囲内で作成する著作物． 
(2) 集合著作物の寄与物，映画その他の視聴覚著作物の一部分，翻訳，補足的著作物，
編集著作物，教科書，試験問題，試験の解答資料または地図帳として使用するために，特
に注文または委託を受けた著作物であって，当事者が署名した文書によって職務著作物と
して扱うことに明示的に同意したもの．140 
前段において，「補足的著作物」とは，序文，あとがき，挿し絵，地図，海図，表，編集
後記，編曲，試験の解答資料，文献目録，付録，索引等，他の著作物を紹介し，終結させ，
図解し，説明し，修正し，注釈しまたはその使用を助けることを目的として，他の著作者
が著作物の二次的付加物として発行するために作成する著作物をいう．また，「教科書」と
は，組織的指導活動における使用を目的として発行を予定して作成する言語，絵画または
図形の著作物をいう． 
 
 上記より，整理すると，職務著作物は以下の二種類に区分することができる． 
① 従業者が職務上創作する著作物 
① 独立の請負人が受託して創作する著作物（委託著作物）（当事者の書面による明示的な
同意が必要） 
 
(3) 問題点 
米国著作権法における職務著作物について，101 条(1)の法解釈が定まっていないことを
問題点として指摘することができる． 
 米国著作権法は，職務著作物の概念を上記(2)のとおり，二つの類型を分けて定義してい
る（101 条(1)(2)）が，101 条(1)の「被用者（従業者）」と「その職務の範囲内で作成する
著作物」について，1989 年の CCNV 事件最高裁判決が出されるまで，その法解釈を巡り様々
な議論が展開されていた． 
本最高裁判決は，「従業者」に該当するか否かの判断基準として採用すべき法解釈を示し
た判決として画期的なものである． 
以下，CCNV 事件について検討する． 
 
(4)  事例 
 
【事例 5】 「CCNV」事件141 
                                                   
140 ただし，このなかには録音著作物は含まれていない． 
141 CCNV（Community for creative Non-Violence）はアメリカのホームレス根絶を目的と
して活動する非営利団体である．「CCNV」事件は，Community for Creative Non-Violence 
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上告審：490 U.S. 730, 109 S. Ct.2166, 104 L.Ed.2d 811(1989)   
 
一審：652 F. Supp. 1453, 1456 (D.D.C.1987)142 
控訴審：846 F.2d 1485,1494(D.C.Cir.1988)143 
 
原告・控訴人・上告人：X 1(CCNV)，X2(Mitch Snyder )144 
被告・被控訴人・被上告人：Y( James Reid) 
 
【争点】 職務著作物か否か 
 
【事件の概要】 
1985 年の秋，ホームレス救済を目的とする非営利組織である X1 は，ワシントン D.C.で
開催されるクリスマス平和行進のイベントに参加するために，ホームレスの窮状を表現し
た「第三世界アメリカ」（“Third World America”）145という彫像（以下「Y 作品」という．）
の制作を彫刻家である Y に委託した．Y は承諾し，制作は X1 の助言を受け入れながら制作
され，X に引き渡され，上記のイベントで展示された．その後，補修のため Y 作品を Y に
送ったところ，ＹはＹ作品のＸへの返還請求を拒絶した．そして，Y は自己の名義でＹ作品
の著作権登録を行った．これに対して，X1 とＸ2 はＹに対し，Ｙ作品の返還請求と著作権
の確認を求めて，連邦地裁に提訴した．一審ではＸらが勝訴したが，控訴審では敗訴した
ため，連邦最高裁判所146に上告した． 
 
【当事者の主張】 
【Ｘの主張】147： 
1) コントロール権基準と現実のコントロール基準によれば，職務著作物である． 
2) 裁判所は雇用関係の判断にあたってはコモン・ローの代理法148を適用すべきである． 
【Ｙの主張】149： 
1) Ｙ作品は 101 条(2)に列挙された職務著作物のいずれにも該当しない． 
                                                                                                                                                     
v. Reid という． 
142 地方裁判所は，101 条にいう「職務著作物」であるとした． 
143 控訴審は，「職務著作物」ではないとした． 
144 X2 は，CCNV の信託財産の受託者である Mitch Snyder． 
145 その名前は Y が著作権登録する時のタイトル． 
146 連邦最高裁判所：The United States Supreme Court 
147 Kamal Puri「使用者・従業者関係における知的財産権の帰属に関する比較検討」（青柳
理由訳）知的財産法政策学研究,13 号,2006,18 頁参照. 
148 伝統的な雇用者と被用者との関係（master-servant relationship)を前提とする法理． 
149 Robert A. Gorman ，Jane C. Ginsburg（著）内藤篤（訳）『米国著作権法詳解』277-280
頁（信山社出版,2003） 
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2) Ｙ作品を職務著作物とする書証等が一切ない． 
 
【結論】 
 請求棄却 
【判旨の概要】150 
一般的なコモン・ローの代理法のもとで，被用者が従業者であるか否かについて判断を
行うときは，創作物の作成について管理を行う雇用者の権限について考慮するとともに，
技術・材料・場所等の提供，雇用関係，被用者の裁量の範囲，報酬の支払方法，就業時間，
福利厚生，税金等について考慮する必要がある．…過去において，連邦議会が何の定義な
しに「従業者」ということばを用いたときは，当法廷は議会がコモン・ローの代理法の定
理によって理解している伝統的な雇用者と被用者の関係を前提として結論づけてきた．…
これらを総合的に判断すると，ＹはＸの従業者とはいえず，単なる請負人にすぎない者で
あり，雇用関係があったものと認められないから，当法廷は控訴審の認定に同意する． 
 
【参考判決】 
【連邦地裁】 (The District Court of Columbia )： 
Ｙ作品は，101 条にいう職務著作物である． 
【控訴審】（The Court of Appeals for the District of Columbia）151  
Ｙ作品は，職務著作物ではない． 
 
【検討】 
最高裁は，Ｙ作品は職務著作物ではないとしてＸらの請求を棄却した． 
ここで，101 条(1)の「従業者が，その雇用の範囲内において作成した著作物」であるか
どうかについては，下記のような四つの解釈がある．152 
                                                   
150 同上，287 頁（信山社出版,2003） 
151 Id. Pp279-280:Hammond, Douglas W. (1989) ,"Complicating the Copyright Law's 
"Work Made for Hire Provisions:" Community for Creative Nonviolence v. Reid." Journal 
of Civil Rights and Economic Development,Vol. 5: Iss.1, Article 3.at 64 
Id. 65 Adopting the "literal interpretation" of the Fifth Circuit, the court held that 
the sculpture was not a "work made for hire" under section 101 of the Copyright Act 
because Reid was an independent contractor under agency law.  
Id. ⋯the sculpture did not fall within one of the nine categories of work enumerated 
in the statute, nor did the parties agree in writing that the sculpture would be a work 
made for hire⋯ 
Id.⋯nor did the parties agree in writing that the sculpture would be a work made for 
hires⋯ 
Id.⋯ the court did suggest that the sculpture might be a joint work under the 
Copyright Act and remanded the case for determination of this issue. 
152 Id. Hammond, Douglas W. P，p.65-66  
1) an "employee" prepares a work whenever the hiring party retains the right to control 
70 
 
1) 雇用者が著作物の支配権を確保した時に職務著作物となる要素が発生する．    
2) 雇用者が著作物の創作を事実上コントロールする時に，職務著作物となる要素が 
発生する． 
3) 「従業者」は，コモン・ローの代理法に定義された者を意味する． 
4) 「従業者」は，正式雇用の賃金労働者のみを意味する． 
  
表 5 Reid テストを適用した事件 
 事件 判決 
① Marco v．Accent Publishing Co． 
969 F．2d 1547 (3d Cir．1992) 
数個の要素を無視して，写真家を独立請負人と認
定し，判断しなかった要素は決定的なものではな
いので考慮しないと判示 
② MacLean Assocs． Inc． v． Wm． 
M ． Mercer-Meidinger-Hanse 
Inc． 952 F．2d 769 (3d Cir．1991) 
Reid テストの要素のすべてに言及することな
く，コンピュータ・プログラマーが独立請負人と
認定 
③ M．G．B．Homes Inc．v．Ameron 
Homes Inc．903 F．2d 1486 (11th 
Cir．1990) 
数個の要素に基づき（他の要素は無視），設計業
務が建築主に対し請負人と認定 
④ Johannsen v．Brown 797 F． 
Supp．835 (D．Or．1992) 
数個の要素に基づき（他の要素を無視），アーテ
ィスト兼印刷者をグラフィック・デザイナーと認
定 
⑤ Kunycia v．Melville Realty Co． 
755 F．Supp．566 (S．D．N．Y． 
1990) 
4 つの要素のみで（他の要素を無視），建築家が
独立請負人であると認定 
⑥ Kelstall—Whitney v ． Mahar, 
No．89 Civ．4684,1990 U．S． 
Dist．LEXIS 6186 (E．D．Pa．
May 23,1990) 
数個の要素のみ（他の要素を無視），コンピュー
タ・プログラマーが請負人であると認定 
 
本事件の判決において，連邦最高裁判所は上記の 3)を選択し，「従業者」「雇用」につい
てコモン・ローの代理法により従属関係を判断し，被用者が 101 条の従業者に該当するか
                                                                                                                                                     
the product, 2) an "employee" prepares a work whenever a hiring party actually wields 
control with respect to the creation of a particular work, 3) an "employee" within section 
101(1) refers only to "formal, salaried" employees, and 4) an "employee" within section 
101(1) carries its agency meaning. 
Robert A. Gorman ，Jane C. Ginsburg（著）内藤篤（訳）『米国著作権法詳解』271 頁
（信山社出版,2003）参照 
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否かの判断基準として代理法の手法を採用している153．ただし，本判決にはコモン・ロー
の代理法の原則を適用して雇用関係を判断するという手法（Reid テストと呼ばれる）の具
体的な判断の方法について指示等がなく，具体的な適用が下級審の裁量に委ねられたため，
この後，裁判所は代理法テストの具体的な適用方法について苦慮し続けることになった．154 
155 
Leaffer 教授156は「最高裁が提示したファクターはどれも独立した決定的なものではない
ためこれらの複数ファクターには適用が難しいケースが少なくない」と指摘している．表 5
は，Reid テストを適用した事件である． 
 
 
【事例 6】 Aymes v.Bonelli事件 
    CAFC157判決：980 F.2d 857(2d Cir.1992)158 
 
原告・控訴人：Ｘ（Aymes159） 
被告・被控訴人：Ｙ1（Jonathan Bonelli160），Ｙ2(Island Swimming Sales 社) 
【事件の概要】 
                                                   
153 CCNV,490 U.S at 751-752 ：Marshall A. Leaffer（著），牧野和夫（訳）『LexisNexis
アメリカ法概説⑤―アメリカ著作権法』271 頁（LexisNexis Japan，2008） 
154 CCNV,490 U.S at 751-752：Marshall A. Leaffer（著），牧野和夫（訳）『LexisNexis
アメリカ法概説⑤―アメリカ著作権法』273 頁（LexisNexis Japan，2008） 
155 CCNV,490 U.S at 751-752：Marshall A. Leaffer（著），牧野和夫（訳）『LexisNexis
アメリカ法概説⑤―アメリカ著作権法』290 頁（LexisNexis Japan，2008） 
また，980 F.2d 857; 1992 U.S. App. LEXIS31892; 25 U.S.P.Q.2D (BNA)1181; Copy. L. 
Rep.(CCH)http://courses.ischool.berkeley.edu/i205/s05/Aymes%20v.%20Bonelli.pdf#sear
ch='980+F.2d+857%3B+1992+U.S.+App.+LEXIS31892%3B+25+U.S.P.Q.2D+%28BNA%
291181%3B+Copy.+L.+Rep.%28CCH%29'参照（2014 年 6 月 1 日確認） 
156 CCNV,490 U.S at 751-752 ：CCNV,490 U.S at 751-752 ：Marshall A. Leaffer（著），
牧野和夫（訳）『LexisNexis アメリカ法概説⑤―アメリカ著作権法』273-274 頁（LexisNexis 
Japan，2008）参照. 
Leaffer 教授は「CCNV 事件判決は，実務の観点から事態を本当に変えたのであろうか．
一つの結果として，「被用者」の事情に重きを置きすぎたため，使用者は職務著作の確定を
迂回しようとする傾向がある」と指摘している． 
157 CAFC(合衆国連邦巡回区控訴裁判所: United States Court of Appeals for the Federal 
Circuit, CAFC）は，米国における控訴裁判所のひとつで，米国全域における特許や関税な
どの特定分野の事件を管轄する裁判所である． 
158 See 980 F.2d 857; 1992 U.S. App. LEXIS31892; 25 U.S.P.Q.2D (BNA)1181; Copy. L. 
Rep.(CCH) 
http://courses.ischool.berkeley.edu/i205/s05/Aymes%20v.%20Bonelli.pdf#search='980+F.
2d+857%3B+1992+U.S.+App.+LEXIS31892%3B+25+U.S.P.Q.2D+%28BNA%291181%3
B+Copy.+L.+Rep.%28CCH%29'（2014 年 6 月 1 日確認） 
159 Aymes 氏は，コンピュータ・プログラマーとして雇用された． 
160 Jonathan Bonelli 氏 は，Island Swimming Sales 社の社長兼 CEO． 
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Ｘは 1980 年 5 月にコンピュータ・プログラマーとしてスイミング・プールとその関連商
品を販売する Y2 に雇用された．ＸはプロのプログラマーではないＹ1 の指示により，
CSALIB161というプログラムを作成した．ＸはＹ2 の事務所でほとんどのプログラムを行
い，かなりの裁量権を有していた．Ｘの勤務はほぼ規則的であったが，時間給というわけ
ではなくプロジェクト単位で支給されることもあった．Ｙ2 は，健康保険等の支給や，税控
除162も行っていなかった．Ｘは退職後，Ｙらに対し，Ｘが作成した CSALIB163というプロ
グラムの著作権侵害を主張し，連邦地裁に提訴した．当地裁はそのプログラムは職務著作
物であるから，Ｘは著作権者でないと判示したため，Ｘは控訴した．控訴審（第 2 巡回区
連邦控訴裁判所）は，地裁の Reid テスト手法を否定し，ＸがＹ2 の従業者ではなく，請負
人としてプログラムを作成したのであるから，著作権はＸに帰属するとした． 
 
【判旨の概要】164 
 Ｙ2がＸのために雇用保険をかけず，給与税を支払わなかったことは同社が彼を外部の請
負人とみなしていたことを強く示している．在職中は福利厚生や税金面で請負人として扱
うことによって便益を受けていたにもかかわらず，訴訟提起後は一転して著作権侵害責任
を避けるために請負人ではなかったと主張することは許されない． 
 
【検討】 
本判決は，「Ｙ2 が X に対し雇用保険をかけず，給与税を支払わなかったことは，同社が
Ｘを外部の請負人とみなしていたことを強く示している」としてこの要素を重視している
ことである165．X は独立契約者としての主張，職務著作物として著作権侵害を免れるため
に，その地位を否定という見解は不当とされる． 
                                                   
161 このプログラムは現金を受け取り，売上数，注文，商品の転送，及び価額変更などの記
録を維持するものである． 
162 実際に，Y は X に標準従業者 W-2 form ではなく，代わりとして国税庁 1099 非従業者
補償 ( Internal Revenue Service 1099 Non-Employee Compensation form)のフォームを
提供した．「W-2 form」は日本で言えば源泉徴収票に相当する．国税，州税，年金税，社会
保障税，失業保険税等の情報が盛り込まれている．会社は翌年 2.29 までに従業者と連邦政
府それぞれにこの書類に送付する．「Internal Revenue Service 1099」のカテゴリーに入る
労働者は，アメリカでは主にフリーランスの従業者と表される． 
163 このプログラムは現金受領，売上数，注文，商品の転送，価額変更等の記録維持を行う
ものである． 
164 980 F.2d 857; 1992 U.S. App. LEXIS 31892; 25 U.S.P.Q.2D (BNA) 1181; Copy. L. 
Rep.(CCH) P27,043  These include: (1) the hiring party's right to control the manner 
and means of creation; (2) the skill required; (3) the provision of employee benefits; (4) 
the tax treatment of the hired party; and (5) whether the hiring party has the right to 
assign additional projects to the hired party：日本語訳は前掲『米国著作権法詳解』（内藤
篤訳）,289-290 頁参照. 
165 安藤和宏「アメリカ著作権法における職務著作制度の一考察―録音物の著作者は誰かー」
NDL 雑誌記事索引 153 頁（2010）参照 
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結論として X は Y2 との雇用関係がなく，X は独立請負人として当該プログラムを作成し
たのであるから，CSALIB プログラムの著作権は X に帰属する，と判示する． 
 本判決は，職務著作物の判定基準として CCNV 事件判決の Reid テストを用いているが，
その諸要素のなかの「コントロール権の判定手法」を導入している． 
本判決以降，Reid テストを用いる事例は，「社会保険加入や税金支払」を根拠として職務
著作物の判断を行っているものが多い． 
 
(5) 学説 
米国著作権法では，著作権は一つの財産権として保護される166．米国の学説には，職務
著作物の権利帰属，雇用者・被用者間の利益分配などを中心とした学説が多い．米国著作
権法は，創作者の権利保護よりもむしろ経済価値に対する保護，すなわち資本投下の有効
的な回収に重点を置いている． 
Roberta Rosenthal Kwalln は，大陸法と同じように，著作者人格権の保護を重視すべき
だとしている167．また，Richard Colby は，社会の発展に応じて，世界各国は職務に関する
著作物の保護に対し統一的な法律を展開すべきであるとしている168．実際，特許関連分野
では，従来から特許法制度等の国際調和を目指す取り組みが行われ，各国は国内法規の整
備を行ってきており，現在では主要国の間ではほぼ同じ法制度が構築されている． 
  
(6) 中国法への示唆 
米国著作権法は，職務に関する著作権を一つの財産権として保護を図っている．著作者
人格権，精神権は原則的な条項として合衆国憲法に規定されている（1 条 8 節(8)）．米国著
作権法においては，唯一，視覚芸術の著作物のみについて著作者人格権を有する（106A 条
(a)）169．職務著作物については，著作物の利用の妨げにならないように，著作者人格権の
行使は認められない．この点において，大陸法として著作者人格権法の保護を重視する中
                                                   
166 作花文雄「法人著作の成立要件と業務従事者の認定―『RGB アドベンチャー』事件を
めぐる論点と課題」コピライト 39 頁（2004.4） 
167 Roberta Rosenthal Kwall, Copyright and the moral right: is an American marriage 
possble?, Vanderbilt Law Review January, 1985,p.1 
168 Richard Colby, Works Made for Hire in International CopyrightLaw, 3 Loy. L.A. Ent. 
L. Rev. 87,1983,p.14 
169 米国著作権法 106A 条は下記のとおりである： 
106A 条 一定の著作者の氏名表示および同一性保持の権利 
(a) 氏名表示および同一性保持の権利－第 107 条を条件として，視覚芸術著作物の著作者は，
第 106 条に規定する排他的権利と独立して－ 
(1) 以下の権利を有する． 
    (A) 当該著作物の著作者であることを主張する権利，および 
   (B) 自分が創作していない視覚芸術著作物の著作者として自分の名前が使用されるこ
とを禁止する権利． 
(2) 自分の名誉または声望を害するおそれのある著作物の歪曲，切除その他の改変の場合，
視覚芸術著作物の著作者として自分の名前が使用されることを禁止する権利を有する． 
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国著作権法には不適合であるといえる． 
米国著作権法は，職務著作物について，投資者としての雇用者の利益保護を優先させる．
雇用者は著作物の投資者として資本投資を行うリスクを負い，従業者は被用者として給与
等を得るのであるから，アメリカの職務著作権制度は，雇用者の権利保護に主眼を置いて
いる．この点，職務著作物における Reid テストによる雇用関係の判定の要件については，
中国法改正の参考に資することができる． 
 
4.2.4.3 英米法系国における著作権法の立法趣旨及び職務著作物に関する検討 
 
 イギリス，アメリカなど英米法系の国における著作権法は，著作者人格権よりも著作財
産権の重視を主眼とした法理念を形成していることが明らかとなった．著作者についても，
現実に精神的な創作作業を行う自然人に限らず創作者（従業者）を雇う法人等（雇用者）
も著作者の地位を取得することが多い．英米法系における著作権は，一つの私的財産権と
してビジネス目的が強調されているため，著作権はビジネスの目的として著作物のコピー
の権利を積極的に認める体系となっている．それは逆にいえば，著作権の財産権的な面を
を強調し，人格権を軽視することにほかならない． 
また，英米法における利点として下記の点をあげることができる． 
著作権が法人に帰属することで，文化・産業への投資上有利となり，経済発展に伴い個
人投資は難しくなっている現状があり，法人に著作権を与えることで，企業による投資行
為の安定性を付与することができる．さらに，職務著作物は，直接法人に帰属することで
法人と著作者の間の交渉・譲渡等の手続を省略し，資本の節約が行えることで業務の能率
が高められる効果がある．さらに，実際に作成した創作者の利益は，給与，福利厚生等を
通じて報償することができる． 
 このように，英米法系国の立法モデルは，法人の資本投資を保障でき，法人の財産権を
保護することができるが，法人による人格権の享有，従業者の待遇等については，英米法
内外において，様々な議論がある． 
 
4.2.5 日本の職務著作権制度 
 
近代における日本の著作権法制度は，1869（明治 2）年，図書を出版する者の保護を目
的として，出版条例が規定されたのがその始まりである．正式な法規となる著作権法は，
1899（明治 32）年に制定され，その後数回の改正を経て，現行の著作権法の基礎となる著
作権法が 1945（昭和 20）年に制定された． 
 この著作権法の目的は，「著作物並びに実演，レコード，放送及び有線放送に関し著作者
の権利及びこれに隣接する権利を定め，これらの文化的所産の公正な利用に留意しつつ，
著作者等の権利の保護を図り，もつて文化の発展に寄与すること」である．(1 条) 
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 すなわち，本法は，著作者が生み出す「著作物」を保護対象とするとともに，著作隣接
権者が生み出し，または作成した「実演」，「レコード」，「放送」及び「有線放送」をも保
護対象としている．また，著作者は人格的利益の保護のための「著作者人格権」と「財産
的利益」を保護するための「著作財産権」を有し，両者の権利を分離独立して保護してい
る（17 条）． 
 
当初の職務に関する著作物の規定は，明治 32 年 3 月 4 日法律 39 号の著作権法（以下「明
治 32 年法」という．）に「団体著作物」として定められている．以下のとおりである． 
  
明治 32 年法 6 条 
官公衙学校社寺協会会社其ノ他ノ団体ニ於テ著作ノ名義ヲ以テ発行または興行シタル
著作物ノ著作権ハ発表または興行ノトキヨリ三十年間継続ス 
  
本 6 条の規定により，団体著作物が規定され，興行及び保護期間について規定がなされ
たが，その後，著作者人格権の法人への帰属を巡り二つの学説が存在するようになった．
すなわち，法人が創作者足り得るという実在説と，自然人のみが創作行為をなし得るもの
であり，法人は単に権利行使をなしうるだけであるとする擬制説の間に争いがあった170． 
そこで，1970（昭和 45 年）改正法171（以下「現行著作権法」という．）に，法人の概念
が導入され，職務に関する著作物の規定が改正された． 
法改正において，法人を著作者とみなす制度を導入した改正の主な理由について，加戸
守行172は，①対外的信頼感を得るため，②著作物の利用についての弊害防止，③個人の創
作者の個性より法人等の個性との結びつきが強い，ことをあげている173． 
 
(1) 日本の職務著作権制度 
 法人等の業務に従事する者が職務上作成する著作物で一定の要件を満たすものは，職務
著作物であり，一般に「法人著作物」と呼ばれ，法人その他使用者（以下「法人等」とい
う．）が著作者となる． 
 法人著作物は現行著作権法 15 条に以下のとおり，規定されている． 
 
15 条 
1 項 法人その他使用者の発意に基づき，その法人等の業務に従事する者が職務上作成する
                                                   
170 潮海久雄『職務著作制度の基礎理論』19 頁（東京大学出版会,2005） 
171 日本における現行著作権法は，昭和 45 年 5 月 6 日法律 48 号による改正法である． 
172 加戸守行『著作権法逐条講義（5 訂新版）』144 頁（著作権情報センター,2006）  
173 潮海久雄「職務著作制度の基礎理論」11-14 頁，19 頁（東京大学出版会,2005） 
上記のほか，加戸守行は，法人等の主体的発意または指示に基づいて創作される面が多
く，法人等の名義で公表する性質を有することをあげている． 
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著作物（プログラムの著作物を除く．）で，その法人等が自己の著作名義の下に公表した著
作者は，その作成の時における契約，勤務規則その他に別段の定めがない限り，その法人
等とする． 
2 項 法人等の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成するプログラム
の著作物の著作者は，その作成の時における契約，勤務規則その他に別段の定めがない限
り，その法人等とする． 
 
中国著作権法では，職務に関する著作物が法人著作物，一般職務著作物，特殊職務著作
物の三種類に分けられるが，日本の現行著作権法では，職務上において著作物が作成され
る場合が「職務著作物」であり，その中で，雇用者である法人が著作者となる場合が「法
人著作物」であるが，法人のなかにはその他使用者，例えば，個人営業主，国，地方公共
団体等法人に類するものも包含されている．実質的に法人著作物と職務著作物とは同義で
ある． 
この点について，作花文雄は，現行著作権法にいういわゆる「法人著作物」は厳密にい
うと，「法人等著作物」であるとコメントしている174．本論文では，法人等も含め，「法人
著作物」という． 
 
(2) 国際的な著作権法における日本著作権法の位置づけ 
 国際的な見地から眺めてみると，日本の著作権法全体としては大陸法の理念を取り入れ
つつ，職務著作権制度については，英米法を取り入れた作りになっている． 
職務著作物の場合，著作者人格権ほかすべての権利は法人に帰属することになる．この
点について，次のような意見がある． 
 作花文雄は「日本の著作権法が全体の仕組みとしては大陸法に近接するとしても，この
法系に属する諸国の法制に追随する合理性はなく，日本の社会実態に相応する法制として
構築することが第一義に認められる．」175と述べ，現行の職務著作権制度を肯定している． 
 また，潮海久雄は「日本の職務著作制度は，著作者が著作者人格権の帰属主体であると
いう全体を維持している点では，あくまで従来の大陸法的な法体系を維持しながら，労働
関係において，一定の要件の下で著作者を自然人たる従業者ではなく法人等とみなす点で
は，英米法的な考え方にたっており，大陸法と英米法の折哀的な制度であると位置づける
ことができる．」176と述べている． 
 日本の職務著作権制度は，国際的な著作権法からみて，その位置づけは，著作権法全体
としては大陸法を主とし，職務著作物については英米法を参照しており，現行の法制度に
ついて是認する学説が多いといえる． 
                                                   
174 作花文雄『著作権法―制度と政策』74 頁（発明協会, 第 3 版，2008） 
175 作花文雄『著作権法―制度と政策』76 頁（発明協会, 第 3 版，2008） 
176 潮海久雄『職務著作制度の基礎理論』33-34 頁（東京大学出版会, 2005） 
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 また，本稿で後述する「ネットワーク講義本」事件（東京地裁平成 20年 6月 25日判決）
は，日本の著作権法が職務著作の規定（15条１項）を設けた趣旨として，次のように述べ
ている． 
「特許法と異なり，創作主義を採用しているため，著作物を利用しようとする第三者にと
って，法人等の内部における権利の発生及び帰属主体が判然としないこと，法人等の内部
における著作活動にインセンティブを与えるために，資金を投下する法人等の使用者を保
護する必要があること，従業者としても，法人等の使用者名義で公表される著作物に関し
てはその権利を法人等の使用者に帰属させる意思を有しているのが通常であり，その著作
物に関する社会的評価も公表名義人である法人等の使用者に向けられるという実態が存す
ることなどから，著作権及び著作者人格権のいずれについても，個別の創作者による権利
行使を制限し，その権利の所在を法人等の使用者に一元化することによって，著作物の円
滑な利用・流通の促進を図ったものであると理解すべきである．」 
 
(3) 日本の職務に関する著作物の成立要件 
日本の著作権法における職務に関する著作物は，上記したとおり，法人著作物といわれ
るものであるが，次に，その成立要件について検討する．成立要件は，15 条に基づくもの
であるが，日本では職務著作物の成立の５要件として学説上定着している177．ここでは，そ
の代表例として三山裕三による解釈を簡単に紹介する178． 
 
(a) 法人等の発意に基づくものであること 
  法人等の発意に基づくという意味は，例えば，従業者がアイディアを出し上司の了
承を得たという場合も法人等の発意に基づいたということができる． 
(b) その法人の業務に従事する者が作成したものであること 
  従事する者とは，一般的に労働法上の労働者を指す．従属関係の判断基準は，雇用
契約によって判断できる．また，雇用契約がなくても雇用関係が存在する可能性も有
り得る． 
(c) 従業者が職務上作成した著作物であること 
  職務上とは，自分に与えられた仕事として著作物を作成することを指す． 
(d) その法人の著作名義で公表するものであること 
  公表されていなくても，将来法人の著作名義で公表することが予定されていれば，
この要件を充足する． 
(e) 契約，勤務規則，その他に別段の定めがないこと 
  別段の定めとは，例えば，就業規則や労働協約等において，作成者個人を持って著
                                                   
177 例えば，(1)作花文雄『詳解著作権法』188-192 頁（ぎょうせい,第 4 版，2010） 
 (2)半田正夫『著作権法概説』（法学書院, 第 13 版，2007） 
178 三山裕三『著作権法詳説―判例で読む 16 章』160 頁（雄松堂, 第 7 版，2009） 
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作者とする旨の別異の特約がある場合である．このような場合にはもちろんそれに従
い，作成者たる自然人が著作者となる． 
 
(4) 事例 
 ここで，日本において，職務に関する著作物が争点となった著作権法に係る事例につい
て検討する． 
 
【事例 7】 「RGBアドベンチャー」事件(最高裁平成 15年 4月 11日第二小法廷判決)179 
 
【事件の経緯】 
 一審：東京地裁平成 11年 7月 12日判決…請求棄却 
 控訴審：東京高裁平成 12年 11月 9日判決…請求一部認容 
 上告審：最高裁平成 15年 4月 11日第二小法廷判決…破棄差戻し 
 差戻し後・控訴審：東京高裁平成 16 年 1 月 30 日判決180…控訴棄却 
 
【参照法令】 
 著作権法 15条 1項181 
 
【当事者】 
原告・控訴人・被上告人：X（中華人民共和国（香港）国籍のデザイナー，トニー・ウェイ
マン・クー） 
被告・被控訴人・上告人：Ｙ（アニメーション等の企画・撮影等を業とする株式会社 
エーシーシープロダクション制作スタジオ） 
 
【事件の概要】 
 X は観光ビザによる 1993（平成 5）年 7 月 15 日から 10 月 1 日と 1993（平成 5）年 10
月 31 日から 1994（平成 6）年 1 月 29 日にわたる二回の来日と，就労ビザによる 1994（平
                                                   
179 判例時報 1822 号 133-137 頁，判例タイムズ 1123 号 94-97 頁，著作権百選(33 事件) 
，民商 130 卷 1 号 132 頁 
180 平成 15 年（ネ）2088 号事件，裁判所ホームページ 
181 著作権法 15条 1項 
法人その他使用者（以下この条において「法人等」という．）の発意に基づきその法人等
の業務に従事する者が職務上作成する著作物（プログラムの著作物を除く．）で，その法人
等が自己の著作の名義の下に公表するものの著作者は，その作成の時における契約，勤務
規則その他に別段の定めがない限り，その法人等とする． 
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成 6）年 5 月 15 日から 1996（平成 8）年 6 月 5 日の三回目の来日をした．その期間におい
て，Ｘは Y の企画によるアニメーション作品「ＲＧＢアドベンチャー」のキャラクタ （ー以
下，「本件図画」という．）を作成した．Y は本件図画を使用して本件アニメーション作品を
製作し上映した．そのとき，X の氏名が本件アニメーション作品において本件図画の著作者
として表示されていなかった．そこで，X は，本件図画の著作者は X であるから本件図画
に関する著作権及び著作者人格権に基づいて，Y に対し本件アニメーション作品の頒布等の
差止めと損害賠償を求めた． 
Y は，本件図画は X が Y との雇用契約に基づいて職務上作成したものである．すなわち，
著作権法 15 条 1 項の規定により，本件図画は法人著作物であるから，著作者は Y であると
主張した． 
 一審は，最初の観光ビザで来日した時点での雇用契約の成立を認め，X が著作権法 15 条
にいう「法人等の業務に従事する者」にあたるとし，著作者はＹであるとした．なお，裁
判所はこの雇用契約の就業規則中に著作権を法人側に帰属する趣旨の定めがあることを認
定している． 
これに対し，控訴審は，X が就労ビザを取得していなかったこと，Y が X に対して就業
規則を示して勤務条件を説明していなかったこと，雇用保険料等が控除されていないこと，
という事実から，三回目の来日以外の雇用契約の成立を否定し，Y が著作者であることを否
定した．そこで Y は上告した． 
 
【当事者の雇用等の関係】 
 X は最初の来日時から，Y の従業員宿舎に賄い付きで居住し，居住費・食費等は Y 負担
であった．Ｘの業務は Y のオフィスにおいて行っている．X は，Y より 1993（平成 5）年
8 月～1994（平成 6）年 2 月まで，給与の支給を受けた．ただし，この間における雇用保険
料，所得税等の控除はない．Y は上記の支給の都度，その内訳を明記した給料支払明細書を
X に交付した．なお，当時，X についてタイムカードや欠勤届，外出届等による勤務管理は
なされていない．また，三回目の来日から退職届を提出するまでの間において，1994（平
成６）年 6 月分から，毎月，給与から雇用保険料，所得税及び雑費を控除した金銭の支給
を受けるとともに，その内訳が明記された給与支払明細書の交付を受けた． 
 また，X が Y のオフィス及びスタッフルームで行った作業に使用する画材等は，Y が調
達したものを使用していた． 
 
【当事者の主張】 
【Ｘの主張】 
本件図画の著作者は X であり，Y の行為は本件図画についての X の著作権と著作者人格
権を侵害するものである． 
【Ｙの主張】 
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X と Y は雇用関係にあり，本件図画は X が Y の業務に従事する者として職務上作成した
ものであるから，職務著作物（著作権法 15 条 1 項）にあたり，その著作者は Y である． 
 
【判旨の概要（最高裁）】 
(1) 「著作権法 15 条 1 項 … の規定により法人等が著作者とされるためには，著作物を作
成した者が「法人等の業務に従事する者」であることを要する．そして，法人等と雇用関
係にある者がこれに当たることは明らかであるが，雇用関係の存否が争われた場合には，
同項の「法人等の業務に従事する者」に当たるか否かは，法人等と著作物を作成した者と
の関係を実質的にみたときに，法人等の指揮監督下において労務を提供するという事態に
あり，法人等がその者に対して支払う金銭が労務提供の対価であると評価できるかどうか
を，業務態様，指揮監督の有無，対価の額及び支払う方法等に関する具体的事情を総合的
に考慮して，判断すべきものと解するのが相当である．」 
 
(2) 「これを本件についてみると … X は，一回目の来日の直後から，Y の従業者宅に居
住し，Y のオフィスで作業を行い，Y から毎月基本給名目で一定額の金銭の支払を受け，給
料支払明細書も受領していたのであり，しかも，X は，Y の企画したアニメーション作品等
に使用するものとして本件図画を作成したのである．これらの事実は，X が Y の指揮監督
下で労務を提供し，その対価として金銭の支払を受けていたことをうかがわせるものとみ
るべきである． … ところが，原審は，X の在留資格の種別，雇用契約書の存否，雇用保険
料，所得税等の控除の有無等といった形式的な事由を主たる根拠として，上記の具体的事
情を考慮することなく，また，X が Y のオフィスでした作業について，Y がその作業内容，
方法等について指揮監督をしていたかどうかを確定することなく，直ちに三回目の来日前
における雇用関係の存在を否定したのである． … 原審判決には，著作権法 15 条 1 項にい
う「法人等の業務に従事する者」の解釈適用を違った違法があるといわざるを得ず，論旨
は理由がある． … 以上によれば，原審の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな
法令の違反があ … るため，上記部分につき本件を原審に差し戻すこととする．」 
 
【判旨の概要（差戻後・控訴審）】 
「X は，Y の指揮監督下で労務を提供し，その対価として金銭の支払を受けていたものと認
めるのが相当であり，ＸとＹとの関係は，一回目の来日後から雇用関係であったというべ
きであ … り，本件全図画は，Ｙの業務に従事していたＸが，その職務上作成したもの … 
である．」 
 
【検討】 
最高裁判決は以上のように述べ，裁判官全員一致の意見で破棄差戻し，差戻し後の控訴
審（東京高判平成 16 年 1 月 30 日）は，上記の理由によりＸの請求を棄却した． 
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著作権法 15 条の法人著作物と認定されるためには，法人等の業務に従事する者が職務上
作成することが要件となる．この「法人等の業務に従事する者」とは，基本的に法人等と
その業務に従事する者が雇用契約を締結している場合が想定されるが，雇用契約の成立が
曖昧な場合が問題となる． 
裁判所は「一審では観光ビザで来日したとしても，雇用契約の就業規則中に著作権を法
人側に帰属する趣旨の定めがある雇用契約は成立しており，Ｘは法人等の業務に従事する
者であるから，X の作成した著作物は法人著作物であって Y が著作権を享有する」として
いる．最高裁判決は上記の一審判決を支持した． 
「法人等の業務に従事する者」について，学説は，広義に解釈する説と狭義に解釈する
説とに分かれている． 
斉藤博は，「業務に従事する者を雇用関係の外にある者にまで広げることは妥当ではない．
著作者の地位を取得できる使用者は，雇用関係から生ずる社会保険や安全配慮義務など，
労務についても全面的な責任を負う者でなければならない．法人等の業務に従事する者を
法人等と雇用関係にある者に限ろうとする見解が妥当である」182 183と述べ，法人等の業務
に従事する者を狭義に解釈する立場をとっている． 
加戸守行は「従業者は，一般的には，労働法上の労働者と概念できるから，雇用関係の
ない部外者にたいして委託し，或いは委嘱して作成してもらったものは，使用者の支配下
にある業務従事者の作成物には該当しない」184とし，斉藤博と同じく狭義に解釈する立場
をとる． 
これに対し，紋谷暢男は「指揮命令関係に服して，その対価を受け取っているかどうか
という形で決めていくべき」185と述べ，法人等の業務に従事する者を広義に解釈する立場
をとっている． 
 「法人等の業務に従事する者」とは，一般に，法人との間に雇用契約のある従業者のこ
とであるが，本事件では法人と被用者である創作者との間に雇用契約がなかったため，こ
のような場合に，法人著作物（職務著作物）が成立するか否かが争点となった． 
裁判所は，①法人等の指揮監督下において労務を提供するという実態にあること，②法
人等がその者に対して支払う金銭が労務提供の対価であると評価できること，という二点
を満たす者については「法人等の業務に従事する者」に相当すると解釈し，本件著作物は
法人著作物であると判示した．この解釈は従来の学説や裁判例には見られなかったもので
あり，新しい判断といえる． 
 
                                                   
182 斉藤博『著作権法』118 頁（有斐閣，2000） 
183 斉藤博『著作権法』126 頁（有斐閣，第 3 版，2007） 
184 加戸守行『著作権法逐条講義』88 頁（著作権資料協会,三訂，1979） 
185 紋谷暢男「職務著作－職務発明等の職務上の創作との関連－」コピライト 510 号 2-13
頁（2003.10） 
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図 4 「RGB アドベンチャー」事件の作品の一部図面（判時 1822 号 133 頁より） 
 
 
【事例 8】「ネットワーク講義本」事件（東京地裁平成 20 年 6 月 25 日判決）186 
 
【当事者】 
原告：Ｘ（京西クリエイト株式会社） 
被告：Ｙ1（株式会社アドバンサーブ） 
    Ｙ2（株式会社ケンソフト） 
 
【事件の概要】 
X の元従業者ＡらはＸに在職中，Ｘ教本を作成したが，その後ＡらはＸを退職し Y1 を設
立した．そこで，Ｙ1 はＸに無断でＸが著作者であるＸ教本を複製してＹ教本を作成した上，
これにＹ1 が著作者であるとの表示をしてＹ2 に販売し，Ｙ2 がＹ教本に自己の名称を付記
して表示したものを販売したところ，Ｘの複製権及び氏名表示権を侵害したとして，Ｘが
Ｙ1，Ｙ2 に対し，Ｙ教本の複製・販売の差止め，損害賠償等を求めた． 
 
【当事者の主張】 
【Ｘの主張】 
Ｘ教本は，Ｘの発意に基づいて企画され，Ｘの元従業者Ａらが職務上作成し，Ｘの著作
名義の下で公表された著作物であるから，このＸ教本は職務著作物であって，その著作権
及び著作者人格権はすべてＸに帰属する． 
【Ｙの主張】 
Ｘ教本は講義担当講師であった元従業者Ａらが講義をしやすくするために，自主的に作
成したものをまとめたものにすぎず，その創作過程においてＸの発意も指示もないから，
職務著作物ではない． 
 
【争点】 
職務著作の成立性 
                                                   
186 東京地裁平成 20 年 6 月 25 日(平成 19 年（ワ）33577) ,裁判所ホームページ 
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【判旨の概要】 
… 職務著作が成立するためには，当該著作物が，①法人等の使用者の「発意に基づき」，
②「その法人等の業務に従事する者」により，③「職務上作成」されたものであって，④
「その法人等が自己の著作の名義の下に公表するもの」であることが必要とされる（著作
権法 15条１項．以下，各要件を「要件①」，「要件②」等と表記する．）  … 原告教本につ
いては，次のとおり，職務著作の各成立要件をいずれも充足するものというべきである． 
ア 要件①（原告の発意） 
 原告教本は，原告の前身である京西テクノスの時代から原告設立後に至るまで，そのエ
ンジニア教育・育成サービスの事業のうちの教育事業のため，京西テクノスないし原告の
従業員である講義担当講師らが，その講義の補助教材として作成したものが基本となって
いるのであるから，少なくとも，使用者である原告の包括的，間接的な意図の下で創作が
行われたと評価することができ，①原告の「発意に基づき」作成されたものというべきで
ある． 
 
イ 要件②（原告の業務に従事する者） 
 原告教本を作成したのは，当時原告の従業員であったＡらであるから，要件②の原告の
「業務に従事する者」を充足している． 
 
ウ 要件③（原告の職務上作成されたもの） 
 原告の従業員である講義担当講師らは，原告の業務として … 原告教本の基本となる講
義資料を作成したものであり … 同講義資料は，上記従業員らが講義において行う説明と
一体となるものであり， … 上記従業員らによる当該講義資料の作成は，上記従業員らの
行う職務の範囲に含まれると認められる．したがって，このような講義資料をとりまとめ
て作成された原告教本は，③原告の「職務上作成されたもの」ということができる． 
 
エ 要件④（原告の著作の名義の下での公表） 
 原告教本は，その表紙において，原告を表す「ＫＹＯＳＡＩ」という表示が付されてい
ることから，要件④の原告が「自己の著作の名義の下に公表するもの」を充足している．
… したがって，本件においては，原告教本について職務著作が成立し，その著作権及び著
作者人格権が原告に帰属するものと認められる． 
 
【検討】 
裁判所は，職務著作物の成立要件について検討し，Ｘ教本はＸに帰属する職務著作物と
認定した． 
まず，職務発明の要件である法人等の発意について，ＹがＸ教本は当時，Ｘの元従業者
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Ａらを中心とする講義担当者らが講義をしやすくするための補足資料として，自主的に作
成したものをまとめたものにすぎず，Ｘの発意も指示もなかった，として職務著作物（著
作権法 15 条 1 項）としてのＸ教本の著作権及び著作者人格権のＸへの帰属はないと反論し
たところ，裁判所は，Ｘ教本については，Ｘのエンジニア教育事業のための講義の補助資
料として作成されたものが基本となっていることを考慮し，少なくともＸの包括的，間接
的な意図の下でＸ教本の創作が行われたとして，Ｘの「発意に基づき」作成されたものと
した． 
また，従業者が職務上作成した著作物について，Ｘ教本が従業者により作成されたもの
であることに議論の余地はないが，職務上作成されたものか否かの要件について，裁判所
は，「職務」についても，同様の観点から，法人等の使用者により個別的，具体的に命令さ
れた内容だけを指すのではなく，その職務の内容として従業者に対して期待されているも
のも含まれ，その「職務上」に該当するか否かについては，従業者の地位や業務の種類・
内容，作成された著作物の種類・内容等の事情を総合的に考慮して，外形的に判断される
ものと解すべきであるとした．その上で，裁判所はＸ教本の基本となる講義資料は，従業
者が講義における説明と一体化するものであって，講義の内容と離れて従業者らの興味，
関心に従って作成されたものではないから，このような講義資料をとりまとめて作成され
たＸ教本は，Ｘの「職務上作成されたもの」ということができる，と認定した． 
裁判所は，その他，ＸとＡらには，著作権に係る別段の契約や勤務規則はないこと等の
職務著作物の成立要件について判断し，著作権法 15 条 1 項の各要件を充足することから，
Ｘ教本について職務著作が成立し，Ｘに著作権及び著作者人格権が帰属すると判断した． 
裁判所の判断は，職務著作物の成立基準に則ったものであり，妥当なものであるといえ
る． 
 
 
【事例 9】 「四進レクチャー」事件（東京地裁平成 8 年 9 月 27 日判決）187 
  
【当事者】 
原告：Ｘ（株式会社四谷大塚出版，組織変更前の商号「有限会社四谷大塚進学教室」） 
被告：Ｙ（株式会社アイ・シー） 
 
【事件の概要】 
 Ｘは，各種テスト問題の作成販売及び指導等を業とする会社であり，株式会社四谷大塚
（以下「進学研究社」「訴外Ａ」という．）が主催する「四谷大塚進学教室」（以下「日曜教
室」という．）で使われる「日曜教室テスト問題」（以下「Ｘ問題」という．）を作成し，こ
                                                   
187 「日曜教室問題」事件（別名「四谷大塚試験問題」事件）判例時報 1645 号 129 頁（東
京地裁昭和 63 年（ワ）9433 号） 
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れを訴外Ａに販売している．Ｙは，図書及び印刷物の企画制作並びに販売等を業とする株
式会社であり，「被告作成テスト問題」（以下「Ｙ問題」という．）を含む教材を印刷し，こ
れを「四進レクチャー」の名称で販売頒布している． 
 Ｘは，「平常の日曜教室テスト問題」作成にあたり，日頃から指導育成している専門講師
を各教科ともに数名ずつ選定し，原案の作成を委託し，作成された原案に対し原稿料を支
払っている．Ｘと原案執筆者との間には，過去長年の慣行から，基本的かつ継続的な原案
執筆の依頼及びこれを受託する旨の合意が存在しており，依頼の頻度も比較的定期的に行
われ，その対価として一定額の基準が定められていた． 
 Ｙは，「四進レクチャー」の名称で，自習プリントと称して，Ｘ問題の中からＹ問題を複
製印刷してこれを通信販売等により一般に販売した．そこで，ＸはＸの著作権を侵害して
いるとしてＹを提訴した． 
 
【結論】 
請求認容 
 
【争点】 
 法人著作の成立性 
 
【当事者の主張】 
【Ｘの主張】 
Ｘは，「日曜教室テキスト問題」という著作物（以下，「X 問題」という．）を作成し，進
学研究社（以下，「訴外 A」という．）に販売している．Ｘ問題の一部を複製印刷して通信販
売等を行ったＹの行為は，Ｘの著作権を侵害する． 
【Ｙの主張】 
Ｘが，「法人である原告の発意に基づき」と主張しているものはＸ問題全体の企画にすぎ
ず，一教科一回分ごとの各Ｘ問題が，Ｘの発意に基づくものでないことは，Ｘも自認して
いる．Ｘは，「Ｘとの専属あるいは顧問契約を交わす専門家」にＸ問題の原稿の作成を委託
する旨主張するが，これは，Ｘが外部の者に原稿の作成を「外注」することに他ならず，
この専門家は「法人の業務に従事する者」には該当しない． 
また，Ｘの指示内容というのもいわば原稿の書き方といった形式であり，内容について
の指示はカリキュラムに準拠することなど抽象的な指示に留まっている．Ｘが行っていた
ことは，作成されたＸ問題のチェックや確認に留まり，単にとりまとめの事務を行ってい
たにすぎない．したがって，原案執筆者がＸの業務に従事する者とは言い難い． 
したがって，Ｘ問題については，著作権法 15 条 1 項の要件を満たさない． 
【判旨の概要】 
 「平常の日曜教室テスト問題」 … は， … 原告の策定したカリキュラム，予習シリー
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ズ及び問題作成指針に則って原案が作成されるよう予め原案執筆者に依頼がなされ … 多
方面からの検討が加えられ … た後 … 最終的な問題の完成に至ること，原案執筆者は，
原案として作成した … 問題が日曜教室で使用されることを了解してその作成依頼に応じ
ている … こと，以上に照らすと，「平常の日曜教室テスト問題」 … の原案の作成に当
たっては，各原案執筆者は原告の指揮命令を受ける立場にあり，原告に問題の著作権全体
を原始的に帰属させることを当然の前提にしているような関係にあると認められ，各原案
執筆者も「法人等の業務に従事する者」に該当するものと解される． … そして，原告問
題が右のような過程を経て作成される以上，各原案執筆者は，自己に与えられた職務とし
て各問題の原案を作成したものと認められる． … 以上の事実に鑑みると，編集著作物で
ある原告問題の著作権は原告に原始的に帰属していたものと認められる． 
…被告が，被告問題を含む「四進レクチャー」を作成してこれを通信販売したことは当事
者間に争いはなく， … 被告が発行している「四進レクチャー」に掲載された被告問題が，
原告問題（日曜教室テスト問題）に依拠していることは明らかであり，被告問題は … 各
原告問題を複製したものであると認められる． 
 
【検討】 
 裁判所は，テスト問題は著作物ではないというＹの主張を斥け，その作成の意志決定者
として法人がその編集著作権を持つことを認め，「四進レクチャー」の該当部分の複製・
頒布を禁じるとともに損害賠償を命じた． 
また，判決は，職務著作性について判断し，15 条にいう「法人等の業務に従事する者」
とは，「法人と雇用関係にある者ばかりでなく，法人と被用者との間に著作物の作成に関
する指揮命令関係があり，法人にその著作権全体を原始的に帰属させることを当然の前提
にしているような関係にあると認められる場合をも含む」としている． 
 この判決は，業務従事性に関する裁判例である事例 1，事例 2と同じく，従業者が法人等
の業務に従事する者と認定されるか否かがその焦点となっている．本事件の特徴として，
法人の従業員以外の外部の者が作成した著作物について，職務著作の成立性が争われたこ
とがあげられる．本事件同様の事件として，「ブランカ写真」事件（東京地裁平成 5 年 1
月 25日判決，判時 1508号 147頁），「商品カタログ」事件（大阪地裁平成 7年 3月 28日
判決，知裁集 27卷 1号 210頁），「SMAPインタビュー記事」事件（東京地裁平成 10年 10
月 29 日判決，判時 1658 号 166 頁），「マクロス」事件Ⅰ（原画）（東京地裁平成 14 年 2
月 25日判決，判時 1788号 129頁），「グリーン・グリーン」事件（東京地裁平成 14年 12
月 18日判決，判時 1825号 107頁）などがある． 
 
(5) 日本の学説について 
日本の著作権法における職務著作権制度の趣旨については，様々な学説がある．1970（昭
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和 45）年法改正において法人著作物の制度を導入した理由として，上記した加戸守行188に
よる ①対外的信頼感の取得， ②著作物の利用の弊害防止， ③著作物の本来的な法人的性
格，があげられる． 
 作花文雄は，法人等の内部で職務上作成された著作物について「社会的に評価や信頼を
得て，その内容について責任を有するのは法人等であり，著作物の円滑な利用という観点
から法人等が著作者となること，また企業の組織のなかで職務上作成される著作物に必要
とされる人件費や物件費等はその組織が負うことを考慮すると，法人等が著作者となるこ
とに合理性が認められる」189としている． 
 また，中山信弘は，職務著作権規定について「法人等の投下資本を保護するため，創作
者と法人等の間の契約の有無にかかわらず，強行的に著作財産権を法人等に帰属させるも
のである」190とし，法人著作物に対する見解を述べている． 
その他，代表的なものとして以下の意見がある． 
① 現代では，著作物の創作者だけではなく，著作物の複製，商品化，販売，流通等を行
う法人等や委託者のインセンティブを図る必要性も大きくなっている191．(中山信弘) 
 
② 著作物という意識を持たないで日常創作される著作物は，創作者に創作のインセンテ
ィブを与えなくても毎日大量に創作される192．(潮海久雄) 
 
③ 著作物という意識をもって創作される典型的著作物の場合も，その創作が職務の範囲
内であるならば，創作のインセンティブを与えなくても給与等が支払われる上に，法
人等の指揮命令に基づき，或いは業務に不可欠なものとして創作することが多いと思
われる193．（森村進） 
 
 「法人が著作者となる」という 15 条の規定は創作者の人格的利益よりもむしろ法人等の
投下資本，著作物を利用する法人の利益を強く保護するものである．これは，自然人によ
る創作者主義の原則を守る大陸法に属する日本の著作権法としては例外規定である． 
潮海久雄は，「このような創作者主義の原則に基づかない職務著作権制度を維持すべきか
という点についてはさらに検討の余地がある」194と述べ，「自然人の創作者の個性が反映さ
れた著作物の場合において，労働関係があるなかで著作物が作成されたという理由で，職
                                                   
188 潮海久雄『職務著作制度の基礎理論』11-14 頁（東京大学出版会, 2005） 
189 作花文雄『著作権法―制度と政策（第 3 版）』73-74 頁（発明協会,2008） 
190 中山信弘「著作権法の動向」,鴻常夫先生古稀記念「現代企業立法の軌迹と展望」884 頁
（民事法務研究会,1995） 
191 中山信弘「デジタル時代における財産権的情報の保護」法曹時報 49 卷 8 号 1854 頁 
中山信弘『工業所有権法上（第 2 版）』6 頁，7 頁，13 頁（弘文堂,2000） 
192 潮海久雄『職務著作制度の基礎理論』16 頁（東京大学出版会,2005） 
193 森村進『財産権の理論』172 頁（弘文堂,1995） 
194 潮海久雄『職務著作制度の基礎理論』15 頁（東京大学出版会, 2005） 
88 
 
務著作権規定を適用できるか否かが問題となる」195としている． 
田村善之はこの点について，「① 作成者は労務に対する報酬の形で経済的な埋め合わせ
を受けていること，② 他の著作物に比べ愛着等の点で低いこと，③ 法人等の名義のもの
は，従業者個人が人格的利益を主張しないことから，その著作者人格権までをも奪う帰結
を採用してもあながち酷ともいえない」196ことをあげ，論評を加えている． 
日本における学説は，大方，現行の職務著作権制度を是認するものであるが，大渕哲也
は，「職務著作成立の場合には，現実の創作行為を行った従業者以外の者である使用者が著
作者とされ，よって著作者人格権の主体となるが，特に，その使用者が法人の場合には，
この点に加えて，法人に著作者人格権が帰属することとなるという点も問題となる」197と
し，著作者人格権の移転について問題点を提起している．また，潮見久雄は 「日本の立法
者は，フランスの集合著作物参照の提言があるが，集合著作物の概念自体明確ではなく，
Adolf  Dietz の意見はフランスの集合著作物は百科事典，雑誌，新聞等をさすが，編集著
作物と区別することが困難であり，また法典 L.113-2 条 1 項にいう共同著作物と混同され
る恐れがある」 198とし，懸念を表明している．また，浅野卓199は，日本の研究者の学説に
ついて比較検討を行っている200． 
このように日本における職務著作権制度は，大陸法の法理念のなかで英米法を取り入れ
るという大陸法系のなかで法人等を著作者とする職務著作権制度を採ったことが特徴であ
る． 
 
 (6) 中国法への示唆 
(a) 職務著作権制度の日中比較 
① 立法趣旨 
1) 日本 
 日本著作権法は大陸法であるが，職務著作物については法人自体の人格の流出物であ
るから法人等に著作者人格権が帰属するという英米法の法解釈を採用している．そこで，
日本の職務著作権制度は，大陸法と英米法の折衷的な制度であると位置づけることがで
きる201．職務著作権制度の立法趣旨は，著作物の円滑な利用と法人等の投下資本を保護
するためであり，法人等において著作活動にインセンティブを与えるためには，この資
                                                   
195 潮海久雄『職務著作制度の基礎理論』114 頁（東京大学出版会, 2005）  
196 田村善之『著作権法概説』377 頁（有斐閣，第 2 版，2001） 
197 大渕哲也「著作者人格権の主体」著作権研究 33 号 15 頁（著作権法学会，2006） 
198 潮海・前掲注「職務著作制度の基礎理論」13 頁 
199 浅野卓「職務著作要件論ー職務著作成立の許容性を探る」パテント 63 卷 9 号（2010） 
200 末尾参考資料の日本の学説のまとめを参照されたい． 
201 潮海久雄「大陸法(ドイツ法・フランス法)からみたわが国職務著作制度―比較法からの
視点から」著作権研究 30 号 99 頁(2003)；潮海久雄「著作権法における創作者主義の変遷
過程―職務著作制度の分析を中心として」法学協会雑誌 116 卷 12 号 1976-1978 頁(1999) 
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金投下を行う法人等を保護することが必要である．この立法趣旨により，法人等の利益
を中心に著作権を保護している． 
上記の事例で検討したとおり，職務著作物が法人著作物という一種類に限定されてい
てもその法解釈を巡り，数多くの裁判が起きている． 
 
2) 中国 
 中国著作権法は，日本の著作権法と同様，大陸法に属するものであるが，法人著作物
においては法人等を保護し，職務著作物においては自然人著作者を保護するという法人
等と自然人の両者の権利を対等に保護するとともに，自然人著作者と法人の利益の均衡
を図っている点において，日本著作権法との差異がみられる． 
 
② 著作権の権利帰属 
1) 日本  
 日本著作権法は，1970（昭和 45）年の全面改正により，職務著作権関連において英米
法の法理念を取り入れ，法人等の権利を重視するようになった．英米法は，著作権の財
産的な権利の保護が中心であり，著作者人格権の保護については重視していない．職務
上作成する著作物の「著作者は法人等とする」という日本の職務著作権制度において，
法人が職務著作権を享有する． 
 
2) 中国 
 中国著作権法では，法人著作物，一般職務著作物と特殊職務著作物という三種類の職
務に関する著作物が存在する． 
 法人著作物は法人等がすべての著作権を享有し（中国著作権法 11 条 3 項），一般職務
著作物は自然人の著作者が著作権を享有する（同法 16 条 1 項）．また，特殊職務著作物
は，自然人の著作者が氏名表示権のみを享有しそれ以外のすべての権利を法人等が享有
する（同法 16 条 2 項）． 
 
③ 利点と欠点 
1) 日本 
 日本の職務著作権制度は，アメリカの職務著作権制度の立法理念に近いといえる．契
約や勤務規則等の規定がない限り，職務著作権を法人に帰属させるという規定は，中国
と比べると，法人等と自然人著作者間の係争が生じる可能性は低減しているといえる．
また，第三者による職務に関する著作物の利用が容易になる． 
 しかし，日本は大陸法系法規を基礎理念とする国として，このような規定は，著作権
法の「創作者主義原則の例外規定」であり，大陸法の立法理論に逆らうものである．大
陸法は，創作者の人格権の保護を重視しており，事実上職務に関する著作物の創作者は
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自然人の従業者であり，「創作者自身の人格の流出物としての著作物」という理論からみ
て，自然人の著作者の権利の保護が重要であるといえる． 
 著作者は「法人等」とする旨規定されている(日本著作権法 15 条 1 項)が，著作物の創
作活動は自然人のみが行うことができるものである． 
田村善之は，この規定について「個別の著作者の権利行使を制限し，法人と従業者間
の契約や就業規則，職務命令等により，従業者個人が人格的利益を主張しない．」202と述
べ，この規定は，法人の権利保護が重視され，自然人著作者の権利保護が弱いと述べて
いる．また，法人は自然人の集合体ではあるが，法人自体として，創作活動を行う能力
があるか否かも問題であろう． 
 
2) 中国 
 中国著作権法における職務に関する著作物の立法趣旨により，法人等と自然人著作者
の両者の権利を保護するため，三種類の職務に関する著作物の規定を置いているが，日
本法の一種類と比較し，職務著作権について多くの規定を置いている． 
 しかし，それらの著作物は，法律条文の規定と権利帰属が不明確であるため，著作物
相互の明確な判断基準が曖昧化しており，三種類の著作物のうちどの著作物に相当する
かの判断が困難化している現状がある．特に，一定の条件下ではあるが，法人を著作者
とみなす旨の規定（中国著作権法 11 条 3 項）がある． 
上記の日本の場合と同じように，大陸法系の国として，法人等が著作者人格権と著作
財産権を享有することが認められている． 
 
(b) 中国法への示唆 
 日本著作権法と中国著作権法はともに，大陸法であるが，職務著作権制度については英
米法系をも参照している．ここで，日本の著作権法の「職務著作物」を一種類に限定して
いる法制度は中国の法人著作物及び職務著作物に関する改正案を提案する際，参考になる
ものといえる． 
 また日本著作権法と中国著作権法はいずれも契約の対価に関する規定がない．この点に
おいて，日本の特許法では，対価請求に関する規定を置いている（特許法 88 条等）．同じ
知的財産法の範疇に属する法律として，著作権法においても対価の請求に関する規定の設
置について考慮する価値はあるものと思われる． 
半田正夫は「著作権が法人等に帰属するとしても創作従事者に相応の報酬が支払われ，
あるいは処遇がなされてしかるべき場合があるものと想定されるが，法制度上は関与して
いない．この点，特許法 35 条の職務発明制度とは異にしている．著作権制度としては，法
による関与ではなく，創作のインセンティブや優れた人材の確保等の観点から，当事者に
                                                   
202 田村善之『著作権法概説』376-377 頁（有斐閣，第 2 版，2004） 
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おいて妥当な状況が自ずと生成されることを期待しているといえる」203旨述べている．こ
の指摘について，浅野卓は，「すべての職務著作の対価が給与等に含まれているとまでは言
い難いので，業務従事者の報酬について個別に定めることもできる」204と提言した． 
 また，上野達弘は，「日本法においては，著作権の譲渡も利用許諾も自由である．ライセ
ンス料や著作権譲渡の対価は当事者が自由に決定できる． … 著作者が事後的に追加的な
報酬を請求することも予定されてないので⋯実際のところ，著作権著作権譲渡契約書に，甲
は乙に著作権を譲渡する … というような条項がよく見受けられる」205と述べている． 
  また，中山信弘206は，「著作権者による優越的地位の濫用が問題となる場合存在する．」
「私は，著作物の全てを譲渡しても，それなりの対価を得ればそれはそれで構わないと思
う」「法 15 条によって，法人である著作者には契約法は不要が，「自然人クリエイタである
著作者にはこれを保護するための契約法が必要である．」207とともに，相当の対価を求める
ことが必要であり，そのための契約法が設立されるべきであるとしている． 
 したがって，中国の著作権法の改正を検討する際に，日本の職務著作権制度を参照する
ことが有意義な結論をもたらすものといえる． 
 中国の職務著作権制度は，日本の制度と比較し，職務に関する著作物が，法人著作物，
一般職務著作物，特殊職務著作物の三種類のものが混在する．日本の職務著作権制度では，
法人著作物のみであるが，一種類に統一されていても，その法解釈においてさまざまな揺
れが生じているといえる．一種類の職務に関する著作物に統一されていても，みてきたよ
うな混乱が生じているのであるから，三種類の職務に関する著作物が存在する中国の職務
著作権制度が収拾のつかないものになっていることは納得がいく． 
すなわち，少なくとも中国の職務著作権制度は，日本の制度のように，まず「法人著作
物」に一本化すべきである．その上で法解釈・法運用において混乱が生じないような条文
規定を著作権法に置くべきである． 
 
                                                   
203 半田正夫・松田政行『著作権法コンメンタール 1』670 頁（勁草書房, 2009） 
204 浅野卓「職務著作要件論―職務著作成立の許容性を探る」パテント 63 卷 9 号 112 頁
(2010) 
205 上野達弘「国際社会における日本の著作権法ークリエイタ指向アプローチの可能性」,
コピライト 16 頁（2012） 
206 中山信弘『著作権法』322 頁（有斐閣,2007） 
207 中山信弘「著作権研究」32 号 98 頁(2007) 
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第５章 中国の職務著作権制度の権利帰属 
 
中国の職務著作権制度は，大陸法と英米法双方の相反する特徴を内在することにより，
結果として，自然人著作者の権利保護が曖昧化しているといえる． 
本来，中国著作権法は自然人著作者の精神的権利保護の重視を図るという法目的を有す
るものであるが，現実には，11 条のように，法目的と離れた規定が存在する． 
本章では，これを踏まえ，中国の職務著作権制度の核をなす法人著作物と職務著作物の
権利帰属について，著作者人格権と著作財産権という二つの側面から問題点を検討する． 
 
5.1 著作者人格権 
 
 ここで，著作者人格権について整理する．著作権は著作者人格権と著作財産権からなる208
（10 条 1 項柱書）．人格権はすべて法人等が享有する（11 条 3 項）．職務著作物のなかで，
一般職務著作物の著作者人格権は自然人著作者である従業者が享有し（16 条 1 項），特殊職
務著作物の著作者人格権は，氏名表示権のみ創作者である従業者が享有し，それ以外の著
作者人格権である公表権，改変権と同一性保持権はすべて法人等が享有する（16 条 2 項）． 
学者の間では，法人等に著作人格権を付与することの可否と自然人著作者に固有である
べき著作者人格権の譲渡の可否について論争がある． 
 
5.1.1 法人著作物の著作者人格権 
 
 一般に著作者人格権は，従業者等，自然人著作者の有する固有の権利とされるが，中国
著作権法では，法人著作物について，みなし規定（同法 11 条 3 項）により，法人等が著作
者人格権を享有するものとみなされる．しかし，中国著作権法の法理念からして，著作人
格権は，本来的に，自然人が享受すべきものである．このような自然人著作者に専属であ
りその著作者の精神的利益を保護すべき著作者人格権をみなし規定とはいえ，法人等に認
めるべきか否かについて検討する必要がある． 
この点に関して様々な学説があるが，その焦点は法人等が著作者人格権を享有できるか
否かにある． 
杜晶は「法人は社会的に重要な地位を有するものであり，多数の個人により構成されて
いることからして，法人は業務において多数の個人の集合体として人格的価値観を有する
                                                   
208 「著作者人格権」は中国著作権法では「人格権」といい，「著作財産権」は同じく「財
産権」という．本論文では，実質的に同じ権利を指すので，中国著作権法における「人格
権」を「著作者人格権」，「財産権」を「著作財産権」と記載している． 
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といえる」209とし，法人は個人の人格の集合体としての人格権を享有することになるから，
著作者人格権については法律で保護されるべきであると主張する． 
 しかし，個人の集合体として著作者人格権が形成されるという考え方は，個人の創作を
無視したものであり，大陸法にいう自然人の権利保護とは相容れないものと考えられる． 
また，周毓は「法人は社会における民事主体として，著作者人格権を享有することがで
きる．」とし，その説明として「具体的には，法人は独立的な財産を所有し，権利能力や行
為能力を享有し，民事の義務と責任を負うことができるから，当然のこととして，人格を
有するものであり，著作人格権を享有することができる．」と主張する．さらに，周毓は，
法人が名称権を享有することにより，人格権を享有することができるとし，法人の名称権
は独立的な人格主体として，他の組織や個人と区別をしていることがその理由であると主
張している210． 
しかし，法人は相続権や名称権等の民事的な人格権を得ることはできるのは当然である
が，それが自然人の創作活動の成果の核となる著作者人格権とどのように結びつくのかそ
の連携性について説明がない． 
凱尓森は「自然人と法人は両者とも法学上では同一のカテゴリーに属するものであり，
自然人は『法人』の一種と認められる．したがって，自然人と法人とは本質的な区別がな
く，自然人でも法人でも法的思想により形成された産物である．よって，自然人が享有す
る権利は法人も享有することができる」211と主張する． 
しかし，生命体である自然人と法律の中で形成された法人とを同一のカテゴリーに属す
るものという論理には飛躍があり，理解できない． 
また，王立敏は「第二次世界大戦以後，自然人と団体・組織に関する保護理念は変化し
た．民間団体，組織等の保護は自然人の民事・政治に関する権利の保護に対して優先すべ
き」212とし，経済的優先度により，法人に著作者人格権を付与すべきだとしている． 
これは，大陸法を法理念とする中国著作権法には相容れない考え方であり，むしろ英米
法に近い考え方を推しているといえる． 
 以上の代表的な学説を検討すると，法人等は職務に関する著作物を自由に利用するため
に，自然人著作者から著作者人格権はじめとする著作権の譲渡等を受け，経済活動を活発
化させる趣旨があるものと思料される． 
 なお，法的な「人格」と「人格権」に関する議論もある． 
梅仲協は「中国の法律主体において，『法律』と『人格』という二つの言葉を組み合わせ
                                                   
209 杜晶「論法人人格権之肯定」(和訳：法人人格権に関する肯定を論ずる)研究生法学 70-79
頁（2007.2） 
210 周毓「法人人格権探析」(和訳：法人の人格権に関する検討)商丘職業技術学院学報 98-100
頁（2006.1） 
211 凱尓森[奥]・宗霊訳訳『法與国家的一般理論』(和訳：法と国家に関する一般的な理論) 109
頁（中国百科全書出版社,1996） 
212 王立敏『論法人人格権』130頁（法制と社会,2009.3(上)） 
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て，『法律人格』と称しているが，この『法律人格』のもつ意味は，法律主体として資格を
有することを意味する．つまり，人は権利を享有し義務を負う資格があるから，『人格』を
認めることは一種の『権利能力』を認めることである」213と述べている． 
また，江平は「自然人は物質的な人格権と精神的な人格権を享有する．法人は社会生活
において，自然的な生命体ではなく，社会的な有機体である．したがって，法人の人格の
中に，自然的な要素はないものの，意思，名称，名誉，団体の秘密情報等の社会要素を含
む．つまり，法人は非自然的な要素を前提として人格権を享有する」214と主張している． 
 以上の学説において，法理念上，社会論理上，自然人は人格権を享有し，法人は一定の
人格権を享有することが支持されており，そのこと自体について異論はない． 
上記したように，法人等が著作者人格権を享有できるという学説の他に，法人等は著作
者人格権を条件付きで享有できるという説と絶対的に享有できないとする学説がある．以
下，それらの学説について検討する． 
まず，法人等の人格権についての一般的な学説として，伊田の学説がある215．伊田は「法
人の『人格』は自然人の『人格』とは異なるもの」とし，法人の人格は私法上の人格化の
結果であり，社会・政治とは関連性がなく，民事活動の主体であること，法人の人格と人
類の自由，尊厳，平和等が体現される自然人の人格の間には性質上に共通点がないこと，
法人にとっての人格は一つの財産であり，法人の人格が民事的な活動から離れた場合には
存在意義がないと述べている． 
すなわち，① 法人は，自然人以外のもので法律的な権利義務の主体とされるものである
から，人格を与えられたものである．② 法人は自然人人格権と同じ「人格権」を享有する
ことができない．しかし，法人は自然人とは異なる「人格」を認められ，名称権，名誉権
等を保持することができ，その結果財産権も享有することができる，としている． 
また，王立敏は「人格権は一つの歴史的な概念であり，一定の内包と価値がある．人格
権の発展史をみると，人格権に関する保護は財産的な利益ではなく，いつも精神的な利益
に結びつく．また，法人の名称権，名誉権等は精神的な利益ではなく，事実上に財産権と
いえ，譲渡することができる．法人に対する名称，名誉，信用，営業秘密等の侵害は，営
業上に侵害されると認定される．つまり，その侵害は経営上に関する利益の侵害であり，
法人は精神に関する損害賠償を主張することはできない216」と主張している． 
 すなわち，自然人は精神的な損害賠償を訴訟することができるが，法人は財産権の侵害
のみについて訴訟をすることができるとしている． 
さらに伊田は，「歴史発展的な視点からみると，近代法に認められる自然人の人格権に関
                                                   
213 梅仲協『民法要義』(和訳:民法における重要理論)53頁（中国政法大学,1998.6） 
214 江平『民法学』(和訳：民法学)135頁（中国政法大学,2002.1,） 
215 伊田『民事主体理論與立法研究』(和訳：民事主体理論と立法研究)148頁（法律出版
社,2003） 
216 王立敏『論法人人格権』130頁（法制と社会,2009.3(上)） 
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する法哲学の基礎は，人道主義と自然法思想である」217と述べている．法人等の著作者人格
権の享有について，これまで様々な学説が出されているが，その議論の中心は法人等にお
ける人格権のあり方と，著作者人格権享有の是非に関するものであるといえる． 
一般に，法人等は自然人のような精神的な人格を有するものでないが，法律上の権利義
務の主体とされている． 
 法哲学的には，自然人の著作者人格権に関する保護は人間の尊厳，生命，及び人間の感
情の尊重を体現しているものであり，法人が著作者人格権を享有する目的は財産権的な面
が主である． 
 
5.1.2 特殊職務著作物の著作者人格権 
 
 次に，特殊職務著作物における著作者人格権について検討する．法人著作物に関する学
説ほど多くはないがかなりの学説が存在する． 
特殊職務著作物において，著作者人格権のうちの氏名表示権については自然人著作者が
享有し，それ以外の著作者人格権と著作財産権については法人等が享有する（16 条 2 項前
段）． 
著作物の創作者である自然人著作者が著作者人格権のうちの氏名表示権の享有のみに留
まることは，いうまでもなく自然人著作者のもつ権利の一部が法的な制限を受けているこ
とを意味する． 
張莎莎は，著作者人格権について，「法律上明確な規定が存在しない．中国著作権法にお
ける著作者人格権の帰属に関する規定は曖昧である」218と述べている． 
確かに，中国著作権法において「著作権には，次に掲げる（著作者）人格権と（著作）
財産権が含まれる」（10 条 1 項柱書）とし，それぞれ著作者人格権（同項 1 号～4 号），著
作財産権（同項 5 号～17 号）について規定されている．また，著作権者について「著作者
とその他，本法（中国著作権法）により著作権を享有する公民，法人等が含まれる」（9 条）
とし，常に自然人である公民が著作権者になるとは限らず，法人等が著作権者になること
もあり得ることを規定している． 
特殊職務著作物については「著作者は氏名表示権を享有する．著作権にかかるその他の
権利は，法人等が享有する」（16 条 2 項）とし，著作者人格権の制限規定を置いている．し
かし，特殊職務著作物の上記規定は例外であって，その他の規定において，著作者人格権
の帰属についての明示規定はない． 
中国著作権法は大陸法に属するものであるという法趣旨を遵守するならば，著作者人格
権は，本来的に自然人著作者に専属のものであって，自然人著作者とは一体不可分のもの
                                                   
217 伊田「論法人人格権」(和訳：論法人人格権)法学研究 52-53 頁（2004.4） 
218 張莎莎「職務作品創作人権利及其保護」 (和訳：職務著作の作者の権利と保護)中国優
秀博士修士学位論文全文データベース 24 頁 
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であるから，著作者人格権の移転はもとより，氏名表示権のみを分割すること自体，望ま
しいことではない．これらの点より，現行の中国著作権法における特殊職務著作物におけ
る著作者人格権に係る規定は，大陸法の法理念を基礎とする中国著作権法の法体系とは相
容れないものであり，法的整合性に問題があるといえる． 
 
5.2 著作財産権 
 
 上記したとおり，中国著作権法において，著作物が法人著作物と認定される場合には，
著作財産権はすべて法人等に帰属する．また，著作物が，一般職務著作物と認定される場
合には，著作権はすべて著作者である法人等の従業者に帰属する．しかし著作物が，特殊
職務著作物と認定される場合には，創作者である従業者は法人等から奨励を受ける権利を
得られる（16 条 2 項柱書第 2 文）が著作者人格権のなかの氏名表示権を除くすべての著作
権は法人等が享有することになり，自然人著作者に対する権利制限が発生する（16 条 1 項
但書）． 
以下，一般職務著作物と特殊職務著作物における著作財産権の保護について検討する． 
 
5.2.1 一般職務著作物の著作財産権 
 
 一般職務著作物においては，著作財産権は法人等の従業者である自然人著作者が享有する．
法人等は，業務の範囲内において著作物を優先的に使用する権利（優先的使用権）を享有
する．著作者である従業者は，著作物の完成後 2 年の間は，法人等の同意を得ることなく，
著作物の使用を第三者に対して許諾することができない（中国著作権法 16 条 1 項）． 
 また，職務著作物の完成後 2 年間，従業者である著作者が，法人等の同意を得て著作物
の使用を第三者に許諾して得た報酬は，著作者である従業者と法人等との契約に基づいて
分配する必要がある（著作権法実施条例 12 条 1 項）． 
このように，一般職務著作物における自然人著作者は著作者人格権，著作財産権に係る
すべての権利を享有するが，著作財産権については法人等の優先的使用権が期限付きで自
動付与されることになる．これは自然人著作者の著作財産権の保護の弱体化をもたらすも
のと思料される． 
 一方，法人等による著作物の優先的使用権の行使は，従業者等の著作者の著作財産権の
権利範囲を制限するだけでなく第三者による著作物の利用制限をもたらすことになる． 
 この部分について，学者から様々な批判的な意見が上がっている．張莎莎は，法人の優
先的使用権の適用性について検討を行い，下記の問題点を指摘している．219 
 
                                                   
219 張莎莎「職務作品創作人権利及其保護」 (和訳：職務著作物の創作者の権利と保護)中
国優秀博士修士学位論文全文データベース 23 頁 
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「職務に関する創作者は，2 年間，法人等の優先的使用権を保証する義務がある．そのた
め，第三者が法人等と同じようにその著作物を使用する場合，創作者は法人等の許可を得
なければならず，また得られた収益は法人等と約束した比例によって分配することになる」
と述べている． 
例えば，2 年以内に，法人等が業務範囲内でその著作物を利用せず，第三者が法人等と同
じようにその著作物を利用したい場合には，その法人等の許可を得なければならないのか，
また，得られた収益をその法人等と分配するのか，中国著作権法の中には，この点につい
ての規定がない． 
 また，法人等の優先的使用権は，著作者の権利制限を行うだけではなく，著作者が第三
者との契約を行うときは必ず法人等の合意が必要なため，法人等が同意を拒否する事態が
発生した場合などにおいて，第三者の当該著作物の利用が制限されることになる． 
  
近年，経済発展とともに，人材の流動化が激しくなっているが，例えば，著作物の創作
者である従業者等が著作物の完成後 2 年以内に他の法人に転職した場合などに，複雑な法
的権利関係が発生する．転職後の会社法人は，転職した従業者の著作物の利用について，
その創作者が所属していた元の会社法人等の許可を得なければならないことになる．その
規定は，法人等の権利を保護する目的で著作者の権利を制限するものであるが，同時に著
作物の流布を防ぐ効果があることが指摘できる． 
 ところで，一般職務著作物（16 条 1 項）の立法趣旨は，法人等の利益保護とともに，法
人等による従業者の創作活動の支援を活性化することにある．しかし，現状では，上記の
法人等の優先的使用権が，法人等の独占的使用権として運用されている状況がある．これ
は，法人等の優先的使用権の範囲，程度等が法律上に明文化されていないことにより，法
解釈が曖昧となっていることがその原因としてあげられる．その結果，自然人著作者の著
作権に係る権利を十分に保護することができなくなっているといえる． 
 一般職務著作物に係る規定の本来の目的は自然人著作者の権利保護にあるが，上記の法
人等の優先的使用権の付加規定（但書）が不十分であるため，自然人の著作財産権の保護
が弱体化しているものと考えられる． 
 
5.2.2 特殊職務著作物の著作財産権 
 
特殊職務著作物において，法人等は著作者に報償を与えることができる旨規定されてい
る（16 条 2 項）．これは，著作者に報償を与えるという強行規定ではなく，「できる」とい
う任意規定であるため，その法内容が曖昧なものになっている．このことは，法人等は著
作者に報償を与えなくても違法行為とはならず，著作者に対する著作権侵害にもあたらな
いことになる．また，著作権法，著作権法実施条例その他すべての著作権関連法令におい
て，創作者に対する報償の方式，金額等に関する規定はない．その結果として，自然人著
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作者の著作財産権の保護に問題が生じている．220 
一方，法人等には，従業者への給与の支払をもって著作物の創作者に対する報償だとす
る考え方がある．しかし，法人が従業者に支払う給与は，一般的な労働力に対する対価の
一つであって，著作者が生み出した著作物による社会的価値に対する報償は給与とは異な
るものであるから，法人等は創作者に対し一定の報償等を付加すべきである． 
また，16 条 2 項本文後段にいう「報償」とは，いわゆる金銭的な報償（報償金）と考え
られるが，このような経済的利益は，法人等と従業者とが一定の比率をもって配分し合う
べきであり，混乱を避けるためにその支払方法についても法律上明文化されるべきである． 
 中国著作権法には上記したとおり，報償についての具体的な明示はないが，近年，中国
の経済の発展と技術の進歩に伴い，中国では，技術の創新を促進するため，契約法，特許
法及び特許法実施細則221には職務発明奨励に関して，明文な規定される．中国の特許法の
16 条に「職務発明創造の発明者または考案者に対する奨励と報酬」が規定されている．特
許法実施細則 76 条～78 条では奨励及び報酬について規定されている．中国の契約法 326
条に「職務技術成果の使用権，譲渡権が法人またはその他の組織に属する場合，法人また
はその他の組織は当該技術成果について技術契約を締結することができる．法人またはそ
の他の組織は当該職務技術成果の使用権及び譲渡権より得た収益に基づき，当該技術成果
を完成させた個人に，一定比率の報奨金を与えなければならない．」として報償金について
規定されている． 
 
特許法 16 条 
特許権を付与された部門は，職務発明創造の発明者または考案者に対し奨励を与える．
発明創造が許諾され，実施された後はその普及・応用の範囲及び獲得した経済効果に応じ
て発明者または考案者に合理的な報酬を与える． 
 
特許法実施細則 76 条 
特許権を付与された組織または組織は，発明者または創作者と，専利法第 16 条に規定の
奨励と報酬の支払い方式および金額を約束し，または上記機関または組織が適法に作った
規定・制度において規定することができる． 
企業，事業機関または組織は発明者または創作者に支払う奨励，報酬は国家の財務，会
計制度の規定に基づいて処理する． 
 
特許法実施細則 77 条 
                                                   
220 張莎莎「職務作品創作人権利及其保護」(和訳：職務著作物の創作者の権利と保護),中国
優秀博士修士学位論文全文データベース 40 頁 
221 中国の特許法（専利法）は，1985 年に制定されたが，1993 年の第 1 次改正，2001 年
の第 2 次改正に引き続き，2008 年 12 月 27 日に第 3 次改正特許法が公布され，2009 年 10
月 1 日より施行された． 
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特許権を付与された機関または組織が，特許法第 16 条に規定の奨励金の支払い方式およ
び金額について，発明者または創作者と約束しておらず，かつ上記機関または組織が適法
に作った規定・制度において規定しなかった場合，特許権が公告された日から 3 ヶ月以内
に，発明者または考案者に奨励金を支給しなければならない．一つの発明特許の奨励金は
3000 元以上，一つの実用新案特許または意匠特許の奨励は 1000 元以上でなければならな
い． 
発明者または考案者の提案がその所属機関または組織に採用されて完成した発明創造に
ついては，特許権が付与された期間または組織は優遇を与えた奨励金を支給しなければ 
ならない． 
 
特許法実施細則 78 条 
特許権を付与された機関または組織が，特許法 16 条に規定された報酬の方法・金額につ
いて，発明者・創作者と約束しておらず，かつ上記機関・組織が適法に作成した規定，制
度において規定しなかった場合，特許権の存続期間内に，発明創造の特許を実施した後，
毎年当該発明または実用新案の実施により得られた利益の 2％以上，または当該意匠の実施
により得られた利益の 0.2％以上を，対価として発明者または創作者に与えなければならな
い．または上述の比率を参考にして，発明者または創作者に対価を一括して与えることが
できる．特許権が付与された機関または組織が他の機関または組織または個人にその特許
の実施を許諾した場合，受領した実施料の 10％以上を対価として発明者または創作者に与
えなければならない．  
  
中国契約法 326 条 
職務技術成果の使用権，譲渡権が法人またはその他の組織に属する場合，法人またはそ
の他の組織は当該技術成果について技術契約を締結することができる．法人またはその他
の組織は当該職務技術成果の使用権及び譲渡権より得た収益に基づき，当該技術成果を完
成させた個人に，一定比率の報奨金を与えなければならない． 
法人またはその他の組織が契約を締結し，職務技術成果を譲渡する場合，職務技術の完
成人は同等条件で優先権を有する．職務技術成果とは，法人またはその他の組織の任務を
執行し完成した技術結果，または法人またはその他の組織の物質技術条件を利用し完成し
た技術成果をいう． 
 
 中国の特許法では，奨励と報酬に関する規定は，著作権法より詳細であるが，奨励の具
体的金額または計算方法についての，明確な規定はない．222 
                                                   
222 李明徳・閻文軍「中国社会科学院知識産権中心」（和訳：中国企業の職務発明奨励対価
制度比較調査）ジェトロ北京センター知的財産権部（2008.3.31）：参考資料の表 5～表 9 参
照． 
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特許法と著作権法とは異なる知的財産権であり，必ずしも特許権と著作権とが同一視で
きるわけではないが，いずれも職務に関する創作物という点では同じであり，創作活動に
対する対価として報償を受ける基準としては十分に参照可能なものである． 
また，科学技術に関する「発明」の保護と文学芸術に関する「創作」の保護とは立法理
念が同じであり，特許法と同様に著作権法においても職務に関する著作物の創作者の経済
的な利益を保護することが重要である． 
 
5.3 私見 
 
 以上述べたように，中国の職務著作権に関する制度には様々な論争がある．法人等が著
作者人格権を享有するか否か，著作者人格権は分割できるか否か，また，法人著作物と職
務著作物に関する規定が的確に法制化されているか否かという問題である． 
現行の法制度は著作物の円滑な利用に支障が生じかねないことに鑑みて，個別の著作者
の権利行使を制限し，権利の所在を法人等に一元化することを図った規定であると理解で
きる．職務上，法人等の指揮監督で創作されるものは，他の一般の著作物に比すれば愛着
等の点で人格的利益の付着の度合いが相対に低いと認められる場合も少なくない．しかも，
法人と従業者間の契約や就業規則，職務命令等により，従業者個人が人格的利益を主張し
ないと言える．223 
 自然人と同じように法人が「人格権」を享有するという考え方は，経済的な利益に着目
した考えである．しかし，これは，大陸法に由来する創作者の思想，感情を保護するとい
う立法目的と矛盾する． 
 以上の点より，著作者人格権を享有するのは自然人著作者のみであるべきだと考える．
著作者は直接的な著作物の創作者であり，自分の独立的な思想・感情を表現する．文学，
科学技術等の範囲に自分の独創性があり，その上，有形の形式で複製できる知的成果を生
み出すものであるからである． 
 法人等が人の創作のために行った仕事の主管，情報の提供，物質的な条件，その他の協
力は，創作活動とは認められず，創作的な労働は著作者として認められる一つの基本的な
要件である．つまり，著作物は自然人の著作者によって完成されると言える．したがって，
自然人のみが思想の能力を持って，創作性がある著作物を作成する．つまり，著作者人格
権を享有するのは，自然人著作者だけである． 
 また，この人格権は分割することができない，という特徴と特殊職務著作物の規定と矛
盾しており，特殊職務著作物の規定では自然人著作者の権利が弱くなっていると言える．
職務に関する著作物に対する人格権は，「人間の権利」として自然人著作者から剥奪するこ
とはできない．しかし，職務上法人が氏名表示権以外の人格権の利用が必要になった時の
                                                   
223 田村善之『著作権法概説』376-377 頁（有斐閣,2 版，2004） 
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ために，契約等により，自然人著作者の権利を制限することも必要である． 
 一般職務著作物と認定した場合，法人等が優先的に使用する権利を有することになるが，
自然人著作者が享有する著作権は不完全な権利といえる．さらに，報奨金の金額方法等の
規定が明確ではなく，著作者は著作財産権の享有を制限されている． 
 したがって，中国の職務著作権制度は，著作者人格権と著作財産権に関する権利帰属の
視点からみても，改正することが必要である． 
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第６章 中国の職務著作権制度の改正案の検討 
 
上記したように，中国では 2001 年に著作権法の改正が行われ，現行の著作権法が施行さ
れた．同改正により，立法レベルは国際的な水準にまで向上したが，職務著作権制度に関
する規定については手が付けられておらず，その後の 2010 年の法改正によっても同規定に
ついては改正点がみられない．その一方で，職務著作権制度の問題点は山積しており，新
たな法改正が必要である． 
本章では，中国の職務著作権制度についての課題を解決するためにはいかに法改正をす
べきかについて検討し，具体的な改正案を提案する． 
 
6.1 考察 
 
学説上，主として三つの改正案が提案されている．まず英米法に沿った改正を目指すも
ので，すべての著作権は法人等が享有すべきとする案（英米法援用案），二つ目は大陸法に
沿った改正を目指すもので，すべての著作権は自然人の創作者が享有すべきとする案（大
陸法援用案），そして，三つ目は，現行の職務著作権制度を整理し，氏名表示権は著作者が
享有し，それ以外の権利は法人が享有するというもののみにするという案（折衷案）であ
る．次に，これらの案について順に検討する． 
 
6.1.1 英米法援用案 
  
最初の案は彭涛によるものであるが，主に，アメリカの職務著作権制度に見られる実用
主義的な立場を採っている．法改正について，以下のような具体的な提案を掲げ，本改正
により，労働契約等により創作された著作物の権利帰属問題をうまく解決することができ
るとしている224． 
 
1) 著作権法の中の 11 条 2 項，すなわち法人等を著作者とみなす規定を削除する． 
2) 職務著作物について独立した 1 条文を新設し，著作物に法人名が表示されている場合
には，著作者はいかなる権利，いかなる責任も負わないとし，同時に，著作者がすべ
ての著作権を享有する場合と氏名表示権のみを享有する場合とを区分して規定すべき
である．但し，契約による報酬請求権は著作権法上の権利ではないので，著作権法の
なかで規定すべきではない． 
 
 この改正案では，職務著作物の概念が不明確であるので，実務において職務著作物の判
                                                   
224 彭涛「中国の著作権における職務著作について」知的財産法政策学研究4号75頁(2004） 
103 
 
定が難しくなると考えられる．彭涛は，報酬請求権について「著作権法のなかで規定すべ
きではない」としているが，これでは自然人著作者の著作財産権の保護がなされない可能
性がある． 
 彭涛の改正案の主目的は「契約により創作された著作物の権利帰属問題」を解決すると
いうものであるが，どのような権利に関する問題を「契約により」解決するのか，明確で
はない．この改正案は，中国著作権法の法理念である大陸法の自然人著作者の権利重視と
に逆らうものといえる． 
 
6.1.2 大陸法援用案 
 
 大陸法の法理念に沿った形の職務に関する著作物の改正案が周凱歌により提案されてい
る．その概要は以下のとおりである225． 
 
1) 著作物の創作に参加した者は著作者とする． 
2) 職務に関する著作物の定義 
公民が法人等の業務遂行において創作した著作物は，職務著作物とし，法人等は職
務著作物の財産権と改変権を享有する． 
法人等が第三者他からの委託を受け，著作者が業務上において創作した著作物は職
務著作物とする． 
3) しかし，特例として以下に列挙される著作物の改変は著作者の許可なくすることがで
きる．ただし，費用の支払いが求められる． 
a 学校の教育のための，著作物の用語に対しての必要な改変 
b 建築物の増築，再建，修理または設計図の改正等の改変 
c 特定のコンピュータに使用できないプログラムを使用できるように，またはコンピ
ュータでプログラムの効率をあげるためのプログラムの改変 
前 3 項以外において，著作物の性質，使用目的及び状況による必要な改変 
 
 周凱歌の改正案の主眼は大陸法の法理念に従うことである．しかし，上記 2)における「法
人等は職務著作物の改変権を享有」する規定については，法人等がどのような方式で，改
変権を享有するのか，許可による享有なのかそれとも譲渡による享有なのか明確ではない．
譲渡の場合には，譲渡を禁止している大陸法系の保護趣旨と矛盾することになる． 
 しかし，特例として，職務著作物について法人等が自由に改変できるという規定は，そ
の著作物の改良等ができることになり，一般市民の利用等を促すことにつながる．上記 2)
の公民に関する条項は，本論文の改正案において参考に資するものと考えられる． 
                                                   
225 周凱歌「職務作品産権帰属與利益平衡」(和訳：職務著作における財産権の帰属及び利益
バランス),優秀博士修士学位論文全文データベース 27-28 頁（2008.1） 
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6.1.3 折衷案 
 
 張莎莎による改正案の趣旨は，職務に関する著作物の著作者人格権は著作物の創作者が
享有し，著作財産権は法人等と著作者が契約を通じて規定するというものである．以下に
その概要をあげる226． 
 
(1) 職務に関する著作物の公表権，氏名表示権，改変権，同一性保持権は職務著作物
の創作者が享有する．また，氏名表示権以外の権利は法人がまたはその他の機関
が善意的に，合理的に使用する権利がある． 
(2) 職務著作物の著作財産権は法人または他の機関と創作者は契約を通じて規定され
る． 
 
○ 職務著作物の著作財産権は創作者が享有する場合，法人等は契約により「優先的
使用」と「収益の分配」について契約により定める権利を享有する． 
○ 職務著作物の著作財産権は，法人等が享有する場合，創作者は契約により奨励と
「収益を分配」について契約により定める権利が享有する． 
○ 職務著作物の著作財産権は，創作者と法人等が共有する場合，著作財産権に関し
て行使することを両者と契約することができる． 
 
 この学説の中心は，著作者人格権を著作物の「創作者」が享有するということである．
しかし，この「創作者」が誰を指すのか，自然人の創作者または法人等の創作者なのかが
明確ではない．この提案においては「法人等を著作者とみなす」ことができるか否かに関
する判断基準については不明確となっている．そのため，職務に関する著作物の権利主体
が曖昧であり，中国の著作権法における基本的な問題が解決されていないといえる． 
また，「『優先的使用』と『収益の分配』について契約により定める権利を有する」旨の
規定において，「優先的使用」はどの程度「優先的に」使用できる否かを判断することは難
しい．この「優先的使用」は法人等の独占的な権利になりやすいといえる．そうすると，
張莎莎の「収益の分配」に関する提案は受け入れ可能なものであるから，本論文の改正案
において参考に資するものである．しかし，その他の提案は明確ではない部分が多い． 
 
 
 
 
                                                   
226 張莎莎「職務作品創作人権利及其保護」(和訳：職務著作の作者の権利と保護),中国優秀
博士修士学位論文全文データベース  31 頁（2006.5） 
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6.2 改正案の論点 
 
6.2.1 自然人著作者の権利の保護 
 
中国著作権法は大陸法系の法規であり，法理念の一貫性を求める意味において，自然人
著作者の権利保護を一層重視するとともに，著作者人格権と著作財産権を分けて保護する
原則を踏襲すべきである． 
そこで，法改正では自然人の著作者人格権の保護を重視し，そのための対策として，「法
人等を著作者とみなす」旨の規定（11 条 3 項・4 項）を削除することが必要であるものと
考える． 
 
6.2.2 法人等の投下資本の保護 
 
 職務に関する著作物の創作過程における物質的・技術的等の資源について，法人等から
提供されるものが主である場合，著作物の創作行為に対する法人等の資本投資の促進を図
るためには，法人等の資本投資のリスク等について十分な保護を図る必要がある．そのた
めには，一定の範囲で自然人の有する著作権を制限する必要がある． 
 
6.2.3 法人と自然人の著作者の間の利益の均衡 
 
中国著作権法の立法趣旨は，「著作者の著作権並びに著作権に関連する権利を保護し，社
会主義の精神的文明および物質的文明の建設に寄与する著作物の創作と普及を奨励し，社
会主義の文化及び学術の発展と繁栄を促進することを目的」（１条）とするところにある． 
すなわち，同法は，「精神的文明」を促進するための著作者人格権と「物質的文明」を発
展させるための財産権の両者の保護を図るものである．この点を考慮すると，法改正にお
いても，自然人著作者の権利と法人等の利益との均衡を図ることが必要である． 
 
6.3 改正案 
 
以上を踏まえ，次のとおりの中国著作権法の改正案（1～4）を提案したい．改正案は，
職務に関する著作物の定義に係る無用な混乱を避けるため，①法人著作物と特殊職務著作
物に関する規定を削除し，一般職務著作物のみを残した形とすること，②その一般職務著
作物を「職務著作物」と呼称し，職務に関する著作物を「職務著作物」に一本化すること
を基本とするものである． 
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(1) 法人著作物の定義の削除 
上記したとおり，「法人等を著作者とみなす」旨の規定を削除するためには，法人著作物
の定義規定そのものを削除することが有効であるから，まず，11 条 3 項・4 項を削除する
という改正案を提案する．法人著作物の規定を削除することにより，無用な法的混乱を回
避することが可能となる． 
 
（改正案 1） 11 条 3 項･4 項を削除する 
 
(2) 職務に関する著作物の定義の改正 
それに伴い，職務著作権規定（16 条 1 項）を次のように改正する． 
16 条 1 項は，現行法 16 条 1 項の改正（アンダーライン部が原文の改正箇所）である． 
 
（改正案 2）16条 
第 1 項 公民が法人またはその他の組織（以下，「法人等」という．）の業務遂行におい
て，法人等と労務関係が存在する著作者が創作したものであって，その業務内容に関連
する著作物を職務著作物とする． 
 
(3) 職務著作物における権利帰属 
(a) 著作者人格権の権利帰属 
 大陸法では著作物を創作者の人格的な反映とみなし，精神的な創作活動を行う現実の創
作者の保護に重点を置いている．著作者は著作物を通じて，自己の思想，意思または感情
等の表現を他者に伝えることができる．このような著作物は，著作者の人格の延長であり，
思想，感情等が具現化され，著作物に反映されたものであるから，著作者人格権は，自然
人である著作者に専属するものであって，分割することはできないものと考えられる． 
法人等は，契約関係を通じて，著作財産権の行使やその譲渡を受けることはできるが，
属人的な著作者人格権については分割譲渡することはできないと考えるのが自然である． 
 したがって，職務著作物においても，著作者人格権の基本的要素である公表権，氏名表
示権，同一性保持権及び改変権は，すべて自然人である職務著作物の創作者が享有すべき
である． 
 しかし，法人等は，その利益を守るとともに著作物を広く社会に流通させるため，自然
人著作者である従業者との契約や勤務規則等を通じて，氏名表示権以外の著作者人格権に
ついては使用できるとすることが望ましい．ただし，それはあくまで，使用であって，著
作者人格権の移転ではない．また，使用にあたっては，従業者との契約関係等が成立して
いることが条件である． 
そこで，現行中国法 16 条 2 項を全面的に差し替えるとともに，現行中国法 16 条 1 項の
ただし書きを新たに 3 項とし，内容を以下のとおりとする．（アンダーライン部が原文改正
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箇所）． 
 
（改正案 3）16条 
第 2 項 職務著作物の創作に係る契約，勤務規則等に別段の定めがある場合を除き，当
該著作物に係る著作権はすべて公民である著作者が享有する． 
第 3 項 法人等は，従業者との契約，勤務規則等に前項に規定する別段の定めがある場
合，その業務範囲内において，著作物を優先的に使用する権利を有する．著作物が完成
された後二年以内は，著作者は，法人等の同意を得ることなく，その法人等が使用する
のと同一の方法によるその著作物の使用を第三者に対して許諾してはならない． 
 
 (b) 著作財産権の権利帰属 
 著作権の保護は著作者の利益だけでなく，著作物の利用者等の利益保護にもかかわる問
題でもある．そこで，基本的に著作権立法においては，中国の経済・文化の発展レベルを
踏まえた上で，著作者個人の利益と社会的公益との均衡を図る必要がある． 
著作財産権は，著作物に生じる物質的・経済的な権利であり，譲渡，承継等を通じて著
作者以外の第三者であっても，また自然人以外の法人等であっても，権利者となることが
できる． 
上記したとおり，大陸法の著作権理論では，著作権は著作者の精神的な権利と財産的な
権利とにより構成されるが，著作者の精神的な権利は著作権の中心的な位置に置かれるべ
きものである． 
中国著作権法では，著作権者は著作財産権のすべてまたは一部を譲渡することができる
旨規定されている（10 条 1 項 17 号）． 
そこで，上記したとおり，自然人著作者の利益と社会的公益との均衡を図るために，改
正案として 16 条に 4 項として新たに以下の規定を追加する． 
 
（改正案 4）16条 
第 4 項 職務に関する著作物の著作財産権は，原始的にその著作物の自然人著作者が享
有する．ただし，法人等は，第 2 項に規定する別段の定めがある場合，著作財産権の譲
渡を受けることができる．その場合，法人等は，当該著作者と利益の分配についての契
約を締結しなければならない． 
 
法人等との利益分配に係る契約であるが，その分配金額が問題となる．分配金額は，著
作者の著作物創作についての寄与率等によって決められるべきものであるが，分配金額は
中国特許法実施細則（76 条～78 条）を参照し，「納税後の売上金額の 10％以上」すること
が望ましい．この具体的な分配金額については，著作権法本体に規定するのではなく，著
作権法施行規則等で，明文化すべきである．法人等による任意の分配金額設定が行われる
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事態を防ぐという意味で，明文化が必要である． 
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第７章 結論 
 
 本論文は，中国著作権法における職務著作権制度について，著作者人格権と著作財産権
の保護を中心として検討を加えることにより，職務著作権制度の改正案を提案した． 
 まず，中国著作権法の法理念と職務著作権制度に関する規定を分析し，法人著作物，職
務著作物に関する問題点について検討した． 
 次に，中国著作権法及びその職務著作権制度の位置づけを検討するため，世界の著作権
制度を把握し，世界主要国の職務著作権制度に関する規定，日本の職務著作権制度の内容
について検討を行った． 
 上記に検討結果を踏まえ，中国著作権法における職務著作権制度について比較検討を行
った．中国著作権法は，大陸法の自然人著作者の精神的権利に対する保護の理念を重視し
ているものの，英米法の理念をも参照しており，法人等に対する著作財産権の保護を重視
していることが明らかとなった．そのため，法人著作物及び職務著作物の保護に関する問
題を解決するための前提として，著作者人格権と著作財産権のあるべき姿について検討す
ることが必要となった． 
 現行の中国著作権法における職務著作権制度は，中国著作権法の立法趣旨と矛盾してお
り，職務に関する著作物の権利帰属が法人に有利となっており，従業者等の自然人著作者
の権利保護が弱いことが明らかとなった． 
 これらを踏まえ，中国著作権法における職務著作権制度について法改正の提案を行った．
「法人等を著作者とみなす」という規定を削除し，公民が法人等の業務遂行において，著
作者の発意に基づき，勤務先の業務内容に関連する著作物は職務著作物であるとした． 
著作者人格権と著作財産権については自然人著作者が享有するものとするが，同時に法
人等の利益も考慮し，自然人著作者と法人等は，契約や勤務規則等を通じて著作物を使用
することができるようにした．経済発展とともに，人材の流動化が拡大するため，転職し
た後の著作物の権利帰属についても考慮し，自然人著作者と法人の間に契約，勤務規則に
盛り込むことで明確にするよう提案をした． 
 本論で提案した法改正を行うことにより，現在の職務著作権制度の抱える課題を解決し，
この制度の円滑な法運用を図れるものと確信する． 
今後の課題として，著作権の帰属を考慮するにあたり第三者による著作物の利用や，取
引等を促すことも重要であるため，このための方策についても今後検討していきたい． 
 
 職務に関する著作物の著作権保護の問題は，非常に複雑である．現在の中国においては，
職務著作権の保護に関する法律は著作権法のみであるが，世界各国における職務著作権の
保護制度は著作権法のみでなく，労働法，契約法，独占禁止法，不正競争防止法等によっ
ても規定されており，手厚い保護がなされており，法律による保護のレベルが厚いことが
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伺える． 
 一方，中国では職務に関する著作物の保護法として，中国著作権法以外に，政府から制
定された様々な行政法規がある．しかし，これらは，著作権法の運用や法解釈をするため
の法規にすぎず，著作権法以外の面から著作権法を補完するものではない．職務著作権に
関する法規は，下記に紹介する 2，3 の法律を除き，中国著作権法のみである． 
コンピュータソフトウェア保護条例と地方誌仕事条例は，その一部に職務上に創作され
た著作物に関する規定がある． 
 コンピュータソフトウェア保護条例(2001 年)第 13 条において，職務上に創作されたコン
ピュータソフトウェア著作物は，「開発目標に従って開発」され，「職務活動の遂行により
予見されまたは当然の結果として開発」され，さらに「主に法人またはその他の団体の資
金，専用設備，未公開の専門情報等の物質的技術条件を駆使して開発し，且つ法人または
その他の団体に責任を負う」という要件を満たす場合，コンピュータソフトウェア著作物
の著作権が法人に属すことになる． 
 
  コンピュータソフトウェア保護条例 13 条 
自然人が法人またはその他の組織に雇用されている間に開発したソフトウェアについ
て，次の各号に掲げる自由のいずれかに当該する場合には，そのソフトウェアの著作権
は，法人またはその他の組織に帰属し，法人またはその他の組織は，ソフトウェアを開
発した自然人に報償を与えることができる． 
（1）本来の職務に明確に規定された開発目標に従って開発したソフトウェアであるとき．  
（2）開発したソフトウェアが，本来の職務活動の遂行により予見されまたは当然の結果
として開発されるものであるとき．  
（3）主に法人またはその他の団体の資金，専用設備，未公開の専門情報等の物質的技術
条件を駆使して開発し，且つ法人またはその他の団体に責任を負わせたソフトウェ
アであるとき． 
 
 コンピュータソフトウェア保護条例 13条の職務上に作成するコンピュータソフトウェア
著作物の規定は，現行中国著作権法 16 条 2 項「主に法人またはその他の組織の物質的およ
び技術的資源を利用し，かつ，法人またはその他の組織の責任の下に創作された工学設計
図，製品設計図，地図またはコンピュータソフトウェア等の職務著作物，著作者は，氏名
表示権を享有し，法人またはその他の組織は，著作権のその他の権利を享有する．」の規定
と矛盾するものといえる． 
 また，第 2 章で紹介した事例「昌平県地方誌」の判決以後，地方誌仕事条例が公布され
た．この地方誌仕事条例 15 条における「省，市，県の地方誌，総合年鑑は職務著作に属す」，
「編纂に参加した人たちは氏名表示権を享有し，法人はまたその他の組織は編纂に参加し
た人たちに報償，奨励を与える」という規定により，自然人の著作者は氏名表示権を享有
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している．それ以外の権利は地方誌仕事条例に明確的な規定がないが，氏名表示権以外の
権利は法人が享有すると推定される． 
 
地方誌仕事条例 15 条 
1.  省，市，県の地方誌，総合年鑑は職務著作に属す．職務著作は公民が法人または 
その他の組織の業務遂行において創作した著作物である（中国著作権法第 16条）． 
2.  地方誌の編纂を組織し，担当した組織が当該地方誌の著作権を享有する． 
3.  編纂に参加した人たちは氏名表示権を享有し，法人はまたその他の組織は編纂に 
参加した人たちに報償，奨励を与える． 
 
 本条例に照らすと，「昌平県地方誌」は法人著作物ではなく，特殊職務著作物に相当する
ことになる． 
このように，中国の職務に関する著作物を取り巻く環境は，危機的状況にある．著作権
法のなかに職務著作物に関する規定があるが，それと同様の規定が他の行政法規も存在す
る．この法規間の不調和の状況は，職務著作物の判断を一層困難にするとともに法社会の
秩序維持に混乱を招いているといえる．よって，これらの条例については整理・統合する
ことが肝要である． 
また，本論では，中国著作権法の改正のための具体的な改正案を紹介した．中国は WTO
に加盟後，経済のグローバル化，貿易自由化の現実にますます直面することになる．それ
に対処するためには，中国の現実の国情をふまえ，著作権者の利益と社会的利益に配慮し
つつ，中国の科学技術・文化の全面的発展に寄与すべく，改正する必要があるといえる．227 
 現在，中国では，三回目の著作権法改正に向けて作業を進めているところであるが，著
作権の保護政策を制定する際に，世界の著作権に関する保護動向を踏まえ，中国の現状に
合致した法改正を行うことが望まれる． 
 
  
                                                   
227 胡開忠「WTO 加盟後の中国著作権戦略についての分析」,知的財産法政策学研究, 北海
道大学大学院法学研究科 21 世紀 COE プログラム,42頁 
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9. 江平『民法学』(和訳：民法学)（中国政法大学，2002） 
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17. 韓続峰「浅析職務著作的判断標凖」(和訳：簡略職務著作の判断基準)新西部(下半月)
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18. 周凱歌「職務作品産権帰属與利益平衡」(和訳：職務著作における財産権の帰属及び利
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資料１ 
参照法令 
 
中華人民共和国著作権法228 
 
（1990 年 9 月 7 日第７期全国人民代表大会常務委員会第 15 回会議にて採択 2001 年 10 月
27 日第 9 期全国人民代表大会常務委員会第 24 回会議における「中華人民共和国著作権法」
改正に関する決定に基づき第一回改正，2010 年 2 月 26 日第 11 期全国人民代表大買常務委
員会大 13 回会議における「中華人民共和国著作権法」改正に関する決定に基づき第二回改
正） 
 
目次 
 
第一章 総則 
 
第二章 著作権 
第 1 節 著作権者及びその権利 
第 2 節 著作権の帰属 
第 3 節 権利の保護期間 
第 4 節 権利の制限 
 
第三章 著作権の使用許諾及び譲渡契約 
 
第四章 出版，実演，録音録画，放送 
第 1 節 図書及び新聞・刊行物の出版 
第 2 節 実演 
第 3 節 録音録画 
第 4 節 放送局・テレビ局の放送 
 
第五章 法律責任及び執行措置 
 
                                                   
228 （日本貿易振興会北京センター知的財産権部編） 
日本貿易振興機構（ジェトロ）ホームページより 2013.10.1 転載：
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/law/pdf/regulation/20100226.pdf 
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第六章 附則 
 
 
第一章 総則 
 
第一条 文学，芸術及び科学的著作物の著作者の著作権並びに著作権に隣接する権利・利益
を保護し，社会主義における精神的文明と物質的文明の建設に有益な作品の創作と伝達を
奨励し，更に社会主義文化及び科学事業の発展と繁栄を促すべく，憲法に基づき本法を制
定する． 
 
第二条 中国公民，法人またはその他の組織の著作物は，発表の要否を問わず，本法により
著作権を享有する． 
 
外国人，無国籍人の著作物がその著作者が属する国または通常の居住国と中国との間に締
結された協議によって，または共に加盟している国際条約によって享有される著作権は，
本法の保護を享受する． 
 
外国人，無国籍人の著作物であり中国国内で最初に出版されたものは，本法により著作権
を享有する． 
 
中国と協議が締結されず，または共に国際条約に非加盟の国家の著作者及び無国籍人の著
作物が，中国が加盟している国際条約の構成国において最初に出版されたとき，若しくは
構成国と非構成国において同時に出版されたときは，本法における保護を享受する． 
 
第三条 本法にいう著作物には，次に掲げる形式で創作される文学，美術及び自然科学， 
社会科学，産業技術等の著作物が含まれる． 
一，文字による著作物 
二，口述による著作物 
三，音楽，演劇，演芸，舞踊，曲芸芸術による著作物 
四，美術，建築による著作物 
五，撮影による著作物 
六，映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著作物 
七，工事・建築設計図，製品設計図，地図，見取り図等の図形による著作物及び模型著作
物 
八，コンピュータソフトウェア 
九，法律，行政法規に規定されるその他の著作物 
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第四条 著作権者が著作権を行使するときは，憲法及び法律に違反してはならず，公共の利
益を害してはならない．国家は法律に基づき，作品の出版，伝達に対して監督管理を行う． 
 
第五条 本法は次に掲げるものに適用されない． 
一，法律，法規及び国家機関の決議，決定，命令，その他立法，行政，司法的性質を有す
る文書，並びにそれら公文書の正式訳文 
二，時事報道 
三，暦法，汎用的数表，汎用的表及び公式 
 
第六条 民間文学芸術の著作物にかかる著作権の保護方法は，国務院が別途規定する． 
 
第七条 国務院の著作権行政管理部門は，全国の著作権の管理業務を主管する．各省，自治
区，管轄市の人民政府における著作権行政管理部門は本行政区域内の著作権の管理業務を
主管する． 
 
第八条 著作権者及び著作隣接権者は，著作権管理団体に授権して著作権または著作権隣接
権を行使させることができる．著作権管理団体は授権された後に，自らの名義でもって著
作権者と著作隣接権者のために権利を主張することができる．併せて著作権または著作隣
接権にかかる訴訟や仲裁活動に当事者として関与することができる． 
 
著作権管理団体は非営利組織であり，その設立形式・権利義務・著作権の許諾使用料の受
領，分配及びその監督管理等については国務院が別途規定する． 
 
第二章 著作権 
第 1 節 著作権者及びその権利 
 
第九条 著作権者には，次に掲げる者が含まれる． 
一，著作者 
二，その他，本法により著作権を享有する公民，法人またはその他の組織 
 
第十条 著作権には，次に掲げる人格権と財産権が含まれる． 
一，公表権，即ち著作権を公表するか否かを決定する権利 
二，氏名表示権，即ち著作者の身分を表明し，著作物上に氏名を表示する権利 
三，改変権，即ち著作物を改変する，または他人に授権して著作物を改変させる権利 
四，同一性保持権，即ち著作物が歪曲，改纂されないよう保護する権利 
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五，複製権，即ち印刷・コピー・拓本・録音・録画・ダビング・デュープ等の方法によっ
て作品を一部または複数部製作する権利 
六，発行権，即ち販売または贈与の方法で公衆に著作物の原本または複製品を提供する権
利 
七，貸与権，即ち有償で他人が映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作さ
れた著作物及びコンピュータソフトウェアを一時的に使用することを許諾する権利，貸出
を主目的としないコンピュータソフトウェアを除く 
八，展示権，即ち美術著作物，撮影著作物の原本または複製品を公開陳列する権利 
九，実演権，即ち著作物を公開実演し，併せて各種手段を用いて著作物の実演を公開放送
する権利 
十，放映権，即ち放映機材，スライド映写機等の技術設備を利用して，美術，撮影，映画
及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著作物等を公開し再現する権利 
十一，放送権，即ち無線方式によって著作物を公開放送または伝達し，または有線方式に
よる伝達または中継方法で公衆に対して著作物を伝達・放送し，及び拡声器またはその他
の信号・音声・画像を伝送する類似工具を通して公衆に作品を伝達・放送する権利 
十二，情報ネットワーク伝達権，即ち有線または無線方式により公衆に著作物を提供し，
公衆が自ら選定した時間，場所で著作物を入手させるようにする権利 
十三，撮影製作権，即ち映画の撮影製作または映画の撮影製作に類する方法により，著作
物を媒体上に固定させる権利 
十四，翻案権，即ち著作物を改変し，独創性を有する新たな著作物を作り出す権利 
十五，翻訳権，即ち著作権をある言語文字から別の言語文字に変換する権利 
十六，編集権，即ち著作物または著作物の一部分を選択または編成し，新たな著作物とし
て編集する権利 
十七，著作権者が享有すべきその他の権利 
著作権者は，前項第五項乃至同第十七項に規定する権利の行使を他人に許諾することがで
き，且つ契約または本法の関連規定により報酬を得ることができる． 
著作権者は，本条第一項第五項乃至第十七項に規定する権利の全部または一部を譲渡でき，
且つ契約または本法の関連規定により報酬を得ることができる． 
 
第 2 節 著作権の帰属 
 
第十一条 著作権は著作者に帰属する．但し本法で別段の規定があればこの限りでない． 
著作物を創作した公民を著作者とする． 
 
法人またはその他の組織が主管し，法人またはその他の組織の意思を代表して創作し，且
つ法人またはその他の組織が責任を負担する著作物については，法人またはその他の組織
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を著作者とみなす． 
 
反証がない限り，著作物上に氏名を表示した公民，法人，その他の組織は著作者とする． 
 
第十二条 既存の著作物を翻案，翻訳，注釈，整理することにより生じた著作物の著作権は，
その翻案，翻訳，注釈，整理をした者が享有する．但し，著作権を行使するにあた 
っては，原著作物の著作権を侵害してはならない． 
 
第十三条 二人以上の者が共同で創作した著作物の著作権は，共同著作者によって共有され
る．創作に参加していない者は，共同著作者とはなりえない． 
 
分割して使用できる共同著作物については，著作者は各自の創作部分に対して単独に著作
権を享有できる．但し，著作権を行使するときは，共同著作物全体の著作権を侵害しては
ならない． 
 
第十四条 いくつかの著作物，著作物の一部，または構成されていない作品のデータまたは
その他の資料を編集し，その内容を選択または改編して独創性を体現している著作物は，
編集著作物として，その著作権は編集者が享有する．但し，著作権を行使するときは，原
著作物の著作権を侵害してはならない． 
 
第十五条 映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著作物の著作権
は製作者が享有する．但し，脚本，監督，撮影，作詞，作曲等の著作者は氏名表示権を享
有し，併せて製作者と締結した契約によって報酬請求権を享有する． 
映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著作物中の脚本，音楽等の
単独で使用できる著作物の著作者は，その著作権を単独で行使する権利を有する． 
 
第十六条 公民が法人或いはその他の組織にかかる業務上の任務を遂行するために創作し
た著作物は職務著作であり，本法第二項の規定を除き，その著作権は著作者が享有する．
但し，法人或いはその他の組織はその業務の範囲内で優先的に使用できる権利を有する．
著作物が完成してから 2 年以内は，事業単位の同意を得ずに，著作者は第三者に事業単位
が使用させることと同様の方法で当該著作物を使用することを許諾してはならない． 
 
次に掲げる形態のいずれかの職務著作物については，著作者は氏名表示権を享有する．著
作権にかかるその他の権利は，法人或いはその他の組織がこれを享有する．法人或いはそ
の他の組織は著作者に奨励を与えることができる． 
一，主として法人或いはその他の組織が物質上の技術的条件を利用して創作し，かつ法人
125 
 
或いはその他の組織が責任を負う建築・工事設計図，製品設計図，地図，コンピュータソ
フトウェア等の職務著作物． 
二，法人またはその他の組織が著作権を享有することを，法律・行政法規が規定し，また
は契約で定められた職務著作物． 
 
第十七条 委託を受けて創作された著作物の著作権の帰属は，委託者及び受託者が契約によ
り定めることとする．契約に明確な定めがない，または契約を締結していない場合は，著
作権は受託者に帰属する． 
 
第十八条 美術等の著作物の原著作物にかかる所有権の移転は，著作権の移転とはみなされ
ない．但し，美術著作物の原著作物にかかる展示権は，原著作物の所有者が享有する． 
 
第十九条 著作権が公民に帰属する場合，当該公民が死亡した後，本法第十条第一項第五号
乃至第十七号に定める権利については，本法に定める保護期間内に相続法の規定により移
転する． 
 
著作権が法人またはその他の組織に帰属する場合，当該法人またはその他の組織が変更ま
たは終了した後，本法第十条第一項第五号乃至第十七号に定める権利については，本法に
定める保護期間内に当該権利義務を承継する法人またはその他の組織が享有する．当該権
利義務を承継する法人またはその他の組織が存在しない場合には，国が享有する． 
 
第 3 節 権利の保護期間 
 
第二十条 著作者の氏名表示権，改変権，及び同一性保持権の保護期間は制限を受けない． 
 
第二十一条 公民の著作物の公表権，本法第十条第一項第五号乃至第十七号に定める権利の
保護期間は著作者の生涯及びその死亡後の 50 年間とし，著作者の死亡の日から起算して 50
年を経過した年の 12 月 31 日までとする．共同著作物の場合，最後に死亡した著作者が死
亡した日から起算して 50 年を経過した年の 12 月 31 日までとする． 
 
法人またはその他の組織の著作物及び著作権（氏名表示権を除く）を法人またはその他の
組織が享有する職務著作物にかかる公表権及び本法第十条第一項第五号乃至第十七号に定
める権利の保護期間は 50 年間とし，著作物が最初に公表された日から起算して 50 年を経
過した年の 12 月 31 日までとする．但し，著作物が創作完了後の 50 年以内に公表されなか
ったときは，本法による保護を享受しない． 
 
126 
 
 
映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著作物，並びに撮影された
著作物にかかる公表権及び本法第十条第一項第五号乃至第十七号に定める権利の保護期間
は 50 年間とし，著作物が最初に公表された日から起算して 50 年を経過した年の 12 月 31
日までとする．但し，著作物が創作完了後の 50 年以内に公表されなかったときは，本法に
よる保護を享受しない． 
 
第 4 節 権利の制限 
 
第二十二条 次の各号に掲げる状況において著作権を利用する場合は，著作権者の許諾を必
要とせず，著作権者に報酬を支払わなくてもよい．但し，著作者の氏名及び著作物の名称
を明示しなければならず，かつ著作権者が本法により享有するその他の権利を侵害しては
ならない． 
一，個人的な学習，研究または鑑賞のために，他人に既に公表された著作物を使用する場
合 
二，ある著作物を紹介，評論，またはある問題を説明するために，著作物において他人に
既に公表された著作物を適切に引用する場合 
三，時事ニュースを報道するために，新聞・定期刊行物，放送局・テレビ局等のメディア
媒体で既に公表された著作物をやむを得ず再現または引用する場合 
四，新聞・定期刊行物，放送局・テレビ局等のメディア媒体が，他の新聞・提起刊行物，
放送局・テレビ局等のメディア媒体により既に公表された政治，経済，宗教問題に関する
時事的文章を掲載または放送する場合，但し著作者が掲載，放送を許諾しない旨を表明し
ている場合はこの限りでない 
五，新聞・定期刊行物，放送局・テレビ局等のメディア媒体が，公衆の集会において公表
された演説を掲載または放送する場合，但し著作者が掲載，放送を許諾しない旨を表明し
ている場合はこの限りでない 
六，学校の教室における授業または科学研究のために，既に公表された著作物を翻訳また
は 
少量複製し，授業または科学研究にかかる者の使用に供する場合，但しそれを出版または
発行してはならない． 
七，国家機関が公務執行のために，既に公表された著作物を合理的な範囲内で使用する場
合 
八，図書館，公文書館，記念館，博物館，美術館等が陳列または版本を保存する必要から
当該館が収蔵する著作物を複製する場合 
九，既に公表された著作物を無償で実演する場合，当該実演とは公衆から費用を徴収せず
実演者にも報酬を支払わない場合をいう 
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十，屋外公共場所に設置または陳列されている美術の著作物につき，模写，描写，撮影ま
たは録画する場合 
十一，中国公民，法人またはその他の組織により既に公表済みの漢言語により創作された
著作物を，少数民族の言語文字に翻訳し国内で出版及び発行する場合 
十二，既に公表された著作物を点字にして出版する場合 
前項の規定は，出版者，実演者，録音録画製作者，放送局・テレビ局に対する権利の制限
に適用する． 
 
第二十三条 （教科書への著作物の利用）9 年制義務教育及び国の教育計画を実施するため
に編纂出版される教科書には，著作者が事前に使用を許諾しない旨を表明した場合を除き，
著作者の許諾を得ることなく，当該教科書の中で既に公表された著作物の一部または短編
著作物，音楽著作物，または一枚ものの美術著作物，撮影著作物を編集することができる．
但し規定に基づき報酬を支払わなければならず，著作者の氏名・著作物の名称を明記しな
ければならない．併せて著作権者が本法により享有するその他の権利を侵害してはならな
い． 
 
前項の規定は，出版者，実演者，録音録画製作者，放送局・テレビ局に対する権利の制限
に適用する． 
 
第三章 著作権の使用許諾及び譲渡契約 
 
第二十四条 他人の著作物を使用するときは，著作権者と使用許諾契約を締結しなければな
らない．本法の規定により許諾を要しない場合はこの限りでない． 
使用許諾契約には，主に次の各号に掲げる内容が含まれる． 
一，使用を許諾する権利の種類 
二，使用を許諾する権利の専用使用権か非専用使用権かの区別 
三，使用を許諾する地理的範囲，期間 
四，報酬支払基準及び方法 
五，違約責任 
六，当事者双方が約定を要すると認めるその他の内容 
 
第二十五条 本法第十条第一項第五号乃至第十七号に定める権利の譲渡は，書面による契約
を締結しなければならない． 
譲渡契約には，主に次の各号に掲げる内容が含まれる． 
一，著作物の名称 
二，譲渡する権利の種類，地理的範囲 
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三，譲渡価額 
四，譲渡額の支払日及び方法 
五，違約責任 
六，当事者双方が約定を要すると認めるその他の内容 
 
第二十六条 著作権をもって抵当する場合，質入れ人と抵当権者は共同で，国務院著作権行
政管理部門に抵当登記手続きを行わなければならない． 
 
第二十七条 使用許諾契約及び譲渡契約において，著作権者が許諾または譲渡を明確にして
いない権利については，相手方当事者は著作権者の同意を得ずにこれを行使してはならな
い． 
 
第二十八条 著作物の使用報酬支払基準は当事者の約定により定めることができ，又国務院
の著作権行政管理部門が関係部門と共同で制定した報酬支払基準に基づいて報酬を支払う
こともできる．当事者の約定が不明確な場合，国務院の著作権行政管理部門が関係部門と
共同で制定した報酬支払基準に基づき報酬を支払う． 
 
第二十九条 出版者，実演者，録音録画製作者，放送局・テレビ局等が，本法の関係規定に
基づいて他人の著作物を使用する場合には，著作者の氏名表示権，改変権，同一性保持権
及び報酬請求権を侵害してはならない． 
 
第四章 出版，実演，録音録画，放送 
 
第 1 節 図書及び新聞・刊行物の出版 
 
第三十条 図書出版者は図書を出版する場合に著作権者と出版契約を締結しなければなら
ず，かつ報酬を支払わなければならない． 
 
第三十一条 図書出版者は，著作権者から出版用に渡された著作物について，契約により享
有が約定された専用出版権に基づき本法による保護を受ける．その他の者は，当該著作物
を出版してはならない． 
 
第三十二条 著作権者は契約に定める期限に従って著作物を引き渡さねばならない．図書出
版者は契約に定める出版の品質，期限に従い，図書を出版しなければならない． 
 
図書出版者が契約に定める期限内に出版しない場合，本法第五十三条（契約不履行にかか
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る民事責任）の規定に基づき民事責任を負わねばならない． 
 
図書出版者が著作物を増刷または再版する場合は，著作権者に通知しなければならず，か
つ報酬を支払わなければならない．図書が完売された後，図書出版者が増刷または再版を
拒否した場合に，著作権者は当該契約を終了させる権利を有する 
 
第三十三条 著作権者は，新聞社・定期刊行物出版社に投稿する際に，原稿発送日から 15
日以内に新聞社の掲載決定通知を受領しなかった場合，または原稿発送日から 30 日以内に
定期刊行物出版社の掲載決定通知を受領しなかった場合は，同一の著作物を他の新聞社・
定期刊行物出版社に投稿することができる．但し，当事者双方に別段の定めがある場合は
この限りでない． 
 
著作物が掲載された後，著作権者が転載または編集をしてはならない旨を表明している場
合を除き，他の新聞・刊行物はこれを転載またはダイジェスト，若しくは資料として掲載
することができる．但し，規定に基づき著作権者に報酬を支払わなければならない． 
 
第三十四条 図書出版者は，著作権者の許諾を受けて，著作物を改変または要約することが
できる． 
 
新聞社・定期刊行物出版社は，著作物に対し文字上の改変及び要約を行うことができる． 
 
内容の改変については，著作者の許諾を得なければならない． 
 
第三十五条 既存の著作物を翻案，翻訳，注釈，整理，編集することで生じた著作物を出版
する場合，著作物を翻案，翻訳，注釈，整理，編集した著作権者及び原著作物の著作権者
の許諾を得なければならず，かつ報酬を支払わなければならない． 
 
第三十六条 出版者は，その出版した図書・定期刊行物のレイアウトデザインを使用するこ
とを他人に許諾し，または禁止する権利を有する． 
 
前項に定める権利の保護期間は 10 年間とし，当該レイアウトデザインを使用する図書・定
期刊行物が最初に出版された日から起算して 10 年を経過した年の 12 月 31 日までとする． 
 
第 2 節 実演 
 
第三十七条 他人の著作物を利用して実演する場合，実演者（役者，演出事業単位）は著作
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権者の許諾を得なければならず，かつ報酬を支払わなければならない．演出組織者が演出
を組織する場合，当該組織者は著作権者の許諾を得なければならず，かつ報酬を支払わな
ければならない． 
 
既存の著作物を翻案，翻訳，注釈，整理することで生じた著作物を利用して実演を行う場
合，著作物を翻案，翻訳，注釈，整理した著作権者及び原著作物の著作権者の許諾を得な
ければならず，かつ報酬を支払わなければならない． 
 
第三十八条 実演者はその実演について次の各号に掲げる権利を享有する． 
一，実演者の身分を表示する権利 
二，実演イメージが歪曲されないよう保護する権利 
三，他人が現場から生放送及びその現場からの実演を公開中継することを許諾し，かつ報
酬を取得する権利 
四，他人が録音録画することを許諾し，かつ報酬を取得する権利 
五，その実演が収録された録音録画製品を複製，発行することを他人に許諾し，かつ報酬
を取得する権利 
六，情報ネットワークを通じて他人がその実演を公衆に伝達することを許諾し，かつ報酬
を取得する権利 
許諾を受ける者は，前項第三号乃至第六号に定める方法により著作物を使用する場合，著
作権者の許諾を得なければならず，かつ報酬を支払わなければならない． 
第三十九条 本法第三十八条第一項第一号，第二号に定める権利の保護期間は制限を受けな
い． 
本法第三十八条第一項第三号乃至第六号に定める権利の保護期間は 50 年間とし，当該実演
が発生した日から起算して 50 年が経過した年の 12 月 31 日までとする． 
 
第 3 節 録音録画 
 
第四十条 録音録画製作者が，他人の著作物を利用して録音録画製品を製作する場合，著作
権者の許諾を得なければならず，かつ報酬を支払わなければならない． 
 
録音録画製作者が，著作物を翻案，翻訳，注釈，整理することで生じた著作物を利用する
場合，著作物を翻案，翻訳，注釈，整理した著作権者及び原著作物の著作権者の許諾を得
なければならず，かつ報酬を支払わなければならない． 
 
録音製作者が，録音製品として合法的な既に収録済みの他人の音楽作品を使用して録音製
品を製作する場合，著作権者の許諾を得ることを要しないが，規定に従い報酬を支払わな
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ければならない．著作者が使用を許諾しない旨を表明している場合，これを使用してはな
らない． 
 
第四十一条 録音録画製作者が録音録画製品を製作するときは，実演者と契約を締結しなけ
ればならず，かつ報酬を支払わなければならない． 
 
第四十二条 録音録画製作者は，その製作した録音録画製品に対して，他人に複製，発行，
貸与，情報ネットワークを通じた公衆への伝達を許諾し，かつ報酬請求権を享有する．当
該権利の保護期間は 50 年とし，当該製品が最初に製作を完成した日から起算して 50 年を
経過した年の 12 月 31 日までとする． 
 
許諾を受ける者は，録音録画製品を複製，発行，情報ネットワークを通じた公衆への伝達
を行う場合，著作権者及び実演者の許諾を得なければならず，かつ報酬を支払わなければ
ならない． 
 
第 4 節 放送局・テレビ局の放送 
 
第四十三条 放送局・テレビ局は公表がされていない他人の著作物を放送する場合，著作権
者の許諾を得なければならず，かつ報酬を支払わなければならない． 
放送局・テレビ局は，公表済みの他人の著作物を放送する場合，著作権者の許諾を得るこ
とを要しないが，報酬は支払わなければならない． 
 
第四十四条 放送局・テレビ局は出版済みの録音製品を放送する場合，著作権者の許諾を得
ることを要しないが，報酬は支払わなければならない．当事者間に特段の定めがある場合
はこの限りでない．これらの具体的な方法は国務院が規定する． 
 
第四十五条 放送局・テレビ局は，許諾を受けていない次の各号に掲げる行為の禁止権を有
する． 
一，その放送するラジオ・テレビ番組を中継放送すること 
二，その放送するラジオ・テレビ番組を音楽，映像の媒体上に録音録画すること，及び当
該録音映像媒体を複製すること 
 
前項に定める権利の保護期間は 50 年とし，当該ラジオ・テレビ番組が最初に放送された日
から起算して 50 年が経過した年の 12 月 31 日までとする． 
 
第四十六条 テレビ局が他人の映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作さ
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れた著作物，録画著作物を放送する場合は，製作者または録画製作者の許諾を得なければ
ならず，かつ報酬を支払わなければならない．；他人の録画著作物を放送する場合は，著作
権者の許諾を得なければならず，かつ報酬を支払わなければならない． 
 
第五章 法律責任及び執行措置 
 
第四十七条 次の各号に掲げる権利侵害行為がある場合には，情状により侵害の停止，影響
の除去，謝罪，損害賠償等の民事責任を負わなければならない． 
一，著作権者の許諾を得ずに，その著作物を公表した場合 
二，共同著作者の許諾を得ずに他人と共同で創作した著作物を自ら単独で創作した著作物
として公表した場合 
三，創作に参加せずに，個人の名誉と利益のために，他人の著作物に氏名を表示した場合 
四，他人の著作物を歪曲，改ざんした場合 
五，他人の著作物を盗用した場合 
六，著作権者の許諾を得ずに，展示，映画の撮影製作，及び映画の撮影製作に類する方法
により著作物を使用し，または翻案，翻訳，注釈等の方法により著作物を使用した場合，
但し本法に別途規定がある場合はこの限りでない． 
七，他人の著作物を使用し，報酬を支払わねばならないにもかかわらず，それを支払わな
かった場合 
八，映画著作物及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著作物，コンピュータ
ソフトウェア，録音録画製品の著作権者，或いは著作隣接権の許諾を得ずに，その著作物
または録音録画製品を貸与した場合，但し本法に別途規定がある場合はこの限りでない． 
九，出版者の許諾を得ずに，その出版された図書・定期刊行物のレイアウトデザインを使
用した場合 
十，実演者の許諾を得ずに，現場から生放送または現場の実演を公開中継した場合，或い
はその実演を収録した場合 
十一，著作権及び著作隣接権にかかるその他の侵害行為 
 
第四十八条 次の各号に掲げる権利侵害行為がある場合には，情状により侵害の停止，影響
の除去，謝罪，損害賠償等の民事責任を負わなければならない．同時に公共の利益を損害
したものは，著作権行政管理部門がその権利侵害行為の停止を命じ違法所得を没収し，権
利侵害にかかる複製品を没収，破棄し，かつ罰金に処することができる．情状が深刻な場
合には，著作権行政管理部門は，更に主に権利侵害にかかる複製品の制作に用いられた材
料，工具，設備等を没収することもできる．犯罪を構成する場合は，法により刑事責任を
追及する． 
一，著作権者の許諾を得ずに，その著作物を複製，発行，実演，放映，放送，編集し，情
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報ネットワークを通じて公衆に伝達した場合，但し本法に別途規定がある場合はこの限り
でない． 
二，他人が専用出版権を享有する図書を出版した場合 
三，実演者の許諾を得ずに，その実演が収録された録音録画製品を複製，発行し，或いは
情報ネットワークを通じて公衆に伝達した場合，但し本法に別途規定がある場合はこの 
限りでない． 
四，録音録画製作者の許諾を得ずに，その製作した録音録画製品を複製，発行し，或いは
情報ネットワークを通じて公衆に伝達した場合，但し本法に別途規定がある場合はこの限
りでない． 
五，許諾を得ずにラジオ・テレビ番組を放送または複製した場合．但し本法に別途規定が
ある場合はこの限りでない． 
六，著作権者または著作隣接権者の許諾を得ずに，権利者がその著作物や録音録画製品等
に採用している著作権または著作隣接権を保護するための技術的措置を故意に回避し，或
いは破壊した場合，但し法律・行政法規に別段の定めがある場合はこの限りでない． 
七，著作権者または著作隣接権者の許諾を得ずに，著作物や録音録画製品等の権利を管理
するための電子情報を故意に削除或いは改変した場合，但し法律・行政法規に別段の定め
がある場合はこの限りでない． 
八，他人の氏名表示を詐称した著作物を製作，販売した場合 
 
第四十九条 著作権または著作隣接権を侵害する場合は，権利侵害者は権利者の実質的損失
に基づいて損害賠償しなければならない．実質的損失の算出が困難であるときは，権利侵
害者の違法所得に応じて損害賠償を行うことができる．賠償額には，権利者が権利侵害行
為を制止するために支払った合理的支出を含めるものとする． 
 
権利者の実質的損失または権利侵害者の違法所得を確定することができないときは，人民
法院が侵害行為の情状により 50 万元以下の損害賠償額を支払うべきとの判決を下す． 
 
第五十条 著作権者または著作隣接権者は，他人がその権利侵害行為を現に行っている，ま
たはまさに行おうとしていることを立証できる証拠を有しており，これを直ちに制止しな
ければ，その合法的権益を補填しがたい損害を被るおそれがある場合は，訴えを提起する
前に人民法院に関係行為の停止と財産の保全措置命令を採るよう請求することができる． 
人民法院が前項の請求を処理するにあたっては，「中華人民共和国民事訴訟法」第 93 条か
ら第 96 条及び第 99 条の規定を適用する． 
 
第五十一条 侵害行為を制止するに際し，証拠が喪失するおそれがありまたはその後に入手
することが困難な情況において，著作権者または著作隣接権者は訴えを提起する前に人民
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法院に証拠保全を請求することができる． 
 
人民法院は当該請求を受理した後，必ず 48 時間以内に裁定を下さなければならない．当該
裁定が保全措置を採る場合は，直ちに執行を開始しなければならない． 
人民法院は申請人に担保の提供を命じることができる．申請人が担保を提供しないときは，
当該請求を却下する． 
 
人民法院が保全措置を採った後 15 日以内に，申請人が訴えを提起しないときは，人民法院
は当該保全措置を解除しなければならない． 
 
第五十二条 人民法院は事件の審理において，著作権または著作隣接権にかかる侵害に対し
て違法所得，権利侵害にかかる複製品及び違法活動に用いられた財物を没収することがで
きる． 
 
第五十三条 複製品の出版者，製作者が，その出版，製作が合法的に授権されたものである
ことを証明できない，或いは複製品の発行者または映画著作物，映画の撮影製作に類す 
る方法により創作された著作物，コンピュータソフトウェア，録音録画製品の複製品の貸
与者がその発行，貸与した複製品の合法的な入手ルートを証明できない場合は，法律責任
を負わなければならない． 
 
第五十四条 当事者が契約の義務を履行しない，または契約義務の履行が約定条件に適合し
ない場合は，「中華人民共和国民法通則」「中華人民共和国契約法」等の関係法律の規定に
従い，民事責任を負わなければならない． 
 
第五十五条 著作権紛争は調停を行うことができ，当事者間で締結した書面による仲裁合意
または著作権契約中の仲裁条項に基づき仲裁機構に仲裁を申し立てることもできる． 
当事者が書面による仲裁合意を締結しておらず，著作権契約中に仲裁条項を定めていない
場合は，直接人民法院に訴えを提起することができる． 
 
第五十六条 当事者は，行政処罰に不服がある場合，行政処罰に関する決定書を受領した日
から 3 ヶ月以内に人民法院に訴えを提起することができる．期間が満了しても訴えを提起
せず，または履行しない場合，著作権行政管理部門は人民法院に執行を請求することがで
きる． 
 
第六章 附則 
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第五十七条 本法にいう著作権とは，即ち版権のことである． 
 
第五十八条 本法第二条にいう出版とは著作物の複製及び発行を示す． 
 
第五十九条 コンピュータソフトウェア，情報ネットワーク伝達権の保護方法については国
務院により別途規定される． 
 
第六十条 本法に規定される著作権者と出版者，実演者，録音録画製作者，放送局，テレビ
局の権利で，本法施行日に未だ本法規定の保護期間を超えていないものについては，本法
による保護を受ける． 
 
本法施行前に発生した侵害または契約違反行為は，侵害時または違反行為の発生時の関連
規定及び政策によって処理される． 
 
第六十一条 本法は，1991 年 6 月 1 日より施行する． 
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中华人民共和国著作权法（原文）229 
 
（1990年9月7日第七届全国人民代表大会常务委员会第十五次会议通过 根据2001年10月
27日第九届全国人民代表大会常务委员会第二十四次会议《关于修改〈中华人民共和国著作
权法〉的决定》第一次修正  
根据2010年2月26日第十一届全国人民代表大会常务委员会第十三次会议《关于修改〈中
华人民共和国著作权法〉的决定》第二次修正）  
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第一章 总 则 
 
第一条 为保护文学，艺术和科学作品作者的著作权，以及与著作权有关的权益，鼓励有益于
社会主义精神文明，物质文明建设的作品的创作和传播，促进社会主义文化和科学事业的发
展与繁荣，根据宪法制定本法．  
 
第二条 中国公民，法人或者其他组织的作品，不论是否发表，依照本法享有著作权．  
 
外国人，无国籍人的作品根据其作者所属国或者经常居住地国同中国签订的协议或者共同参
                                                   
229  日本貿易振興機構（ジェトロ）ホームページより 2013.10.1 転載：
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/law/pdf/origin/regulation20100226.pdf 
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加的国际条约享有的著作权，受本法保护．  
 
外国人，无国籍人的作品首先在中国境内出版的，依照本法享有著作权．  
 
未与中国签订协议或者共同参加国际条约的国家的作者以及无国籍人的作品首次在中国参加
的国际条约的成员国出版的，或者在成员国和非成员国同时出版的，受本法保护． 
  
第三条 本法所称的作品，包括以下列形式创作的文学，艺术和自然科学，社会科学，工工程
技术等作品： 
（一）文字作品； 
（二）口述作品；  
（三）音乐，戏剧，曲艺，舞蹈，杂技艺术作品；  
（四）美术，建筑作品；  
（五）摄影作品；  
（六）电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品；  
（七）工程设计图，产品设计图，地图，示意图等图形作品和模型作品；  
（八）计算机软件；  
（九）法律，行政法规规定的其他作品．  
 
第四条 著作权人行使著作权，不得违反宪法和法律，不得损害公共利益．国家对作品的出版，
传播依法进行监督管理． 
 
第五条 本法不适用于： 
（一）法律，法规，国家机关的决议，决定，命令和其他具有立法，行政，司法性质的文件，
及其官方正式译文；  
（二）时事新闻；  
（三）历法，通用数表，通用表格和公式．  
 
第六条 民间文学艺术作品的著作权保护办法由国务院另行规定．  
 
第七条 国务院著作权行政管理部门主管全国的著作权管理工作；各省，自治区，直辖市人 
民政府的著作权行政管理部门主管本行政区域的著作权管理工作．  
 
第八条 著作权人和与著作权有关的权利人可以授权著作权集体管理组织行使著作权或者与
著作权有关的权利．著作权集体管理组织被授权后，可以以自己的名义为著作权人和与著作
权有关的权利人主张权利，并可以作为当事人进行涉及著作权或者与著作权有关的权利的诉
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讼，仲裁活动．  
 
著作权集体管理组织是非营利性组织，其设立方式，权利义务，著作权许可使用费的收取和
分配，以及对其监督和管理等由国务院另行规定． 
 
第二章 著作权 
 
第一节 著作权人及其权利 
第九条 著作权人包括： 
（一）作者；  
（二）其他依照本法享有著作权的公民，法人或者其他组织．  
 
第十条 著作权包括下列人身权和财产权： 
（一）发表权，即决定作品是否公之于众的权利；  
（二）署名权，即表明作者身份，在作品上署名的权利；  
（三）修改权，即修改或者授权他人修改作品的权利；  
（四）保护作品完整权，即保护作品不受歪曲，篡改的权利；  
（五）复制权，即以印刷，复印，拓印，录音，录像，翻录，翻拍等方式将作品制作一 
份或者多份的权利；  
（六）发行权，即以出售或者赠与方式向公众提供作品的原件或者复制件的权利； 
（七）出租权，即有偿许可他人临时使用电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品， 
计算机软件的权利，计算机软件不是出租的主要标的的除外；  
（八）展览权，即公开陈列美术作品，摄影作品的原件或者复制件的权利；  
（九）表演权，即公开表演作品，以及用各种手段公开播送作品的表演的权利；  
（十）放映权，即通过放映机，幻灯机等技术设备公开再现美术，摄影，电影和以类似摄制
电影的方法创作的作品等的权利；  
（十一）广播权，即以无线方式公开广播或者传播作品，以有线传播或者转播的方式向公众
传播广播的作品，以及通过扩音器或者其他传送符号，声音，图像的类似工具向公众传播广
播的作品的权利；  
（十二）信息网络传播权，即以有线或者无线方式向公众提供作品，使公众可以在其个人选
定的时间和地点获得作品的权利；  
（十三）摄制权，即以摄制电影或者以类似摄制电影的方法将作品固定在载体上的权利；  
（十四）改编权，即改变作品，创作出具有独创性的新作品的权利；  
（十五）翻译权，即将作品从一种语言文字转换成另一种语言文字的权利；  
（十六）汇编权，即将作品或者作品的片段通过选择或者编排，汇集成新作品的权利；  
（十七）应当由著作权人享有的其他权利．  
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著作权人可以许可他人行使前款第（五）项至第（十七）项规定的权利，并依照约定或者本
法有关规定获得报酬．  
 
著作权人可以全部或者部分转让本条第一款第（五）项至第（十七）项规定的权利，并依照
约定或者本法有关规定获得报酬． 
 
第二节 著作权归属 
 
第十一条 著作权属于作者，本法另有规定的除外．  
创作作品的公民是作者．  
 
由法人或者其他组织主持，代表法人或者其他组织意志创作，并由法人或者其他组织承担责
任的作品，法人或者其他组织视为作者．  
 
如无相反证明，在作品上署名的公民，法人或者其他组织为作者． 
  
第十二条 改编，翻译，注释，整理已有作品而产生的作品，其著作权由改编，翻译，注释，
整理人享有，但行使著作权时不得侵犯原作品的著作权．  
 
第十三条 两人以上合作创作的作品，著作权由合作作者共同享有．没有参加创作的人，不能
成为合作作者． 
  
合作作品可以分割使用的，作者对各自创作的部分可以单独享有著作权，但行使著作权时不
得侵犯合作作品整体的著作权．  
 
第十四条 汇编若干作品，作品的片段或者不构成作品的数据或者其他材料，对其内容的选择
或者编排体现独创性的作品，为汇编作品，其著作权由汇编人享有，但行使著作权时，不得
侵犯原作品的著作权．  
 
第十五条 电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品的著作权由制片者享有，但编剧，导
演，摄影，作词，作曲等作者享有署名权，并有权按照与制片者签订的合同获得报酬． 
 
电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品中的剧本，音乐等可以单独使用的作品的作者
有权单独行使其著作权．  
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第十六条 公民为完成法人或者其他组织工作任务所创作的作品是职务作品，除本条第二款的
规定以外，著作权由作者享有，但法人或者其他组织有权在其业务范围内优先使用．作品完
成两年内，未经单位同意，作者不得许可第三人以与单位使用的相同方式使用该作品．  
有下列情形之一的职务作品，作者享有署名权，著作权的其他权利由法人或者其他组织享有，
法人或者其他组织可以给予作者奖励： 
（一）主要是利用法人或者其他组织的物质技术条件创作，并由法人或者其他组织承担责任
的工程设计图，产品设计图，地图，计算机软件等职务作品；  
（二）法律，行政法规规定或者合同约定著作权由法人或者其他组织享有的职务作品．  
第十七条 受委托创作的作品，著作权的归属由委托人和受托人通过合同约定．合同未作明确
约定或者没有订立合同的，著作权属于受托人． 
  
第十八条 美术等作品原件所有权的转移，不视为作品著作权的转移，但美术作品原件的展览
权由原件所有人享有．  
 
第十九条 著作权属于公民的，公民死亡后，其本法第十条第一款第（五）项至第（十七）项
规定的权利在本法规定的保护期内，依照继承法的规定转移．  
 
著作权属于法人或者其他组织的，法人或者其他组织变更，终止后，其本法第十条第一款第
（五）项至第（十七）项规定的权利在本法规定的保护期内，由承受其权利义务的法人或者
其他组织享有；没有承受其权利义务的法人或者其他组织的，由国家享有． 
  
第三节 权利的保护期 
 
第二十条 作者的署名权，修改权，保护作品完整权的保护期不受限制．  
 
第二十一条 公民的作品，其发表权，本法第十条第一款第（五）项至第（十七）项规定的权
利的保护期为作者终生及其死亡后五十年，截止于作者死亡后第五十年的12月31日；如果是
合作作品，截止于最后死亡的作者死亡后第五十年的12月31日． 
  
法人或者其他组织的作品，著作权（署名权除外）由法人或者其他组织享有的职务作品，其
发表权，本法第十条第一款第（五）项至第（十七）项规定的权利的保护期为五十年，截止
于作品首次发表后第五十年的12月31日，但作品自创作完成后五十年内未发表的，本法不再
保护．  
 
电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品，摄影作品，其发表权，本法第十条第一款第
（五）项至第（十七）项规定的权利的保护期为五十年，截止于作品首次发表后第五十年的
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12 月 31 日，但作品自创作完成后五十年内未发表的，本法不再保护． 
 
第四节 权利的限制 
 
第二十二条 在下列情况下使用作品，可以不经著作权人许可，不向其支付报酬，但应当指明
作者姓名，作品名称，并且不得侵犯著作权人依照本法享有的其他权利： 
（一）为个人学习，研究或者欣赏，使用他人已经发表的作品；  
（二）为介绍，评论某一作品或者说明某一问题，在作品中适当引用他人已经发表的作品； 
（三）为报道时事新闻，在报纸，期刊，广播电台，电视台等媒体中不可避免地再现或者引
用已经发表的作品；  
（四）报纸，期刊，广播电台，电视台等媒体刊登或者播放其他报纸，期刊，广播电台，电
视台等媒体已经发表的关于政治，经济，宗教问题的时事性文章，但作者声明不许刊登，播
放的除外；  
（五）报纸，期刊，广播电台，电视台等媒体刊登或者播放在公众集会上发表的讲话，但作
者声明不许刊登，播放的除外；  
（六）为学校课堂教学或者科学研究，翻译或者少量复制已经发表的作品，供教学或者科研
人员使用，但不得出版发行；  
（七）国家机关为执行公务在合理范围内使用已经发表的作品；  
（八）图书馆，档案馆，纪念馆，博物馆，美术馆等为陈列或者保存版本的需要，复制本馆
收藏的作品；  
（九）免费表演已经发表的作品，该表演未向公众收取费用，也未向表演者支付报酬；  
（十）对设置或者陈列在室外公共场所的艺术作品进行临摹，绘画，摄影，录像；  
（十一）将中国公民，法人或者其他组织已经发表的以汉语言文字创作的作品翻译成少数民
族语言文字作品在国内出版发行；  
（十二）将已经发表的作品改成盲文出版．  
前款规定适用于对出版者，表演者，录音录像制作者，广播电台，电视台的权利的限制． 
  
第二十三条 为实施九年制义务教育和国家教育规划而编写出版教科书，除作者事先声明不许
使用的外，可以不经著作权人许可，在教科书中汇编已经发表的作品片段或者短小的文字作
品，音乐作品或者单幅的美术作品，摄影作品，但应当按照规定支付报酬，指明作者姓名，
作品名称，并且不得侵犯著作权人依照本法享有的其他权利． 
 
前款规定适用于对出版者，表演者，录音录像制作者，广播电台，电视台的权利的限制．  
 
第三章 著作权许可使用和转让合同 
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第二十四条 使用他人作品应当同著作权人订立许可使用合同，本法规定可以不经许可的除外．  
许可使用合同包括下列主要内容：  
（一）许可使用的权利种类；  
（二）许可使用的权利是专有使用权或者非专有使用权；  
（三）许可使用的地域范围，期间；  
（四）付酬标准和办法；  
（五）违约责任；  
（六）双方认为需要约定的其他内容． 
  
第二十五条 转让本法第十条第一款第（五）项至第（十七）项规定的权利，应当订立书面合
同．  
权利转让合同包括下列主要内容：  
（一）作品的名称；  
（二）转让的权利种类，地域范围；  
（三）转让价金； 
（四）交付转让价金的日期和方式；  
（五）违约责任；  
（六）双方认为需要约定的其他内容．  
 
第二十六条 以著作权出质的，由出质人和质权人向国务院著作权行政管理部门办理出质登记．  
 
第二十七条 许可使用合同和转让合同中著作权人未明确许可，转让的权利，未经著作权人同
意，另一方当事人不得行使． 
  
第二十八条 使用作品的付酬标准可以由当事人约定，也可以按照国务院著作权行政管理部门
会同有关部门制定的付酬标准支付报酬．当事人约定不明确的，按照国务院著作权行政管理
部门会同有关部门制定的付酬标准支付报酬． 
  
第二十九条 出版者，表演者，录音录像制作者，广播电台，电视台等依照本法有关规定使用
他人作品的，不得侵犯作者的署名权，修改权，保护作品完整权和获得报酬的权利．  
 
第四章 出版，表演，录音录像，播放 
 
第一节 图书，报刊的出版 
 
第三十条 图书出版者出版图书应当和著作权人订立出版合同，并支付报酬．  
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第三十一条 图书出版者对著作权人交付出版的作品，按照合同约定享有的专有出版权受法律
保护，他人不得出版该作品．  
 
第三十二条 著作权人应当按照合同约定期限交付作品．图书出版者应当按照合同约定的出版
质量，期限出版图书．  
 
图书出版者不按照合同约定期限出版，应当依照本法第五十四条的规定承担民事责任． 
  
图书出版者重印，再版作品的，应当通知著作权人，并支付报酬．图书脱销后，图书出版者
拒绝重印，再版的，著作权人有权终止合同． 
  
第三十三条 著作权人向报社，期刊社投稿的，自稿件发出之日起十五日内未收到报社通知决
定刊登的，或者自稿件发出之日起三十日内未收到期刊社通知决定刊登的，可以将同一作品
向其他报社，期刊社投稿．双方另有约定的除外． 
  
作品刊登后，除著作权人声明不得转载，摘编的外，其他报刊可以转载或者作为文摘，资料
刊登，但应当按照规定向著作权人支付报酬．  
 
第三十四条 图书出版者经作者许可，可以对作品修改，删节． 
  
报社，期刊社可以对作品作文字性修改，删节．对内容的修改，应当经作者许可．  
 
第三十五条 出版改编，翻译，注释，整理，汇编已有作品而产生的作品，应当取得改编，翻
译，注释，整理，汇编作品的著作权人和原作品的著作权人许可，并支付报酬． 
  
第三十六条 出版者有权许可或者禁止他人使用其出版的图书，期刊的版式设计．  
 
前款规定的权利的保护期为十年，截止于使用该版式设计的图书，期刊首次出版后第十年的
12月31日．  
 
第二节 表 演 
 
第三十七条 使用他人作品演出，表演者（演员，演出单位）应当取得著作权人许可，并支付
报酬．演出组织者组织演出，由该组织者取得著作权人许可，并支付报酬．  
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使用改编，翻译，注释，整理已有作品而产生的作品进行演出，应当取得改编，翻译，注释，
整理作品的著作权人和原作品的著作权人许可，并支付报酬．  
 
第三十八条 表演者对其表演享有下列权利：  
（一）表明表演者身份；  
（二）保护表演形象不受歪曲；  
（三）许可他人从现场直播和公开传送其现场表演，并获得报酬；  
（四）许可他人录音录像，并获得报酬；  
（五）许可他人复制，发行录有其表演的录音录像制品，并获得报酬；  
（六）许可他人通过信息网络向公众传播其表演，并获得报酬．  
 
被许可人以前款第（三）项至第（六）项规定的方式使用作品，还应当取得著作权人许可，
并支付报酬． 
  
第三十九条 本法第三十八条第一款第（一）项，第（二）项规定的权利的保护期不受限制．  
 
本法第三十八条第一款第（三）项至第（六）项规定的权利的保护期为五十年，截止于该表
演发生后第五十年的12月31日．  
 
第三节 录音录像 
 
第四十条 录音录像制作者使用他人作品制作录音录像制品，应当取得著作权人许可，并支付
报酬．  
 
录音录像制作者使用改编，翻译，注释，整理已有作品而产生的作品，应当取得改编，翻译，
注释，整理作品的著作权人和原作品著作权人许可，并支付报酬．  
 
录音制作者使用他人已经合法录制为录音制品的音乐作品制作录音制品，可以不经著作权人
许可，但应当按照规定支付报酬；著作权人声明不许使用的不得使用． 
  
第四十一条 录音录像制作者制作录音录像制品，应当同表演者订立合同，并支付报酬．  
 
第四十二条 录音录像制作者对其制作的录音录像制品，享有许可他人复制，发行，出租，通
过信息网络向公众传播并获得报酬的权利；权利的保护期为五十年，截止于该制品首次制作
完成后第五十年的12月31日．  
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被许可人复制，发行，通过信息网络向公众传播录音录像制品，还应当取得著作权人，表演
者许可，并支付报酬．  
 
第四节 广播电台，电视台播放 
 
第四十三条 广播电台，电视台播放他人未发表的作品，应当取得著作权人许可，并支付报酬．  
 
广播电台，电视台播放他人已发表的作品，可以不经著作权人许可，但应当支付报酬． 
  
第四十四条 广播电台，电视台播放已经出版的录音制品，可以不经著作权人许可，但应当支
付报酬．当事人另有约定的除外．具体办法由国务院规定． 
  
第四十五条 广播电台，电视台有权禁止未经其许可的下列行为： 
 
（一）将其播放的广播，电视转播；  
（二）将其播放的广播，电视录制在音像载体上以及复制音像载体． 
  
前款规定的权利的保护期为五十年，截止于该广播，电视首次播放后第五十年的12月31日．  
 
第四十六条 电视台播放他人的电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品，录像制品，应
当取得制片者或者录像制作者许可，并支付报酬；播放他人的录像制品，还应当取得著作权
人许可，并支付报酬．  
 
第五章 法律责任和执法措施 
 
第四十七条 有下列侵权行为的，应当根据情况，承担停止侵害，消除影响，赔礼道歉，赔偿
损失等民事责任：  
 
（一）未经著作权人许可，发表其作品的；  
（二）未经合作作者许可，将与他人合作创作的作品当作自己单独创作的作品发表的；  
（三）没有参加创作，为谋取个人名利，在他人作品上署名的；  
（四）歪曲，篡改他人作品的；  
（五）剽窃他人作品的；  
（六）未经著作权人许可，以展览，摄制电影和以类似摄制电影的方法使用作品，或者以改
编，翻译，注释等方式使用作品的，本法另有规定的除外；  
（七）使用他人作品，应当支付报酬而未支付的；  
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（八）未经电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品，计算机软件，录音录像制品的著
作权人或者与著作权有关的权利人许可，出租其作品或者录音录像制品的，本法另有规定的
除外；  
（九）未经出版者许可，使用其出版的图书，期刊的版式设计的；  
（十）未经表演者许可，从现场直播或者公开传送其现场表演，或者录制其表演的；  
（十一）其他侵犯著作权以及与著作权有关的权益的行为． 
  
第四十八条 有下列侵权行为的，应当根据情况，承担停止侵害，消除影响，赔礼道歉，赔偿
损失等民事责任；同时损害公共利益的，可以由著作权行政管理部门责令停止侵权行为，没
收违法所得，没收，销毁侵权复制品，并可处以罚款；情节严重的，著作权行政管理部门还
可以没收主要用于制作侵权复制品的材料，工具，设备等；构成犯罪的，依法追究刑事责任：  
（一）未经著作权人许可，复制，发行，表演，放映，广播，汇编，通过信息网络向公众传
播其作品的，本法另有规定的除外；  
（二）出版他人享有专有出版权的图书的；  
（三）未经表演者许可，复制，发行录有其表演的录音录像制品，或者通过信息网络向公众
传播其表演的，本法另有规定的除外；  
（四）未经录音录像制作者许可，复制，发行，通过信息网络向公众传播其制作的录音录像
制品的，本法另有规定的除外；  
（五）未经许可，播放或者复制广播，电视的，本法另有规定的除外；  
（六）未经著作权人或者与著作权有关的权利人许可，故意避开或者破坏权利人为其作品，
录音录像制品等采取的保护著作权或者与著作权有关的权利的技术措施的，法律，行政法规
另有规定的除外； 
（七）未经著作权人或者与著作权有关的权利人许可，故意删除或者改变作品，录音录像制
品等的权利管理电子信息的，法律，行政法规另有规定的除外；  
（八）制作，出售假冒他人署名的作品的．  
 
第四十九条 侵犯著作权或者与著作权有关的权利的，侵权人应当按照权利人的实际损失给予
赔偿；实际损失难以计算的，可以按照侵权人的违法所得给予赔偿．赔偿数额还应当包 
括权利人为制止侵权行为所支付的合理开支．  
 
权利人的实际损失或者侵权人的违法所得不能确定的，由人民法院根据侵权行为的情节，判
决给予五十万元以下的赔偿．  
 
第五十条 著作权人或者与著作权有关的权利人有证据证明他人正在实施或者即将实施侵犯
其权利的行为，如不及时制止将会使其合法权益受到难以弥补的损害的，可以在起诉前向人
民法院申请采取责令停止有关行为和财产保全的措施． 
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人民法院处理前款申请，适用《中华人民共和国民事诉讼法》第九十三条至第九十六条和第
九十九条的规定．  
 
第五十一条 为制止侵权行为，在证据可能灭失或者以后难以取得的情况下，著作权人或者与
著作权有关的权利人可以在起诉前向人民法院申请保全证据． 
  
人民法院接受申请后，必须在四十八小时内作出裁定；裁定采取保全措施的，应当立即开始
执行．  
 
人民法院可以责令申请人提供担保，申请人不提供担保的，驳回申请． 
  
申请人在人民法院采取保全措施后十五日内不起诉的，人民法院应当解除保全措施．  
 
第五十二条 人民法院审理案件，对于侵犯著作权或者与著作权有关的权利的，可以没收违法
所得，侵权复制品以及进行违法活动的财物． 
  
第五十三条 复制品的出版者，制作者不能证明其出版，制作有合法授权的，复制品的发行者
或者电影作品或者以类似摄制电影的方法创作的作品，计算机软件，录音录像制品的复制品
的出租者不能证明其发行，出租的复制品有合法来源的，应当承担法律责任．  
 
第五十四条 当事人不履行合同义务或者履行合同义务不符合约定条件的，应当依照《中华人
民共和国民法通则》，《中华人民共和国合同法》等有关法律规定承担民事责任． 
  
第五十五条 著作权纠纷可以调解，也可以根据当事人达成的书面仲裁协议或者著作权合同中
的仲裁条款，向仲裁机构申请仲裁．  
 
当事人没有书面仲裁协议，也没有在著作权合同中订立仲裁条款的，可以直接向人民法院起
诉．  
 
第五十六条 当事人对行政处罚不服的，可以自收到行政处罚决定书之日起三个月内向人民法
院起诉，期满不起诉又不履行的，著作权行政管理部门可以申请人民法院执行． 
  
第六章 附 则 
 
第五十七条 本法所称的著作权即版权．  
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第五十八条 本法第二条所称的出版，指作品的复制，发行．  
 
第五十九条 计算机软件，信息网络传播权的保护办法由国务院另行规定．  
 
第六十条 本法规定的著作权人和出版者，表演者，录音录像制作者，广播电台，电视台的权
利，在本法施行之日尚未超过本法规定的保护期的，依照本法予以保护． 
 
本法施行前发生的侵权或者违约行为，依照侵权或者违约行为发生时的有关规定和政策处理．  
 
第六十一条 本法自 1991 年 6 月 1 日起施行． 
 
 
中華人民共和国著作権法実施条例（抄）230 
（2002 年 8 月 2 日中華人民共和国国務院令第 359 号公布） 
 
第一条 「中華人民共和国著作権法」（以下，著作権法と略称）に基づき，本条例を制定す
る． 
 
第二条 著作権法においていう著作物とは，文学，芸術及び科学の分野における独創性を有
し，且つ，ある種の有形的な形式で複製できる知的活動の成果をいう． 
 
第三条 著作権法においていう創作とは，文学，芸術及び科学の著作物を直接に作り出す知
的活動をいう． 
2．他人の創作のために組織活動を行い，相談に応じて意見し，物質的条件を提供し，また
はその他の補助的な活動を行うことは，何れも創作とは見なさない． 
 
第四条 著作権法及び本条例において，次に掲げる著作物の定義は以下の通り． 
（一）文字著作物とは，小説，詩歌，散文，論文などの文字の形式で表現された著作物を
いう． 
（二）口述著作物とは，即興の演説，授業，法廷弁論などの口頭言語の形式で表現された
著作物をいう． 
（三）音楽著作物とは，歌曲，交響楽などの歌唱または演奏できる歌詞が付きまたは付い
                                                   
230  日本貿易振興機構(ジェトロ)北京センター知的財産権部編，日本貿易振興機構(ジェト
ロ)ホームページより 2013.10.1 転載：
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/law/pdf/admin/20020802.pdf 
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ていない著作物をいう． 
（四）演劇著作物とは，新劇，歌劇，地方劇などの舞台での実演に供する著作物をいう． 
（五）演芸著作物とは，漫才，語り物，太鼓伴奏の伝統歌謡，講談などの口演を主要な形
式として演じられる著作物をいう． 
（六）舞踊著作物とは，連続した動作，姿勢，及び表情などで思想感情を表現する著作物
を言う． 
（七）雑技芸術著作物とは，雑技，手品，曲芸などの体の動作及び技巧で表現された著作
物をいう． 
（八）美術著作物とは，絵画，書道，彫塑などの線，色彩またはその他の方法で構成され
る審美的意義を有する平面的または立体的な造形芸術著作物をいう． 
（九）建築著作物とは，建築物または構築物の形式で表現される審美的意義を有する著作
物をいう． 
（十）撮影著作物とは，器械を利用し，感光材料上に客観的物体の形象を記録する芸術著
作物をいう． 
（十一）映画著作物及び映画撮影に類似した方法により創作された著作物とは，一定の物
質上に製作したもので，音声を伴いまたは音声を伴わない一連の画面で構成され，且つ，
適当な装置を利用して上映またはその他の方式により伝達される著作物をいう． 
（十二）図形著作物とは，施工または生産のために作成された工事設計図，製品設計図，
及び地理的現象を表し，または事物の原理若しくは構造を説明した地図または見取図など
の著作物をいう． 
（十三）模型著作物とは，展示，実験または観測などの用途のために，物体の形状及び構
造のとおりに，一定の比率によって作られた立体著作物をいう． 
第五条 著作権法及び本条例において，次に掲げる用語の定義は以下の通り． 
（一）時事の報道とは，新聞，雑誌，ラジオ，テレビなどのメディアを通じて報道される
単なる事実のニュースをいう． 
（二）録音製品とは，実演の音声またはその他の音声のあらゆる記録品をいう． 
（三）録画製品とは，映画著作物及び映画撮影に類似した方法により創作された著作物以
外の，音声を伴いまたは音声を伴わない連続し関連した形象，画像のあらゆる記録品をい
う． 
（四）録音製作者とは，最初に録音製品を製作した者をいう． 
（五）録画製作者とは，最初に録画製品を製作した者をいう． 
（六）実演者とは，俳優，演出単位またはその他の文学，芸術著作物を実演するものを言
う． 
 
第六条 著作権は著作物の創作完成日より発生する． 
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第七条 著作権法第二条第 3 項に規定する外国人，無国籍人の著作物で中国国内において最
初に出版されたものは，その著作権は初めて出版された日より保護される． 
 
第八条 外国人，無国籍人の著作物が，中国国外で最初に出版された後，30 日以内に中国国
内で出版された場合には，当該著作物は同時に中国国内で出版されたものと見なす． 
 
第九条 分割使用することができない共同著作物は，その著作権は各共同著作者が共に享有
し，協議して共同で行使する．協議しても合意できず，正当な理由がない場合，いかなる
一方もその他の者の譲渡以外の権利行使を妨げてはならない．但し，利益はすべての共同
著作者に分配しなければならない． 
 
第十条 著作権者が他人にその著作物から映画著作物及び映画撮影に類似した方法により
創作された著作物を製作することを許諾した場合には，当該著作物に対する必要な改変に
同意したものと見なす．但し，その改変によって原著作物を歪曲，改ざんしてはならない． 
 
第十一条 著作権法第十六条第 1 項の職務著作物に関する規定においていう「業務上の任務」
とは，公民が当該法人または当該組織において履行しなければならない職責をいう． 
2．著作権法第十六条第二項の職務著作物に関する規定においていう「物質的技術条件」と
は，当該法人または当該組織が公民の創作完成のために提供する資金，設備または資料を
いう． 
 
第十二条 職務著作物の完成後 2 年以内に，著作者が単位の同意を得て，第三者が単位と同
じ方法で著作物を使用することを許諾して得た報酬は，著作者と単位が約定した比率で分
配する． 
2．著作物の完成後 2 年という期限は，著作者が単位に著作物を引渡した日より起算する． 
第十三条 著作者の身分が不明な著作物については，著作物の原著作物の所有者が氏名 
表示権以外の著作権を行使する．著作者の身分が確定した後，著作者またはその相続人が
著作権を行使する． 
 
第十四条 共同著作者の一人が死亡した後，その者が享有する共同著作物の著作権法第十条
第 1 項第五号乃至第十七号に規定している権利は，これを相続する者がおらず，遺贈を受
ける者もいない場合には，その他の共同著作者が享有する． 
 
第十五条 著作者の死亡後，著作権の内，氏名表示権，修正権及び同一性保持権は著作物の
相続人または遺贈を受けた者がこれを保護する． 
2．著作権を相続する者がおらず，遺贈を受ける者もいない場合には，その氏名表示権，修
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正権及び同一性保持権は著作権行政管理部門がこれを保護する． 
第十六条 著作権が国家に享有される著作物の使用は，国務院著作権行政管理部門により管
理する． 
 
第十七条 著作者が生前に公表していない著作物について，著作者が公表しない旨を明確に
表明していない場合には，著作者の死亡後 50 年間，その公表権は相続人及び遺贈を受けた
者が行使することができる．相続人がおらず，遺贈を受ける者もいない場合には，原著作
物の所有者が行使する． 
 
第十八条 著作者の身分が不明な著作物については，著作権法第十条第 1 項第五号乃至第十
七号に規定された権利の保護期間は，著作物が最初に公表された後第 50 年目の 12 月 31 日
までとする．著作者の身分が確定した場合は，著作権法第二十一条の規定を適用する． 
 
第十九条 他人の著作物を使用する場合には，著作者の氏名，著作物の名称を明示しなけれ
ばならない．但し，当事者に別途の約定があり，または著作物の使用方法の特性によって
明示することができない場合には，この限りでない． 
 
第二十条 著作権法においていう既に公表された著作物とは，著作権者が自ら公衆に開示し，
または他人に公衆に開示することを許諾した著作物をいう． 
 
第二十一条 著作権法の関連規定に基づき，著作権者の許可なく使用することが可能な既公
表の著作物を使用する場合には，当該著作物の正常な使用を妨げてはならず，著作権者の
合法的な利益を不合理に害してはならない． 
 
第二十二条 著作権法第二十三条，第三十二条第２項，第三十九条第 3 項の規定に基づき著
作物を使用する場合の報酬の支払基準は，国務院著作権行政管理部門及び国務院価格主管
部門により共同で制定し，公布する． 
 
第二十三条 他人の著作物を使用する場合には，著作権者との間で使用許諾契約を締結しな
ければならない．使用を許諾した権利が専有使用権である場合には，書面の形式を取らな
ければならない．但し，新聞社，雑誌社に著作物が掲載される場合を除く． 
 
第二十四条 著作権法第二十四条に規定した専有使用権の内容は契約によって約定される．
契約に約定がなくまたは約定が明確でない場合には，被許諾人は著作権者を含むすべての
他人が同様な方法によって当該著作物を使用することを排除することができるものと見な
す．契約に別途の約定がある場合を除き，被許諾人は第三者に同一の権利の行使を許諾す
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る場合，必ず著作権者の許可を得なければならない． 
 
第二十五条 著作権者と専有使用許諾契約，譲渡契約を締結する場合には，著作権行政管理
部門に登録することができる． 
 
第二十六条 著作権法及び本条例においていう著作権に隣接する権益とは，出版者が出版し
た図書及び雑誌のレイアウトについて享有する権利，実演者がその実演について享有する
権利，録音録画の制作者がその制作した録音製品，録画製品について享有する権利，ラジ
オ局，テレビ局がその放送したラジオ番組，テレビ番組について享有する権利をいう． 
 
第二十七条 出版者，実演者，録音録画制作者，ラジオ局，テレビ局はその権利を行使する
場合，その使用した著作物及び原著作物の著作権者の権利を害してはならない． 
 
第二十八条 図書出版契約に出版者が専有出版権を享有することを約定したが，その具体的
内容を明確にしていない場合には，図書出版者が契約の有効期間内及び契約の約定地域範
囲内に同一言語による原版，改訂版の方法で図書を出版する専有的権利を享有するものと
見なす． 
 
第二十九条 著作権者が図書出版者に二通の注文書を出し，6 ヶ月以内に履行されない場合
には，著作権法第三十一条にいう図書の売り切れと見なす． 
 
第三十条 著作権者は著作権法第三十二条第２項に基づきその著作物の転載，抄録を禁ずる
旨の意思表示をした場合には，新聞，雑誌に当該著作物を掲載する時に意思表示しなけれ
ばならない． 
 
第三十一条 著作権者は著作権法第三十九条第 3 項に基づきその著作物について録音製品の
制作を禁ずる意思表示をした場合には，合法的に当該著作物を録音製品として制作する時
に意思表示しなければならない． 
 
第三十二条 著作権法第二十三条，第三十二条第 2 項，第三十九条第 3 項の規定に基づき，
他人の著作物を使用する場合には，当該著作物を使用した日より 2 ヶ月以内に著作権者に
報酬を支払わなければならない． 
 
第三十三条 外国人，無国籍人が中国国内において行なった実演は，著作権法により保護を
受ける． 
2．外国人，無国籍人が中国が加盟した国際条約に基づきその実演について享有する権利は，
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著作権法により保護を受ける． 
 
第三十四条 外国人，無国籍人が中国国内において制作，発行した録音製品は，著作権法に
より保護を受ける． 
2．外国人，無国籍人が中国が加盟した国際条約に基づきその制作，発行した録音製品につ
いて享有する権利は，著作権法により保護を受ける． 
 
第三十五条 外国のラジオ局，テレビ局が中国が加盟した国際条約に基づきその放送したラ
ジオ番組，テレビ番組について享有する権利は，著作権法により保護を受ける． 
 
第三十六条 著作権法第四十七条に掲げる権利侵害行為があると共に，社会公共利益を害す
る場合には，著作権行政管理部門は不法所得の 3 倍以下の罰金を課すことができる．不法
所得が算出しがたい場合には，10 万元以下の罰金を課すことができる． 
 
第三十七条 著作権法第四十七条に掲げる権利侵害行為があると共に，社会公共利益を害す
る場合，地方人民政府著作権行政管理部門は処理に責任を負う． 
2．国務院著作権行政管理部門は，全国的に重大な影響のある権利侵害行為を処理すること
ができる． 
 
第三十八条 本条例は 2002 年 9 月 15 日より施行する．1991 年 5 月 24 日に国務院に採択
され，1991 年 5 月 30 日に国家版権局により発布された「中華人民共和国著作権法実施条
例」は同時に廃止する． 
 
 
中华人民共和国著作权法实施条例（原文）231 
（2002年 8月 2日中华人民共和国国务院令第 359号公布） 
 
中华人民共和国国务院令第 633号 
 
《国务院关于修改〈中华人民共和国著作权法实施条例〉的决定》已经 2013年 1月 16日国
务院第 231次常务会议通过，现予公布，自 2013年 3月 1日起施行． 
 
总理 温家宝 
2013年 1月 30日 
                                                   
231  2013 年 2 月 16 日付け国務院法政弁公室ホームページより 2013.10.1 転載：
http://www.chinalaw.gov.cn/article/xwzx/fzxw/201302/20130200383840.shtml 
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国务院关于修改《中华人民共和国著作权法实施条例》的决定 
 
国务院决定对《中华人民共和国著作权法实施条例》作如下修改： 
 
将第三十六条修改为：“有著作权法第四十八条所列侵权行为，同时损害社会公共利益，非法
经营额 5万元以上的，著作权行政管理部门可处非法经营额 1倍以上 5倍以下的罚款；没有
非法经营额或者非法经营额 5万元以下的，著作权行政管理部门根据情节轻重，可处 25万元
以下的罚款．” 
 
本决定自 2013年 3月 1日起施行． 
 
《中华人民共和国著作权法实施条例》根据本决定作相应修改，重新公布． 
 
中华人民共和国著作权法实施条例 
 
（2002年 8月 2日中华人民共和国国务院令第 359号公布根据 2011年 1月 8日《国务院关于
废止和修改部分行政法规的决定》第一次修订根据 2013年 1月 30日《国务院关于修改〈中
华人民共和国著作权法实施条例〉的决定》第二次修订） 
 
第一条 根据《中华人民共和国著作权法》（以下简称著作权法），制定本条例． 
 
第二条 著作权法所称作品，是指文学，艺术和科学领域内具有独创性并能以某种有形形式复
制的智力成果． 
 
第三条 著作权法所称创作，是指直接产生文学，艺术和科学作品的智力活动． 
 
为他人创作进行组织工作，提供咨询意见，物质条件，或者进行其他辅助工作，均不视为创
作． 
 
第四条 著作权法和本条例中下列作品的含义： 
 
（一）文字作品，是指小说，诗词，散文，论文等以文字形式表现的作品； 
（二）口述作品，是指即兴的演说，授课，法庭辩论等以口头语言形式表现的作品； 
（三）音乐作品，是指歌曲，交响乐等能够演唱或者演奏的带词或者不带词的作品； 
（四）戏剧作品，是指话剧，歌剧，地方戏等供舞台演出的作品； 
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（五）曲艺作品，是指相声，快书，大鼓，评书等以说唱为主要形式表演的作品； 
（六）舞蹈作品，是指通过连续的动作，姿势，表情等表现思想情感的作品； 
（七）杂技艺术作品，是指杂技，魔术，马戏等通过形体动作和技巧表现的作品； 
（八）美术作品，是指绘画，书法，雕塑等以线条，色彩或者其他方式构成的有审美意义的
平面或者立体的造型艺术作品； 
（九）建筑作品，是指以建筑物或者构筑物形式表现的有审美意义的作品； 
（十）摄影作品，是指借助器械在感光材料或者其他介质上记录客观物体形象的艺术作品； 
（十一）电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品，是指摄制在一定介质上，由一系列
有伴音或者无伴音的画面组成，并且借助适当装置放映或者以其他方式传播的作品； 
（十二）图形作品，是指为施工，生产绘制的工程设计图，产品设计图，以及反映地理现象，
说明事物原理或者结构的地图，示意图等作品； 
（十三）模型作品，是指为展示，试验或者观测等用途，根据物体的形状和结构，按照一定
比例制成的立体作品． 
 
第五条 著作权法和本条例中下列用语的含义： 
（一）时事新闻，是指通过报纸，期刊，广播电台，电视台等媒体报道的单纯事实消息； 
（二）录音制品，是指任何对表演的声音和其他声音的录制品； 
（三）录像制品，是指电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品以外的任何有伴音或者
无伴音的连续相关形象，图像的录制品； 
（四）录音制作者，是指录音制品的首次制作人； 
（五）录像制作者，是指录像制品的首次制作人； 
（六）表演者，是指演员，演出单位或者其他表演文学，艺术作品的人． 
 
第六条 著作权自作品创作完成之日起产生． 
 
第七条 著作权法第二条第三款规定的首先在中国境内出版的外国人，无国籍人的作品，其著
作权自首次出版之日起受保护． 
 
第八条 外国人，无国籍人的作品在中国境外首先出版后，30日内在中国境内出版的，视为该
作品同时在中国境内出版． 
 
第九条 合作作品不可以分割使用的，其著作权由各合作作者共同享有，通过协商一致行使；
不能协商一致，又无正当理由的，任何一方不得阻止他方行使除转让以外的其他权利，但是
所得收益应当合理分配给所有合作作者． 
 
第十条 著作权人许可他人将其作品摄制成电影作品和以类似摄制电影的方法创作的作品的，
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视为已同意对其作品进行必要的改动，但是这种改动不得歪曲篡改原作品． 
 
第十一条 著作权法第十六条第一款关于职务作品的规定中的“工作任务”，是指公民在该法
人或者该组织中应当履行的职责． 
 
著作权法第十六条第二款关于职务作品的规定中的“物质技术条件”，是指该法人或者该组织
为公民完成创作专门提供的资金，设备或者资料． 
 
第十二条 职务作品完成两年内，经单位同意，作者许可第三人以与单位使用的相同方式使用
作品所获报酬，由作者与单位按约定的比例分配． 
 
作品完成两年的期限，自作者向单位交付作品之日起计算． 
 
第十三条 作者身份不明的作品，由作品原件的所有人行使除署名权以外的著作权．作者身份
确定后，由作者或者其继承人行使著作权． 
 
第十四条 合作作者之一死亡后，其对合作作品享有的著作权法第十条第一款第（五）项至第
（十七）项规定的权利无人继承又无人受遗赠的，由其他合作作者享有． 
 
第十五条 作者死亡后，其著作权中的署名权，修改权和保护作品完整权由作者的继承人或者
受遗赠人保护． 
 
著作权无人继承又无人受遗赠的，其署名权，修改权和保护作品完整权由著作权行政管理部
门保护． 
 
第十六条 国家享有著作权的作品的使用，由国务院著作权行政管理部门管理． 
 
第十七条 作者生前未发表的作品，如果作者未明确表示不发表，作者死亡后 50 年内，其发
表权可由继承人或者受遗赠人行使；没有继承人又无人受遗赠的，由作品原件的所有人行使． 
 
第十八条 作者身份不明的作品，其著作权法第十条第一款第（五）项至第（十七）项 
规定的权利的保护期截止于作品首次发表后第 50年的 12月 31日．作者身份确定后，适用 
著作权法第二十一条的规定． 
 
第十九条 使用他人作品的，应当指明作者姓名，作品名称；但是，当事人另有约定或者由于
作品使用方式的特性无法指明的除外． 
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第二十条 著作权法所称已经发表的作品，是指著作权人自行或者许可他人公之于众的作品． 
 
第二十一条 依照著作权法有关规定，使用可以不经著作权人许可的已经发表的作品的，不得
影响该作品的正常使用，也不得不合理地损害著作权人的合法利益． 
 
第二十二条 依照著作权法第二十三条，第三十二条第二款，第三十九条第三款的规定使用作
品的付酬标准，由国务院著作权行政管理部门会同国务院价格主管部门制定，公布． 
 
第二十三条 使用他人作品应当同著作权人订立许可使用合同，许可使用的权利是专有使用权
的，应当采取书面形式，但是报社，期刊社刊登作品除外． 
 
第二十四条 著作权法第二十四条规定的专有使用权的内容由合同约定，合同没有约定或者约
定不明的，视为被许可人有权排除包括著作权人在内的任何人以同样的方式使用作品；除合
同另有约定外，被许可人许可第三人行使同一权利，必须取得著作权人的许可． 
 
第二十五条 与著作权人订立专有许可使用合同，转让合同的，可以向著作权行政管理部门备
案． 
 
第二十六条 著作权法和本条例所称与著作权有关的权益，是指出版者对其出版的图书和期刊
的版式设计享有的权利，表演者对其表演享有的权利，录音录像制作者对其制作的录音录像
制品享有的权利，广播电台，电视台对其播放的广播，电视节目享有的权利． 
 
第二十七条 出版者，表演者，录音录像制作者，广播电台，电视台行使权利，不得损害被使
用作品和原作品著作权人的权利． 
 
第二十八条 图书出版合同中约定图书出版者享有专有出版权但没有明确其具体内容的，视为
图书出版者享有在合同有效期限内和在合同约定的地域范围内以同种文字的原版，修订版出
版图书的专有权利． 
 
第二十九条 著作权人寄给图书出版者的两份订单在 6个月内未能得到履行，视为著作权法第
三十一条所称图书脱销． 
 
第三十条 著作权人依照著作权法第三十二条第二款声明不得转载，摘编其作品的，应当在报
纸，期刊刊登该作品时附带声明． 
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第三十一条 著作权人依照著作权法第三十九条第三款声明不得对其作品制作录音制品的，应
当在该作品合法录制为录音制品时声明． 
 
第三十二条 依照著作权法第二十三条，第三十二条第二款，第三十九条第三款的规定，使用
他人作品的，应当自使用该作品之日起 2个月内向著作权人支付报酬． 
 
第三十三条 外国人，无国籍人在中国境内的表演，受著作权法保护． 
 
外国人，无国籍人根据中国参加的国际条约对其表演享有的权利，受著作权法保护． 
 
第三十四条 外国人，无国籍人在中国境内制作，发行的录音制品，受著作权法保护． 
 
外国人，无国籍人根据中国参加的国际条约对其制作，发行的录音制品享有的权利，受著作
权法保护． 
 
第三十五条 外国的广播电台，电视台根据中国参加的国际条约对其播放的广播，电视节目享
有的权利，受著作权法保护． 
 
第三十六条 有著作权法第四十七条所列侵权行为，同时损害社会公共利益的，著作权行政管
理部门可以处非法经营额 3倍以下的罚款；非法经营额难以计算的，可以处 10万元以下的罚
款． 
 
第三十七条 有著作权法第四十七条所列侵权行为，同时损害社会公共利益的，由地方人民政
府著作权行政管理部门负责查处． 
 
国务院著作权行政管理部门可以查处在全国有重大影响的侵权行为． 
 
第三十八条 本条例自 2002年 9月 15日起施行．1991年 5月 24日国务院批准，1991年 
5月 30日国家版权局发布的《中华人民共和国著作权法实施条例》同时废止． 
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 その他の中国の知的財産関係法令（抄）232 
 
中国契約法 
326 条 
職務技術成果の使用権，譲渡権が法人またはその他の組織に属する場合，法人またはそ
の他の組織は当該技術成果について技術契約を締結することができる．法人またはその他
の組織は当該職務技術成果の使用権及び譲渡権より得た収益に基づき，当該技術成果を完
成させた個人に，一定比率の報奨金を与えなければならない． 
 
法人またはその他の組織が契約を締結し，職務技術成果を譲渡する場合，職務技術の 完
成人は同等条件で優先権を有する．職務技術成果とは，法人またはその他の組織の任務を
執行し完成した技術結果，または法人またはその他の組織の物質技術条件を利用し完成し
た技術成果をいう． 
 
特許法 
16 条 特許権を付与された部門は，職務発明創造の発明者または考案者に対し奨励を与え
る．発明創造が許諾され，実施された後はその普及・応用の範囲及び獲得した経済効果に
応じて発明者または考案者に合理的な報酬を与える． 
 
特許法実施細則 
76 条 特許権を付与された機関または組織は，発明者または創作者と，専利法第 16 条に
規定の奨励と報酬の支払い方式および金額を約束し，または上記機関または組織が適法に
作った規定・制度において規定することができる． 
 
企業，事業機関または組織は発明者または創作者に支払う奨励，報酬は国家の財務，会
計制度の規定に基づいて処理する． 
 
77 条 特許権を付与された機関または組織が，特許法第 16 条に規定の奨励金の支払い方
式および金額について，発明者または創作者と約束しておらず，かつ上記機関または組織
が適法に作った規定・制度において規定しなかった場合，特許権が公告された日から 3 ヶ
月以内に，発明者または考案者に奨励金を支給しなければならない．一つの発明特許の奨
励金は 3000 元以上，一つの実用新案特許または意匠特許の奨励は 1000 元以上でなければ
ならない． 
                                                   
232  日本貿易振興機構(ジェトロ)北京センター知的財産権部編，日本貿易振興機構(ジェト
ロ)ホームページより 2013.10.1 転載：https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/law/ 
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発明者または考案者の提案がその所属機関または組織に採用されて完成した発明創造に
ついては，特許権が付与された期間または組織は優遇を与えた奨励金を支給しなければ 
ならない． 
 
78 条 特許権を付与された機関または組織が，特許法 16 条に規定された報酬の方法・金額
について，発明者・創作者と約束しておらず，かつ上記機関・組織が適法に作った規定，
制度において規定しなかった場合，特許権の存続期間内に，発明創造の特許を実施した後，
毎年当該発明または実用新案の実施により得られた利益の 2％以上，または当該意匠の実施
により得られた利益の 0．2％以上を，対価として発明者または創作者に与えなければなら
ない．または上述の比率を参考にして，発明者または創作者に対価を一括して与えること
ができる．特許権が付与された機関または組織が他の機関または組織または個人にその特
許の実施を許諾した場合，受領した実施料の 10％以上を対価として発明者または創作者に
与えなければならない．  
 
 日本著作権法（抄） 
（昭和 45 年 5 月 6 日法律第 48 号）最終改正年月日:平成 24 年 6 月 27 日法律第 43 号 
第 1 章 総則 
第 1 節 通則 
（目的） 
第 1 条 
 この法律は，著作物並びに実演，レコード，放送及び有線放送に関し著作者の権利及び
これに隣接する権利を定め，これらの文化的所産の公正な利用に留意しつつ，著作者等の
権利の保護を図り，もつて文化の発展に寄与することを目的とする． 
 
（定義） 
第 2 条 
 この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる． 
一 著作物 思想又は感情を創作的に表現したものであつて，文芸，学術，美術又は音楽
の範囲に属するものをいう． 
二 著作者 著作物を創作する者をいう． 
三 実演 著作物を，演劇的に演じ，舞い，演奏し，歌い，口演し，朗詠し，又はその他
の方法により演ずること（これらに類する行為で，著作物を演じないが芸能的な性質を有
するものを含む．）をいう． 
四 実演家 俳優，舞踊家，演奏家，歌手その他実演を行う者及び実演を指揮し，又は演
出する者をいう． 
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五 レコード 蓄音機用音盤，録音テープその他の物に音を固定したもの（音を専ら影像
とともに再生することを目的とするものを除く．）をいう． 
六 レコード製作者 レコードに固定されている音を最初に固定した者をいう． 
七 商業用レコード 市販の目的をもつて製作されるレコードの複製物をいう． 
七の二 公衆送信 公衆によつて直接受信されることを目的として無線通信又は有線電気
通信の送信（電気通信設備で，その一の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一
の構内（その構内が二以上の者の占有に属している場合には，同一の者の占有に属する区
域内）にあるものによる送信（プログラムの著作物の送信を除く．）を除く．）を行うこと
をいう． 
八 放送 公衆送信のうち，公衆によつて同一の内容の送信が同時に受信されることを目
的として行う無線通信の送信をいう． 
九 放送事業者 放送を業として行う者をいう． 
九の二 有線放送 公衆送信のうち，公衆によつて同一の内容の送信が同時に受信される
ことを目的として行う有線電気通信の送信をいう． 
九の三 有線放送事業者 有線放送を業として行う者をいう． 
九の四 自動公衆送信 公衆送信のうち，公衆からの求めに応じ自動的に行うもの（放送
又は有線放送に該当するものを除く．）をいう． 
九の五 送信可能化 次のいずれかに掲げる行為により自動公衆送信し得るようにするこ
とをいう． 
  イ 公衆の用に供されている電気通信回線に接続している自動公衆送信装置（公衆の
用に供する電気通信回線に接続することにより，その記録媒体のうち自動公衆送信の用に
供する部分（以下この号及び第 47 条の 5 第 1 項第 1 号において「公衆送信用記録媒体」と
いう．）に記録され，又は当該装置に入力される情報を自動公衆送信する機能を有する装置
をいう．以下同じ．）の公衆送信用記録媒体に情報を記録し，情報が記録された記録媒体を
当該自動公衆送信装置の公衆送信用記録媒体として加え，若しくは情報が記録された記録
媒体を当該自動公衆送信装置の公衆送信用記録媒体に変換し，又は当該自動公衆送信装置
に情報を入力すること．  
  ロ その公衆送信用記録媒体に情報が記録され，又は当該自動公衆送信装置に情報が
入力されている自動公衆送信装置について，公衆の用に供されている電気通信回線への接
続（配線，自動公衆送信装置の始動，送受信用プログラムの起動その他の一連の行為によ
り行われる場合には，当該一連の行為のうち最後のものをいう．）を行うこと．  
十 映画製作者 映画の著作物の製作に発意と責任を有する者をいう． 
十の二 プログラム 電子計算機を機能させて一の結果を得ることができるようにこれに
対する指令を組み合わせたものとして表現したものをいう． 
十の三 データベース 論文，数値，図形その他の情報の集合物であつて，それらの情報
を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したものをいう． 
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十一 二次的著作物 著作物を翻訳し，編曲し，若しくは変形し，又は脚色し，映画化し，
その他翻案することにより創作した著作物をいう． 
十二 共同著作物 二人以上の者が共同して創作した著作物であつて，その各人の寄与を
分離して個別的に利用することができないものをいう． 
十三 録音 音を物に固定し，又はその固定物を増製することをいう． 
十四 録画 影像を連続して物に固定し，又はその固定物を増製することをいう． 
十五 複製 印刷，写真，複写，録音，録画その他の方法により有形的に再製することを
いい，次に掲げるものについては，それぞれ次に掲げる行為を含むものとする． 
  イ 脚本その他これに類する演劇用の著作物 当該著作物の上演，放送又は有線放送
を録音し，又は録画すること．  
  ロ 建築の著作物 建築に関する図面に従つて建築物を完成すること．  
十六 上演 演奏（歌唱を含む．以下同じ．）以外の方法により著作物を演ずることをいう． 
十七 上映 著作物（公衆送信されるものを除く．）を映写幕その他の物に映写することを
いい，これに伴つて映画の著作物において固定されている音を再生することを含むものと
する． 
十八 口述 朗読その他の方法により著作物を口頭で伝達すること（実演に該当するもの
を除く．）をいう． 
十九 頒布 有償であるか又は無償であるかを問わず，複製物を公衆に譲渡し，又は貸与
することをいい，映画の著作物又は映画の著作物において複製されている著作物にあつて
は，これらの著作物を公衆に提示することを目的として当該映画の著作物の複製物を譲渡
し，又は貸与することを含むものとする． 
二十 技術的保護手段 電子的方法，磁気的方法その他の人の知覚によつて認識すること
ができない方法（次号において「電磁的方法」という．）により，第 17 条第 1 項に規定す
る著作者人格権若しくは著作権又は第 89条第 1 項に規定する実演家人格権若しくは同条第
6 項に規定する著作隣接権（以下この号，第 30 条第 1 項第 2 号及び第 120 条の 2 第 1 号に
おいて「著作権等」という．）を侵害する行為の防止又は抑止（著作権等を侵害する行為の
結果に著しい障害を生じさせることによる当該行為の抑止をいう．第 30 条第 1 項第 2 号に
おいて同じ．）をする手段（著作権等を有する者の意思に基づくことなく用いられているも
のを除く．）であつて，著作物，実演，レコード，放送又は有線放送（次号において「著作
物等」という．）の利用（著作者又は実演家の同意を得ないで行つたとしたならば著作者人
格権又は実演家人格権の侵害となるべき行為を含む．）に際し，これに用いられる機器が特
定の反応をする信号を著作物，実演，レコード若しくは放送若しくは有線放送に係る音若
しくは影像とともに記録媒体に記録し，若しくは送信する方式又は当該機器が特定の変換
を必要とするよう著作物，実演，レコード若しくは放送若しくは有線放送に係る音若しく
は影像を変換して記録媒体に記録し，若しくは送信する方式によるものをいう． 
二十一 権利管理情報 第 17 条第 1 項に規定する著作者人格権若しくは著作権又は第 89
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条第 1 項から第 4 項までの権利（以下この号において「著作権等」という．）に関する情報
であつて，イからハまでのいずれかに該当するもののうち，電磁的方法により著作物，実
演，レコード又は放送若しくは有線放送に係る音若しくは影像とともに記録媒体に記録さ
れ，又は送信されるもの（著作物等の利用状況の把握，著作物等の利用の許諾に係る事務
処理その他の著作権等の管理（電子計算機によるものに限る．）に用いられていないものを
除く．）をいう． 
  イ 著作物等，著作権等を有する者その他政令で定める事項を特定する情報  
  ロ 著作物等の利用を許諾する場合の利用方法及び条件に関する情報  
  ハ 他の情報と照合することによりイ又はロに掲げる事項を特定することができるこ
ととなる情報  
二十二 国内 この法律の施行地をいう． 
二十三 国外 この法律の施行地外の地域をいう． 
２ この法律にいう「美術の著作物」には，美術工芸品を含むものとする． 
３ この法律にいう「映画の著作物」には，映画の効果に類似する視覚的又は視聴覚的効
果を生じさせる方法で表現され，かつ，物に固定されている著作物を含むものとする． 
４ この法律にいう「写真の著作物」には，写真の製作方法に類似する方法を用いて表現
される著作物を含むものとする． 
５ この法律にいう「公衆」には，特定かつ多数の者を含むものとする． 
６ この法律にいう「法人」には，法人格を有しない社団又は財団で代表者又は管理人の
定めがあるものを含むものとする． 
７ この法律において，「上演」，「演奏」又は「口述」には，著作物の上演，演奏又は口述
で録音され，又は録画されたものを再生すること（公衆送信又は上映に該当するものを除
く．）及び著作物の上演，演奏又は口述を電気通信設備を用いて伝達すること（公衆送信に
該当するものを除く．）を含むものとする． 
８ この法律にいう「貸与」には，いずれの名義又は方法をもつてするかを問わず，これ
と同様の使用の権原を取得させる行為を含むものとする． 
９ この法律において，第 1 項第 7 号の 2，第 8 号，第 9 号の 2，第 9 号の 4，第 9 号の 5
若しくは第 13 号から第 19 号まで又は前 2 項に掲げる用語については，それぞれこれらを
動詞の語幹として用いる場合を含むものとする． 
 
（著作物の発行） 
第 3 条 
 著作物は，その性質に応じ公衆の要求を満たすことができる相当程度の部数の複製物が，
第 21 条に規定する権利を有する者又はその許諾（第 63 条第 1 項の規定による利用の許諾
をいう．第 4 条の 2 及び第 63 条を除き，以下この章及び次章において同じ．）を得た者若
しくは第 79 条の出版権の設定を受けた者によつて作成され，頒布された場合（第 26 条，
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第 26 条の 2 第 1 項又は第 26 条の 3 に規定する権利を有する者の権利を害しない場合に限
る．）において，発行されたものとする． 
２ 二次的著作物である翻訳物の前項に規定する部数の複製物が第 28 条の規定により第
21 条に規定する権利と同一の権利を有する者又はその許諾を得た者によつて作成され，頒
布された場合（第 28 条の規定により第 26 条，第 26 条の 2 第 1 項又は第 26 条の 3 に規定
する権利と同一の権利を有する者の権利を害しない場合に限る．）には，その原著作物は，
発行されたものとみなす． 
３ 著作物がこの法律による保護を受けるとしたならば前 2 項の権利を有すべき者又はそ
の者からその著作物の利用の承諾を得た者は，それぞれ前 2 項の権利を有する者又はその
許諾を得た者とみなして，前 2 項の規定を適用する． 
 
（著作物の公表） 
第 4 条 
 著作物は，発行され，又は第 22 条から第 25 条までに規定する権利を有する者若しくは
その許諾を得た者によつて上演，演奏，上映，公衆送信，口述若しくは展示の方法で公衆
に提示された場合（建築の著作物にあつては，第 21 条に規定する権利を有する者又はその
許諾を得た者によつて建設された場合を含む．）において，公表されたものとする． 
２ 著作物は，第 23 条第 1 項に規定する権利を有する者又はその許諾を得た者によつて送
信可能化された場合には，公表されたものとみなす． 
３ 二次的著作物である翻訳物が，第 28 条の規定により第 22 条から第 24 条までに規定す
る権利と同一の権利を有する者若しくはその許諾を得た者によつて上演，演奏，上映，公
衆送信若しくは口述の方法で公衆に提示され，又は第 28 条の規定により第 23 条第 1 項に
規定する権利と同一の権利を有する者若しくはその許諾を得た者によつて送信可能化され
た場合には，その原著作物は，公表されたものとみなす． 
４ 美術の著作物又は写真の著作物は，第 45 条第 1 項に規定する者によつて同項の展示が
行われた場合には，公表されたものとみなす． 
５ 著作物がこの法律による保護を受けるとしたならば第 1 項から第 3 項までの権利を有
すべき者又はその者からその著作物の利用の承諾を得た者は，それぞれ第 1 項から第 3 項
までの権利を有する者又はその許諾を得た者とみなして，これらの規定を適用する． 
 
（レコードの発行） 
第 4 条の 2 
 レコードは，その性質に応じ公衆の要求を満たすことができる相当程度の部数の複製物
が，第 96 条に規定する権利を有する者又はその許諾（第 103 条において準用する第 63 条
第 1 項の規定による利用の許諾をいう．第 4 章第 2 節及び第 3 節において同じ．）を得た者
によつて作成され，頒布された場合（第 97 条の 2 第 1 項又は第 97 条の 3 第 1 項に規定す
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る権利を有する者の権利を害しない場合に限る．）において，発行されたものとする． 
 
（条約の効力） 
第 5 条 
 著作者の権利及びこれに隣接する権利に関し条約に別段の定めがあるときは，その規定
による． 
第 2 節 適用範囲 
 
（保護を受ける著作物） 
第 6 条 
 著作物は，次の各号のいずれかに該当するものに限り，この法律による保護を受ける． 
一 日本国民（わが国の法令に基づいて設立された法人及び国内に主たる事務所を有する
法人を含む．以下同じ．）の著作物 
二 最初に国内において発行された著作物（最初に国外において発行されたが，その発行
の日から 30 日以内に国内において発行されたものを含む．） 
三 前 2 号に掲げるもののほか，条約によりわが国が保護の義務を負う著作物 
 
（保護を受ける実演） 
第 7 条 
 実演は，次の各号のいずれかに該当するものに限り，この法律による保護を受ける． 
一 国内において行なわれる実演 
二 次条第 1 号又は第 2 号に掲げるレコードに固定された実演 
三 第 9 条第 1 号又は第 2 号に掲げる放送において送信される実演（実演家の承諾を得て
送信前に録音され，又は録画されているものを除く．） 
四 第 9 条の 2 各号に掲げる有線放送において送信される実演（実演家の承諾を得て送信
前に録音され，又は録画されているものを除く．） 
五 前各号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げる実演 
  イ 実演家，レコード製作者及び放送機関の保護に関する国際条約（以下「実演家等
保護条約」という．）の締約国において行われる実演  
  ロ 次条第 3 号に掲げるレコードに固定された実演  
  ハ 第 9 条第 3 号に掲げる放送において送信される実演（実演家の承諾を得て送信前
に録音され，又は録画されているものを除く．）  
六 前各号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げる実演 
  イ 実演及びレコードに関する世界知的所有権機関条約（以下「実演・レコード条約」
という．）の締約国において行われる実演  
  ロ 次条第 4 号に掲げるレコードに固定された実演  
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七 前各号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げる実演 
  イ 世界貿易機関の加盟国において行われる実演  
  ロ 次条第 5 号に掲げるレコードに固定された実演  
  ハ 第 9 条第 4 号に掲げる放送において送信される実演（実演家の承諾を得て送信前
に録音され，又は録画されているものを除く．）  
 
（保護を受けるレコード） 
第 8 条 
 レコードは，次の各号のいずれかに該当するものに限り，この法律による保護を受ける． 
一 日本国民をレコード製作者とするレコード 
二 レコードでこれに固定されている音が最初に国内において固定されたもの 
三 前 2 号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げるレコード 
  イ 実演家等保護条約の締約国の国民（当該締約国の法令に基づいて設立された法人
及び当該締約国に主たる事務所を有する法人を含む．以下同じ．）をレコード製作者とする
レコード  
  ロ レコードでこれに固定されている音が最初に実演家等保護条約の締約国において
固定されたもの  
四 前 3 号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げるレコード 
  イ 実演・レコード条約の締約国の国民（当該締約国の法令に基づいて設立された法
人及び当該締約国に主たる事務所を有する法人を含む．以下同じ．）をレコード製作者とす
るレコード  
  ロ レコードでこれに固定されている音が最初に実演・レコード条約の締約国におい
て固定されたもの  
五 前各号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げるレコード 
  イ 世界貿易機関の加盟国の国民（当該加盟国の法令に基づいて設立された法人及び
当該加盟国に主たる事務所を有する法人を含む．以下同じ．）をレコード製作者とするレコ
ード  
  ロ レコードでこれに固定されている音が最初に世界貿易機関の加盟国において固定
されたもの  
六 前各号に掲げるもののほか，許諾を得ないレコードの複製からのレコード製作者の保
護に関する条約（第 121 条の 2 第 2 号において「レコード保護条約」という．）により我が
国が保護の義務を負うレコード 
 
（保護を受ける放送） 
第 9 条 
 放送は，次の各号のいずれかに該当するものに限り，この法律による保護を受ける． 
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一 日本国民である放送事業者の放送 
二 国内にある放送設備から行なわれる放送 
三 前 2 号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げる放送 
  イ 実演家等保護条約の締約国の国民である放送事業者の放送  
  ロ 実演家等保護条約の締約国にある放送設備から行われる放送  
四 前 3 号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げる放送 
  イ 世界貿易機関の加盟国の国民である放送事業者の放送  
  ロ 世界貿易機関の加盟国にある放送設備から行われる放送  
 
（保護を受ける有線放送） 
第 9 条の 2 
 有線放送は，次の各号のいずれかに該当するものに限り，この法律による保護を受ける． 
一 日本国民である有線放送事業者の有線放送（放送を受信して行うものを除く．次号に
おいて同じ．） 
二 国内にある有線放送設備から行われる有線放送 
 
第 2 章 著作者の権利 
第 1 節 著作物 
（著作物の例示） 
第 10 条 
 この法律にいう著作物を例示すると，おおむね次のとおりである． 
一 小説，脚本，論文，講演その他の言語の著作物 
二 音楽の著作物 
三 舞踊又は無言劇の著作物 
四 絵画，版画，彫刻その他の美術の著作物 
五 建築の著作物 
六 地図又は学術的な性質を有する図面，図表，模型その他の図形の著作物 
七 映画の著作物 
八 写真の著作物 
九 プログラムの著作物 
２ 事実の伝達にすぎない雑報及び時事の報道は，前項第 1 号に掲げる著作物に該当しな
い． 
３ 第 1 項第 9 号に掲げる著作物に対するこの法律による保護は，その著作物を作成する
ために用いるプログラム言語，規約及び解法に及ばない．この場合において，これらの用
語の意義は，次の各号に定めるところによる． 
一 プログラム言語 プログラムを表現する手段としての文字その他の記号及びその体系
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をいう． 
二 規約 特定のプログラムにおける前号のプログラム言語の用法についての特別の約束
をいう． 
三 解法 プログラムにおける電子計算機に対する指令の組合せの方法をいう． 
 
（2 次的著作物） 
第 11 条 
 2 次的著作物に対するこの法律による保護は，その原著作物の著作者の権利に影響を及ぼ
さない． 
 
（編集著作物） 
第 12 条 
 編集物（データベースに該当するものを除く．以下同じ．）でその素材の選択又は配列に
よつて創作性を有するものは，著作物として保護する． 
２ 前項の規定は，同項の編集物の部分を構成する著作物の著作者の権利に影響を及ぼさ
ない． 
 
（データベースの著作物） 
第 12 条の 2 
 データベースでその情報の選択又は体系的な構成によつて創作性を有するものは，著作
物として保護する． 
２ 前項の規定は，同項のデータベースの部分を構成する著作物の著作者の権利に影響を
及ぼさない． 
 
（権利の目的とならない著作物） 
第 13 条 
 次の各号のいずれかに該当する著作物は，この章の規定による権利の目的となることが
できない． 
一 憲法その他の法令 
二 国若しくは地方公共団体の機関，独立行政法人（独立行政法人通則法（平成 11 年法律
第 103 号）第 2 条第 1 項に規定する独立行政法人をいう．以下同じ．）又は地方独立行政法
人（地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 2 条第 1 項に規定する地方独立行政
法人をいう．以下同じ．）が発する告示，訓令，通達その他これらに類するもの 
三 裁判所の判決，決定，命令及び審判並びに行政庁の裁決及び決定で裁判に準ずる手続
により行われるもの 
四 前 3 号に掲げるものの翻訳物及び編集物で，国若しくは地方公共団体の機関，独立行
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政法人又は地方独立行政法人が作成するもの 
 
第 2 節 著作者 
（著作者の推定） 
第 14 条 
 著作物の原作品に，又は著作物の公衆への提供若しくは提示の際に，その氏名若しくは
名称（以下「実名」という．）又はその雅号，筆名，略称その他実名に代えて用いられるも
の（以下「変名」という．）として周知のものが著作者名として通常の方法により表示され
ている者は，その著作物の著作者と推定する． 
 
（職務上作成する著作物の著作者） 
第 15 条 
 法人その他使用者（以下この条において「法人等」という．）の発意に基づきその法人等
の業務に従事する者が職務上作成する著作物（プログラムの著作物を除く．）で，その法人
等が自己の著作の名義の下に公表するものの著作者は，その作成の時における契約，勤務
規則その他に別段の定めがない限り，その法人等とする． 
２ 法人等の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成するプログラムの
著作物の著作者は，その作成の時における契約，勤務規則その他に別段の定めがない限り，
その法人等とする． 
 
（映画の著作物の著作者） 
第 16 条 
 映画の著作物の著作者は，その映画の著作物において翻案され，又は複製された小説，
脚本，音楽その他の著作物の著作者を除き，制作，監督，演出，撮影，美術等を担当して
その映画の著作物の全体的形成に創作的に寄与した者とする．ただし，前条の規定の適用
がある場合は，この限りでない． 
 
第 3 節 権利の内容 
第 1 款 総則 
（著作者の権利） 
第 17 条 
 著作者は，次条第 1 項，第 19 条第 1 項及び第 20 条第 1 項に規定する権利（以下「著作
者人格権」という．）並びに第 21 条から第 28 条までに規定する権利（以下「著作権」とい
う．）を享有する． 
２ 著作者人格権及び著作権の享有には，いかなる方式の履行をも要しない． 
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第 2 款 著作者人格権 
（公表権） 
第 18 条 
 著作者は，その著作物でまだ公表されていないもの（その同意を得ないで公表された著
作物を含む．以下この条において同じ．）を公衆に提供し，又は提示する権利を有する．当
該著作物を原著作物とする二次的著作物についても，同様とする． 
２ 著作者は，次の各号に掲げる場合には，当該各号に掲げる行為について同意したもの
と推定する． 
一 その著作物でまだ公表されていないものの著作権を譲渡した場合 当該著作物をその
著作権の行使により公衆に提供し，又は提示すること． 
二 その美術の著作物又は写真の著作物でまだ公表されていないものの原作品を譲渡した
場合 これらの著作物をその原作品による展示の方法で公衆に提示すること． 
三 第 29条の規定によりその映画の著作物の著作権が映画製作者に帰属した場合 当該著
作物をその著作権の行使により公衆に提供し，又は提示すること． 
３ 著作者は，次の各号に掲げる場合には，当該各号に掲げる行為について同意したもの
とみなす． 
一 その著作物でまだ公表されていないものを行政機関（行政機関の保有する情報の公開
に関する法律（平成 11 年法律第 42 号．以下「行政機関情報公開法」という．）第 2 条第 1
項に規定する行政機関をいう．以下同じ．）に提供した場合（行政機関情報公開法第 9 条第
1 項の規定による開示する旨の決定の時までに別段の意思表示をした場合を除く．） 行政
機関情報公開法の規定により行政機関の長が当該著作物を公衆に提供し，又は提示するこ
と（当該著作物に係る歴史公文書等（公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66
号．以下「公文書管理法」という．）第 2 条第 6 項に規定する歴史公文書等をいう．以下同
じ．）が行政機関の長から公文書管理法第 8 条第 1 項の規定により国立公文書館等（公文書
管理法第 2 条第 3 項に規定する国立公文書館等をいう．以下同じ．）に移管された場合（公
文書管理法第 16条第 1 項の規定による利用をさせる旨の決定の時までに当該著作物の著作
者が別段の意思表示をした場合を除く．）にあつては，公文書管理法第 16 条第 1 項の規定
により国立公文書館等の長（公文書管理法第 15 条第 1 項に規定する国立公文書館等の長を
いう．以下同じ．）が当該著作物を公衆に提供し，又は提示することを含む．）． 
二 その著作物でまだ公表されていないものを独立行政法人等（独立行政法人等の保有す
る情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号．以下「独立行政法人等情報公開法」
という．）第 2 条第 1 項に規定する独立行政法人等をいう．以下同じ．）に提供した場合（独
立行政法人等情報公開法第 9 条第 1 項の規定による開示する旨の決定の時までに別段の意
思表示をした場合を除く．） 独立行政法人等情報公開法の規定により当該独立行政法人等
が当該著作物を公衆に提供し，又は提示すること（当該著作物に係る歴史公文書等が当該
独立行政法人等から公文書管理法第 11 条第 4 項の規定により国立公文書館等に移管された
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場合（公文書管理法第 16 条第 1 項の規定による利用をさせる旨の決定の時までに当該著作
物の著作者が別段の意思表示をした場合を除く．）にあつては，公文書管理法第 16 条第 1
項の規定により国立公文書館等の長が当該著作物を公衆に提供し，又は提示することを含
む．）． 
三 その著作物でまだ公表されていないものを地方公共団体又は地方独立行政法人に提供
した場合（開示する旨の決定の時までに別段の意思表示をした場合を除く．）情報公開条例
（地方公共団体又は地方独立行政法人の保有する情報の公開を請求する住民等の権利につ
いて定める当該地方公共団体の条例をいう．以下同じ．）の規定により当該地方公共団体の
機関又は地方独立行政法人が当該著作物を公衆に提供し，又は提示すること（当該著作物
に係る歴史公文書等が当該地方公共団体又は地方独立行政法人から公文書管理条例（地方
公共団体又は地方独立行政法人の保有する歴史公文書等の適切な保存及び利用について定
める当該地方公共団体の条例をいう．以下同じ．）に基づき地方公文書館等（歴史公文書等
の適切な保存及び利用を図る施設として公文書管理条例が定める施設をいう．以下同じ．）
に移管された場合（公文書管理条例の規定（公文書管理法第 16 条第 1 項の規定に相当する
規定に限る．以下この条において同じ．）による利用をさせる旨の決定の時までに当該著作
物の著作者が別段の意思表示をした場合を除く．）にあつては，公文書管理条例の規定によ
り地方公文書館等の長（地方公文書館等が地方公共団体の施設である場合にあつてはその
属する地方公共団体の長をいい，地方公文書館等が地方独立行政法人の施設である場合に
あつてはその施設を設置した地方独立行政法人をいう．以下同じ．）が当該著作物を公衆に
提供し，又は提示することを含む．）． 
四 その著作物でまだ公表されていないものを国立公文書館等に提供した場合（公文書管
理法第 16 条第 1項の規定による利用をさせる旨の決定の時までに別段の意思表示をした場
合を除く．） 同項の規定により国立公文書館等の長が当該著作物を公衆に提供し，又は提
示すること． 
五 その著作物でまだ公表されていないものを地方公文書館等に提供した場合（公文書管
理条例の規定による利用をさせる旨の決定の時までに別段の意思表示をした場合を除く．） 
公文書管理条例の規定により地方公文書館等の長が当該著作物を公衆に提供し，又は提示
すること． 
４ 第 1 項の規定は，次の各号のいずれかに該当するときは，適用しない． 
一 行政機関情報公開法第 5 条の規定により行政機関の長が同条第 1 号ロ若しくはハ若し
くは同条第 2 号ただし書に規定する情報が記録されている著作物でまだ公表されていない
ものを公衆に提供し，若しくは提示するとき，又は行政機関情報公開法第 7 条の規定によ
り行政機関の長が著作物でまだ公表されていないものを公衆に提供し，若しくは提示する
とき． 
二 独立行政法人等情報公開法第 5 条の規定により独立行政法人等が同条第 1 号ロ若しく
はハ若しくは同条第 2 号ただし書に規定する情報が記録されている著作物でまだ公表され
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ていないものを公衆に提供し，若しくは提示するとき，又は独立行政法人等情報公開法第 7
条の規定により独立行政法人等が著作物でまだ公表されていないものを公衆に提供し，若
しくは提示するとき． 
三 情報公開条例（行政機関情報公開法第 13 条第 2 項及び第 3 項の規定に相当する規定を
設けているものに限る．第 5 号において同じ．）の規定により地方公共団体の機関又は地方
独立行政法人が著作物でまだ公表されていないもの（行政機関情報公開法第 5 条第 1 号ロ
又は同条第 2 号ただし書に規定する情報に相当する情報が記録されているものに限る．）を
公衆に提供し，又は提示するとき． 
四 情報公開条例の規定により地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が著作物でまだ
公表されていないもの（行政機関情報公開法第 5 条第 1 号ハに規定する情報に相当する情
報が記録されているものに限る．）を公衆に提供し，又は提示するとき． 
五 情報公開条例の規定で行政機関情報公開法第七条の規定に相当するものにより地方公
共団体の機関又は地方独立行政法人が著作物でまだ公表されていないものを公衆に提供し，
又は提示するとき． 
六 公文書管理法第 16 条第 1 項の規定により国立公文書館等の長が行政機関情報公開法第
5条第1号ロ若しくはハ若しくは同条第2号ただし書に規定する情報又は独立行政法人等情
報公開法第 5 条第 1 号ロ若しくはハ若しくは同条第 2 号ただし書に規定する情報が記録さ
れている著作物でまだ公表されていないものを公衆に提供し，又は提示するとき． 
七 公文書管理条例（公文書管理法第 18 条第 2 項及び第 4 項の規定に相当する規定を設け
ているものに限る．）の規定により地方公文書館等の長が著作物でまだ公表されていないも
の（行政機関情報公開法第 5 条第 1 号ロ又は同条第 2 号ただし書に規定する情報に相当す
る情報が記録されているものに限る．）を公衆に提供し，又は提示するとき． 
八 公文書管理条例の規定により地方公文書館等の長が著作物でまだ公表されていないも
の（行政機関情報公開法第 5 条第 1 号ハに規定する情報に相当する情報が記録されている
ものに限る．）を公衆に提供し，又は提示するとき． 
 
（氏名表示権） 
第 19 条 
 著作者は，その著作物の原作品に，又はその著作物の公衆への提供若しくは提示に際し，
その実名若しくは変名を著作者名として表示し，又は著作者名を表示しないこととする権
利を有する．その著作物を原著作物とする二次的著作物の公衆への提供又は提示に際して
の原著作物の著作者名の表示についても，同様とする． 
２ 著作物を利用する者は，その著作者の別段の意思表示がない限り，その著作物につき
すでに著作者が表示しているところに従つて著作者名を表示することができる． 
３ 著作者名の表示は，著作物の利用の目的及び態様に照らし著作者が創作者であること
を主張する利益を害するおそれがないと認められるときは，公正な慣行に反しない限り，
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省略することができる． 
４ 第 1 項の規定は，次の各号のいずれかに該当するときは，適用しない． 
一 行政機関情報公開法，独立行政法人等情報公開法又は情報公開条例の規定により行政
機関の長，独立行政法人等又は地方公共団体の機関若しくは地方独立行政法人が著作物を
公衆に提供し，又は提示する場合において，当該著作物につき既にその著作者が表示して
いるところに従つて著作者名を表示するとき． 
二 行政機関情報公開法第 6 条第 2 項の規定，独立行政法人等情報公開法第 6 条第 2 項の
規定又は情報公開条例の規定で行政機関情報公開法第 6 条第 2 項の規定に相当するものに
より行政機関の長，独立行政法人等又は地方公共団体の機関若しくは地方独立行政法人が
著作物を公衆に提供し，又は提示する場合において，当該著作物の著作者名の表示を省略
することとなるとき． 
三 公文書管理法第 16 条第 1 項の規定又は公文書管理条例の規定（同項の規定に相当する
規定に限る．）により国立公文書館等の長又は地方公文書館等の長が著作物を公衆に提供し，
又は提示する場合において，当該著作物につき既にその著作者が表示しているところに従
つて著作者名を表示するとき． 
 
（同一性保持権） 
第 20 条 
 著作者は，その著作物及びその題号の同一性を保持する権利を有し，その意に反してこ
れらの変更，切除その他の改変を受けないものとする． 
２ 前項の規定は，次の各号のいずれかに該当する改変については，適用しない． 
一 第 33 条第 1 項（同条第 4 項において準用する場合を含む．），第 33 条の 2 第 1 項又は
第 34 条第 1項の規定により著作物を利用する場合における用字又は用語の変更その他の改
変で，学校教育の目的上やむを得ないと認められるもの 
二 建築物の増築，改築，修繕又は模様替えによる改変 
三 特定の電子計算機においては利用し得ないプログラムの著作物を当該電子計算機にお
いて利用し得るようにするため，又はプログラムの著作物を電子計算機においてより効果
的に利用し得るようにするために必要な改変 
四 前 3 号に掲げるもののほか，著作物の性質並びにその利用の目的及び態様に照らしや
むを得ないと認められる改変 
第 3 款 著作権に含まれる権利の種類 
 
（複製権） 
第 21 条 
 著作者は，その著作物を複製する権利を専有する． 
 
174 
 
 
 フランス知的所有権に関する 1992 年 7 月 1 日の法律（法律第 92-597 号）
（抄）233 
 
第１部 文学的及び美術的所有権 
第１編 著作権 
 第１章 著作権の対象 
 第１節 著作権の性質 
第 111 の１条 精神の著作物の著作者は，その著作物に関して，自己が創作したという事
実のみにより，排他的ですべての者に対抗しうる無形財産の所有権を享有する． 
２ この権利は，この法典第１編及び第３編に定める知的及び人格的特質並びに財産的特
質を包含する． 
３ 精神の著作物の著作者による請負契約又は労働契約の存在又は締結は，この法典に規
定する例外に従うことを条件として，第１項によって認められる権利の享有に抵触しない．
精神の著作物の著作者が国，地方自治体，行政上の公共施設，法人格を有する独立行政機
関又はフランス銀行の職員である場合においても，その契約の存在又は締結は，同一の条
件において，その同一の権利の享有に抵触しない． 
４ 第 121 の７の１条及び第 131 の３の１条から第 131 の３の３条までの規定は，著作物
の著作者である職員の職務を規制する法令又は規則に基づいて著作物の公表が階級組織上
の権限によるいずれの事前検査にも服さない著作物の著作者である職員については，適用
されない． 
 
第 111 の２条 著作物は，公表の有無にかかわりなく，未完成であっても，著作者の構想
の実現という事実のみによって創作されたものとみなされる． 
 
第 111 の３条 第 111 の１条に定める無形財産の所有権は，有形物の所有権とは別個独立
のものである． 
２ 有形物の取得者は，第 123 の４条第２項及び第３項に規定する場合を除き，その取得
という事実によってこの法典に規定するいずれの権利も与えられない．これらの権利は，
著作者又はその権利承継人個人に存続する．ただし，これらの者は，それらの権利の行使
のためにその有形物を利用することを有形物の所有者に要求することはできない．所有者
が公表権の行使を妨げる明白な濫用がある場合には，大審裁判所は，第１２１の３条の規
定に従って，適当ないずれの措置もとることができる． 
 
                                                   
233 公益社団法人著作権情報センター（CRIC）ホームページより 2013.10.1 転載 
http://www.cric.or.jp/db/world/france/france_c1.html#11 
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第 111 の４条 フランスが加盟国である国際条約の規定に従うことを条件として，ある国
が，いずれかの形式においてフランスで最初に公表された著作物に十分かつ有効な保護を
確保しないことが，外務大臣との協議の後に確認される場合には，その国の領域において
最初に公表された著作物は，フランス法によって著作権について認められる保護の特権を
受けない． 
２ ただし，それらの著作物の同一性及び著作者の地位を害することはできない． 
３ 第１項に規定する場合には，著作権使用料は，政令によって指定される公益機関に払
い込まれる． 
 
第 111 の５条 国際条約に従うことを条件として，フランスにおいてこの法典によってソ
フトウェアの著作者に認められる権利は，外国人に認められる．ただし，その外国人が国
民である国又は住所，主たる事務所若しくは事業所をその領域内に有する国の法律が，フ
ランス国民及びフランスに住所若しくは事業所を有する者によって創作されたソフトウェ
アに保護を与えることを条件とする． 
 
 第２節 保護を受ける著作物 
第 112 の１条 この法典の規定は，いずれの精神の著作物についても，その種類，表現形
式，価値又は目的のいかんを問わず，著作者の権利を保護する． 
 
第 112 の２条 次の各号に掲げるものは，特にこの法典に規定する精神の著作物とみなさ
れる． 
(1) 書籍，小冊子その他の文芸，芸術及び学術の文書 
(2) 講演，演説，説教，口頭弁論その他の同性質の著作物 
(3) 演劇用又は楽劇用の著作物 
(4) 演出が文書その他の方法で固定されている舞踊の著作物，サーカスの出し物及び 
芸当並びに無言劇 
(5) 歌詞を伴う，又は伴わない楽曲 
(6) 映画の著作物その他の音を伴う，又は伴わない映像の動く連続から成る著作物 
（以下「視聴覚著作物」という．） 
(7) 素描，絵画，建築，彫刻，版画及び石版画の著作物 
(8) 図形及び組版の著作物 
(9) 写真の著作物及び写真に類似する技術を用いて製作した著作物 
(10) 応用美術の著作物 
(11) 図解及び地図 
(12) 地理学，地形学，建築学及び科学に関する図面，略図及び模型 
(13) ソフトウェア（準備の概念資料を含む．） 
176 
 
(14) 服装及び装飾の季節産業の創作物．流行の要請に応じて製品の形状をしばしば 
一新する産業，特に婦人服，毛皮，下着類，刺しゅう，婦人帽子，靴，手袋， 
革製品，最新流行の，又は高級婦人服用の織物，装飾品製造者及び靴製造者の 
製品並びに室内装飾用織物の製造業は，服装及び装飾の季節産業とみなされる． 
 
第 112 の３条 精神の著作物の翻訳，翻案，変形又は編曲の著作者は，原著作物の著作者
の権利を害することなく，この法典により制定される保護を享有する．素材の選択又は配
列によって知的創作物を構成する詩文集又はデータベースのような各種の著作物若しくは
データの編集物の著作者についても，同様とする． 
２ データベースとは，組織的又は体系的に処理され，かつ，電子的方法その他いずれか
の方法によって個別にアクセスすることができる著作物，データその他の独立した要素の
編集物をいう． 
 
第 112 の４条 精神の著作物の題号は，それが独創性を示す場合には，著作物そのものと
して保護される． 
２ 著作物が第 123 の１条から第 123 の３条までの規定によってもはや保護されない場合
であっても，いずれの者も，混同を生じやすい状況において同一分野の著作物を識別する
ためにその題号を使用することはできない． 
 
 第３節 著作権者 
第 113 の１条 著作者の資格は，反対の証拠がない限り，著作物がその名前で公表される
１人又は２人以上の者に属する． 
 
第 113 の２条 ２人以上の自然人が創作に協力した著作物は，共同著作物という． 
２ 既存の著作物がその著作物の著作者の協力なしに組み入れられる新規の著作物は，混
合著作物という． 
３ 自然人又は法人の発意に基づいて創作される著作物であって，その指示及び名前で出
版され，発行され，及び公表され，かつ，その作成に参加する各著作者の個人の寄与が，
実現される全体について別個の権利を各著作者に付与することができないように，寄与の
構想の目的である全体の中に融合するものは，集合著作物という． 
 
第 113 の３条 共同著作物は，共同著作者の共有とする． 
２ 共同著作者は，その権利を合意によって行使しなければならない． 
３ 合意のない場合には，民事裁判所の決定するところによる． 
４ 各共同著作者の関与が異なる分野に属する場合には，各共同著作者は，別段の取決め
がない限り，個々の寄与を分離して利用することができる．ただし，共有の著作物の利用
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を害してはならない． 
 
第 113 の４条 混合著作物は，その著作物を作成した著作者の所有とする．ただし，既存
の著作物の著作者の権利は，留保される． 
 
第 113 の５条 集合著作物は，反対の証拠がない限り，その著作物がその名前で公表され
る自然人又は法人の所有とする． 
２ この自然人又は法人は，著作者の権利を付与される． 
 
第 113 の６条 変名及び無名の著作物の著作者は，その著作物について，第 111 の１条に
よって認められる権利を享有する． 
２ それらの著作者は，身元を明らかにし，かつ，著作者の資格を証明しない限り，その
権利の行使において，最初の出版者又は発行者によって代理される． 
３ 前項に規定する申立ては，遺言によって行うことができる．ただし，第三者が以前取
得することができた権利は，維持される． 
４ 著作者が採用する変名が著作者の身元についていずれの疑いも与えない場合には，第
２項及び第３項の規定は，適用されない． 
 
第 113 の７条 視聴覚著作物の知的創作を実現する１人又は２人以上の自然人は，その著
作物の著作者の資格を有する． 
 
２ 共同して作成される視聴覚著作物の共同著作者は，反対の証拠がない限り，次の各号
に掲げる者であると推定される． 
(1) シナリオの著作者 
(2) 翻案の著作者 
(3) 台詞の著作者 
(4) この視聴覚著作物のために特別に作成される楽曲（歌詞を伴い，又は伴わない．） 
の著作者 
(5) 監督（ディレクター） 
３ 視聴覚著作物が，保護を受けている既存の著作物又はシナリオを原作とする場合には，
原著作物の著作者は，新著作物の著作者と同一視される． 
 
第 113 の８条 ラジオ放送著作物の知的創作を確保する１人又は２人以上の自然人は，そ
の著作物の著作者の資格を有する． 
２ 第 113 の７条第３項の規定及び第 121 の６条の規定は，ラジオ放送著作物について適
用される． 
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第 113 の９条 １人又は２人以上の被雇用者によってその職務の執行中に，又はその雇用
主の指示に従って創作されるソフトウェア又はその参考資料に関する財産権は，別段の定
款規定又は約定がない限り，雇用主に帰属し，雇用主のみが，それらの権利を行使するこ
とができる． 
２ この条の適用に関するいずれの異議も，雇用主の主たる事務所の管轄の大審裁判所に
提出される． 
３ この条第１項の規定は，国，公共団体及び行政上の公共施設の職員についても，適用
される． 
 
 第２章 著作者の権利 
 第１節 著作者人格権 
第 121 の１条 著作者は，その名前，資格及び著作物の尊重を要求する権利を享有する． 
２ この権利は，著作者の一身に専属する． 
３ この権利は，永続し，譲渡不能で，かつ，時効にかからない． 
４ この権利は，死亡を理由として，著作者の相続人に移転することができる． 
５ この権利の行使は，遺贈規定に基づいて第三者に与えることができる． 
 
第 121 の２条 著作者のみが，その著作物を公表する権利を有する．第 132 の 24 条の規定
に従うことを条件として，著作者は，公表の方法を決定し，かつ，公表の条件を定める． 
２ 著作者の死後は，遺著を公表する権利は，著作者が指定する１人又は２人以上の遺言
執行人がその生存中に行使する．遺言執行人がいない場合又はその死後は，著作者の別段
の意向がない限り，次に掲げる者が，次の順序でこの権利を行使する．すなわち，子孫，
夫婦別居の確定判決を受けていない，又は新しい婚姻を契約していない配偶者，相続財産
の全部又は一部を相続する子孫以外の相続人，及び将来の包括財産の包括受遺者又は受贈
者 
３ この権利は，第 123 の１条に定める排他的利用権の存続期間満了後も行使することが
できる． 
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 ドイツ著作権法（抄）234 
1965 年 9 月 9 日の著作権及び著作隣接権に関する法律（著作権法） 
（連邦法律広報第 I 部第 1273 頁） 
 
最終改正：2008 年 12 月 17 日の家事事件及び非訟事件における手続の改正に関する法律 
（連邦法律広報第 I 部第 2586 頁） 
 
第１章 著作権 
第１節 総則 
第１条 
 文学，学術，及び美術の著作物の著作者は，その著作物について，この法律の定めると
ころに従い保護を受ける． 
 
第２節 著作物 
第２条 保護を受ける著作物 
 (1) 保護を受ける文学，学術，及び美術の著作物には，とりわけ，次に掲げるものが属す
る． 
1． 文書，演説及びコンピュータ・プログラムのような言語の著作物 
2． 音楽の著作物 
3． 無言劇の著作物 舞踊の著作物を含む． 
4． 造形美術の著作物 建築及び応用美術の著作物並びにそれらの著作物の下図を含む． 
5． 写真の著作物 写真の著作物と類似の方法により作成される著作物を含む． 
6． 映画の著作物 映画の著作物と類似の方法により作成される著作物を含む． 
7． 図面，設計図，地図，略図，図表及び立体描写のような学術的又は技術的方法による 
描写 
 (2) この法律の意味における著作物とは，個人的かつ精神的な創作のみをいう． 
 
第３節 著作者 
第７条 著作者 
 著作者とは，著作物の創作者をいう． 
 
第８条 共同著作者 
 (1) 二以上の者が著作物を共同で作成した場合において，その各人の持分を個別に利用す
ることができないときは，それらの者は，その著作物の共同著作者という． 
                                                   
234  公益社団法人著作権情報センター（CRIC）ホームページより 2013.10.1 転載 
http://www.cric.or.jp/db/world/germany/germany_c1a.html#1 
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 (2) 著作物の公表に関する権利及び著作物の利用に関する権利は，共同著作者の共有に帰
属するものとし，この場合において，著作物の変更は，共同著作者の同意を得たときにの
み許される．ただし，共同著作者は，公表，利用又は変更に関するその同意を，信義誠実
に反して拒んではならない．各共同著作者は，共同著作権の侵害を根拠として，請求権を
行使することができる．ただし，各共同著作者が求めることのできる給付は，すべての共
同著作者に対する給付にかぎられる． 
 (3) 著作物の使用から得られる収益は，共同著作者の間に別段の合意がないときは，著作
物の創作における各人の協力の程度に応じて，共同著作者に配分されるものとする． 
 (4) 共同著作者は，利用権（第１５条）について，その持分を放棄することができる．そ
の放棄は，他の共同著作者に対して表示されなければならない．その表示をもって，その
持分は，他の共同著作者に帰属する． 
 
第９条 結合された著作物の著作者 
 二以上の著作者が，それらの著作物を，共同の利用のために相互に結合した場合には，
各著作者は，他の著作者に対して，その結合された著作物の公表，利用及び変更に関する
同意を，その同意が信義誠実に照らして他の著作者に期待し得るときは，求めることがで
きる． 
 
第 10 条 著作者又は権利保有者の推定 
 (1) 発行された著作物の複製物に，又は造形美術の著作物の原作品に，著作者として通常
の方法により表示されている者は，反証があるまでは，その著作物の著作者とみなされる．
著作者の変名又は雅号としてすでに知られた表示についても，同様とする． 
 
 (2) 著作者が前項に基づいて表示されていないときは，著作物の複製物に刊行者として表
示されている者が，著作者の権利を行使する権限を有するものと推定する．刊行者の表示
がないときは，出版者が，権限を有するものと推定する． 
 (3) 排他的使用権の保有者に関しては，仮の権利保護の手続が行われ，又は不作為請求
権が行使されるものと認められるときは，第１項の推定を準用する．推定は，著作者又は
著作隣接権の当初の保有者に関しては，適用しない．  
 
第４節 著作権の内容 
第１款 総則 
第 11 条 
 著作権は，著作者を，その著作物に対するその精神的かつ個人的な関係において，及び
その著作物の使用において，保護する．著作権は，同時に，著作物の使用に関する相当な
る報酬の保障にも寄与する． 
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第２款 著作者人格権 
第 12 条 公表権 
 (1) 著作者は，その著作物の公表の可否及びその方法を決定する権利を有する． 
 (2) 著作物ないし著作物の本質的内容又はその説明のいずれもが，未だ著作者の同意を得
て公表されていないかぎり，著作物の内容を公衆に知らせ，又は説明することは，その著
作者に留保されるものとする． 
 
第 13 条 著作者であることの承認 
 著作者は，その著作物について，自らがその著作者であることの承認を求める権利を有
する．著作者は，著作物に著作者表示を付するか否か，及びいかなる表示を用いるかにつ
いて，決定することができる． 
 
第 14 条 著作物の歪曲 
 著作者は，その著作物の歪曲その他の毀損で，著作物に関する自らの正当な精神的又は
個人的な利益を危うくすると評価されるものを，禁止する権利を有する． 
 
第３款 利用権 
第 15 条 通則 
 (1) 著作者は，その著作物を有形的な形態において利用することについて，排他的権利を
有する．この権利は，とりわけ，次の各号に掲げるものを含む． 
1． 複製権（第 16 条） 
2． 頒布権（第 17 条） 
3． 展示権（第 18 条） 
 (2) 著作者は，さらに，その著作物を無形的な形態において公衆に再生することについて，
排他的権利（公衆への再生の権利）を有する．この公衆への再生の権利は，とりわけ，次
の各号に掲げるものを含む． 
1． 口述権，上演・演奏権及び上映権（第 19 条） 
2． 公衆提供の権利（第 19a 条） 
3． 放送権（第 20 条） 
4． 録画物又はレコードによる再生の権利（第 21 条） 
5． 放送による再生の権利及び公衆提供による再生の権利（第 22 条） 
 (3) 再生は，それが公衆における多数の構成員に向けて行われるとき，公衆への再生であ
るという．公衆に属する者とは，著作物を利用する者又は他の者で著作物が無形的な形態
において知覚可能なものとされ若しくは提供されているものと，個人的な関係によって結
ばれていないすべての者をいう． 
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第５節 著作権における法律関係 
第１款 著作権の承継 
第 28 条 著作権の相続 
 (1) 著作権は，相続することができる． 
 (2) 著作者は，終意処分により，著作権の行使を遺言執行者に委託することができる．民
法第 2210 条は，適用しないものとする． 
 
第 29 条 著作権に関する法律行為 
 (1) 著作権は，譲渡することができない．ただし，死因処分を理由とする執行において譲
渡され，又は遺産分割の方法によって共同相続人に譲渡される場合は，このかぎりでない． 
 (2) 使用権の許与（第 31 条），利用権に関する債権的な同意及び合意並びに第３９条に規
定される著作者人格権に関する法律行為は，許される． 
 
第 30 条 著作者の権利承継人 
 著作者の権利承継人は，別段の定めがないかぎり，この法律に基づいて著作者に帰属す
ることとなる権利を有する． 
 
第２款 使用権 
第 31 条 使用権の許与 
 (1) 著作者は，その著作物を個個の又はすべての使用方法によって使用する権利（使用権）
を，他人に許与することができる．使用権は，単純使用権又は排他的使用権として，地域
的，時間的，又は内容的に制約を付して許与することができる． 
 (2) 単純使用権は，その保有者に，著作物を，他人による使用を排除することなく，許諾
された方法によって使用することについて，権限を与える． 
 (3) 排他的使用権は，その保有者に，他のすべての者を排して自らに許諾された方法によ
って著作物を使用すること及び使用権を許与することについて，権限を与える．著作者に
よる使用を留保することは，定めることができる．第 35 条は，これによって妨げられない． 
 (4) （廃止） 
 (5) 使用権の許与に際して，使用方法が明示的かつ個別に表示されていない場合には，使
用権の及ぶ使用方法は，当事者双方が基礎とした契約の目的に従って定める．使用権の許
与の有無，単純使用権と排他的使用権の別，使用権及び禁止権の及ぶ範囲，並びに使用権
が服する制限の種類について疑義が生じた場合にも，同様とする． 
 
第 43 条 雇用関係または職務関係における著作者 
この款の規定は，著作者が雇用関係または職務関係から生ずる義務の履行において著作
183 
 
物を作成した場合においても，その雇用関係または職務関係の内容または本質から格別の
事情が生じないかぎり，適用するものとする． 
 
 
 1988年の英国著作権法（抄）235 
1990年，1992年，1994年，1995年，1996年，1997年，1999年，2000年，
2001 年，2002 年，2003 年，2004 年，2005 年，2006 年及び 2007 年一部改
正 
 
1988 年の著作権，意匠及び特許法 
 
第１部 著作権 
第１章 著作権の存続，帰属及び存続期間 
導入規定 
 
（著作権及び著作権のある著作物） 
第１条 
(1) 著作権は，この部の規定に従って次に掲げる種類の著作物に存続する財産権である． 
(a) 文芸，演劇，音楽又は美術の原著作物 
(b) 録音物，映画又は放送 
(c) 発行された版の印刷配列 
(2) この部において，「著作権のある著作物」とは，著作権が存続するいずれの種類の著作
物をもいう． 
(3) 著作権保護のための資格付与についてのこの部の要件が満たされない限り（第 153 条
及び同条において言及される規定参照），著作物に著作権は存続しない． 
 
（著作権のある著作物に存続する権利） 
第２条 
(1) いずれの種類の著作物の著作権者も，その種類の著作物の著作権により制限される行
為として第２章に明示する行為を行う排他的権利を有する． 
(2) 著作権のある著作物のある種類に関して，第４章（著作者人格権）により付与される
次に掲げる権利は，著作権者であるか否かにかかわらず，著作物の著作者，監督又は委嘱
者のために存続する． 
(a) 第 77 条（著作者又は監督として確認される権利） 
                                                   
235  公益社団法人著作権情報センター（CRIC）ホームページより 2013.10.1 転載 
http://www.cric.or.jp/db/world/england.html 
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(b) 第 80 条（著作物を傷つける取扱いに反対する権利） 
(c) 第 85 条（ある種の写真及び映画のプライバシー権） 
 
著作物の種類及び関係規定 
（文芸，演劇及び音楽の著作物） 
第３条 
(1) この部において， 
「文芸の著作物」とは，演劇又は音楽の著作物以外，の書かれ，話され，又は歌われるい
ずれの著作物をもいい，したがって，次に掲げるものを含む． 
(a) データベース以外の表又は編集物 
(b) コンピュータ・プログラム 
(c) コンピュータ・プログラムのための準備設計資料 
(d) データベース 
「演劇の著作物」は，舞踏又は無言劇の著作物を含む． 
「音楽の著作物」とは，音楽とともに歌われ，話され，又は実演されることを意図される
いずれの言葉又は所作をも除く音楽から成る著作物をいう． 
(2) 文書その他に記録されない限り，かつ，それまでは，文芸，演劇又は音楽の著作物に
著作権は存続しない．また，この部におけるそのような著作物が作成される時への言及は，
著作物がそのように記録される時への言及である． 
(3) 第２項の目的上，著作物が著作者により又はその許諾を得て記録されるかどうかは，
重要ではない．また，著作物が著作者により記録されない場合には，同項のいずれの規定
も，記録された著作物と区別される記録物に著作権が存続するかどうかの問題に影響しな
い． 
 
（データベース） 
第３条のＡ 
(1) この部において，「データベース」とは，独立した著作物，データその他の資料であっ
て，次に掲げる２つの条件を満たすものの収集物をいう． 
(a) 組織的又は秩序立った方法で配列されていること． 
(b) 電子的その他の手段によって個々にアクセスできること． 
(2) この部の目的上，データベースから成る文芸の著作物は，データベースの内容の選択
又は配列を理由として，データベースが著作者自身の知的創作物を構成する場合に限り，
独創的である． 
 
（美術の著作物） 
第４条 
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(1) この部において，「美術の著作物」とは，次に掲げるものをいう． 
(a) 芸術的な質にかかわらず，図画の著作物，写真，彫刻又はコラージュ 
(b) 建築物又は建築物のためのひな形である建築の著作物 
(c) 美術工芸の著作物 
(2) この部において， 
「建築物」は，いずれの固定された構造物及び建築物又は固定された構造物の一部分をも
含む． 
「図画の著作物」は，次に掲げるものを含む． 
(a) いずれの絵画，素描，図解，地図，図表又は図面 
(b) いずれの版画，銅版画，石版画，木版画又は類似の著作物 
「写真」とは，その上に影像が製作され，又はそれから影像をいずれかの手段により製作
することができる媒体上の光線その他の放射線の記録物（映画の一部分でない）をいう． 
「彫刻」は，彫刻の目的のために作成される鋳型又はひな形を含む． 
 
著作者及び著作権の帰属 
（著作物の著作者） 
第９条 
(1) この部において，著作物に関して，「著作者」とは，著作物を創作する者をいう． 
(2) その者は，次に掲げる者であるとみなされる． 
(aa) 録音物の場合には，製作者 
(ab) 映画の場合には，製作者及び主たる監督 
(b) 放送の場合には，放送を行う者（第６条第３項参照），又は受信及び即時再送信により
他の放送を中継する放送の場合には，その他の放送を行う者 
(c) 削除 
(d) 発行された版の印刷配列の場合には，発行者 
(3) コンピュータにより生成される文芸，演劇，音楽又は美術の著作物の場合には，著作
者は，著作物の創作に必要な手筈を引き受ける者であるとみなされる． 
(4) この部の目的上，著作者の身元が知られていないとき，又は共同著作物の場合にはい
ずれの著作者の身元も知られていないときに，著作物は，「著作者が知られていない」もの
である． 
(5) この部の目的上，ある者が合理的な調査により著作者の身元を確認することができな
いときは，著作者の身元は，知られていないとみなされる．ただし，著作者の身元がいっ
たん知られるときは，その身元は，その後は知られていないとはみなされない． 
 
（共同著作物） 
第 10 条 
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(1) この部において，「共同著作物」とは，２人又は２人以上の著作者の協力により製作さ
れる著作物であって，各著作者の寄与が他の著作者のそれと区分されないものをいう． 
(1A) 映画は，製作者及び主たる監督が同一の者でない限り，共同著作物として取り扱われ
る． 
(2) ２人以上の者が放送を行っている（第６条第３項参照）とみなされるいずれの場合に
も，放送は，共同著作物として取り扱われる． 
(3) この部における著作物の著作者への言及は，別途規定される場合を除き，共同著作物
に関して，著作物のすべての著作者への言及として解釈される． 
 
（著作権の最初の帰属） 
第 11 条 
(1) 著作物の著作者は，以下の規定に従うことを条件として，その著作物の著作権のいず
れもの最初の所有者である． 
(2) 文芸，演劇，音楽若しくは美術の著作物又は映画が，被雇用者によりその雇用の過程
において作成される場合には，反対のいずれの協定にも従うことを条件として，その雇用
主が，著作物の著作権のいずれもの最初の所有者である． 
(3) この条の規定は，国王の著作権若しくは議会の著作権（第 163 条及び第 165 条参照）
又は第 168 条に基づいて存続する著作権（ある種の国際機関の著作権）については適用さ
れない． 
 
第４章 著作者人格権 
著作者又は監督として確認される権利 
（著作者又は監督として確認される権利） 
第 77 条 
(1) 著作権のある文芸，演劇，音楽又は美術の著作物の著作者及び著作権のある映画の監
督は，この条に定める状況においてその著作物の著作者又は監督として確認される権利を
有する．ただし，この権利は，第 78 条に従って主張されない限り，侵害されない． 
(2) 文芸の著作物（音楽とともに歌われ，又は話されることを意図される歌詞以外の）又
は演劇の著作物の著作者は，次に掲げる場合には，確認される権利を有する． 
(a) 著作物が商業的に発行され，公に実演され，又は公衆に伝達される場合 
(b) 著作物が挿入されている映画又は録音物の複製物が公衆に配布される場合 
また，この権利は，著作物の翻案に関してこれらの出来事のいずれかが生じる場合には，
翻案がそれから作成された元の著作物の著作者として確認される権利を含む． 
(3) 音楽の著作物又は音楽とともに歌われ，若しくは話されることを意図される歌詞から
成る文芸の著作物の著作者は，次に掲げる場合には，確認される権利を有する． 
(a) 著作物が商業的に発行される場合 
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(b) 著作物の録音物の複製物が公衆に配布される場合 
(c) その録音帯に著作物が挿入されている映画が公に上映され，又はそのような映画の複
製物が公衆に配布される場合 
また，この権利は，著作物の翻案に関してこれらの出来事のいずれかが生じる場合には，
翻案がそれから作成された元の著作物の著作者として確認される権利を含む． 
(4) 美術の著作物の著作者は，次に掲げる場合には，確認される権利を有する． 
(a) 著作物が商業的に発行され，若しくは公に展示され，又はその視覚的影像が公衆に伝
達される場合 
(b) 著作物の視覚的影像が挿入されている映画が公に上映され，又はそのような映画の複
製物が公衆に配布される場合 
(c) 建築物若しくは建築物のためのひな形の形式における建築の著作物，彫刻又は美術工
芸の著作物の場合において，それを表現する図画の著作物又はそれの写真の複製物が公衆
に頒布されるとき 
(5) 建築物の形式における建築の著作物の著作者は，また，建設される建築物において，
又は意匠に従って２以上の建築物が建設される場合には最初に建設される建築物において，
確認される権利を有する． 
(6) 映画監督は，映画が公に上映され，若しくは公衆に伝達され，又は映画の複製物が公
衆に配布される場合には，確認される権利を有する． 
(7) この条に基づく著作者又は監督の権利は，次に掲げるとおりである． 
(a) 映画又は録音物の複製物の商業的発行又は公衆への配布の場合には，各複製物におい
て，又はそれが適当でないときは，その身元を複製物を取得する者に注目させることがで
きる他のいずれかの方法により，確認されること． 
(b) 建築物における確認の場合には，建築物に入る者又は近づく者に見える適当な手段に
より確認されること． 
(c) 他のいずれの場合にも，その身元を，当該実演，展示，上映又は公衆への伝達を見又
は聞く者に注目させることができる方法により，確認されること． 
また，確認は，いずれの場合にも，明瞭かつ合理的に顕著でなければならない． 
(8) 著作者又は監督が確認される権利を主張する際に変名，頭文字又は他の特定の確認形
式を明示するときは，その形式が使用される．その他の場合には，いずれの合理的な確認
形式を使用することもできる． 
(9) この条の規定は，第 79 条（権利の例外）に従うことを条件として，効力を有する． 
 
（権利が主張される要件） 
第 78 条 
(1) いずれの者も，以下の規定に従って，第 77 条（著作者又は監督として確認される権利）
に定める行為のいずれかに関してその者を拘束するように権利が主張されない限り，その
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行為を行うことにより，同条により付与される権利を侵害しない． 
(2) 権利は，一般に又はいずれかの特定の行為若しくは行為の種類に関して，次に掲げる
いずれかにより主張することができる． 
(a) 著作物の著作権の譲渡の際に，著作者又は監督がその著作物に関して確認される権利
を主張する旨の記述を，譲渡を実施する証書中に含めることにより． 
(b) 著作者又は監督が署名した書面による証書により． 
(3) 権利は，また，美術の著作物の公の展示に関して，次に掲げるいずれかにより主張す
ることができる． 
(a) 著作者その他の最初の著作権者が，その者により又はその者の監督若しくは管理の下
に作成される原作品又は複製物の所有を手放す時に，原作品若しくは複製物において又は
それが取り付けられる額縁，台板その他のものにおいて著作者が確認されることを確保す
ることにより． 
(b) 許諾に従って作成される複製物の公の展示の際に確認される権利を著作者が主張する
旨の，許諾を付与する者により又はその者のために署名された記述を，著作者その他最初
の著作権者が著作物の複製物の作成を許可する許諾中に含めることにより． 
(4) 第２項又は第３項に基づく権利の主張により拘束される者は，次に掲げる者である． 
(a) 第２項(a)号に基づく主張の場合には，主張の通知を受けていると否とを問わず，譲受
人及びその者を通じて主張するいずれかの者 
(b) 第２項(b)号に基づく主張の場合には，主張の通知を受けるいずれかの者 
(c) 第３項(a)号に基づく主張の場合には，確認がなお存在し，又は見えると否とを問わず，
その原作品又は複製物を入手するいずれかの者 
(d) 第３項(b)号に基づく主張の場合には，主張の通知を受けていると否とを問わず，許諾
を得た者及び許諾に従って作成される複製物を入手するいずれかの者 
(5) 権利侵害に対する訴訟において，裁判所は，救済を検討する際に，権利の主張におけ
るいずれの遅滞をも考慮する． 
 
（権利の例外） 
第 79 条 
(1) 第 77 条（著作者又は監督として確認される権利）により付与される権利は，以下に定
める例外に従う． 
(2) この権利は，次の種類の著作物に関しては適用されない． 
(a) コンピュータ・プログラム 
(b) タイプフェイスの意匠 
(c) コンピュータ生成著作物のいずれも 
(3) この権利は，著作物の著作権が当初第 11 条第２項（雇用の過程において作成される著
作物）に基づく著作者の又は監督の雇用主に帰属していた場合には，著作権者により又は
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その許諾を得て行われるいずれのことにも適用されない． 
(4) この権利は，次に掲げる諸規定のいずれかに基づいて著作物の著作権を侵害しないこ
ととなる行為により侵害されない． 
(a) 第 30 条（ある種の目的のための公正利用），録音物，映画又は放送による時事の事件
の報道に関する限り． 
(b) 第 31 条（美術の著作物，録音物，映画又は放送への著作物の付随的挿入） 
(c) 第 32 条第３項（試験問題） 
(d) 第 45 条（議会手続及び裁判手続） 
(e) 第 46 条第１項又は第２項（王立委員会及び法定調査） 
(f) 第 51 条（意匠文書及びひな型の使用） 
(g) 第 52 条（美術の著作物から派生する意匠の利用の効果） 
(h) 第 57 条又は第 66 条のＡ（著作権の消滅等についての推定に基づいて許される行為） 
(5) この権利は，時事の事件の報道を目的として作成されるいずれの著作物に関しても適
用されない． 
(6) この権利は，次に掲げる出版物における発行を目的として作成され，又はそのような
発行を目的として著作者の同意を得て提供される文芸，演劇，音楽又は美術の著作物の次
に掲げる出版物における発行に関しては，適用されない． 
(a) 新聞，雑誌又は類似の定期刊行物 
(b) 百科事典，辞書，年鑑その他の参照用の集合著作物 
(7) この権利は，著作者又は監督が著作物の発行された複製物においてその者として以前
確認されていない限り，次に掲げる著作物に関しては適用されない． 
(a) 国王の著作権又は議会の著作権が存続する著作物 
(b) 第 168 条に基づいて著作権が当初国際機関に帰属していた著作物 
 
著作物を傷つける取扱いに反対する権利 
（著作物を傷つける取扱いに反対する権利） 
第 80 条 
(1) 著作権のある文芸，演劇，音楽又は美術の著作物の著作者及び著作権のある映画の監
督は，この条に定める状況において，その著作物を傷つける取扱いに従わせない権利を有
する． 
(2) この条の目的上， 
(a) 著作物の「取扱い」とは，次に掲げるもの以外の，著作物へのいずれかの追加，それ
からの削除，その改変又はその翻案をいう． 
(i) 文芸又は演劇の著作物の翻訳 
(ii) キー又は音域の単なる変更を伴う音楽の著作物の編曲又は編作 
(b) 著作物の取扱いが，著作物の歪曲又は切除となり，その他著作者又は監督の名誉声望
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を害するときは，その取扱いは，傷つける取扱いとなる． 
また，この条の以下の規定において，著作物を傷つける取扱いへの言及は，それに従っ
て解釈される． 
(3) 文芸，演劇又は音楽の著作物の場合には，この権利は，次に掲げる者により侵害され
る． 
(a) 著作物を傷つける取扱いを商業的に発行し，公に実演し，又は公衆に伝達する者 
(b) 著作物を傷つける取扱いの映画若しくは録音物の複製物又はそのような取扱いを含ん
でいる映画若しくは録音物の複製物を公衆に配布する者 
(4) 美術の著作物の場合には，この権利は，次に掲げる者により侵害される． 
(a) 著作物を傷つける取扱いを商業的に発行し，若しくは公に展示し，又は著作物を傷つ
ける取扱いの視覚的影像を公衆に伝達する者 
(b) 著作物を傷つける取扱いの視覚的影像が挿入されている映画を公に上映し，又はその
ような映画の複製物を公衆に配布する者 
(c) 次に掲げる著作物の場合には，著作物を傷つける取扱いを表現している図画の著作物
の複製物又はそのような取扱いの写真の複製物を公衆に配布する者 
(i) 建築物のためのひな形の形式における建築の著作物 
(ii) 彫刻 
(iii) 美術工芸の著作物 
(5) 第４項の規定は，建築物の形式における建築の著作物には適用されない．ただし，そ
のような著作物の著作者が建築物において確認され，かつ，それが著作物を傷つける取扱
いの対象である場合には，その著作者は，その確認が除去されることを要求する権利を有
する． 
(6) 映画の場合には，この権利は，次に掲げる者により侵害される． 
(a) 映画を傷つける取扱いを公に上映し，又は公衆に伝達する者 
(b) 映画を傷つける取扱いの複製物を公衆に配布する者 
(7) この条により付与される権利は，著作物の部分が，著作者若しくは監督の作品とされ，
又はその著作者若しくは監督の著作物とみなされる可能性があるときは，著作者又は監督
以外の者による以前の取扱いの結果としてのそのような部分の取扱いにも及ぶ． 
(8) この条の規定は，第 81 条及び第 82 条（権利の例外及び限定）に従うことを条件とし
て，効力を有する． 
 
（権利の例外） 
第 81 条 
(1) 第 80 条（著作物を傷つける取扱いに反対する権利）により付与される権利は，以下に
定める例外に従う． 
(2) この権利は，コンピュータ・プログラム又はいずれのコンピュータ生成著作物にも適
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用されない． 
(3) この権利は，時事の事件の報道を目的として作成されるいずれの著作物に関しても適
用されない． 
(4) この権利は，次に掲げる出版物における発行を目的として作成され，又はそのような
発行を目的として著作者の同意を得て提供される文芸，演劇，音楽又は美術の著作物の次
に掲げる出版物における発行に関しては，適用されない． 
(a) 新聞，雑誌又は類似の定期刊行物 
(b) 百科事典，辞書，年鑑その他の参照用の集合著作物 
この権利は，また，発行された版のいずれの修正もなしにいずれかの場所で行われるそ
のような著作物のその後のいずれの利用に関しても，適用されない． 
(5) この権利は，第 57 条又は第 66 条のＡ（著作権の消滅等についての推定に基づいて許
される行為）に基づいて著作権を侵害しないこととなる行為により侵害されない． 
(6) この権利は，次に掲げることを目的として行われるいずれのことによっても侵害され
ない． 
(a) 罪を犯すことを回避すること． 
(b) 法令により又は法令に基づいて課される義務を履行すること． 
(c) 英国放送協会の場合には，良い趣味若しくは品位に反し，又は犯罪を助長し，若しく
は扇動し，又は混乱を招き，若しくは人心に対して攻撃的となる可能性があるいずれかの
ものを，同協会が放送する番組中に挿入することを回避すること． 
ただし，著作者若しくは監督が，関係する行為の時に確認され，又は著作物の発行され
た複製物において以前確認されている場合には，十分な否認があることを条件とする． 
 
（ある種の場合における権利の限定） 
第 82 条 
(1) この条の規定は，次に掲げる著作物に適用される． 
(a) 著作権が，当初，第 11 条第２項（雇用の過程において作成される著作物）に基づいて
著作者の雇用主に帰属し，又は第９条第２項(ab)号（映画の著作者として取り扱われる者）
に基づいて監督の雇用主に帰属していた著作物 
(b) 国王の著作権又は議会の著作権が存続する著作物 
(c) 著作権が，当初，第 168 条に基づいて国際機関に帰属していた著作物 
(2) 第 80 条（著作物を傷つける取扱いに反対する権利）により付与される権利は，著作者
又は監督が次の場合に該当しない限り，著作権者により又はその許諾を得てそのような著
作物に関して行われるいずれのことについても，適用されない． 
(a) 関係する行為の時に確認される場合 
(b) 著作物の発行された複製物において以前確認されていた場合 
また，このような場合において権利が適用されるときは，十分な否認がある限り，その
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権利は，侵害されない． 
 
 
 米国著作権法（抜粋）236 
第 101 条 定義  
本編に別段の定めある場合を除き，本編において，以下の用語およびその活用形は，そ
れぞれ以下の意味を有する． 
「無名著作物」とは，いかなる自然人もその著作者として特定されていないコピーまたは
レコードに含まれる著作物をいう． 
 
「建築著作物」とは，何らかの有形的表現媒体に収録された建築物のデザインをいい，建
築物，建築計画図または設計図を含む．建築著作物は，デザインにおける空間および要素
の配列および構成のみならず全体的形状を含むが，個々の標準的特徴を含まない． 
 
「視聴覚著作物」とは，映写機，ビューワー，または電子機器のような機械または装置を
用いて見せることが本来的に意図された一連の関連する映像，およびもしあればそれに伴
う音声からなる著作物をいい，当該著作物が収録されたフィルム，テープ等有体物の性質
を問わない． 
 
「ベルヌ条約」とは，1886 年 9 月 9 日にスイス国ベルヌで調印された文学的及び美術的著
作物の保護に関する条約，ならびにこれに対するすべての法律，議定書およびそれらの修
正をいう． 
 
著作物の「最良版」とは，納付日前に合衆国内で発行された版で，連邦議会図書館がその
目的に最も適すると判断するものをいう． 
 
ある者の「子」とは，その者の直近の子孫(嫡出か否かを問わない)およびその者が適法に養
子とした者をいう． 
 
「集合著作物」とは，定期刊行物，選集または百科事典等の，それ自体が別個独立の著作
物である多数の寄与物が一つの集合物を構成するものをいう． 
 
「編集著作物」とは，全体として創作的な著作物を構成する方法で，既存の素材またはデ
ータを選択し，整理しまたは配列し，これらを収集し編成して作られた著作物をいう．「編
                                                   
236  公益社団法人著作権情報センター（CRIC）ホームページより 2013.10.1 転載 
http://www.cric.or.jp/db/world/america/america.html 
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集著作物」には集合著作物を含む． 
 
「コンピュータ・プログラム」とは，一定の結果を得るためにコンピュータで直接または
間接に使用される，文または命令の集合をいう． 
 
「コピー」とは，現在知られている方法または将来開発される方法によって著作物を固定
した有体物(レコードを除く)であって，これにより当該著作物を直接または機械もしくは装
置を使用して覚知し，複製しまたは伝達することができるものをいう．「コピー」には著作
物を最初に固定した有体物(レコードを除く)を含む． 
 
「著作権使用料審判官」とは，本編第 802 条に基づいて選任された著作権使用料審判官で
あって，同条に基づく仮著作権使用料審判官として執務する個人を含む． 
 
「著作権者」とは，著作権に含まれる排他的権利のいずれかに関して，当該権利を保有す
る者を指す． 
 
著作物は，著作物が最初にコピーまたはレコードに固定される時に「創作」される．著作
物が一定期間にわたって作成される場合，特定時に固定されている部分がその時点での著
作物を構成する．また，著作物が異なる表現形式で作成されている場合，各々の表現形式
が別個の著作物を構成する． 
 
「二次的著作物」とは，翻訳，編曲，脚色，小説化，映画化，録音物，美術複製，抄録，
要約，またはその他著作物を改作し，変形しもしくは翻案した形式のように，一以上の既
存の著作物を基礎とする著作物をいう．全体として創作的な著作物を構成する改訂，注釈，
発展またはその他の変更からなる著作物は，「二次的著作物」である． 
 
「装置」，「機械」または「プロセス」は，現在知られているものまたは将来開発されるも
のをいう． 
 
「デジタル送信」とは，デジタルその他の非アナログ形式で全体または一部を送信するこ
とをいう． 
 
著作物を「展示する」とは，著作物のコピーを直接またはフィルム，スライド，テレビ映
像，その他の装置もしくはプロセスを用いて見せることをいう．映画その他の視聴覚著作
物の場合には，個々の映像を非連続的に見せることをいう． 
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「施設」とは，小売店，専門店または製品もしくはサービスの販売を主たる目的として一
般公衆に開かれたその他の事業所であって，非居住部分の総床面積の半分以上がかかる目
的に利用され，かつ，非演劇的音楽著作物が公に実演される場所をいう． 
 
「飲食施設」とは，レストラン，旅館，バー，居酒屋または公衆もしくは顧客が食品もし
くは飲料の提供を受けることを主たる目的として集合するその他の事業所であって，非居
住部分の総床面積の半分以上がかかる目的に利用され，かつ，非演劇的音楽著作物が公に
実演される場所をいう． 
 
「経済的利得」は，何らかの価値ある物の受領(著作権のある他の著作物の受領を含む)およ
びその期待を含む． 
 
著作物は，著作者がまたはその許諾を得て，通過的期間以上の期間にわたって著作物を覚
知し，複製しまたは伝達することが可能な程度に永続的または安定的に，著作物をコピー
またはレコードに収録したときに，有形的表現媒体に「固定」される．本編において，送
信される音声，映像またはその両者からなる著作物は，送信と同時に固定されている場合
には「固定」されている． 
 
「ジュネーブレコード条約」とは，1971 年 10 月 29 日にスイス国ジュネーブで調印された
許諾を得ないレコードの複製からのレコード製作者の保護に関する条約をいう． 
 
施設の「総床面積」とは，当該施設の屋内部分全体のほか，季節その他の事由によって提
供されるか否かを問わず，顧客に供するために利用される隣接する屋外部分をいう． 
 
「含む」および「等」は例示語であって，限定語ではない． 
 
「国際協定」とは，以下をいう． 
 (1) 万国著作権条約， 
 (2) ジュネーブレコード条約， 
 (3) ベルヌ条約， 
 (4) WTO 協定， 
 (5) WIPO 著作権条約， 
 (6) WIPO 実演・レコード条約，および 
 (7) 合衆国が加盟しているその他の著作権条約． 
 
「共同著作物」とは，二以上の著作者が，各々の寄与物を分離できないまたは相互に依存
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する部分からなる単一物に統合する意図をもって，作成する著作物をいう． 
 
「言語著作物」とは，言葉，数字またはその他言語的もしくは数学的な記号もしくは符号
により表現された著作物(視聴覚著作物を除く)をいい，書籍，定期刊行物，原稿，レコード，
フィルム，テープ，ディスク，カード等収録媒体の性質を問わない． 
・・・（略）・・・ 
「著作権の移転」とは，著作権または著作権に含まれるいずれかの排他的権利の譲渡，モ
ゲージ設定，独占的使用許諾その他の移転，譲与または担保契約をいい，その効力が時間
的または地域的に制限されるか否かを問わないが，非独占的使用許諾は含まない． 
・・・（略）・・・ 
「視覚芸術著作物」とは，以下のいずれかをいう． 
(1) 絵画，素描，版画または彫刻であって，1 点のみ存在するものもしくは著作者が署名
しかつ通し番号を付した 200 点以下の限定版が存在するもの．彫刻の場合，著作者が通し
番号を付し，かつ，署名その他著作者を明らかにする記号を有する，鋳造され，彫刻され，
もしくは組み立てられたものが 200 点以下存在するもの．または 
(2) 展示のみを目的として制作されたスチール写真映像であって，著作者が署名した 1 部
のみが存在しもしくは著作者が署名しかつ通し番号を付した 200 部以下の限定版が存在す
るもの． 
ただし，視覚芸術著作物には，以下のものを含まない． 
(A)(i) ポスター，地図，地球儀，海図，技術図面，図表，模型，応用美術，映画その他の
視聴覚著作物，書籍，雑誌，新聞，定期刊行物，データベース，電子情報サービス，電子
出版物，もしくは同様の発行物， 
(ii) 販売品もしくは広告用，販売促進用，説明用，表紙用もしくは包装用の材料もしくは
容器，または 
(iii) 第(i)段もしくは第(ii)段に掲げる物品の一部分，  
(B) 職務著作物，または， 
(C) 本編に基づく著作権による保護の対象とならない著作物． 
 
「合衆国政府の著作物」とは，合衆国政府の公務員または職員がその公務の一部として作
成する著作物をいう． 
 
「職務著作物」とは，以下のいずれかをいう． 
(1) 被用者がその職務の範囲内で作成する著作物． 
(2) 集合著作物の寄与物，映画その他の視聴覚著作物の一部分，翻訳，補足的著作物，編
集著作物，教科書，試験問題，試験の解答資料または地図帳として使用するために，特に
注文または委託を受けた著作物であって，当事者が署名した文書によって職務著作物とし
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て扱うことに明示的に同意したもの．前段において，「補足的著作物」とは，序文，あとが
き，挿し絵，地図，海図，表，編集後記，編曲，試験の解答資料，文献目録，付録，索引
等，他の著作物を紹介し，終結させ，図解し，説明し，修正し，注釈しまたはその使用を
助けることを目的として，他の著作者が著作物の二次的付加物として発行するために作成
する著作物をいう．また，「教科書」とは，組織的指導活動における使用を目的として発行
を予定して作成する言語，絵画または図形の著作物をいう． 
 
著作物が第(2)節に基づいて職務著作物に該当するか否かを判断するにあたっては，裁判所
または著作権局は，公法 106-113 第 1000 条(a)(9)によって立法化された「1999 年知的財
産権および通信オムニバス改革法」第 1011 条(d)に含まれる修正および当該修正が付加した
語句の削除のいずれをも，  
(A) 考慮しもしくは法的意味付けし，または  
(B) 連邦議会がいかなる司法判断を肯定もしくは否定しまたはこれに対して黙認を与えた
ことを示唆するものとして解釈してはならない． 
 
 第(2)節は，「2000 年職務著作および著作権訂正法」第 2 条(a)(1)および一般法 106-113 第
1000 条(a)(9)によって立法化された「1999 年知的財産権および通信オムニバス改革法」第
1011 条(d)の両方が制定されたことがなかったかのように解釈され，また連邦議会がいずれ
かの司法判断に対して何らの行動をとらなかったこともしくはこれを認識しなかったこと
を考慮することなく解釈されなければならない． 
 
「WTO 協定」および「WTO 加盟国」は，ウルグアイ・ラウンド協定法第 2 条(9)および
(10)においてそれぞれ与えられる意味を有する． 
 
第 102 条 著作権の対象：総則 
(a) 著作権による保護は，本編に従い，現在知られているかまたは将来開発される有形的
表現媒体であって，直接にまたは  機械もしくは装置を使用して著作物を覚知し，複製
しまたは伝達することができるものに固定された，著作者が作成した創作的な著作物に及
ぶ．著作者が作成した著作物は，以下に掲げる種類の著作物を含む． 
(1) 言語著作物， 
(2) 音楽著作物(これに伴う歌詞を含む)， 
(3) 演劇著作物(これに伴う音楽を含む)， 
(4) 無言劇および舞踊の著作物， 
(5) 絵画，図形および彫刻の著作物， 
(6) 映画およびその他の視聴覚著作物， 
(7) 録音物，ならびに 
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(8) 建築著作物． 
(b) いかなる場合にも，著作者が作成した創作的な著作物に対する著作権による保護は，
着想，手順，プロセス，方式，操作方法，概念，原理または発見(これらが著作物において
記述され，説明され，描写され，または収録される形式の如何を問わない)には及ばない． 
 
第 103 条 著作権の対象：編集著作物および二次的著作物 
(a) 第 102 条に列挙する著作権の対象は，編集著作物および二次的著作物を含むが，著作
権が及ぶ既存の素材を使用した著作物に対する保護は，かかる素材が当該著作物に不法に
使用されている場合には，当該著作物のその部分には及ばない． 
(b) 編集著作物または二次的著作物に対する著作権は，当該著作物の著作者が寄与した素
材であって，当該著作物に使用された既存の素材と区別されるもののみに及び，既存の素
材に対するいかなる排他的権利をも含まない．かかる著作物に対する著作権は，既存の素
材に対する著作権による保護とは別個独立のものであり，また，その範囲，存続期間，帰
属または存在に影響せず，またはそれらを拡大しない． 
 
第 201 条 著作権の帰属  
(a) 原始的帰属－本編に基づいて保護される著作物に対する著作権は，当該著作物の著作
者に原始的に帰属する．共同著作物の著作者は，当該著作物に対する著作権の共有者とな
る． 
(b) 職務著作物－職務著作物の場合，使用者その他著作物を作成させる者は，本編におい
て著作者とみなされ，また，当事者が署名した書面による別段の明示的な合意がなければ，
著作権を構成するすべての権利を有する． 
(c) 集合著作物への寄与物－集合著作物への各寄与物に対する著作権は，集合著作物全体
に対する著作権とは別個のものであり，当該寄与物の著作者に原始的に帰属する．著作権
または著作権に基づく権利の明示的な移転がない場合，集合著作物の著作権者は，その特
定の集合著作物，その改訂版および同一の双書における以後の集合著作物の一部として当
該寄与物を複製しまた頒布する権限のみを取得したものと推定される． 
(d) 著作権の移転－ 
(1) 著作権は，あらゆる手段による譲渡または法の作用によって，その全部または一部を
移転することができ，また，遺 言によって遺贈しまたは無遺言相続法によって人的財産
として移転することができる． 
(2) 第 106 条に列挙する権利を含む，著作権に含まれるいかなる排他的権利も，上記第（1）
節に規定するとおり移転し，また，個別に保有することができる．特定の排他的権利の保
有者は，かかる権利の範囲内で，本編が著作権者に対して認めるすべての保護および救済
を受けることができる． 
(e) 強制的移転－個人の著作者がその著作権または著作権に基づく排他的権利をその前に
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任意に移転していない場合，当該著作権または著作権に基づく排他的権利を差し押さえ，
収容し，移転しまたは行使することを目的とする政府機関その他の公務員または団体によ
るいかなる行為も，第 11 編に定める場合を除いては，本編に基づく効力を生じない． 
 
第 202 条 有体物の所有権と別個の著作権  
著作権またはこれに基づく排他的権利の保有は，著作物が収録された有体物の所有権の
保有とは別個のものである．有体物 （著作物が最初に固定されたコピーまたはレコードを
含む）の所有権の移転自体は，当該物に収録された著作権のある著作物に対するいかなる
権利をも移転するものではない．また，合意がなければ，著作権またはこれに基づく排他
的権利の移転は，有体物に対する財産権を移転するものではない． 
 
第 203 条 著作者の権利付与による移転および使用許諾の終了  
(a) 終了の条件－職務著作物以外の著作物の場合，1978 年 1 月 1 日以後に著作者が遺言以
外の方法によって行った，著作権またはこれに基づく権利の移転または独占的もしくは非
独占的な使用許諾の付与は，以下の条件において終了する． 
(1) 一人の著作者が行った権利付与の場合，当該著作者または著作者が死亡している場合
には本項第（2）節に基づき著作者の終了権の 2 分の 1 を超える権利を保有しかつ行使する
ことのできる者が，これを終了させることができる．共同著作物の二人以上の著作者が行
った権利付与の場合には，権利付与を行った著作者の過半数をもって終了させることがで
き，かかる著作者が死亡している場合には，本項第（2）節に基づき著作者の終了権の 2 分
の 1 を超える権利を保有しかつ行使することのできる者が，これを終了させることができ
る． 
(2) 著作者が死亡している場合には，以下のとおり終了権を保有し，また，これを行使す
ることができる． 
(A) 著作者に生存する子または孫がある場合を除き，寡婦または寡夫が終了権のすべてを
保有する．著作者に生存する子または孫がある場合には，寡婦または寡夫は著作者の終了
権の 2 分の 1 を保有する． 
(B) 寡婦または寡夫がない場合には，著作者の生存する子および著作者の死亡した子の生
存する子が，終了権のすべてを保有する．寡婦または寡夫がある場合には，著作者の終了
権の 2 分の 1 を分有する． 
(C) いかなる場合にも，著作者の子および孫の権利は，代襲される子の数に従って株分け
方式で分割されかつ行使される．死亡した子の子の終了権の持分は，その過半数の行為に
よってのみ行使することができる． 
(D) 著作者の寡婦または寡夫，子および孫のいずれも生存していない場合には，著作者の
遺言執行人，遺産管理人，法定代理人または信託受託者が著作者の終了権を保有する． 
(3) 権利付与の終了は，権利付与の実施の日から 35 年後に始まる 5 年間にいつでも行うこ
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とができる．また，権利付与が著作物を発行する権利にかかる場合，上記期間は，権利付
与に基づく著作物の発行の日から 35 年後または許可の実施の日から 40 年後のうち，いず
れか早く終了する期間の最終日から起算する． 
(4) 終了は，本項第（1）節および第（2）節により必要となる数および割合の終了権保持
者または適法に授権されたその代理人が署名した書面による事前の通知を，権利付与を受
けた者またはその権利承継人に送達することによって行われるものとする． 
(A) 通知は，本項第（3）節に定める 5 年間における終了が効力を生ずる日を示し，かつ，
かかる日から 2 年以上 10 年以下の期間内に送達されなければならない．通知が効力を生ず
る要件として，通知の写しを終了が効力を生ずる日の前に著作権局に登記しなければなら
ない． 
(B) 通知は，その書式，内容および送達の方法において，著作権局長が規則により定める
要件に従わなければならない． 
(5) 権利付与の終了は，いかなる反対の合意（遺言を作成しまたは将来の権利付与を行う
合意を含む）にかかわらず行うことができる． 
(b) 終了の効果－終了する権利付与が及ぶ本編に基づくすべての権利は，終了が効力を生
ずる日に，著作者その他本条第（a）項（1）および（2）に基づき終了権を有する者（第（a）
項（4）に基づく終了通知の署名に参加しなかった者を含む）に復帰するが，以下の制限に
服する． 
 
(1) 終了前に権利付与に基づいて作成された二次的著作物は，終了後も権利付与の条件に
基づいて引き続き使用することができるが，かかる権限は，終了した権利付与が及ぶ著作
権のある著作物に基づき終了後に他の二次的著作物を作成することには及ばない． 
(2) 権利付与の終了により復帰する将来の権利は，第（a）項（4）の規定により終了の通
知が送達された日に確定的に帰属する．かかる権利は，著作者および第（a）項（1）およ
び（2）に定める者に，その規定する比例持分に応じて帰属する． 
(3) 本項第（4）節の規定を条件として，終了した権利付与が及ぶ権利について以後の権利
付与または以後の権利付与を行う合意は，本項第（2）節に基づき権利が帰属する者のうち，
第（a）項（1）および（2）に基づき権利付与を終了するために必要とされると同じ数およ
び割合の者が署名した場合にのみ有効となる．以後の権利付与またはその合意は，本項第(2)
節に基づき権利付与の対象となる権利が帰属するすべての者（署名を行わない者を含む）
について効力を有する．終了した権利付与に基づく権利が帰属した後にその者が死亡した
場合，その者の法定代理人，遺言による相続人または法定相続人が本節において代襲する． 
(4) 終了した権利付与の対象となる権利について以後の権利付与またはこれを行う合意は，
終了が効力を生ずる日の後に行われる場合にのみ有効となる．ただし，例外として，本項
第（3）節に定める者と権利付与を受けた者またはその権利承継人の間においては，第（a）
項（4）の規定するとおり終了の通知を送達した後に，かかる将来の権利付与の合意を行う
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ことができる． 
(5) 本条に基づく権利付与の終了は，当該権利付与の対象となる本編に基づき発生する権
利にのみ及び，連邦，州または外国の他の法に基づき発生する権利に何ら影響を及ぼさな
い． 
(6) 本条に基づき終了が発効するまでは，権利付与は，別途定める場合を除き本編が定め
る著作権の保護期間中引き続き効力を有する． 
 
第 204 条 著作権の移転の実行  
(a) 著作権の移転は，法の作用によるものを除き，譲渡証書または移転の記録もしくは覚
書が書面にて作成され，かつ，移転される権利の保有者またはその適法に授権された代理
人が署名しなければ効力を有しない． 
(b) 確認証書は，移転が効力を有するために必要ではないが，以下の場合には移転の実行
の一応の証拠となる． 
(1) 合衆国内で実行された移転の場合，合衆国内で宣誓を執行する権限を有する者が確認
証書を交付したとき． 
(2) 外国で実行された移転の場合，合衆国の外交官もしくは領事館員またはこれらの者の
証明書によって宣誓を執行する権限を有することが証明される者が，確認証書を交付した
とき． 
 
第 205 条 譲渡証書その他の文書の登録  
(a) 登録の条件－著作権の移転証書その他著作権に関する文書は，当該文書を作成した者
の実際の署名があり，または，当該文書が署名された原本の真正な写しであることの宣誓
によるもしくは公式の証明書を添付した場合には，著作権局に登録することができる． 
(b) 登録証明書－著作権局長は，第（a）項に定める文書および第 708 条に規定する手数料
を受領した場合，当該文書を登録し登録証明書と共に返還しなければならない． 
(c) 擬制告知としての登録－著作権局への文書の登録は，以下の要件をすべて満たす場合
に限り，すべての者に対する擬制告知となる． 
(1) 文書またはこれに添付された物が，著作権局長によって当該文書が索引に掲載された
後において，著作物の題名または登録番号による合理的な検索によって明らかになるよう
に，対象となる著作物を特定していること，かつ 
(2) 著作物について登録がなされていること． 
(d) 矛盾する移転間の優先－二つの矛盾する移転の間においては，第（c）項に基づき擬制
告知をなすために必要な方法で，合衆国での実行後 1 ヶ月以内もしくは合衆国外での実行
後 2 ヶ月以内に，または後に行われた移転が上記の方法で登録される前に，登録された場
合に，最初に実行されたものが優先する．その他の場合には，上記の方法で登録され，か
つ，先の移転を知らずに有価の約因または使用料を支払う旨の拘束力のある約束に基づい
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て行われた場合に，後に行われた移転が優先する． 
(e) 矛盾する著作権の移転および非独占的使用許諾の間の優先－非独占的使用許諾は，使
用許諾の対象となる権利の保有者またはその適法に授権された代理人が署名した書面によ
って証明され，かつ，以下のいずれかにあたる場合には，登録されているか否かを問わず，
矛盾する著作権の移転に優先する． 
(1) 使用許諾が移転の実行前に取得されたこと，または 
(2) 使用許諾が移転の登録の前に行われかつそれを知ることなく善意で受けられたこと． 
 
 
 
 論文中で使用した条約等（抜粋）237 
 文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約パリ改正条約（抄） 
一九七一年（昭和四十六年）七月二十四日 パリで作成 
一九七二年（昭和四十七年）一月二十五日 日本国署名 
一九七五年（昭和五十年）一月二十四日 批准書寄託 
一九七五年（昭和五十年）三月六日 公布（条約第四号） 
一九七五年（昭和五十年）四月二十四日 効力発生 
 
締約国は， 
すべての国において文学的，学術的及び美術的著作物の著作権の保護を確保することを希
望し，世界のすべての国民にとつて適当でありかつ万国条約により表現される著作権保護
の制度が，現行の国際制度を害することなくこれに追加されて，個人の権利の尊重を確保
し，かつ，文学，学術及び美術の発達を助長するものであることを確信し，このような万
国著作権保護制度が，人間精神の所産の普及を一層容易にし，かつ，国際の理解を増進す
るものであることを了解し，千九百五十二年九月六日にジュネーブで署名された万国著作
権条約（以下「千九百五十二年条約」という．）を改正することに決定し，よつて，次のと
おり協定した． 
 
第一条 〔同盟の形成〕  
この条約が適用される国は，文学的及び美術的著作物に関する著作者の権利の保護のため
の同盟を形成する．  
 
第二条 〔保護を受ける著作物〕  
                                                   
237  公益社団法人著作権情報センター（CRIC）ホームページより 2013.10.1 転載 
http://www.cric.or.jp/db/treaty/index.html 
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(1) 「文学的及び美術的著作物」には，表現の方法または形式のいかんを問わず，書籍，小
冊子その他の文書，講演，演説，説教その他これらと同性質の著作物，演劇用または楽劇
用の著作物，舞踊及び無言劇の著作物，楽曲（歌詞を伴うかどうかを問わない．），映画の
著作物（映画に類似する方法で表現された著作物を含む．以下同じ．），素描，絵画，建築，
彫刻，版画及び石版画の著作物，写真の著作物（写真に類似する方法で表現された著作物
を含む．以下同じ．），応用美術の著作物，図解及び地図並びに地理学，地形学，建築学そ
の他の科学に関する図面，略図及び模型のような文芸，学術及び美術の範囲に属するすべ
ての製作物を含む． 
(2) もつとも，文学的及び美術的著作物の全体またはその一若しくは二以上の種類について，
それらの著作物が物に固定されていない限り保護されないことを定める権能は，同盟国の
立法に留保される． 
(3) 文学的または美術的著作物の翻訳，翻案，編曲等による改作物は，その原作物の著作者
の権利を害することなく，原著作物として保護される．  
(4) 立法上，行政上及び司法上の公文書並びにその公的な翻訳物に与えられる保護は，同盟
国の法令の定めるところによる． 
(5) 素材の選択または配列によつて知的創作物を形成する百科辞典及び選集のような文学
的または美術的著作物の編集物は，その編集物の部分を構成する各著作物の著作者の権利
を害することなく，知的創作物として保護される．  
(6) 前記の著作物は，すべての同盟国において保護を受ける．この保護は，著作者及びその
承継人のために与えられる． 
(7) 応用美術の著作物及び意匠に関する法令の適用範囲並びにそれらの著作物及び意匠の
保護の条件は，第七条(4)の規定に従うことを条件として，同盟国の法令の定めるところに
よる．本国において専ら意匠として保護される著作物については，他の同盟国において，
その国において意匠に与えられる特別の保護しか要求することができない．ただし，その
国においてそのような特別の保護が与えられない場合には，それらの著作物は，美術的著
作物として保護される． 
(8) この条約の保護は，単なる報道にすぎない時事の記事または雑報については適用されな
い．  
 
 第二条の二 〔口述の著作物の保護〕  
(1) 政治上の演説及び裁判手続においてされた陳述につき前条に定める保護の一部または
全部を排除する権能は，同盟国の立法に留保される．  
(2) 報道の目的上正当な範囲内において，公に行われた講演，演説その他これらと同性質の
著作物を新聞雑誌に掲載し，放送し，有線により公に伝達し及び第十一条の二(１)に規定す
る公の伝達の対象とする場合の条件を定める権能も，また，同盟国の立法に留保される． 
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(3) もつとも，著作者は，(1)及び(2)に規定する著作物を編集物とする排他的権利を享有す
る．  
 
 第三条 〔保護を受ける著作者〕  
(1) 次の者は，次の著作物について，この条約によつて保護される．  
(a) いずれかの同盟国の国民である著作者 その著作物（発行されているかどうかを問わな
い．）  
(b) いずれの同盟国の国民でもない著作者 その著作物のうち，いずれかの同盟国において
最初に発行されたもの並びに同盟に属しない国及びいずれかの同盟国において同時に発行
されたもの  
(2) いずれの同盟国の国民でもない著作者でいずれかの同盟国に常居所を有するものは，こ
の条約の適用上，その同盟国の国民である著作者とみなす．  
(3) 「発行された著作物」とは，複製物の作成方法のいかんを問わず，著作者の承諾を得て
刊行された著作物であつて，その性質にかんがみ公衆の合理的な要求を満たすような数量
の複製物が提供されたものをいう．演劇用若しくは楽劇用の著作物または映画の著作物の
上演，音楽の著作物の演奏，文学的著作物の朗読，文学的または美術的著作物の伝達また
は放送，美術の著作物の展示及び建築の著作物の建設は，発行を意味しない． 
(4) 最初の発行の国を含む二以上の国において最初の発行の日から三十日以内に発行され
た著作物は，それらの国において同時に発行されたものとみなす．  
 
 第四条 〔同 前〕  
次の者は，前条に定める条件が満たされない場合にも，この条約によつて保護される．  
 (a) いずれかの同盟国に主たる事務所または常居所を有する者が製作者である映画の著作
物の著作者  
 (b) いずれかの同盟国において建設された建築の著作物の著作者またはいずれかの同盟国
に所在する不動産と一体となつている絵画的及び彫塑的美術の著作物の著作者  
 
 第五条 〔保護の原則〕  
(1) 著作者は，この条約によつて保護される著作物に関し，その著作物の本国以外の同盟国
において，その国の法令が自国民に現在与えておりまたは将来与えることがある権利及び
この条約が特に与える権利を享有する．  
 
(2) (1)の権利の享有及び行使には，いかなる方式の履行をも要しない．その享有及び行使は，
著作物の本国における保護の存在にかかわらない．したがつて，保護の範囲及び著作者の
権利を保全するため著作者に保障される救済の方法は，この条約の規定によるほか，専ら，
保護が要求される同盟国の法令の定めるところによる． 
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(3) 著作物の本国における保護は，その国の法令の定めるところによる．もつとも，この条
約によつて保護される著作物の著作者がその著作物の本国の国民でない場合にも，その著
作者は，その著作物の本国において内国著作者と同一の権利を享有する． 
(4) 次の著作物については，次の国を本国とする．  
(a) いずれかの同盟国において最初に発行された著作物については，その同盟国．もつとも，
異なる保護期間を認める二以上の同盟国において同時に発行された著作物については，こ
れらの国のうち法令の許与する保護期間が最も短い国とする．  
(b) 同盟に属しない国及びいずれかの同盟国において同時に発行された著作物については，
その同盟国  
(c) 発行されていない著作物または同盟に属しない国において最初に発行された著作物で
いずれの同盟国においても同時に発行されなかつたものについては，その著作者が国民で
ある同盟国．ただし，次の著作物については，次の国を本国とする．  
(i) いずれかの同盟国に主たる事務所または常居所を有する者が製作者である映画の著作物
については，その同盟国  
(ii) いずれかの同盟国において建設された建築の著作物またはいずれかの同盟国に所在す
る不動産と一体となつている絵画的及び彫塑的美術の著作物については，その同盟国  
  
 第六条 〔同盟国に属しない著作者の保護の原則〕  
(1) 同盟に属しない国がいずれかの同盟国の国民である著作者の著作物を十分に保護しな
い場合には，その同盟国は，最初の発行の時において当該同盟に属しない国の国民であつ
て，かつ，いずれの同盟国にも常居所を有していない著作者の著作物の保護を制限するこ
とができる．最初の発行の国がこの権能を行使する場合には，他の同盟国は，そのように
特殊な取扱いを受ける著作物に対し，最初の発行の国において与えられる保護よりも厚い
保護を与えることを要しない．  
(2) (1)の規定に基づく制限は，その実施前にいずれかの同盟国において発行された著作物に
ついてその著作者が既に取得した権利に影響を及ぼすものであつてはならない． 
(3) この条の規定に基づいて著作者の権利の保護を制限する同盟国は，その旨を，その保護
の制限の対象となる国及びその国民である著作者の権利に対する制限を明記した宣言書に
より，世界知的所有権機関事務局長（以下「事務局長」という．）に通告する．事務局長は，
その宣言をすべての同盟国に直ちに通報する．  
 
第六条の二 〔著作者人格権〕  
(1) 著作者は，その財産的権利とは別個に，この権利が移転された後においても，著作物の
創作者であることを主張する権利及び著作物の変更，切除その他の改変または著作物に対
するその他の侵害で自己の名誉または声望を害するおそれのあるものに対して異議を申し
立てる権利を保有する．  
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(2) (1)の規定に基づいて著作者に認められる権利は，著作者の死後においても，少なくとも
財産的権利が消滅するまで存続し，保護が要求される国の法令により資格を与えられる人
または団体によつて行使される．もつとも，この改正条約の批准またはこれへの加入の時
に効力を有する法令において，(1)の規定に基づいて認められる権利のすべてについて著作
者の死後における保護を確保することを定めていない国は，それらの権利のうち一部の権
利が著作者の死後は存続しないことを定める権能を有する．  
(3) この条において認められる権利を保全するための救済の方法は，保護が要求される同盟
国の法令の定めるところによる． 
 
 
 万国著作権条約パリ改正条約（抄） 
締約国は，文学的，学術的及び美術的著作物の著作権の保護をすべての国において確保
することを希望し，世界のすべての国民にとって適当でありかつ万国条約により表現され
る著作権保護の制度が，現行の国際制度を害することなくこれに追加されて，個人の権利
の尊重を確保し，かつ，文学，学術及び美術の発達を助長するものであることを確信し， 
このような万国著作権保護制度が，人間精神の所産の普及を一層容易にし，かつ，国際の
理解を増進するものであることを了解して，次のとおり協定した． 
 
第一条 〔目 的〕 
各締約国は，文書，音楽の著作物，演劇用の著作物，映画の著作物，絵画，版画及び彫刻
を含む文学的，学術的及び美術的著作物についての著作者その他の著作権者の権利の十分
かつ有効な保護を確保するため必要なすべての措置をとる． 
 
第二条 〔保護の原則〕 
1 いずれかの締約国の国民の発行された著作物及びいずれかの締約国において最初に発
行された著作物は，他のいずれの締約国においても，当該他の締約国が自国において最初
に発行された自国民の著作物に与えている保護と同一の保護及びこの条約が特に与える保
護を受ける． 
2 いずれかの締約国の国民の発行されていない著作物は，他のいずれの締約国においても，
当該他の締約国が自国民の発行されていない著作物に与えている保護と同一の保護及びこ
の条約が特に与える保護を受ける． 
3 この条約の適用上，締約国は，自国の法令により，自国に住所を有する者を自国民とみ
なすことができる． 
 
第三条 〔保護の条件〕 
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1 締約国は，自国の法令に基づき著作権の保護の条件として納入，登録，表示，公証人に
よる証明，手数料の支払又は自国における製造若しくは発行等の方式に従うことを要求す
る場合には，この条約に基づいて保護を受ける著作物であつて自国外で最初に発行されか
つその著作者が自国民でないものにつき，著作者その他の著作権者の許諾を得て発行され
た当該著作物のすべての複製物がその最初の発行の時から著作権者の名及び最初の発行の
年とともに©の記号を表示している限り，その要求が満たされたものと認める．©の記号，
著作権者の名及び最初の発行の年は，著作権の保護が要求されていることが明らかになる
ような適当な方法でかつ適当な場所に掲げなければならない． 
2 １の規定は，締約国が，自国において最初に発行された著作物又は自国民の著作物（発
行の場所のいかんを問わない．）について，著作権の取得及び享有のため，方式その他の条
件を要求することを妨げるものではない． 
３ １の規定は，司法上の救済を求める者が訴えを提起するに当たり満たすべき手続上の
要件として，国内で開業する弁護士に依頼すること，裁判所若しくは行政機関又はその双
方に対して訴訟に係る著作物の複製物を一部納入すること等を締約国が定めることを妨げ
るものではない．もつとも，当該手続上の要件を満たしていないことは，著作権に影響を
及ぼすものではなく，また，保護が要求される締約国の国民に課されていない要件は，他
の締約国の国民に課することができない． 
４ 各締約国は，他の締約国の国民の発行されていない著作物を，方式の履行を要するこ
となく保護するための法的手段を確保する． 
5 締約国は，著作権について二以上の保護期間を許与する場合において最初の期間が次条
に定める最短の期間よりも長いときは，二番目以降の保護期間に関しては，１の規定に従
うことを要しない． 
 
第四条 〔保護期間〕 
1 著作物の保護期間は，第二条及びこの条の規定に従い，保護が要求される締約国の法令
の定めるところによる． 
2(a) この条約に基づいて保護を受ける著作物の保護期間は，著作者の生存の間及びその死
後二十五年から成る期間よりも短くてはならない．もつとも，いずれかの締約国が自国に
ついてこの条約が効力を生ずる日に特定の種類の著作物に関し保護期間を最初の発行の日
から起算する期間に限定している場合には，当該締約国は，その例外を維持し及び他の種
類の著作物に及ぼすことができる．これらのすべての種類の著作物に関する保護期間は，
その最初の発行の日から二十五年よりも短くてはならない． 
(b) いずれかの締約国が自国についてこの条約が効力を生ずる日に保護期間を著作者の生
存の間を基礎として算定していない場合には，当該保護期間は，著作物の最初の発行の日
又は発行に先立つ著作物の登録の日から起算することができる．当該保護期間は，それぞ
れ最初の発行の日又は発行に先立つ登録の日から二十五年よりも短くてはならない． 
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(c) 締約国が法令により二以上の連続する保護期間を許与する場合には，最初の期間は，(a)
及び(b)に定める最短の期間よりも短くてはならない． 
3 ２の規定は，写真の著作物及び応用美術の著作物については適用しない．もつとも，写
真の著作物を保護し，又は応用美術の著作物を美術的著作物として保護している締約国に
おいては，これらの種類の著作物に関する保護期間は，いずれも十年よりも短くてはなら
ない． 
4(a) いずれの締約国も，発行されていない著作物についてはその著作者が国民である締約
国の法令により，発行された著作物についてはその著作物が最初に発行された締約国の法
令により，それらの著作物の種類について定められている期間よりも長い期間保護を与え
る義務を負わない． 
(b) (a)の規定の適用上，いずれかの締約国が法令により二以上の連続する保護期間を許与
する場合には，それらの期間を合算した期間を当該締約国が保護を与えている期間とみな
す．もつとも，特定の著作物が何らかの理由により二番目以降のいずれかの期間当該締約
国の保護を受けない場合には，他の締約国は，当該期間その著作物について保護を与える
義務を負わない． 
5 ４の規定の適用上，非締約国において最初に発行された締約国の国民の著作物は，その
著作者が国民である締約国において最初に発行されたものとみなす． 
6 ４の規定の適用上，二以上の締約国において同時に発行された著作物は，最も短い保護
期間を許与する締約国において最初に発行されたものとみなす．最初の発行の日から三十
日以内に二以上の締約国において発行された著作物は，それらの締約国において同時に発
行されたものとみなす． 
 
第四条の二 〔基本的権利〕 
1 第一条に規定する権利は，著作者の財産的利益を確保する基本的な権利，特に，複製（方
法のいかんを問わない．），公の上演及び演奏並びに放送を許諾する排他的権利を含む．こ
の条の規定は，原作物であるか原作物から派生したと認められる改作物であるかを問わず，
この条約に基づいて保護を受ける著作物に適用する． 
2 もつとも，各締約国は，１に規定する権利について，この条約の精神及び規定に反しな
い例外を自国の法令により定めることができる．ただし，自国の法令にそのような例外を
定める締約国は，例外を定める各権利について，合理的な水準の有効な保護を与える． 
 
・・・（略）・・・ 
 
第十七条 〔ベルヌ条約との関係〕 
1 この条約は，文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約の規定及び同条約によ
り創設された同盟の構成国の地位に何ら影響を及ぼすものではない． 
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2 １の規定の適用に関し，この条に宣言が附属している．この宣言は，千九百五十一年一
月一日にベルヌ条約に拘束されていた国又はその後拘束された国若しくは拘束される国に
ついて，この条約の不可分の一部である．これらの国によるこの条約の署名は，この宣言
の署名を伴うものとし，これらの国によるこの条約の批准若しくは受諾又はこれへの加入
は，それぞれ，この宣言の批准若しくは受諾又はこれへの加入を伴う． 
 
第十八条 〔米州条約との関係〕 
この条約は，専ら二以上の米州の共和国の間にのみ現在効力を有しており又は将来効力
を有することとなる著作権に関する多数国間又は二国間の条約又は取極を無効にするもの
ではない．これらの現行の条約若しくは取極の規定とこの条約の規定とが抵触する場合又
はこの条約が効力を生じた後に二以上の米州の共和国の間に新たに作成される条約若しく
は取極の規定とこの条約の規定とが抵触する場合には，最も新しく作成された条約又は取
極の規定が締約国間において優先する．いずれかの締約国についてこの条約が効力を生ず
る日前に有効な条約又は取極に基づき当該締約国において取得された著作物についての権
利は，影響を受けない． 
 
第十九条 〔他の条約との関係〕 
この条約は，二以上の締約国の間に効力を有している著作権に関する多数国間又は二国
間の条約又は取極を無効にするものではない．これらの条約又は取極の規定とこの条約の
規定とが抵触する場合には，この条約の規定が優先する．いずれかの締約国についてこの
条約が効力を生ずる日前に有効な条約又は取極に基づき当該締約国において取得された著
作物についての権利は，影響を受けない．この条の規定は，第十七条及び前条の規定に何
ら影響を及ぼすものではない． 
 
第二十条 〔留 保〕 
この条約には，いかなる留保も認めない． 
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 著作権に関する世界知的所有権機関条約 (WIPO)（抄） 
1996 年（平成８年）12 月 20 日  ジュネーブで作成 
2000 年（平成 12 年）６月６日  加入書寄託 
2002 年（平成 14 年）２月 15 日  公布（条約第１号） 
2002 年（平成 14 年）３月６日  効力発生 
 
前文  
締約国は，文学的及び美術的著作物に関する著作者の権利の保護をできる限り効果的か
つ統一的に発展させ及び維持することを希望し，新たな経済的，社会的，文化的及び技術
的発展によつて生ずる問題について適当な解決策を与えるため，新たな国際的な規則を導
入するとともに現行の規則の一部についてその解釈を明確にする必要があることを認め， 
情報及び通信に係る技術の発展及び融合が文学的及び美術的著作物の創作及び利用に重
大な影響を与えることを認め，文学的及び美術的著作物の創作を促進する上で著作権の保
護が特に重要な要因であることを強調し，ベルヌ条約に反映されているように，著作者の
権利と特に教育，研究及び情報の入手のような広範な公共の利益との間の均衡を保つ必要
があることを認めて，次のとおり協定した．  
  
第一条 ベルヌ条約との関係  
(1)  この条約は，文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約によつて設立された
同盟の構成国である締約国については，同条約第二十条に規定する特別の取極を構成する．
この条約は，ベルヌ条約以外の条約といかなる関係も有するものではなく，また，この条
約以外の条約に基づくいかなる権利及び義務に影響を及ぼすものでもない． 
(2) この条約のいかなる規定も，文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約に基づ
く既存の義務であつて締約国が相互に負うものを免れさせるものではない． 
(3) この条約において，「ベルヌ条約」とは，文学的及び美術的著作物の保護に関するベル
ヌ条約の千九百七十一年七月二十四日のパリ改正条約をいう． 
(4) 締約国は，ベルヌ条約第一条から第二十一条までの規定及び同条約の附属書の規則を遵
守する．  
 
第二条 著作権の保護の範囲  
著作権の保護は，表現されたものに及ぶものとし，思想，手続，運用方法または数学的
概念自体に及ぶものではない．  
 
第三条 ベルヌ条約第二条から第六条までの適用  
締約国は，この条約に定める保護について，ベルヌ条約第二条から第六条までの規定を
準用する．  
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第四条 コンピュータ・プログラム  
コンピュータ・ログラムは，ベルヌ条約第二条に定める文学的著作物として保護される．
その保護は，コンピュータ・プログラムの表現の方法または形式のいかんを問わず与えら
れる．  
 
第五条 データの編集物（データベース）  
素材の選択または配列によって知的創作物を形成するデータその他の素材の編集物は，
その形式のいかんを問わず，知的創作物として保護される．その保護は，当該データその
他の素材自体に及ぶものではなく，また，当該編集物に含まれるデータその他の素材につ
いて存在する著作権を害するものでもない． 
  
第六条 譲渡権  
(1) 文学的及び美術的著作物の著作者は，その著作物の原作品及び複製物について，販売そ
の他の譲渡により公衆への供与を許諾する排他的権利を享有する． 
(2) この条約のいかなる規定も，著作物の原作品または複製物の販売その他の譲渡（著作者
の許諾を得たものに限る．）が最初に行われた後における(1)の権利の消尽について，締約国
が自由にその条件を定めることを妨げるものではない． 
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資料２ 
 中国企業の職務考案に対する奨励報酬の現状 
「中国企業の職務考案に対する奨励報酬の現状をさらに理解するため，我々は企業に対し
て面談とアンケートによる調査を行った．面談を行った 7 社とアンケ－トの有効回答のう
ち代表的な 13 社の企業の情況をまとめると，以下の表のようになる．」238（表 5～表 9） 
 
表 5 
号 名所 所在地 性質 規模 業界 
1 上海××汽車電気有限公司 上海 中外合弁 中型 機械 
2 上海××機械有限公司 上海 中外合弁 中型 重工業 
3 上海××公司 上海 民営 中型 製造 
4 ××軟件中心 上海 外資 大型 ソフトウェア 
5 上海××微電子股フェン有限公司 上海 株式会社 中型 IC 
6 上海××科技発展有限公司 上海 民営 中型 高分子 
7 上海××（集団）股フェン有限公司 上海 中外合弁 大型 家電 
8 上海××有限公司 上海 中外合弁 大型 製造 
9 上海××機器厰有限公司 上海 中外合弁 中型 機械 
10 上海××機械設備有限公司 上海 中港合弁 大型 機械 
11 ××通訊股フェン有限公司 深セン 株式会社 大型 通信 
12 ××集団股フェン有限公司 佛山 民営 大型 家電 
13 ××通訊系統（広州）有限公司 広州 香港資本 大型 通信 
14 中国××股フェン有限公司 北京 国有 大型 化工 
15 ××科技股フェン有限公司 北京 国有 中型 IT 
16 北京××軟件股フェン有限公司 北京 国有 中型 ソフトウェア 
17 北京××科技発展有限公司 北京 民営 小型 家電 
18 山東××電器有限公司 淄博 株式会社 大型 IT 
19 青島××股フェン有限公司 青島 株式会社 大型 家電 
20 蘇州××有限公司蘇州 蘇州 中外合弁 中型 家電 
 
  
                                                   
238中国社会科学院知識産権中心 李明徳・閻文軍,「中国企業の職務発明奨励対価制度比較
調査」ジェトロ北京センター知的財産権部,2008.3.31,北京 p.53-57 
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表 6 
企 業
番号 
企業の知的財産の所有状況 特許申請後の報奨金（人民元） 
特許 技術秘密 その他 発明 実用新型 外観設計 
1 5 無 無    
2 5 有     
3 100 有     
4 4 無 著作権    
5 27 有 IC とソフトウェ
ア 
500 500  
6 175 有 無    
7 136 有 著作権 1000 1000  
8 59 有 著作権に 7 件登録    
9 99(申請) 有 無 100-200 100-200 100-200 
10 156 有 著作権に 41 件登
録 
100-200 100-200 100-200 
11 約 12,000 有 著作権登録    
12 3,169 有 商標 1185 件    
13 281 （ 申
請) 
有 著作権に 30 件以
上登録 
3,000 1,000-2,000 1,000-3,000 
14 7,384 有     
15 124 有 著作権に 60 件以
上登録 
   
16 5 有 著作権に 150 件以
上登録 
   
17 26 有 著作権 3 件登録 200 100 100 
18 76 有     
19 800 以上 有     
20 230 有 無    
 
  
213 
 
表 7 
企
業
番
号 
特許取得後の奨励（人民元） その他の知的財産権の取
得 
技術の譲渡，許可
時の報酬 
著作権 商業秘密 
発明 実用新案 外観設計    
1 10,000 5,000 3,000    
2 2,000 500 500    
3 2,000 500 500    
4 4,000 500 500   多額の特別奨励 
5 3,500 1,000     
6 2,000 1,000 500    
7 4,000 1,000 500 500 特許を 参
照 
特許使用費また
は譲渡費の納税
後の 10% 
8 2,000 500 500    
9 2,000-5,000 100-2,000 100-2,000  1,000-5,0
00 
収益の 12% 
10 2,000-5,000 500-2,000 500-2,000  1,000-5,0
00 
 
11 2,000 500 500   特許法実施細則
を参照 
12 2,000 500 500    
13 2,000-8,000 2,000-8,000 2,000-8,0
00 
2,000   
14 特許法実施細則を参考 約 20% 
15 3,000 1,000 500 500-2,000  譲渡または許可
費の 10% 
16 2,000 500 500 500-1,000   
17 4,000 2,000 1,000 500-2,000  収益の 10-20% 
18 2,000 1,000 500  特許参照  
19 2,000 500 500  500-2,000  
20 3,000 1,500 1,000   譲渡または許可
費の 10% 
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表 8 
企
業 
番
号 
自社使用時の報酬 その他の奨励と待遇 
 栄誉 昇進 その他 影響 
1  有 有  大きい 
2   有 昇給 適当 
3      
4 多額の特別奨励   有 小さい 
5   有  小さい 
6  有 有 部門業績 小さい 
7 特許奨励点数×支給期間内の特許使用量 有 有 研修 適当 
8 年間税引き後利益×技術貢献率×個人貢献
率 
  住宅購入
優待 
適当 
9 毎年の利益の 3％ 有 有  適当 
10 新しい技術を使用する前の設備 100 台を
支給 
有 有  適当 
11 特許法実施細則を参照 有 有  小さい 
12 特許の種類に応じて 2 万，2 千，500 を支
給 
    
13 経済的利益に応じて物品で支給 有 有  適当 
14 特許法実施細則を参照（0.5%-3%） 有 有  適当 
15 特許法実施細則を参照 有 有  適当 
16 売上利益に応じて支給 有 有  適当 
17 特許法実施細則を参照 有 有  小さい 
18 利益の増加に応じて総合的に評価 有 有  適当 
19 年末の報酬に反映，具体的な計算基準はな 
し 
有 有  適当 
20 売上量と売上区域に応じて総合的に評価 有  有給休暇 適当 
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表 9 
企業
番号 
過去３年間に実際に支給した奨励と報酬の状況 
人数 総額（元） 最高額（元） 各成果の平均 
1 4 20,000   
2 3 160,000 50,000 40,000 
3     
4  40,000 12,000 4,000 
5 33 5,000   
6 50 200,000 6,000 3,000 
7 119 625,599 70,000 4,000 
8 30 60   
9     
10 100  100,000  
11 約 3,800 人 約 2,400 100,000 2,000 
12     
13   20,000  
14   300,000  
15 約 80 人 100 万 40,000 5,000 
16 35 約 500,000 50,000 2,000 
17 15 200,000 以上 30,000  
18 45 400,000 20,000 5,000 
19 30 人以上 約 200,000 40,000 6,000 
20 35  30,000 6,000 
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資料３ 
李德余诉北京市昌平区区志编篡委员会侵犯署名权纠纷案一审民 事 裁 定 书（2005）一中
民初字第 7966号 
北京市第一中级人民法院 
民事裁定书 
（2005）一中民初字第 7966号 
 
    原告李德余，男，汉族，1946年 10月 8日出生，中共北京市昌平区直机关工委干部，住
北京市昌平区京科苑 9号楼 1单元 403号．  
委托代理人魏修立，北京市昌兴律师事务所律师．  
被告北京市昌平区区志编篡委员会，住所地北京市昌平区政府街 19号．  
主要负责人佟根柱，主任．  
委托代理人王基业，男，汉族，1955 年 8 月 6 日出生，北京市昌平区政府法制办公室副
主任，住北京市昌平区东关南里 24号楼 4单元 6号．  
委托代理人庞云辉，男，汉族，1977 年 8 月 8 日出生，北京市昌平区政府法制办公室执
法监督科科员，住北京市昌平区城区镇六街帅府墙胡同．  
 原告李德余诉被告北京市昌平区区志编篡委员会（简称昌平区志编委会）侵犯署名权纠
纷一案，本院于 2005 年 7 月 22 日受理后，依法组成合议庭，于 2005 年 9 月 16 日公开开庭
进行了审理．原告李德余及其委托代理人魏修立，被告昌平区志编委会的委托代理人王基业，
庞云辉到庭参加了诉讼．本案现已审理终结．  
原告李德余诉称：1996 年 2 月，中共昌平县委，县政府办公室发文，确定原告为昌平县
志的主编，主持并负责县志的编写工作．经过八年多的努力，相继完成了以原告为主编的《昌
平县志》的初稿，送审稿．至 2004 年 8 月，《昌平县志》终审稿的修改工作基本完成，但被
告印发的《昌平县志》终审稿并未将原告署名为主编，而是将另一没有参加编写工作的人员
列为县志主编．被告的做法违反了有关法律的规定，否定了原告的工作成果，侵犯了原告的
署名权．原告请求法院判令被告：1，将《昌平县志》（终审稿）的主编唯一署名为原告；2，
收回并销毁已印发的约 100 套《昌平县志》（终审稿）；3，公开向原告赔礼道歉；4，赔偿原
告精神损失费 1万元．  
被告昌平区志编委会辩称：1，原告诉被告主体不正确，被告没有独立的法人资格，也不
属于民事诉讼法规定的“其他组织”，不能作为诉讼主体参加诉讼．2，原告起诉书陈述的内
容不真实．《昌平县志》的著作权属于昌平区志编委会，原告并非《昌平县志》的唯一主编．《昌
平县志》的编篡工作始于 1987年，先后有四任主编组织编篡工作．《昌平县志》（终审稿）属
于未完成作品，其最终署名方式仍未确定．3，原告请求收回并销毁 100 套《昌平县志》（终
审稿）无事实依据，因为《昌平县志》（终审稿）实际上只翻印了 40册．4，原告参与编篡《昌
平县志》的工作业绩应得到肯定，被告以实事求是的态度，拟订了《昌平县志》历届编篡委
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员会人员名单，各单位撰稿人员名录和历任主编，副主编，编辑名录，其中对原告按时间序
列署名为主编，原告请求署名为唯一主编没有事实及法律依据．被告请求法院驳回原告全部
诉讼请求．  
本院经审理查明：1987年 10月 6日，中共昌平县委办公室，昌平县人民政府办公室下发
昌办发[1987]42号《关于成立昌平县县志指导小组和昌平县县志编篡委员会的通知》，其中载
明“成立昌平县县志编篡委员会，负责制定县志编篡规划，审定篇目，培训编辑，指导编篡，
审定志稿”，“县志编篡委员会下设办公室，主任由石家声同志兼任”．1996年 2月 7日，中共
昌平县委办公室，昌平县人民政府办公室下发昌办发[1996]9号《关于调整昌平县县志编篡委
员会组成人员的通知》，其中载明“（县志编篡）委员会下设办公室（办公地点设在县志办公
室）”，“县志主编：李德余”．2001年 2月 12日，中共昌平区委，北京市昌平区人民政府下发
昌文[2001]1 号《关于调整昌平区区志编篡委员会的通知》，其中载明“昌平区区志编篡委员
会办公室设在区委党史办公室，主任由李德余同志兼任”．2004 年 8 月 16 日，中共北京市昌
平区委发布京昌文[2004]20号《关于李德余等同志职务变动的通知》，免去了李德余同志区委
党史办办公室主任的职务，由刘建初接任．  
在本院庭审过程中，双方当事人均认同如下事实：1，昌平区志编委会设在昌平区党史办
公室．2，昌平区志编委会是在昌平区委，区政府领导下进行的，没有专门帐户，无固定经费
来源，所需经费需向区财政局提出书面申请后，由政府财政拨款．昌平区志编委会与区党史
办公室是合署办公，昌平区志编委会没有专门的办公地点，也没有固定的工作人员，其成员
由各部门人员兼任．  
以上事实，有昌办发[1987]42 号《关于成立昌平县县志指导小组和昌平县县志编篡委员
会的通知》，昌办发[1996]9 号《关于调整昌平县县志编篡委员会组成人员的通知》，昌文
[2001]1号《关于调整昌平区区志编篡委员会的通知》，京昌文[2004]20号《关于李德余等同
志职务变动的通知》及当事人陈述等证据在案佐证．  
本院认为，《中华人民共和国民事诉讼法》第四十九条规定：“公民，法人和其他组织可
以作为民事诉讼的当事人”．最高人民法院《关于适用〈中华人民共和国民事诉讼法〉若干问
题的意见》第四十条规定：“民事诉讼法第四十九条规定的其他组织是指合法成立，有一定的
组织机构和财产，但又不具备法人资格的组织．”根据本院查明的事实，本案被告昌平区志编
委会并不是依法成立的法人，不具备法人主体资格，亦不具有独立财产，其所需经费需由政
府财政拨付，故昌平区志编委会不属于我国民事诉讼法规定的其他组织．因此，被告昌平区
志编委会不具备民事诉讼主体资格，不能成为本案的适格被告．  
综上，李德余起诉昌平区志编委会侵犯其署名权，因被告昌平区志编委会不具备民事诉
讼主体资格，故原告起诉不符合法定条件．依据《中华人民共和国民事诉讼法》第四十九条
第一款，最高人民法院《关于适用〈中华人民共和国民事诉讼法〉若干问题的意见》第四十
条之规定，裁定如下：  
驳回原告李德余对被告北京市昌平区区志编篡委员会的起诉．  
案件受理费 1000元，由原告李德余负担（已交纳）．  
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    如不服本裁定，可在本裁定送达之日起 10日内，向本院递交上诉状及副本，并交纳上诉
案件受理费 1000元，上诉于北京市高级人民法院．在上诉期满后 7日内未交纳上诉案件受理
费的，按自动撤回上诉处理．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
审  判  长  李燕蓉 
 
代理审判员  刘晓军 
 
人民审判员  史新章 
 
 
 
 
 
二 О О 五 年 十 月 八 日 
 
 
 
 
 
书  记  员  周丽婷 
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資料４ 
 世界各国の職務著作制度（公益社団著作権情報センター参照） 
 
国別 著作物の種類 権利帰属 条文 
著作者人格権 著作財産権 
中国 法人著作物 法人等 法人等 11 条 
一般職務著作物 自然人（従業者） 自然人（従業者） 
法人等（優先的使
用権） 
16条1項 
特殊職務著作物 法人等（氏名表示
権以外） 
従業者（氏名表示
権） 
法人等 16条2項 
日本 職務著作（法人著作） 法人等 法人等 15 条 
米国 雇用著作 雇用主（法人等） 雇用主（法人等） 101 条，
201 条
（ｂ） 
英国 雇用著作 雇用主（法人等） 雇用主（法人等） 79 条，82
条 
独 著作者が雇用関係又は職務
関係から生ずる義務の履行
において著作物 
従業者（著作者） 従業者（著作者） 43 条 
仏 集合著作物 名前で公表される
自然人か，法人か 
名前で公表され
る自然人か，法人
か 
113 条 
意 雇用著作 被用者 雇用者 12 条 
ロシア 職務著作物 従業者（著作者） 従業者（著作者） 1295 条 
台湾 職務著作 被雇用者 雇用者 11 条 
韓国 業務条著作物 法人等 法人等 2 条 三
一，9 条 
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資料 5 
 
 日本の学説（浅野卓の概説書等の職務著作規定の趣旨に言及する箇所を抜き出し，
並び替え，整理したものである）239 
1． 必要性の視点からの趣旨 
論者 職務著作規定の趣旨 
半田正夫 「今日における著作物創作の実際においては，法人の団体内部における創作
の場合など，複数人の共同作業により創作される事例が多く，これらの場合
における複数人の関与の度合と態様もさまざまであって，具体的に創作者を
自然人の中に求めることが実状に反することから，法人などの団体に原始的
に著作者の権利を附与することを意図したものである．」（『著作権法概説〔第
14 版〕』63 頁） 
半田正夫 半田正夫「本条は，著作行為をなしうるのはあくまでも自然人であるとの前
提に立ちながら，一定の要件を具備した著作物についてだけ著作権取引の便
宜上，法人を著作者と擬制したにすぎないと解すべきものと思われる．」（『著
作権法概説〔第 14 版〕』64 頁） 
小畑明彦 「本条の趣旨は，「著作者は自然人であるとの前提に立った上で，法人等の業
務に従事する者の職務上作成する著作物について，法人等がそれを業務上取
扱う際に支障のないよう便宜を図ること，…加えて法人等の従業者が職務上
作成する著作物取引の円滑化を図ること等のために，そうした著作物につき
発生する著作権及び著作者人格権の帰属主体を単純化する法技術として，法
人等を著作者として擬制することにより，法人等に原始的にこれらの権利を
帰属させる」（辰巳）ところにあると解される．」（金井重彦＝小倉秀夫『著作
権法コンメンタール（上巻）』258 頁） 
中山信弘 「特許権は登録主義が採用されており，発明者・権利者は登録から判明する
のに対し，著作権の場合は創作主義が採用されており，著作物を利用しよう
とする第三者にとって権利の発生やその淵源の探索が非常に困難である．そ
の限りにおいては，外部から見て誰が創作者であるのかが判り易い制度が好
ましいといえる．」「いずれにせよ 15 条は，著作物の利用・流通に力点を置い
た規定であるといえよう．」（『著作権法』172〜173 頁） 
田村善之 第一に，法人等のなかにおける著作活動にインセンティブを与えるためには，
                                                   
239 浅野卓「職務著作要件論―職務著作成立の許容性を探る」パテント 2010,Vol.63 No.9,pp．
114-116 
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資金を投下する法人等を保護する必要があること，第二に，法人内における
著作の実態は外部の者には判然とせず（中山），また多数の者が関与するため
に内部の者にとっても著作活動を行った者の特定が困難となることもあると
ころ，著作者が不明確なままだと許諾を求める先が不明確となり，またかり
に確定できたとしても多数の者が共同著作者となって権利を行使する可能性
があるために（作花＝紋谷他），著作物の円滑な利用に支障が生じかねないこ
とに鑑みて，個別の創作者の権利行使を制限し，権利の所在を法人等に一元
化することを図った規定であると理解するほかあるまい．」（『著作権法概説第
2 版』376 〜377 頁） 
田村善之 「著作権に関しては，前述したように，著作物の創作活動を可能とする経済
的な環境を整えている使用者に，著作権という見返りを与えることが著作物
の創作活動を促すインセンティブとなると説明しうる．」（『著作権法概説第 2 
版』378 頁） 
田村善之 「現行法が著作権の原始的帰属の問題に止めず，法人等を著作者とする大胆
な決断を採った背景には，従業者を著作者としたままでは著作者人格権が行
使されるおそれがあり，これを防ぐ必要があるという判断が存するものと解
される．」（『著作権法概説第 2 版』377 頁） 
中山信弘 「特許法における人格権と比べると格段に強力な著作者人格権を従業者に残
しておくと，人格権を行使された場合に，事実上財産権が無意味になる場合
もありうる．そこで譲渡することができない権利である著作者人格権も使用
者に原始的に帰属させるためには，使用者を創作者とする必要があった（茶
園）．つまり 15 条は，契約で処理することが困難な著作者人格権を使用者に
帰属させる，少なくとも従業者には行使させない，という点に意味があるの
である（田村，上野）．」（『著作権法』173 頁） 
中山信弘 「法人等の内部では，日常的に無数の著作物が創作されており，それらにつ
き人格権と著作権の帰属が異なると企業活動に大きな支障を来すおそれがあ
る．その意味からは，著作権と著作者人格権とを一体として使用者に一元的
に帰属せしめる実質的理由もある．しかしながら…」（『著作権法』174 頁） 
 
2． 合理性・許容性の視点からの趣旨 
論者 職務著作規定の趣旨 
作花文雄 「法人等において創作された著作物を利用しようとする場合において，創作
従事者が原則的に著作者となる制度をとる場合，契約による処理が極めて煩
瑣となるおそれが生じる．この場合，財産権だけであれば，創作従事者の権
利を契約により使用者である法人等に移転していれば，利用者としても権利
処理が煩瑣にならないで済ませられるものの，著作者人格権については一身
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専属である以上，例えば当該創作従事者から著作権の移転を受けた当該法人
等が自ら利用しまたは第三者に利用許諾を行う場合において，その著作者人
格権を行使しない旨の契約を締結していたとしても，いかなる範囲の利用の
同意が有効に成立しているかについて必ずしも客観的に明らかでなく，なお
円滑な利用が困難となるおそれがある．したがって，法人等において創作さ
れる著作物の著作者を原則的には当該法人等とする（例外的に当事者間の契
約で著作者を創作従事者とする）ことが，著作物の円滑な利用という観点か
らも，その合理性を見出し得る．」（半田正夫＝松田政行編『著作権法コンメ
ンタール 1』668 〜669 頁） 
作花文雄 「法人等の内部で職務上作成された著作物について，社会的に評価や信頼を
得て，また，その内容について責任を有するのはその業務従事者というより
は，法人等であると一般に考えられ，また，著作物の円滑な利用という観点
からも，法人等が著作者となることに合理性が認められる．」（『著作権法制度
と政策第 3 版』73 頁） 
加戸守行 「本来，著作物というのは人間の知的活動として生み出されるものでありま
すから，著作者は自然人というのが建前ですけれども，現実に会社が著作物
を作成し出版するという形で，社会的にもその著作物に関する責任を会社が
負い，会社として対外的信頼を得ているという場合が多いわけでありますの
で，そういう性格のものについては，その会社を著作者とするという規定が
本条であります．」（『著作権法逐条講義五訂新版』144 頁） 
作花文雄 「当該使用者の主導性の下に，当該使用者の金銭その他の投資，当該使用者
の負うべきリスク等により当該著作物が作成されることに鑑み，個々の創作
従事者ではなく，その使用者に財産権（著作権）を帰属させることに合理性
が見出される．」（半田＝松田編『著作権法コンメンタール 1』667 〜668 頁） 
作花文雄 「財産権の帰属という側面からは，組織内で職務上作成される著作物に要す
る人件費や物件費などは，当該組織が負うところから，当該組織に権利を帰
属させることに合理性を見出し得るという考え方も背景としてはあると思わ
れる．」（『著作権法制度と政策第 3 版』73 頁） 
田村善之 「現行法は，職務上の作成者は労務に対する報酬の形で経済的な埋め合わせ
を受けていると考えられること（辰巳），くわえて，職務上，法人等の指揮監
督下で創作されるものは他の一般の著作物に比すれば愛着等の点で人格的利
益の付着の度合いが相対的に低いと認められる場合も少なくないと推察さ
れ，しかも，その著作物が個々の創作者名義ではなく法人等の名義で公表さ
れるものは，当事者間の契約や就業規則，職務命令等により，従業者個人が
人格的利益を主張しないことを予定されていると理解されることから，その
著作者人格権までをも奪う帰結を採用してもあながち酷ともいえない，と判
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断したのであろう．」（『著作権法概説第 2 版』377 頁） 
小畑明彦 「業務従事者としては，通常，報酬の形で対価を受領していること，法人等
の名義で公表される著作物は，業務従事者個人が人格的利益を主張しないこ
とを予定されていると言えることからすれば，著作権および箸作者人格権を
取り上げられてもあながち酷であるとはいえない（田村）」（金井＝小倉『著
作権法コンメンタール（上巻）』258 頁） 
中山信弘 「著作物の中には，法人等のパンフレットやメモ類等のように個性の流出度
が極めて低いものも多数存在する．発明の場合と比較すると，これらについ
ては量も多いし，また法人等の使用者の名義で公表される著作物に関しては，
従業者としても著作権を原始的に使用者に帰属させるという意思の存在する
ことが多く，またその社会的評価を受ける主体は名義人である使用者である
という実態があるということもいわれている（茶園）．いずれにせよ 15 条は，
著作物の利用・流通に力点を置いた規定であるといえよう．」（『著作権法』173 
頁） 
作花文雄 「人格権と呼ばれる権利の保護法益には，個人の内心の自由にかかるものか
ら社会的な名声・評価にかかるものなどさまざまなものがあり得る．著作者
人格権の保護法益は，著作者が自然人の場合，個人の内心面から社会的な名
声・評価までのものが想定されるところであるが，当該著作者が法人等であ
る場合であっても，その著作物に関する法人等の社会的な名声・評価に係る
法益が存在することは，必ずしも否定されるものではない．例えば，法人等
が発行する新聞，雑誌等についてみれば，その著作物に存する編集方針や個
別具体的な表現は，当該法人等の販売している商品ということにとどまらず，
当該法人の主義，主張や理念に基づき表明されているもの，つまり当該法人
等の思想の表現と捉え得るものであり（単に個々の執筆者の思想の表現とい
うものにとどまらない），そこに法人等としての著作者人格権による保護法益
を認めることに合理性が認められる．」（半田＝松田編『著作権法コンメンタ
ール 1』668 頁） 
中山信弘 著作権審議会答申説明書では，今日の著作物の創作の実態からすれば，法人
等の活動として著作行為がなされるものと解することを適当とする事例も多
いと認められるが，職務上著作される著作物の創作態様は様々であるため，
一定の要件の下に創作された著作物に限定して法人等を著作者とする他は，
特に法で規定せずに契約に委ねることにした，と述べられている．コンピュ
ータ・プログラム等の技術的著作物が増加し，かつ創作活動も変化している
今日の実態からすれば，法人等に権利を帰属させることが妥当な場合もある
であろう．しかしながら…」（『著作権法』172 頁） 
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資料 6 
 
 中国における著作権法制度（表 1～表 4）（出典：何連明・劉国凡「中国における著作
権法制度，判例紹介」，パテント，2008，Vol. 61，No. 6） 
 
表 1 中国における著作権に関する主な法規 
法律及び管理弁法等 レベル 概要 
著作権法（2001年第一回改正） 法律 著作権に関する基本法，第二回の改正の作業中 
著作権法実施条例（2002年） 行政法規 著作権法の下位法 
コンピューター・ソフトウェア保護条例
（2001年） 
行政法規 コンピューター・ソフトウェアの保護に関する
法規 
著作権集団管理条例（2004年） 行政法規 著作権集団管理活動に関する法規 
情報ネットワーク伝播権保護条例（2006年） 行政法規 コンピューターソフトウェアの開発，伝播及び
使用に関する法規 
著作権行政処罰実施弁法（2003年） 行政規章 著作権行政管理部門の行政処罰行為を規範化
する省令 
インターネット著作権行政保護弁法（2005
年） 
行政規章 インターネット情報サービス活動における情
報ネットワーク伝播権の行政保護に関する規
定 
公安部，国家版権局の著作権侵害の違法犯
罪取締りにおける連携・協力強化に関する
暫定規定（2006年） 
行政規章 著作権侵害の違法犯罪の取り締りに関する規
定 
著作権行政苦情申立ガイダンス（2006年） 行政規章 著作権の権利者による行政機関に対する申立
を規範する規定 
国家版権局の公告2007年第一号（2007年） 行政規章 「権利侵害があるネット内容の削除やリンク
解除の要請に関する通知」及び「削除やリンク
解除されたネット内容の回復要請に関する説
明」の参考様式 
海賊版の通報，事実の調査・処分への報奨
に関する暫定弁法（2007年） 
行政規章 海賊版の製造・販売などの活動に関する規定 
司法解釈 概要 
最高人民法院による著作権民事紛争事件審
理上の法律適用の若干の問題に関する解釈
（2002年） 
著作権民事紛争事件を審理する際の法律適用問題に関する解
釈 
最高人民法院によるコンピューターネット コンピューターネットワーク上の著作権紛争案件を審理する
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ワーク著作権に関わる紛争案件の審理にお
ける法律適用の若干の問題についての解釈
（2006年） 
際の法律適用問題に関する解釈 
 
最高人民法院 最高人民検察院による知的
財産権侵害における刑事事件の処理につい
ての具体的な法律適用に関する若干の問題
の解釈（2004年） 
知的財産権侵害における刑事事件の処理についての具体的な
法律適用に関する若干問題の解釈 
最高人民法院 最高人民検察院による著作
権侵害刑事事件の取扱いにおける録音・録
画製品に関連する問題についての回答
（2005年） 
著作権侵害による刑事事件の取扱いにおける録音・録画製品
に関連する問題の回答 
最高人民法院 最高人民検察院による知的
財産権侵害における刑事事件の処理につい
ての具体的な法律適用に関する若干の問題
の解釈（2）（2007年） 
知的財産権侵害による刑事事件の取り扱いにおいて具体的な
法律適用の若干の問題に関する解釈 
国際条約 概要 
文学芸術作品の保護に関するベルヌ条約
（1992年調印） 
中国の著作権法体系の国際化の開始 
万国著作権条約（1992年調印） 同上 
録音製品製作者を保護し，許可なしにその
録音製品を複製することを禁止するジュネ
ーブ条約（1993年調印） 
外国の録音製品製作者の著作権の保護 
知的所有権の貿易関連の側面に関する協定
（TRIPS）（2001年調印） 
WTO加盟時の承諾の履行 
WIPO著作権条約（2007年調印） インターネット上の著作権保護の増強 
WIPO実演・レコード条約（2007年調印） 同上 
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表 2 中国著作権法における著作権保護の内容 
権利 
許諾，譲渡
の可否 
保護期間 定義 
公表権 否 50年 著作物を公衆に公表するかどうかを決定する権利 
氏名表示権 否 無期限 著作者の身分を表明し著作物に氏名を表示する権利 
変更権 否 無期限 著作物を変更し又は変更を他人に許諾する権利 
同一性保持権 否 無期限 著作物が歪曲され，又は改ざんされないように保護する権利 
複製権 可 50年 印刷，録画等により著作物を1部又は多数製作する権利 
頒布権 可 50年 販売又は贈与の方式により原作品又は複製物を公衆に提供す
る権利 
貸与権 可 50年 映画の著作物又は映画の撮影製作に類似する方式により創作
された著作物，コンピューター・ソフトウェアの著作物の臨時
的な使用を他人に許諾する権利．但し，コンピューター・ソフ
トウェアについては，貸与を主たる目的としない場合を除く． 
展示権 可 50年 美術の著作物及び写真の著作物の原作品又は複製物により公
開的に陳列する権利 
上演権 可 50年 著作物を公開的に上演し，及び各種の方法により公開的に著作
物の上演を伝達する権利 
上映権 可 50年 上映機材，スライド映写機等の技術設備を利用して，美術，写
真，映画及び映画の撮影製作に類する方法により創作された著
作物等を公開し再現する権利 
放送権 可 50年 無線により著作物を公開放送又は伝達し，又は有線方式による
伝達又は中継方法で公衆に対して著作物を伝達・放送し，及び
拡声器又はその他の記号・音・影像を伝達する類似工具を通し
て公衆に作品を伝達・放送する権利 
情報ネットワ
ーク伝送権 
可 50年 有線又は無線方式により公衆に著作物を提供し，公衆のそれぞ
れが選定する時間，場所において著作物を入手させるようにす
る権利 
映画等の撮影
製作権 
可 50年 映画の著作物の撮影製作又は映画の撮影製作に類する方法に
より，著作物を媒体上に固定させる権利 
翻案権 可 50年 著作物を改変し，独創性を有する新たな著作物を作り出す権利 
翻訳権 可 50年 著作物をある言語から別の言語に変換する権利 
編集権 可 50年 著作物又は著作物の一部分を選択又は編成し，新たな著作物と
して編集する権利 
その他の権利 可 50年  
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表 3 中国著作隣接権の保護内容 
権利者 保護内容 保護期間 関連規定 
出版者 
専有的な出版権 出版契約による 第30条 
第35条 版面設計権 10年 
実演者 
氏名表示権 
無期限 
第37条 
第38条 
実演イメージが歪曲されないよう保護する権利 
他人が現場から生放送し，及びその現場からの実演を公開
中継することを許諾し，且つ報酬を取得する権利 
50年 
他人に録音録画することを許諾し，且つ報酬を取得する権
利 
その実演が収録された録音録画製品を複製，発行すること
を他人に許諾し，且つ報酬を取得する権利 
情報ネットワークを通じて他人がその実演を公衆に伝達
することを許諾し，且つ報酬を取得する権利 
録音録画物
の製作者 
製作した録音物・録画物について，複製，頒布，貸与，情
報ネットワークを通じた公衆への伝達を許諾し，且つ報酬
を取得する権利 
50年 第41条 
放送事業者 
その放送するラジオ及びテレビ番組を中継放送すること
を禁止する権利 
50年 第44条 その放送するラジオ及びテレビ番組を音・映像の媒体上に
固定し，その録音・録画媒体を複製することを禁止する権
利 
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表 4 中国における著作権の保護に関する行政機関及びその職権 
       
 
 
 
 
国務院 
国
家
新
聞
出
版
総
署(
版
権
局)
（
出
版
物
の
市
場
管
理
・
違
法
行
為
の
行
政
処
罰
） 
文
化
部
（
音
声
，
映
像
製
品
市
場
管
理
・
違
法
行
為
の
行
政
処
罰
） 
広
播
電
影
電
視
総
局
（
映
画
製
品
の
製
作
，
発
行
，
輸
入
等
の
認
可
） 
税
関
総
署
（
税
関
に
お
け
る
著
作
権
保
護
） 
情
報
産
業
部
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
情
報
サ
ー
ビ
ス
管
理
・
違
法
行
為
の
行
政
処
罰
） 
公
安
部
（
著
作
権
侵
害
刑
事
事
件
の
調
査
） 
